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社会進歩と老齢者問題
序．社会進歩と老齢者問題
1．社会進歩と高齢化社会の到来
　いかなる時代の社会にも老齢者は存在する。古い歴史の社会にあっ
て姥捨山と見られるような例外は別にして、老齢者は、その住む地域
社会や家族制度のなかに包まれ、その経験や技術、伝統的な知識をも
つ者として敬われ、その家父長的、指導者的な権威は長いあいだ保た
れてきた。こうした時代の社会にあっては老齢者問題が社会問題とし
て顕在化することはなかったといわれている（1＞。その意味で、一般的
にいえば高齢化社会の到来は喜ぶべきことだと考えられる。
　65歳以上の人口が全人口に占める比率を「高齢化率」とよぶが、人
口高齢化率は先進産業社会の多くで今日すでに15％程度に達し、今世
紀の終りごろからこれがさらに加速されて、現在の若い世代が高齢段
階に入っていく次の世紀の初めごろには20％近くなるであろうと見込
まれている。これら先進産業社会がすべて高齢化する理由としては、
産業化による生産力水準の上昇と国民生活水準の向上とがまず指摘さ
れる。端的には、衣食住の保障、栄養水準、医療・医薬品・医療機器、
就業制度、健康保険制度、教育制度などの各部門における整備・向上が
あげられ（2）、より直接的には長寿化の進行と出生率（合計特殊出生率）
の低下に象徴される。それは先進諸国では平均寿命が70歳を超え、出
生率が1．6から1．9の低い水準にあることによって知ることができる。
つまり高齢化社会においては、単に老齢人口が増加するというだけで
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なく、若年人口と老齢人口の比がよりきわだってインバランスとなる。
　このような出生率低下の問題と関連して、フランスのディスカール
ディスタン元大統領が「世代の交代を保障できない社会は死に到る社
会だ」と警告したり、アメリカの年金学者カルバートは、　「出生率の
低下は、まず人口の絶対数を減らしはじめ、つぎに人口の老齢化を過
酷なまでに進行させ、最終的には民族そのものを消滅させる」と指摘
したが（3）、これらは先進諸国における人口減少の傾向あるいは高齢化
社会に対する危機感を示している一例といえる。このような出生率低
下の問題はとくに年金制度を長期的視点にたって検討する場合、その
度合い、性格の深さにおいて、現在の年金財政の危機をはるかにこえ
て深刻ならしめるといわれている。例えば、人口の高齢化が急速に進
行してきている日本においては、年金の負担者と受給者の数の比率は、
1979年には7対1だったものが、2000年には実質的に2．5対1になると予
測されており、ドイツの場合はこれから40年後には、退職者数に対す
る生産年齢人口数の比率（dependency　rate）が1対1にまで達すると推測
されている（4＞。このように人口の高齢化にともなう世代的な負担増は、
今日世界的な課題になってきている。老年人口比率の増大は経済成長
を阻害する要因となり、その反面、経済成長の鈍化は福祉への資源配
分を制約する要因となるからである。
　実際に老人は老化現象による心身機能の低下で、慢性の複雑な病気
にかかっていることが多く、所得能力の欠如あるいは低下があるとい
う特性をもっている。そのため医療需要などがふえ、老齢者に対する
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費用が高くなるのは当然であり、そこからは、高齢化社会の明るい側
面は感じられず、ひたすら暗く、憂鯵な時代という印象しか得られな
い。
　「産業化は財およびサービスの生産すなわち経済の領域における人
間能力を飛躍的に高めることに特化した社会進化の様式である〈5）」と
いえるが、産業化によってひき起こされた構造変化は、経済発展およ
び政治発展の面で人間の環境適応能力に飛躍的な進化をもたらした反
面、社会文化的機能に関しては、基礎集団・基礎社会の衰退によって発
展とは逆に退歩を示し、とりわけ裸のままの核家族がリスク処理能力
においてきわめて退化している、という状況をつくり出している（6》。
つまり家族の危機対処能力の一般的な低下をもたらしたのである。こ
のいわば進化のおとし穴ともいうべき産業社会の弱点の一つに対処す
るための政策的対応が、すなわち社会保障制度である。しかしながら
最近では高齢化の進行でこのような社会保障制度には限界があること
が明らかになるにつれて、逆に「新自由主義的な思想」による「競争
的資本主義」に今後の発展の方向を求めようとする「小さな政府論」
が再びさかんになってきている。しかもこのような傾向は、本来「社
会保障制度は人類が社会進歩の途上でおちいった、構造変動の意図せ
ざる逆機能効果にたいするのっぴきらない対応策（7＞」であり、　「社会
保障への需要が高度産業社会にとっての機能的な緊急事態に由来する
ものである（6）jが故に、かえって時代の変化によって高齢化社会にお
ける社会保障の機能も目標も変化していくのはやむを得ないところで
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あろう。
il．高齢化社会での老齢者の所得保障問題
　老齢人口の増加と若年人口の減少に特徴されるこのような高齢化社
会の社会的負担は大変なものとなると考えるのは当然であろう。しか
し、老齢者負担を単に人口比でみるのは適当でないと考える。人口単
位としてのみ論じる限り、高齢化社会は必ずしも負担が重くなる社会
ではないからである。すなわち、社会的扶養をいうならば、老齢者だ
けでなく年少者も含めた社会全体の被扶養人口が対象とされるのでな
ければならない。高齢化の進行は確かに費用負担の増加を生産年齢層
に要請するにちがいないが、費用負担の対象は高齢層だけではない。
いわゆる「高齢化社会危機説」は主として老齢者の増加とそれにとも
なう社会的負担の問題として認識され、老人医療や老齢年金あるいは
老齢者福祉サービスの負担の増大として強調されることから出てくる
のであるが、高齢化社会は同時に成熟化社会であるために、老齢者の
ための負担増とは逆に年少者の扶養負担が相対的に減少し、一方で女
性の社会進出や定年延長などの雇用面での変化によって負担能力の増
加も期待できるのである（9》。もちろん、全体としてみれば、高齢化の
進行は国民負担率を上昇させるであろうが、例えば川上則道の試算（1
0）は上述のような議論に楽観的な見解を示している。同試算は世代別
の家計消費と所得を推計して、1985年から2025年までに25歳から64歳
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0年間でまでの生産年齢人口がそれ以外の人口を扶養するのに必要な扶
養負担率は27．8％から34．2％へと6．4％ポイント上昇するが、この上昇
分は415％程度の実質経済成長があれば、経済成長がその上昇分を吸収
して、1985年の生活水準は40年後も可能であると分析している。この
分析に対してはいくつかの問題点（11＞が指摘されているものの、暗い
高齢化社会の印象をなくし、何よりも高齢化を費用負担の観点からの
み深刻に考えるという立場を乗り越えるという効果があり、高齢化を
人口構成に関する議論だけに終わらせるのでなく、もっと総合的な視
点から議論すべきことを指摘している。今や単なる人口論を超えて、
費用負担の増加原因や福祉サービスの受益者としてのみ老齢者を狭く
みる観点を乗り越え、社会変動論の一部に高齢化を登場させるに至っ
た。すなわち、　「高齢化という一つの社会の人口学的特性における変
化が、当該社会における地位・役割の組立およびそれらの地位・役割に
人間を配置する一一・－tことによってつくられている社会構造の枠組み自体
を変えていく（12）」のである。したがって、高齢化社会での老齢者の
所得保障問題もそれほど深刻なことではないと考えられる。
　かつての老齢者は貧困と老衰を連想されていたが、今やヨーロバの
先進諸国においては、60歳以上の人々は近代の歴史のなかでもっとも
高い生活の相対的水準を楽しんでおり、老齢者の生活水準は全人口の
平均生活水準をうわまわっている（・3）。しかしながら、主に社会保障
制度によって支えられているこのような老後の「ゴールデン・エージ
（Golden　Age）」は永遠に続くのではなく、これから20年または25年
後に退職するコーホートにも同じようなゴールデン・エージが待ってい
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るとは必ずしもいい難い。そうはいうもののここで指摘しておきたい
のは、先進諸国にみられる高齢化社会での老齢者の所得保障問題にっ
いての意識は、このゴールデンエージが維持されるかどうかの問題で
あり、最低生活保障の問題ではないということである。だが今後の高
齢化社会においては最低生活水準以上のゴールデンエージの保障は国
にも家族にも求められないと考えられる。そこで老齢者を含む個人に
「若いうちにもっと貯蓄するか、それとも将来もっと長く働くか（14＞」
の選択を迫るのは必至である。
　先例のない生活の量的・質的な拡大をもっ社会への展開に直面し、そ
れに対応する時間的余裕と可能性を先進諸国は十分にもっている。こ
れはもっとも重要な歴史的・社会的変化の一っであり、われわれの努力
によって老齢者所得保障という後ろ向きの「問題」を積極的な前方指向
をもっ高齢化社会の「チャンス」に変えることができるであろうq5）．も
しそうであるとすれば、高齢化社会は喜ぶべき祝福の社会である。老
齢者は貧乏ではなく、高齢化社会は活力を失う社会でもない。
　本論文はそういう高齢化社会を前提に老齢者の所得保障の在り方を
歴史的な考察を踏まえながら検討することにする。
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　15（No．55）　Apri1　1990　P．97
（5）富永健一「産業化、社会の構造変動、福祉国家」社会保障研究所
　編r経済社会の変動と社会保障』東京大学出版会1984p．161
（6｝（7）（8）同書P．166
（9）藤井良治「高齢化社会危機説と出生率の低下」　社会保険法規研究
　会r週刊社会保障』No．1596（1990．7．30）p，47
（10）川上則道rr高齢化社会危機説』」の前提は虚構だ」毎日新聞社
　『エコニミスト』1990．1．30pp．10～16
（11）確かに年3％の実質経済成長が5年も続けば扶養負担率の上昇分を
　カバーできるが、経済成長の成果を扶養負担の軽減にあてるか、あ
　るいは被扶養人口とともに分配するかが問われる。
（12）富永健一　r社会構造と社会変動』日本放送出版協会1987P．315
（13）Denis　Kessler，　The　Four　Pillars　of　Retirement，　The　Geneva
15一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　序．社会進歩と老齢者間題
　Papers　on　Risk　and　Insurance，　13（No．49）　October　1988　P．342
（14）Denis　　Kessler，　　Solutions　　to　　the　　Coming　Crisis　Social
　Security：　Save　Today　or　Work　Tomorrow　？，　　The　Geneva　Papers
　on　Risk　and　Insurance，　15（No．55）　Apri1　1990　P．122
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　序において、高齢化社会の到来と老齢者の所得保障が問題化してき
ているものの、老齢者の所得保障問題はそれほど心配する必要はない
であろうと考えた。しかし、このような結論の論証に先立ち、社会保
障の発展および老齢者政策の歴史的展開について概観する必要がある
と思う。
1．資本主義の発達と社会政策
　本節では、社会保障制度とその理念の成立過程を資本主義の発展の
大きな流れのなかで考察することにするが、その状況は国ごとに異な
った事情が多いため、ここでは資本主義の世界史との関連で大筋を端
的に把握していきながらも、とくにイギリスを中心にして検討をする
こととしたい。それはイギリスが早期に資本主義を達成し、社会保障
の生成に関しても先駆的な発展を示しているからである。
　　　1．救貧制度の成立と特徴
　社会保障制度の一つの種類である公的扶助は、単独の国家的制度と
してはすでに数百年の前史をもつく1）。すなわち、近世ヨーロッパの先
進諸国における資本主義の形成と同時に、公的扶助の端緒形態として
の国家的救貧制度が、治安や失業対策の意味をもふくめた、すこぶる
包括的な態様で成立し、労働者条令とともに近世社会改良の全内容を
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形づくった。
　一般に「資本主義とは、単に商品流通や商人資本の活動が盛んだと
いうことがその本質的目じるしなのではなく、資本が商品生産過程を
掌握し、無産労働者の提供する労働力という独自な商品を購入し、こ
れに投入することにより、たとえ終始等価交換の法則にしたがっても、
なお利潤をあげうるというしくみ（産業資本）が支配的に成立してい
る社会体制を指す（2）」ものである。そうしたものとしての資本主義は
当然、需要に対して応じうる労働力の提供市場があらかじめ準備され
なければならない。この労働力市場は、主として領主制の崩壊でいっ
たん有産化しかけた農民層のうちの貧農が、結局土地から遊離させら
れ浮動化する潜在動向をもち、それがとくに16世紀後半以降のイギリ
スで典型的にみられたような「囲い込み運動」という暴力的過程に促
進されて激しく顕在化し、おびただしい乞食・浮浪者に転化したことに
よって、準備された。この過程はいわゆる「資本の蓄積過程」といわ
れるが、近世ヨーロッパ先進諸国の公的救貧体系は、こうした資本の
蓄積過程にともなう無産貧民の史上初めての大量の登場に包括的・組織
的に対処して社会体制を維持すべく、必然的に出現せざるを得なかっ
たものであり、開明的な絶対君主の仁慈の精神が一人歩きして出てき
たものではなかった（3）。
　イギリスにおける1601年のエリザベス救貧法（Poor　LawActof　l6
01）はその後の社会保障のあゆみのなかで、つねに準拠されることに
なるイギリス社会保障史の出発点であるといわれている。前述のよう
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な16世紀の時代背景のなかで救貧政策は体系化され、すでに1531年、
1536年、さらに1572年、1576年と相次いで貧民や浮浪者に対する重要
な法律（4＞が定められ、エリザベス救貧法の根幹となったが、1601年法
はそれまでの救貧関係法にくらべ積極的で人道的であるとされる。そ
の理由は、法律によって、治安判事が教区ごとに地域の貧民監督官を
任命し、かれらに貧民救済のための課税権を与えたことからである。
また、この法律では、救済に値する無能力貧民や貧困児童の就労に重
点がおかれた。すなわち、貧民監督官が、両親が扶養しえないであろ
うと考えられるすべての児童を就労させ、自らを扶養しえず生計を立
てる通常の生業をもたないすべての人々や貧民を就労させる、貧民を
就労させるための道具や原料の提供、貧困であって働けない身体障害
者、労働不能者、老人、盲人その他の救済を行うとしたのである（5）。
このような救済に先立ち、親族の扶養義務が定められているのは当然
である。こうした近世救貧制度の特徴は、包括的・積極的な規模と運用
の点であり、またその理念が、現代の公的扶助とは正反対に被救貧者
の権利ではなく、まったく上からの慈恵であり、貧困な労働者にたい
する蔑視と苛酷な処遇とを背景とした点である。
　ところで絶対主義のもとでは、社会不安の源泉として対処された貧
民対策は、1640年に始まる市民革命期から産業革命期にかけて明確に
変化し始め、ブルジュアジーの自由主義的貧困観を反映してますます
厳しいものになっていく。貧民の居住地を制限し、救済は教区自身の
貧民に限定する教区の消極的自己防衛策である1662年の居住法はその
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具体的なあらわれであった。しかも生活能力ある貧民の移住を防止す
ることが、総体として不可能であった蓄積過程の時期にあって、現実
に居住法の適用を受け、教区にくぎづけにされたのは、生活能力のな
い貧民であったといわれている（6）。老齢者もその一例であったことは
いうまでもない。しかもエリザベス救貧法のもとで前提として要請さ
れた老親への扶養義務は、老齢者を権威あるものとして構成するプル
ジュワジーの思想が浸透するにつれて、ますます強められていった。
しかしながら、農民が生産手段から分離されていく蓄積過程の過程は、
家父長的家族制度の経済的基礎をくづし、老齢者など社会的救済を必
要をする生活力のない人々の数を徐々に増加させていかざるを得ない。
このような事実は、自由主義的貧困観を正当付けるかにみえた蓄積過
程の段階において一方では、労働力をもつ人々が、総じて資本主義的
生産関係にくみこまれた形で生存の条件をそれなりに確保していかざ
るを得なくなっていたのに対し、その生存の基盤をもたない、商品と
しての労働力の価値の希薄な貧困な人々がまず自由主義的貧困観に基
づく政策の犠牲になりっつあったことを示唆している（7）。
　　　2．産業革命と貧困の増大
　資本主義が蓄積過程期を終えて産業革命とともに本格的発展期をむ
かえると、貧困はなくなるかといえば、けっしてそうではなっかた。
農業の資本主義化による土地の囲い込み運動の復活と発展、工業にお
けるマニュファクチュアから機械制大工業への転換とともに、農民・職
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員層の没落とプロレタリア化がすすんで、貧困化があらためて再編強
化されたのである。しかし同時に、なによりも資本主義自体の内部で、
資本蓄積とともに相対的過剰人口が必然的に形成・蓄積されることから、
その圧力で労働者階級の貧困化ないし生活状態全般の悪化の傾向が必
然化する。そして相対的過剰人口の種々の形態が、賃労働者の貧困を
中心とし、しかも賃労働者以外の階層の貧困をも包摂しながら、資本
主義的貧困の総内容を構成していくことになる。こうして賃労働者の
異常な増加とその劣悪悲惨な生活状態の進行とが、とくに産業革命の
進行中および直後に顕著となり、これが貧困の近代的形態の核心をな
すものとなるのである（8）。
　このように資本主義は必然的に勤労者諸層の貧困をつくりだす傾向
をもつが、イギリスにおいてもこのような貧困がしだいに重要な社会
問題となった。1795年のスピーナムランド制（Speenhamland　system）
に代表される賃金補助制度は、農村労働者の賃金が低下して困窮が重
大化したとき、労働力ある貧民への救済を広範にみとめる結果となっ
たが、こうした賃金補助制度は、低賃金を合理化し、支配階級または
地主階級の利益となったのは当然であり、貧民をかえって増大させた
にもかかわらず、それが当時の唯一の救貧政策でもあったため、1834
年までは廃止されなかった。
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　　　3．救貧制度の縮小
　1834年にイギリスで成立した改正救貧法（Poor　Law　Amendment　Act
of　1834）は、スピーナムランド制で貧民がかえって増大したという世
論に沿い、過去半世紀の放漫な救済のあり方を抜本的に改革し、エリ
ザベス時代の厳格な精神に立ち戻るとともに、すすんで制度自体をも
極度に縮小することをねらいとしたもので、産業資本主義＝自由放任
時代の公的救済制度の典型となった。この時期になると、　「貧困は個
人の道徳的責任であり、現状のまま放置すれば救貧税負担のため国家
が危機に頻するかも知れないという不安が、少なくとも支配階級一般
の通念（9）」として確立していた。そして、①救済をうける者の生活は
最低の独立労働者の生活以下でなければならない、②労働能力のある
貧民が救済をうけようとするときは、労役場への収容を条件とすべき
だという救貧法奨励勅命委員会の報告書（1834年2月20日）に基づき改
正救貧法が成立（8月14日）する。すなわちこの改正で、独立した新救
貧行政機構のもとに数教区をあわせた連合区ごとに民選の救貧委員を
おいて運営をまかせ、賃金補助制度は廃止された。また、能力ある者
の救貧院外救済を一切打ち切り、もし有能貧民が救済をもとめたとき
は、救貧院に収容されてその規律に服することを条件とした。その規
律によれば、夫婦といえども男女は別置され、起臥・衣食・衛生等の微
細な点まで、およそ独立して働く最下層労働者のそれらよりもさらに
より劣悪な状態におかれるよう、いわば監獄的処遇をうけるべきもの
とされたのである。その結果、事実上救貧の規模は所期のとおり画期
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的に縮小したが、貧民たちは、この屈辱的な救貧院にはいるよりも死
んだほうがましだと考え、新制度を極度に恐怖し憎悪した。現実の膨
大な貧困とこの新制度のギャップが、一方では労働者階級の不満を急
速に史上初の大きな政治運動（チャーティズム（iO））に駆り立てた原
因ともなり、また民間の慈善組織運動を発展させることにもなった。
しかし、その後約半世紀間、イギリス経済の繁栄のなかで国民生活に
関する国家的政策は、貧困者の市民権をも否定した救貧制度を存続さ
せたままで推移した（11）。
　このような救貧制度の縮小形態は、今日の社会保障の一翼としての
公的扶助と理念上、一見まったく正反対であり、社会保障は救貧法の
克服からはじまるともいわれているほどである。たしかに市民権否定
の救貧制度はそのまま社会保障に包摂されうるものではない。しかし、
市民権なるものは常に体よく「自助」と両立して公的措置の不備をご
まかす口実ともなりうるものである。市民自身の自助優先の原理を前
提にする点では、現代社会保障も救貧制度も同じであり、社会保障制
度の資本主義的限界を示唆しているということで興味深い。
　　　4．改正救貧制度と老齢者政策
　前述のような救貧制度の縮小のなかで、チャーティスト運動の衰退
にともない、1871年頃になると労働能力者への院内救済に対する批判
は、再び厳しくなっていき、その結果、老齢貧民に対しても、救貧費
の削減をはかろうとする政策がおしすすめられることになる。この政
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策の中心的な代弁者であったヘンリー・ロングレー（Henry　Longley）
は次のように主張した。すなわち、　「まず、老齢者をも救貧院に収容
することによって、労働者は自己の前途に、雑居収容で劣悪処遇を目
的とする救貧院しかありえないことを実例をもって示されたとき、自
分の老齢に備えて貯蓄及び友愛組合への加入などの用意をすることに
なるであろう。さらに不幸にして貯蓄できない老齢者については、親
類が自分の一族が救貧院に入っているという汚名を受けるよりは面倒
をみるような刺激となるであろう。身持ち正しい老人が援助をする親
類がえられないときには、慈善事業が援助するであろう。慈善事業が
援助しない老人は結局身持ち正しくない老人であるが故に、雑居救貧
院への収容は、まさに相当の処遇である（12）」。
　この考え方は、当局によって強く支持され、正統的救貧法政策とま
でいわれた。このような老齢貧民に対する院外救助をも極力圧縮しよ
うとしたのは、すでに述べたように改正救貧法の形成過程においてあ
らわれていたが、とくにこのような政策が1870年頃に表面化してきた
のは、産業革命の好影響による繁栄は終息し、打ち続く不況に襲われ
失業と窮乏の増大にともなう救貧費の増大が大きく影響を与えた（13）
ことが指摘される。こうしたなかで、ウィリアム・プラックレー
（William　Blackely，1830－1902）は1878年に「国民保険」という論文
を発表し、年金制度の樹立を要望するが、その根本的な狙いは、貧民
の救助に要する費用を大幅に節減することにあった。
　さらに、1895年に発表された「王立貧困老齢者調査委員会」の調査
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報告は、65歳以上の約3分の1が、救貧法による受給者であるにもかか
わらず、それは極めて不充分な救済方法であり、また、将来に備える
もっとも普通の方法である友愛組合も、はなはだ不充分なものである
ことを明らかにした。この報告は老齢者の貧窮の状況をひろく社会に
周知させることになり、救貧法の枠外での施策を必要とする世論を形
成する大きな要因となった。すなわち、もはや救貧法にもられた個々
の老齢者対策のみでは、現状の老齢者問題には対応しえない段階に達
していたといえる。
　このように、既述の1870年代の大不況によって惹起されたイギリス
老齢者階層の状態の変化が、1870年代末以来の老齢貧民の救済問題に
ついての活発な論議を呼び起こし、さらには、1885年頃から始まる救
貧法政策の転換を必然化し、っいには1908年の「老齢年金法　（Old
Age　Pensions　Act）」の成立をもたらすにいたった根本的原因であっ
たといえる（14）。
ll．　ドイツの社会保険制度
　1908年の無拠出老齢年金が実施されると、救貧法の受給者は顕著に
減少した。無拠出老齢年金を受給するためには、救貧法による保護を
受給していないことが要件とされていたからである。無拠出老齢年金
法は、　「労働能力の老齢による減退、これによる稼得能力の減少は、
救貧ではなく、稼得能力そのものの補給＝年金という方法で救貧法の
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枠外で対処しようとした最初の試みの成果（15）」であり、また「救貧
法の解体の突破口たる意義をもつもの（16）」といわれるのもそのため
である。　そして、無拠出老齢年金法につづく1911年の国民保険法
（National　Insurance　Act　of　1911）は救貧法の解体を促した重要な
一指標となるが、それは国民保険法が、進行する窮乏化を、公的扶助
の強化の方向ではなく、資本主義的合理性に合致した社会保険で全面
的に対処しようとするものであり、それまでのイギリス社会政策の原
則から離脱することを意味していたからであるq7》。
　このようなイギリスの社会保険制度の導入は本来ドイツの社会保険
制度から強い影響をうけた結果である。したがって、イギリスにおけ
る社会保険制度について検討を加えるに先立って、　ドイツ社会保険の
成立と性格について言及しておきたい。
　　　1．社会保険成立前の共済組合
　ドイツは、資本主義が古典的に徐々に進行した先進国イギリスとは
対照的に、ヨーロッパにおけるうえからの土地貴族＝官僚の指導に強
く頼った資本主義を、保護主義政策を用いて急速に展開させた国とし
て知られている。こうした後発資本主義国でかえって社会保険が最初
に整備された事情は興味深い。
　ドイツで3種の社会保険が体系的に実施されるのは、1880年代のこ
とであるが、そのときを夜明けとして、その後イギリスをはじめ、各
国に社会保険は導入されていく。それが失業保険をもふくみ、よりす
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ぐれた体系と内容にまですすんで、一つの画期をなすほどの実質をも
つにいたるのは、イギリスで国民保険法が成立する時期、すなわち19
11年頃といってよい（18）。
　社会保険が資本主義国としてはむしろ後進国のドイツで最初に体系
化されたのは、むろんその国がかかえる経済的・政治的・社会的土壌が
大いに影響を与えている。1880年代のドイツといえば、すでに統一国
家を形成し、形式的には立憲君主国、実際には独裁的な皇帝一首相の
強権が支配する帝国に成長していた。しかし、政治的には従来の連邦
制度をそのままに、多数の君主国・自由市が寄合い世帯をなす状態で、
かならずしも安定せず、また宗教的にも階級的にも複雑な状況が支配
し、統一国家として困難な条件をかかえつづけていた（19）。
　ドイツ帝国が成立したのは、1871年のことであったが、プロイセン
による対オーストリア戦争の勝利（1866年）とそれにつづく北ドイツ
連邦の結成（1867年）を足場に、1870年～1871年のフランスとの戦争
でほぼ勝利を手中におさめたところで、宿願の民族的統一国家が創設
されたのである。その一貫した推進者がプロイセンであり、かつその
首相のオットー・エドアルト・フォン・ビスマルク（Otto　Eduard　L．
von　Bismarck：1815年～1898年）であった。
　1850年代からの産業革命の進行と、1860年代からの労働運動の急激
な発展、普仏戦争後の国家統一の実現など、すべてが一緒になった戦
後の社会不安が、旧中間層をふくむ労働者全体をおおった一方、　ドイ
ツ産業資本の海外市場への割り込みも困難で、ドイツ資本主義は成立
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した途端にはやくも重大な危機におちいった。
　そこでなによりもまず国内社会問題対策の必要が叫ばれ、代表的関
係学者を総結集した「社会政策学会」　（1873年成立）を中心に、自由
放任でも社会主義でもない中道の社会改良の提唱がなされた。これを
踏まえたビスマルクは、まず1878年に「社会主義者鎮圧法」を制定し
て社会主義政党を非合法化するとともに、1881年の皇帝ウィルヘルム
1世（Wilhelm　1，　Friedrich　Ludwig　1797～1888）の詔勅、つまり社
会的禍悪をあらためるには社会主義的暴挙を押さえるだけでなく、同
時に労働者の福祉を増進する方策をも講ずべきだとし、労災保険・疾病
保険の実施と老齢廃疾救済の企画とを告げて国民の協力をもとめたも
のであるが、これによって反対論を排してっぎつぎに社会保険の立法
化をおしすすめていった。
　しかし、労働運動の立場からは、こうした社会保険は、賃金の再分
配にすぎず、しかも労働者の共済基盤をうばって運動を無力ならしめ
るための官僚・資本家共謀の芝居であり、社会主義者鎮圧法を抱きあわ
せの「飴と鞭」の政策だとして猛反対された。事実ビスマルク社会保
険立法は官僚支配の意図の濃い、上からの画一的な制度であった。し
かし、ビスマルクの失脚とともに鎮圧法が撤廃され（1890年）、労働
者の政党である「社会民主党」の政治的発言が強大になっていくと、
労働者はしだいに社会保険制度の現実の利益を知るようになった。そ
して、ドイツ帝国主義の前進で海外からの利潤にうるおされ実質賃金
が上昇するにつれて、社会民主党は右旋回し、1911年の帝国保険法
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（Reichsversicherungsordnung）制定時にはこれを支持するようにな
った。これは、社会保障の基幹たるべき運命をもつ社会保険が、立法
者の意図や労使の意識を越えて、一定の資本主義的合理性と必然性と
をもってあゆみだしたことを意味する。帝国保険法は、遺族年金をも
加えて労働者関係の諸社会保険を統一したものであるが、同年にまた
俸給生活者についても同時に職員保険法（Angestelltenversicherung
sgesetz）が成立して、　ドイツ社会保険の体系は一応完了し、生活保障
の考え方が事実上定着した。
　ところで、うえに述べたようなビスマルクの一連の世界最初の近代
的社会保険制度は、いきなり歴史の舞台に登場してきたのではなく、
いわば社会保険の先駆形態としての共済組合が、すでに14世紀の半ば
にあらわれていた（20）。
　ドイツの共済組合は、イギリスの場合とは違って、工場労働者より
もむしろ鉱山労働者を中心に組織されていた。それは鉱山における業
務上の危険がもっとも高かったこともあって、早くから相互扶助の制
度を必要としていたからであった。坑夫共済金庫は、その加入員が一
定の拠出の義務を負うかわりに、病気・災害・廃疾や死亡に際し、一定
の金銭の給付を行っていた。
　労働者の病気および災害に対して事業主の扶助規定を定めた最初の
法令といわれる1493年のサクソニイ法典では、たとえば鉱山労働者が
4週間におよんで労働不能のとき、またその間に死亡したときは、休
んだ週に応じて事業主は賃金相当額を支払う義務があることを定めて
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いた。また1564年のクルトリア鉱業法では、鉱山労働者は、毎週その
報酬の一定割合を義務として拠出するかわりに、災害をうけたときに
は4週間を限度に賃金相当額に加えて医療費をうけられること、また雇
主は生産高の1％を共済金庫に寄付しなければならない旨が定められて
いた。このように、共済金庫に対して労働者に拠出を強制せしめた法
令は、1556年、1669年、1673年の鉱山法などのなかにも認められる。
　1854年には、鉱山・精錬所・採塩所などに働く労働者に対して、坑夫
共済金庫の結成を強制する法令を公布し、金庫のいっそうの普及をは
かった。その内容をみると、①金庫はすくなくとも疾病に対して無料
で医療および薬剤の給付を行うこと、②本人の過失にもとつかない疾
病に対しては、その期間中疾病手当金を支給すること、③重大な過失
にもとつかない労働不能に陥った場合には、疾病年金を支給すること、
④埋葬費に対する補助を行うこと、⑤再婚するまでの間の寡婦の救済
を行うこと、⑥遺児と廃疾者の子供に対しては14歳に達するまで教育
費を支給すること、⑦雇主にも拠出を強制することなどが定められて
いた（2D。これらの金庫は、鉱山局の監督のもとに、組合員と雇主が
選んだ同数の委員によって自主的にその運営がおこなわれていた。
　このような1854年の法令は、老齢保険を除けばすべての種類の保険
がこのなかにとりいれられており、ドイツの労働者保険はここに始ま
るという見方をすることもできよう。
　以上で述べた坑夫共済金庫のほかにも、ドイツにはすでに各種の共
済組合が存在していた。1871年、近代的統一国家を建設した新生ドイ
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ッ帝国は、イギリスの場合と同じく、この種の共済組合の全面的な保
護育成にのりだすようになった。1876年の扶助金庫法（Hilfskassen－
gesetz）はその具体的なものであったが、同法は加入を強制する組合
はすべて登録制にして、内容の整備を図ることを狙いとした。また、
翌1877年の営業条令は地方当局に16歳以上の労働者を共済組合に強制
的に加入させる権限を与えた。加入を強制する登録組合では、疾病手
当金と死亡手当金以外の給付を認めなかったが、加入を強制しない非
登録組合は、疾病救済と死亡手当金以外にも老齢・寡婦・孤児・失業救済
や旅費などの支給も認めていた。このようにドイツの共済組合は、鉱
山・工業・鉄道などの重要産業に働く労働者を中心とする強制加入の組
合と、任意加入の組合との二つの形態のもとで発展していくのである。
　こうして、労働者二組合員の疾病に対する保護制度はとにもかくに
も一応全労働者におよぶようになった。だが農業労働者には、まだ何
の救済方法も講じられてはいなかったため、困窮者は屈辱的な救貧法
にすがるしか途がなかったのである。
　　　2．社会主義鎮圧法と社会保険の誕生
　イギリスより約90年遅れてようやく産業革命に突入したドイツ（22）
は、イギリス・フランスとの経済的な立ち遅れをとりもどすために、上
からの急速な資本主義化・工業化を積極的に推進せざるを得なかった。
それにともなって、労働者数は急増し、労働問題の拡大と労働運動の
活性化を喚起していた。長時間労働と低賃金に代表される労働者の状
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態が一般化し、手工業者・自営業者・農民なども没落するという状態の
悪化はこれら被支配階級の、権力に対する激しい憎悪の念をますます
掻きたてたのであった。こうした状況を背景にして、ドイツの労働運
動は、その出発の時点から社会主義思想と密接に結びつき、急進的・革
命的な行動をとるようになった。
　一方、ビスマルクは労働者に選挙権を与え、民主的ポーズを装いな
がら、労働者を彼の陣営に引き寄せることができると期待して、1867
年「普通選挙法」を通過させ、労働者に対して恩恵的に選挙権をあた
えた。しかし、このようなビスマルクの期待とはうらはらに、1874年
の総選挙では、労働者大衆の圧倒的な支持を得た「社会民主主義労働
党」が9名の議員を当選させ、ビスマルクを驚かせた。その後、社会民
主主義労働党は着実にその勢力を伸ばしつつあった。ビスマルクの期
待は完全に裏切られ、こうした社会主義勢力の伸張に悩まされていた
ビスマルクは、1878年2回にわたって発生した皇帝狙撃事件を利用して、
同年10月に有名な「社会主義者鎮圧法（Sozialisten　Gesetz）」を制
定した。この法律の正式名称は、　「社会民主党の破壊的行動防止のた
めの法律」といい、　「公の秩序、とくに各人民層の一致を損乱するご
とき方法によって、現在の国家および社会秩序を破壊せんとする社会
民主主義的・社会主義的・共産主義的運動」を防止するため、この種の
運動を行う一切の組合や団体を取り締まる権限を州政府に与える
ものであった（23＞。
　同法の施行とともに、労働組合は団結、集会、活動を大幅に制限さ
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れ、社会民主主義労働党も非合法化され、出版や集会の自由をうばわ
れるなど、強力な圧力がかけられた。しかし、それによって社会民主
主義労働党が瓦解したり、労働運動が沈滞しきってしまうということ
にはならなかった。1880年代にはいると、社会主義運動も労働運動も
回復にむかい、1880年代中葉にいたると、争議も多発し、運動全体が
高揚するまでになった。
　このような社会状況を背景に、弾圧だけでは社会民主主義労働党な
どの勢力を鎮圧することはできないと覚えたビスマルクは、大衆を社
会民主主義労働党などから引き離し、自己の陣営に引き寄せるために、
大衆の関心をかい、大衆に飴をしゃぶらせておく必要があると考えた。
こうして1880年代にはいって、従来からの鞭＝弾圧の政策に加えて飴
＝懐柔の政策の、いわゆる巧妙きわまる両面作戦を展開しはじめるの
である。この飴の政策こそ、世界ではじめて誕生したビスマルクの一
連の社会保険政策にほかならない。それは労働運動に対する一種の妥
協の産物であったともいえよう。
　　　3．ビスマルク社会保険立法の内容
　ビスマルクの社会保険計画が具体的な形ではじめてその姿を現した
のは、1881年3月の国会に、労働者災害保険法案が上程されたときであ
ったが、実際に世にいうビスマルクの一連の社会保険は、1883年から
1889年にかけて表1－1のような順序で実現をみた。
　このようなビスマルクの社会保険立法のなかでも、とりわけ重要な
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表1－1　ドイツ社会保険立法の年表
保　　険　　法 成　　　立 実　　施
疾病保険法 1883．6．15 1884．12．1
労働者災害保険法 1884．7．6 1885．10．1
交通運輸業への
@両保険法の拡張法 1885．5．28 1885．10．1
官吏軍人に対する
@対災害扶助法 1886．3．5 同　日
農業・林業への疾病・
@災害保険法の拡張法 1886．5．5 1888．4．1
土木・建築業者に対す
@る災害保険法 1887．7．11 1888．1．　1
船員その他に対する
@災害保険法 1887．7．13 1888．　1．1
老齢廃疾保険法 1889．6．22 1891．　1．1
疾病保険法、労働者災害保険法、老齢廃疾保険法についてその内容を
検討してみることにする。
　世界最初の社会保険として成立した「疾病保険法」は、工・鉱業労働
者および年収2000マルク以下の職員を対象とするが、官僚的管理方式
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によらず、疾病金庫といわれた共済組合を通じて労使が共同で管理す
る方式をとったことと、強制加入を原則（24）としたことが特徴として
指摘される。保険料は、民間の自治的運営方式が認められるかわりに、
労働者が2／3，使用者が1／3の割合で負担することになっていた。それに
対する給付のほうは、次のとおりである（25）。
　①疾病手当金：疾病が原因で労働が不能なものに対して、疾病後4日
目から、日曜・祭日を除いて、最高13週間を限って1日につきその地方
の通常の賃金日額の1／2に相当する額を支給する（1904年以後は26週間
まで延長された）。
　②療養の給付：治療を行うための現物給付で、このなかには薬剤給
付や眼鏡の給付も含まれていた。
　③入院時の給付：療養の給付と入院料の支給、ただしこの場合扶養
家族がいれば、疾病手当金を支給する。
　④特別保険料を払い込んでいる場合には、家族にも医療費を支給す
る。
　以上の諸給付のほかにも種々の附加給付が行われていたが、それは
ドイツの疾病保険が、全国一本の制度によって統一的に運営されると
いう形をとらずに、従来広く普及していた各種の扶助金庫の組織を利
用して保険を行っていたからである。それゆえ保険給付の内容が統一
化されず、実際には各扶助金庫ごとに附加給付が行われていた。
　ただ、本来、業務上の災害として、労災保険の範囲に属すると思わ
れる労働者災害のかなりの部分が、この保険に組み込まれている。そ
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の結果、使用者側が負担すべき保険料を、実際には労働者も負担する
という労働者にとって不利な性格をももつものであった。またドィッ
に長い伝統をもつ共済組合にあっては、労働者側の果たす役割・権限が
大きかったが、労使が共同で運営する方式をとったことで、使用者側
の力が大きく働くことになり、この保険が労務管理に利用される可能
性が強くなったことも指摘されるところである（26）。
　一方、ビスマルクの「労働者災害保険法」は、さきに成立をみた疾
病保険法とまさに対をなす性格をもっていた。なぜなら業務上の疾病
についても、最初の13週間は疾病保険法で定める給付の適用をうける
が、それ以後の一切の責任は災害保険の保険者である雇用主の同業組
合が負うこととされたからである。したがって、13週間を経過しても、
なおかつ療養を必要とする場合には、その障害の程度に応じて手当金
が支払われることになっていた。さらに埋葬料は、年収入の1／15に相
当する金額が給付されるが、その最低保証額は50マルクと定められた。
遺族に対しては本人の年収入の20％が、妻には終身もしくは再婚まで、
子供の場合には15歳になるまで年金が給付された。また、寡婦が再婚
するとか、年金が完全年金の15％以下であるとか、外国人の労働者で
ドイツ国外に出るとかいった場合には、年金を一時金に変えることも
できたが、これはきわめて例外的な措置であった。
　以上にみるように、災害保険がすでに年金の形で給付を認めていた
ことは注目すべきことであり、このことはきたるべき年金保険への準
備的試みであった、ともみることができよう（27）。
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　ビスマルクの一連の社会保険法のなかで、疾病保険法や労働者災害
保険法と同じように重要な意味をもつものとして1889年に成立した
「老齢廃疾保険法」をあげることができる。もっとも、すでに1881年
11月の詔勅でも、老齢廃疾保険の具体化については言及されており、
構想や計画自体が他の2法に遅れて出てきたのではない。
　当時ドイツでは業務上の災害にもとつく廃疾については、災害保険
法で廃疾年金を支給していたが、業務外の災害による廃疾や疾病によ
る廃疾についてはまだ保険がなかったし、これらの原因以外に老衰に
もとつく労働能力の喪失についても制度が存在してはいなかった。こ
うした不備を整えようとするものが老齢廃疾保険法の趣旨でもあった。
　1888年11月に上程された老齢廃疾保険法案は、任意加入の途をまっ
たく認めないとか、年金および保険料が地域的に定められ、ばらばら
であったり、保険の費用は労働者と雇用主と国庫がそれぞれ1／3ずつ負
担することなどが主な問題点となり、修正のはこびとなった。その結
果、小企業主や家内工業については任意加入の途を拓き、年金や保険
料も地域に関係なく、所得に応じて全国一律に4等級化し、国庫負担
も年金支給者1人にっき50マルクと修正のうえ、法案は1889年6月議会
を通過した。これによってドイツでは、16歳以上の賃労働者は、男女
の別なく、すべてこの保険に加入することが義務づけられた。
　この老齢廃疾保険法の成立によって、ビスマルク社会保険の三部作
といわれる社会保険計画は、ここに一応の完成をみたのである。
　当初、社会保険制度に対して強い警戒の念を抱き、これに否定的態
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度をもっていた労働組合や社会主義者たちも、これが労働者の生活保
障に役立っ施策であることを徐々に認識しはじめるようになってから、
積極的にその充実を要求し、かつ管理運営への参加をも要求するよう
になった。とくに、社会民主主義労働党がこのときになって、はじめ
て賛成の票を投じたことは注目に値する（28＞。
　　　4．　ドイツ社会保険の意義
　ドイツの社会保険は最初の試みであったにもかかわらず、それ以前
からその国にあって、しかも相当の効果をあげていた共済組合の伝統
をいかして、さしたる混乱もなく実施に移された。
　議会における反対をよそに、ビスマルクおよびその官僚が社会保険
に執着したのは、単なる労働者への譲歩のためでも、人気とり政策の
ためでもなかった。確かに、ドイツの社会保険にしても、労働者への
譲歩の性格を明らかにもっているが、それはあくまでドイツ帝国内の
平和・安定と、そのための社会的害悪の除去との関連でのみいえること
であった。すなわち、絶対君主制の維持を大前提に、それへの忠実な
る臣民を育てることがまず先にあり、その目標達成のために、労働者
への譲歩も行うというものであった。ただドイツにおける特徴は、そ
のために労働者保護法よりも、社会保険の導入に意が注がれたことで
あった。
　ビスマルクにとって幸いなことに、その政治的意図が、ドイツ帝国
の安定や経済発展段階にふさわしい政策という全社会的視点からの認
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識にささえられていたため、社会政策の目標である労働力再生産の確
保、ひいては総体としての資本制生産の順当なる維持という経済的意
図と究極的には一致することになった。ビスマルクらが意識せずとも、
その政治的判断が全社会的視点にたつ社会政策の経済的効果をも充分
発揮することができたのは、そのためであった。しかし、ドイッ社会
保険といえども、それだけでいつまでも不変に社会政策的効果を発揮
しっづけうるのではなかった。いずれ、それ自体の修正・改善と、補完
関係にたつ労働者保護法や労働組合法や社会保障の機能にも力を借り
なければならいないときがやってくる。
　ビスマルクの社会保険が、失業保険を含まず、内容的にも充分なも
のでなかったこと、しかも管理運営や国庫負担などを利用して官僚的
・強権的性格を強力に押しだす狙いも結局はおし通せなかったことは、
当初のビスマルクの意図からも大きく後退するものであった。そのあ
げく、中小資本家の不満をやわらげることができず、また味方につく
と期待された労働者階級の反対をも制御できずに終わった。1890年ビ
スマルクの失脚、引退とともに、彼の時代を象徴する社会主義者鎮圧
法の撤廃と、彼が充分かえりみなかった労働者保護法の導入がすぐに
実現されたのである。
　いずれにせよ、ビスマルク時代の社会保険は、社会政策をとにもか
くにも保険的技術を用いて実現しようとした点では・史上はじめての
ことであった。これを出発点に、国内外で、この種の社会政策はいっ
そう修正・拡充・体系化され、社会保険制度の確立をみ・さらに社会保
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障へと拡大していく。そのようにドイツ社会保険の一応の統一と確立
をみるのは、1911年7月の帝国保険法が成立したときであった。
皿．イギリスの社会保険制度
　　　1．無拠出制老齢年金
　資本主義の先進国イギリスにおける社会保険制度の成立は、ドイツ
よりかなり遅れたが、これはイギリスの労働組合運動が友愛組合的伝
統を堅持し、共済活動を活発につづけ、長い経済繁栄の余裕に乗って
相互扶助的機能を果たしえたからであった。しかし、1870年代後半以
降の大不況と失業増大で貧困問題への関心が高まり、救貧制度をめぐ
る抜本的な論議がはじまった経過は前述のとおりである。
　この時COS（Charity　Organization　Society慈善組織協会）が貧
困の原因は依然個人に帰すべきものとし、貧困の絶滅は不可能だが、
社会的慣習を改善すること、そしてそれが博愛家の任務だと主張した
のに対し、労働者側のフェビアン社会主義者たちは貧困の具体的様相
ごとにその原因を資本主義のなかの特殊具体的条件に求めて、最低賃
金制度の創設など救貧制度の抜本的改革を主張した。
　このような論議は3年以上もっづき、1909年に王立委員会（Royal
Commission　on　the　Poor　Law）の報告書としてそれぞれ多数派報告
（14名）と少数派報告（4名）にまとめられた。すなわち、COSの報
告（多数派）は、救貧法を支持し、ただそれをさらに拡大しより人
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道主義的なものとして民間社会福祉活動と有機的に統一する方向で改
善すべきことを勧告した。多数派の考え方によると、公的な制度と任
意的努力の大規模な資源をひとつのサービスの企画のなかに組み入れ
ることが可能であった（29＞。
　一方、労働者側の意見に立脚した少数派報告は、救貧法とその行政
組織および救貧院そのものの廃止と、それにかわる新制度の必要を主
張した。その報告の内容は単純なる原理にもとつく多数派報告よりは
るかに大なる利点を有し、新しい接近方法による公的貴任の大原則を
大きく前面に押しだしたものであった。具体的には、これまで種々の
原因のために労働能力を有しない人々に与えられていた給付を労働能
力者に対する給付と分離することを前提に、非労働能力者にっいては
現行救貧法機関によって所管されているものを①学齢児童、②病人お
よび廃疾者、学齢未満幼児、施設収容を要する老人、③あらゆる段階
および年齢の精神異常者、④年金を支給されている老齢者に分類する。
そして、以上のおのおのに対して州会および特別市会の監督下におか
れる四つの委員会として、①教育委員会、②保健委員会、③精神病委
員会、④年金委員会を設置して、それぞれに移管して給付管理にあた
らしめることを勧告した。次に労働能力者については失業者の問題を
取り上げ、失業救済の施策としてあらゆる回避策や緩和策を採用し、
それでもなお失業者が残る場合に失業保険が必要になると考えた。そ
れは国家の援助をともなった労働組合の運営による任意的失業保険制
度であった。さらに国家保険制度に含まれないものには職業訓練を条
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件に公的扶助が与えられるべきだとした。こうして少数派はこのよう
な措置により、雇用の全体量の変動の大部分は除去され、慢性的不完
全雇用に表れている過剰労働の大部分は吸収され、ただ何らかの理由
による労働の欠如により困窮している比較的少数の失業者を残すだけ
であると力説した。また医療に関しては、長期的には事実上無料の医
療を指向していき、年金も無拠出制を求めていった（30）。
　このような少数派報告は下からの社会保障への道を示した先駆的文
献として注目される。
　こうした動きのなかで総合的な生活保障政策への展望がひらき、雇
主の無過失責任を確立した1897年の労災補償法、1908年の（無拠出）
老齢年金法についで、1911年に国民保険法が成立した。国民保険法は、
労働者の自主性を尊重した認可組合方式による健康保険と、世界最初
の失業保険とを発足させることとなり、その後のイギリス社会保障制
度への伏線となった。
　なかでも「救貧法からの最初のそして真の離脱は、1908年の老齢年
金法の通過によっておこった（31）」といわれている。個人または家族
のリスクに対し、国家が彼らの所得を社会的な権利として保障する仕
組みが、同法によって本格的に開始されたからである。
　このような老齢年金法がもつ歴史的意義は一般に、①同法のもつ制
度的側面から、　「拠出強制保険への準備段階、中間段階」という経過
立法の一つとして、②救貧法の解体過程のなかに位置づけられている。
しかし、老齢年金法を正しく理解するには、1908年以後のイギリスの
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社会保障史のなかに位置づけるよりは、むしろ同法の形成過程に立ち
かえって思想的根拠から捉え返す必要がある（32）。同時に、同法の成
立は単にイギリス国内の要因だけでなく、国際的な老齢保障制度成立
の過程から明らかにすべきであろう。その意味で本項では、老齢年金
の成立条件、無拠出老齢年金思想の発展と老齢年金法の成立過程を検
討してからイギリス老齢年金制度の歴史的意義を探ることにしたい。
　　　2．老齢年金の成立条件と年金思想の発展
　老齢年金が成立するための客観的条件は、①老齢人口、および老齢
人口比率の増大、②産業構造の変化、すなわち農業生産から工業生産
への主要生産の移行とそれにともなう人口の大都市集中、③都市型の
賃金労働者の創出が、従来の家族形態を変化させることである（33）。
　19世紀におけるイギリスではすでに上記の老齢年金の成立条件が形
成されていたが、他方で老齢者の社会的リスクに対応する手段も形づ
くられた。その代表的な例は、友愛組合による共済制度および職能別
組合の退職手当金制度である。
　19世紀の末までにおよそ300万人の成人男子が加入していた友愛組合
は、疾病給付、埋葬給付などの制度を有しており、会員間の連帯意識
は高く、共済組合を維持するための団結心は強固であった。イギリス
において強制社会保険方式が再三にわたり提案されたにもかかわらず・
ことごとく葬り去られたのは、友愛組合の反対によるところが大きい。
友愛組合制度は、老齢貧困に備えた都市労働者による対応策の主流を
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形成していた。しかし同時に、この制度に加入できる会員は週何シリ
ングかを拠出する能力のある層に限られていた。
　一方の職能別組合は19世紀末までにおよそ150万人の組合員がいたが、
実際に退職手当金を受給していた労働者は、合計1万人にも満たなかっ
たといわれている（34㌔それは退職手当金支給について一定の年齢が
示されていたわけではなく、当時の退職とは就労が不可能となる状態
を意味し、退職から死亡に至るまでの期間が非常に短かったからであ
る。
　ところが、1890年代を通じて医学の進歩にともなう死亡率の減少が
老齢人口の増加を促し、労働者の退職から死亡に至る期間が延びるこ
とによって、友愛組合の疾病給付も制度運用の変化に直面せざるをえ
なかった。組合員の老齢化による友愛組合の財政的困難は19世紀末に
深刻化しはじめ、友愛組合にとっても、自らの存立基盤を脅かす強制
的国家社会保険制度以外の、国家による老齢者対策を必要とせざるを
えなかったのである。
　退職者への老齢保障制度が当時においてもっとも整ったのは、公務
員退職者に対する退職手当金制度であったが、この制度は一定年齢で
退職手当金を支給する仕組みになっていた。さらにこの制度は、看護
婦や教師などの職種にも及んでいたほかに、民間の保険会社や他の共
済組合制度も発達しており、それぞれイギリス社会に定着していたの
である。
　しかし、一方では、老齢貧民の問題が深刻さを増大させて・19世紀
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後半には、老齢貧困問題は貧民の道徳的結果として処理できないこと
が、しだいに明らかになってきた。すなわち、老齢貧困者は救貧法が
存在する限り、救貧法の下で処遇されつづけなければならないことを
理解せざるをえなかったのである。イギリスにおける老齢年金に関す
る論議は、救貧法下の老人処遇への批判という形で出現する。その後
の20年におよぶ年金論議は、老齢貧困者に対する対応関係を軸として
展開されたのである。
　イギリスで最初に具体的な年金制度を提案したw．ブラックリ
（William　Blackley．1830－1902）は、貧困に陥る2大原因が老齢と疾
病であると見て、人々が貧困状態に陥るのを防ぐには、全国民に拠出
制保険（35＞を適用することを主張した。この主張の目的は、救貧税の
節約と自助の奨励にあったが、COSと友愛組合によって強く反対さ
れた。労働者から倹約の精神を奪い、社会保険の拠出費用のために、
使用者に依存しなければならない等がその反対の論拠であった。
　1880年代になると、救貧法の処遇を改革しようとする意見が、主に
社会主義者や労働組合の側からあらわれ、進歩的な中産階級の側から
も老齢貧民を救済するための提案がなされたが、その代表的な人物は
バーネット（Samue1　Augustus　Barnett．1844－1933）である。彼は
老齢貧困に対して、院外救済にともなう汚名のない救済の必要性を提
案して、国のために働いた公務員が退職後に年金を受給する権利があ
ると主張し、国家が60歳以上のすべての人々に週8シリングから10シリ
ングの普遍的年金を支給することを提案した。つまり・バーネット
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案の特徴は、老齢者が年金を受給する権利を明確にした点にあるとい
える（36）。
　このような思想的展開とともに、1880年代から、実際に老齢生活困
窮者に対する救貧法の処遇が緩和され、バーネットのような考え方が
広範に拡がって、無拠出制年金案がより論理的に展開されるようにな
った。なかにも、1890年のウェッブ（Beatrice　Webb）の「救貧法の改
革（The　Reform　of　the　Poor　Law）」と題する論文（37》は注目に値する。
ウェップは、イギリスのおよそ40万人の老齢者が恒久的生活困窮者で
あると推計して、国家による普遍的年金制度の実施を提案した。ウェ
ッブは国民が年金を受給する権利について、　rr政府』を自分たちと
別個のものとしてではなく、むしろ自分たちの共通目的のために組織
したにすぎないと考えた方が良い。すなわち、国家を広範な利益社会
とし、全市民をその構成員と考えるならば、老齢年金制度は明らかに
拡大された民主理念と考えられよう（38＞」と述べている。またウェッ
ブが提案した年金額は、老齢者1人当りの年額を10ポンドにするとした
が、それは当時の老齢生活困窮者の要した最低生活費を基準に算定し
た額であった。
　このようにウェップが無拠出制の年金を提案する根拠として、受給
権と生活保障の概念を明確にしているのは、バーネットの理論をより
具体的な形として展開したものといえる。
　さらに、バーネットの理念を広範に展開し、無拠出老齢年金の思想
を確固としたものにしたのは、チャールス・ブース（Charles　James
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Booth，1840－1916）であった。ブースは1880年代中葉からのロンドン
調査を実施する過程で老齢生活困窮者の問題に興味をもつようになり、
1889年からイースト・エンドのスティプニィ（Stepney）地区に、老齢
貧困調査のための調査員と事務所を置き、老齢貧困調査をはじめたと
いわれている。ブースは同じイースト・エンドのパンクラス（Pancras）
地区でも同様の調査を実施した。まず彼は、地方自治庁の行う救貧統
計の不備、ないし誤りを正す作業から着手して、生活困窮者の数は救
貧法当局が示した数のおよそ3倍になっていることを明らかにした。
　次にブースは、施設に収容されている人々の困窮原因別調査の結果
を示した。この調査で得られた統計をもとにして、生活困窮に陥る主
要な原因は老齢による場合がもっとも多いと指摘した（C．J．　Booth．
The　Aged　Poor　in　England　and　Wales：Condition，1894）。すなわち、
65歳以上の老齢生活困窮者は、イギリス全老齢者の38．4％（32万2，68
6人）にのぼるとした。これを根拠として老齢年金の提案を行ったが、
この論拠は次のとおりである（C．J．Booth，01d　Age　Pensions　and　the
Aged　Poor　一一　a　Proposal，1899）。すなわち、　「①老齢生活困窮者の比
率は、他の生活困窮者より高い。②ところが、彼らをワークハウスに
収容するためには、生活費の他に施設維持費、管理費をともなうので・
どこでも院外救済の手法が主である。③しかし、院外救済では老人に
対する倹約や積極性の奨励という効果が得られない。④これらの効果
を発揮するには、院外救済に代る国家による年金制度を必要とする（3
9）vということであった。
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　ブースの年金案の内容は、支給開始年齢が65歳からで、支給額は年
額13ポンドであった。この65歳の開始年齢は、友愛組合の疾病給付支
給停止年齢を考慮したものであり、13ポンドの支給額は、当時の救貧
施設の1人当り扶養費に相当し、成人単身に必要な「最低生活費」とし
て明瞭に規定したのであった。このように最低生活費を基準にしたと
いう点は、無拠出年金提案の特徴として強調する必要があり、ブース
の年金案には、一定年齢を枠とした老齢者の生存権保障の思想が貫か
れている。
　ブースの年金案は、COSその他から批判を受け、当時は具体案と
してほとんど顧みられなかったが、その後のイギリスにおける老齢者
保障に関する論議を方向づけたといってよい（40）。また、老齢生活困
窮者に国家による年金受給の「権利」を強く確認させたという点では
きわめて意味がある。
　　　3．無拠出制老齢年金法の成立とその歴史的意義
　前述の思想的展開とともに1889年のドイツ、1891年のデンマークな
どの老齢年金立法に関する動きもあって、イギリスでも1890年代から
年金論議が盛んとなった。ブースの無拠出年金提案に対し、プラック
リに代わって拠出制年金案を展開したのは、チェムバリン（Joseph
Chamberlain，1836－1914）であるが、彼の行った年金提案は、国家に
よる補助を含む任意性の拠出年金案であった。彼は、年金案を自らの
政治キャンペーンに利用したイギリスで始めての政治家として有名で
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あり、1892年には年金に関する王立委員会の設置を成功させて3年余
りの審議が行われたが、ブースとともに友愛組合の強い反対をうけた。
　こうした動きのなかで年金論議が、直接的に法案実現に至るまで盛
り上がった契機は、当時植民地であったニュージーランドの無拠出老
齢年金法成立（1889年11月）によるといわれている（4i）。同法案の成
立により、イギリス本国では新たな動きが台頭して、予てから無拠出
制年金を支持した労働組合の代表により、1898年11月から老齢年金制
度の組織が活動を開始したのである。年金制度実現の要求はさらに拡
大して、1899年にはTUC（労働組合会議）が年金制度実現を毎年の
要求項目とすることを決議し、1901年には、協同組合の全国組織もT
UCと同様の決議を行った。
　そして、この期間から従来いかなる年金制度に対しても有力な反対
勢力であった友愛組合が、その態度を変化させはじめたことは注目に
値する。友愛組合は、救貧法を長い間にわたって競争相手とみなして
いたが、組合内の財政悪化が顕著となり、寛大な貧民監督官のいる教
区では破産寸前の友愛組合が支給する疾病給付よりも救貧法救済の額
が高いという事態が起こっていた。結局、友愛組合の財政悪化は無拠
出制年金に反対する彼らの根拠を失わせてしまった。ついに1902年、
友愛組合全国会議は、国家による年金制度の創設に同意したのである。
こうして、もはやCOSなどの慈善団体による道徳的、精神的な反対
論以外には、無拠出老齢年金法案に対する有力な反対論はなくなった。
　1908年4月に、自由党内閣が議会へ上程した無拠出制年金案には、①
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イギリスに20年以上居住する70歳以上の老齢者、②年額26ポンド以下
の所得の者、③過去10年間に有罪の判決を受けたことがない者、④精
神異常者でない者、⑤1908年から救貧法による救済を受けていない者、
という条項が設けられていた（42》。同年8月1日、イギリスにおける無
拠出老齢年金法（01d　Age　Pension　Act　of　1908）は成立し、翌年1月
1日から実施されたのである。
　無拠出制年金の形態は、機能的には老齢生活困窮者に主要な対象を
向けたのである。また、無拠出制年金が思想的確立の根拠は、老齢者
の最低生活を国家が保障するところにある。ブースの思想に代表され
るように、国家により年金を受給する権利、生活を営む権利が体現さ
れていなければならないのである。たとえ受給の際に厳格な道徳条項
が課されるにせよ、　「救貧から権利への転換」という思想的基盤の相
違は明白である。
　しかし、イギリスにおける無拠出年金の思想が直接には老齢年金制
度の形成につながらなかった点に留意する必要がある。つまり、イギ
リスの無拠出制老齢年金制度は最低生活費を支給の絶対的根拠とした
のではなく、むしろ予防的、補完的な性質をもっていたということで
ある。それは無拠出制老齢年金制度が、一面で社会的ニードと財政面
の調和であったが、他面では、普遍的年金計画を推進しようとしてい
る人々と、節約が最高の道徳的形態の表現であるという伝統的自由主
義者たちの圧力の妥協の表現であったことに起因するのである。同時
に、無拠出制老齢年金制度は、国家の事業であったが、救済の拡大が
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無拠出制ベースで行われればその費用は莫大なものになると考えられ、
無拠出年金は大規模な保険制度をはじめる前に、より小規模であるが
差し迫った問題、すなわち一般困窮老齢者を処遇し、同時に友愛組合
・労働組合が果たしえなかった機能をこれらと競合しない方法で遂行す
るための実験的措置であった（43㌔
　またイギリスでは、無拠出年金制度が既存の救貧制度にとって代わ
るほど、強力となりえなかった。それは、無拠出年金方式を維持・発展
させて今日に至るニュージーランドの制度とは対照的である。その理
由は、救貧法による救済措置を神聖とする300年の歴史の重みとともに、
イギリスでは何故にまず年金が無拠出ではじまり、そのわずか3年後
に健康・失業保険が拠出形態をとらなければならなかったかを検討する
ことによって明らかになるであろう。
　すなわち、次のようないくつかの事情が考えられるく44）。
　①国家的制度として老齢年金の必要は痛切に感じられていたが、友
愛組合・労働組合などの反対により、拠出制年金の芽は育っていなかっ
た。
　②老齢者の問題は差し迫った重大な問題であったが、1911年頃に現
在の老齢年金受給年齢以上の者は人口のわずか7％程度であった。しか
も当時は老齢者の多くの比率の者が60代の後半あるいは70代で労働に
従事していた。定年という考え方のないこの時代に遠い将来に備えて
の拠出は好評ではなかった。それ故に所得に対する資力調査を条件と
する年金制度支持の有力な論拠があった。
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　③老境に入って生き残った者の過半数は婦人であり、彼女らのうち
就職している率は今日と比較してはるかに小さかった。したがって婦
人が保険制度に拠出することはほとんど期待できなかった。
　④疾病および失業は現役労働者の目にはより強烈なリスクであった
し、短期の拠出でその手当てを受ける資格を得ることができた。他方、
年金を得るのに必要な資格期間ははるかに長く、現在の老齢者は拠出
制ではいかなる資格も得られなかった。
　以上の要因から見れば、イギリス老齢保障の歴史は、1908年法の性
格に強く規定されているといえるであろう。イギリスでは老齢生活保
障の概念を確立するよりもむしろ、老齢生活困窮者への運用における
効率性を選択した。このことの長所としては既存の制度、基準に柔軟
に対応することができることである。反面、このことは年金の生活保
障としての権利性を希薄にする。実際、1908年法が成立した直後から、
政府の内部では拠出制年金の計画がすすんでいたし、国内でも、無拠
出制年金を普遍的年金に移行させる大きな力は育たなかった。
　その意味では、1908年の老齢年金法は経過的立法というよりもむし
ろその後のイギリスの老齢者、とりわけ老齢貧困者の政策を端的に位
置づけた立法ということができよう。
　　　4．国民保険
　1909年、王立委員会は、救済政策にっいての「多数派報告」ならび
に「少数派報告」を提出したが、なかでも、フェビアン協会の思想を
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反映した「少数派報告」は救貧法体制を全面的に解体し、それに代わ
る新たな体制をうちたてることを提唱した。フェビアン協会の「国民
最低限の思想」が拡大する背景のなかで、1870年代以降いちじるしく
発展してきた義務教育制度や公衆衛生制度をうけて社会改良にかかわ
る諸立法が制定されてくる。こうした動向は救済の否定的理解を改め
組織的に社会的な救済が、社会にとってプラスであり、社会の責任で
あるとする意識の発展を助長し、慈善事業の社会事業的展開を促すこ
とになる（45＞。1908年無拠出老齢年金法が救貧法の解体の突破ロたる
意義をもつものであるとすれば、1911年の国民保険法はその解体を促
した重要な一指標であったということはすでに述べたとおりであるが、
社会事業的現実とのかかわりでいえば、国民保険法の成立は、社会保
険が具体的かつ明確に位置づけられたことを意味するものであった。
つまり、この法律の制定により、はじめて決定的に新しい歴史の時代
に入ったことになったのである。それは拠出と引きかえに権利として
の給付を確立することにより、1834年の救貧法以来支配的であった被
保護者低位性の原則を究極的に葬り去ってしまった意味において、さ
らに保険原則の採用によりこれまでのイギリス社会保障政策によって
確立された異なった財政原則に示された途から明らかに離脱すること
により、将来への新しい局面を開いたことにある（46》。しかし、同法
の起源や形成過程をみると、老齢年金のそれとはかなりことなってい
ることが指摘される。つまり、その立法措置への衝動は博愛的なもの
ではなく、明らかに社会主義の脅威に対する自由党的な回答であった。
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救貧法をそのまま放置し、何らかの措置を講じないと、労働者の票を
失い、やがては完全なる社会主義的代替物が導入せられる可能性が存
することを考えないわけにはいかなかった。他方、多くの自由主義者
たちは救貧法の廃止を望んではいなかった。したがって、自由党の政
策担当者たちが選んだ途は、歴史的遺産から離れたその間の狭い通路
であったといえる（47）。
　国民保険は第1部が健康保険、第2部が失業保険という形で成立し
た。ロイド・ジョージ（David　Lloyd　George，1863－1945）らは「拠出
に対する給付」という形の社会保険を主張してきたが、この思想は19
11年の失業保険によってはじめて実現した。この失業保険は実験的試
みであったが、それはそれ以前にはいかなる国も社会保険としての失
業保険を制定していなかったことによる。内容をみると、雇主、労働
者ともに週2ペンス1／2、国庫が1ペンス2／3を拠出し、失業に際し、週
7シリング、年間最高15週支払われるものであった。健康保険について
は、すでに友愛組合の主な事業であったため成立にむけて困難な調整
が必要であったし、医療の供給側の強固な反対を説得するだけの妥協
が必要であった。この時代はちょうど19世紀のクラブによる医療から
20世紀の予防を中心とする医療への転換期にあたっていた。この時期
に医師たちは契約医療の体制を打破し、自分の地位および報酬を引き
上げ、さらに医師の自由を確立しようとしたのである。そのために医
師会（BMA）は大きな圧力を加え、健康保険を自身に有利なものへ
と変えていった。
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　結果的に友愛組合の敗北によって健康保険が成立するわけであるが、
これは、一面においては国家による単なる友愛組合保険の延長から
「国家の保険」へ脱皮する過程であったといえる。
　その内容をみると、筋肉労働者と年収160ポンド以下の非筋肉労働者
で、16歳以上の男女を被保険者とした。官吏、鉄道従事者、教員はす
でに別個の制度があるため適用除外となった。また自営にっいても任
意加入とした。それぞれの負担は被用者が週4ペンス、雇主が週3ペン
ス、国庫2ペンスとした。現物給付は一般医による医療サービス、結核
に対するサナトリアであり、大手術や専門医サービスは給付の対象と
はならなかった。現金給付は傷病手当金を4日目から26週まで、男10シ
リンク、女7シリング6ペンスが、26週以上にっいては男女5シリングが
支給された。70歳以上については拠出は行わないので傷病手当金は支
給されなかった。また21歳以下は減額して支給された。事務について
は現物給付にっいては保険委員会が、現金給付については従来の友愛
組合、労働組合、簡易生命保険会社などがっくる組合で、組合員が1万
人以上の組合が認可組合という形で医療保険制度に組み込まれ、給付
機関となった（48）。
　このように健康保険と失業保険の制度が国民保険法として成立した
わけであるが、その特色は「均一給付と均一拠出」、いわゆるフラッ
ト（flat）制にあるといわれる。このフラット制は、その後のイギリ
スの社会保険制度のあり方にとってかなり決定的な役割を果たすこと
になる。平等主義や普遍主義も、そして最低生活水準の確保という原
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則もこの均一給付、均一拠出という枠組みと密接に関係しているので
ある。
IV．社会保障の成立一福祉国家への指向
　既述のように、資本主義社会の発展とそれにともなう従来の社会構
造の変化は、老齢者の生存にかかわる諸問題を社会的に解決すること
を必要としてきていた。しかし、欧米先進諸国においては、すでに第
2次世界大戦前において人口の高齢化にともなう老齢者問題が具体的
な課題となっていた。かかる状況のなかで、不況下における老齢労働
者の失業問題がより深刻な問題となり、社会構造の変化にともなう労
働者階級の増加は、世界大不況のなかで失業問題を惹起させ、それが
とくに労働者に深刻な影響を与えてきていたことはいうまでもない。
いいかえれば、この期の老齢者問題は、すでに労働力の保障のみを通
じて人間の生存の保障をはかることの限界をよりいっそう具体的に示
しはじめていたといえよう（49）。
　本節では、このような老齢者問題を踏まえながら社会保障の成立と
普及そして福祉国家への指向を探ってみることにする。
　　　1．社会保障の成立
　従来からの生活保障は、労働者階級に対する社会保険と貧困者に対
する救貧法ないしは公的扶助との二つに大別することができる。社会
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保険はドイツにみられた典型的な社会政策論の具体化であったのに対
し、救貧法は貧民への抑圧と救済の交錯のなかから限られた範囲で行
われ、社会保険の発展を側面から支える役割をもになったものであっ
たといわれる。いずれにせよ、両者は歴史的にかかわる時点もあった
ため、その本質においては異なるものであったが、それが社会保障と
なると、両者の総合化された制度であると考えられ、一般には、社会
保障の制度は社会保険と公的扶助の統合的に把握されたものであると
理解されている（50）。さらに、社会保険が労働者を、公的扶助が貧困
者を、それぞれ対象としていたのに対して、社会保障における対象は、
全国民におよぶことが特徴である。いいかえれば、社会保障はすべて
の国民に対しての生活保障でなくてはならないし、加えて、その保障
の中心は最低生活をすべての国民に保障することでなければならない
とも考えられる。
　社会保障が最低生活の保障を基本とするとき、その第一義的な目的
は貧困を追放することにある。資本主義の発展における貧困の存在の
ために、資本主義の体制維持は所得の再分配を通じての最低生活の保
障によって対応する。そのときに、労働カ所有者の労働力の保全に焦
点をあわせた社会政策としての社会保険のみでは対応できない。すな
わち、労働者階級の賃金の相互再分配機構のみの次元ではとても解決
は求められない。また、貧困にのみ対応した救貧法ないしは公的扶助
の国家的扶養形態で対応できるものでもない。より総合化された生活
保障の形態が必要とされるし、時代の推移につれて最低生活の保障を
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基底としつっも、国民生活の安定がのぞまれてくる（51）。かかる意味
から、資本主義の発展にともなう貧富の拡大、労働者階級を中心とす
る反抗、またそれによる体制的動揺などに対しての国家的政策がひろ
く国民生活の保障と安定に向けられて社会保障の成立を促すものとな
る。
　世界大不況から第2次世界大戦を経るなかで、労働者階級ならびに
勤労者階層の人々にとって、その経済的生活を維持することはますま
す困難になっていった。また、その衝撃は社会不安をいよいよ増大さ
せたが、これを契機に、1935年にアメリカで社会保障の最初の統一制
度が発足するにいたった。そもそも「社会保障」という言葉は、同国
の「Social　Security　Act」に始まるが、これは、同国が1929年の世界
不況の苦悩から立ち上がるための景気回復策としてとりあげたもので
あり、ニューディール（New　Dea1）政策（1933年）の一環を占めるも
のであった（52）。もともと独立精神の伝統が強いアメリカにおいて、
大不況以前には、老齢者に対する扶養は個人収入または家族扶養でま
かなうべきだという考え方が支配的であった。しかし、総人口に対す
る老人人口割合の増加、産業化が進展する過程で農村から都会への人
口移動にともなう家族単位扶養の崩壊、そして若くて強い労働力だけ
が要求される産業社会の特徴によって老齢者扶養の問題が老齢者雇用
問題とともに台頭することになった。大不況以後、雇用問題はさらに
深刻になり、社会保障法の制定に迫られたのである〈53＞。そこでルー
スベルト（Franklin　Delano　Roosevelt，1882－1945）大統領は急遽、
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養老年金保険法と失業保険ならびに老齢者、盲人、児童、母子家庭な
ど扶助を必要とするものに対する国庫補助の制度の三つを制定し、前
二者の社会保険（Social　Insurance）と、三つ目の経済保障（Econo－
mic　Security）（54）を合成して、社会保障（Social　Security）とい
う言葉を作り、これを法律の名称としたのである（55）。
　この社会保障法は、　「労働者の経済社会的生活の保障に対する社会
的関心を示すイデオロギー（56）」として機能したといわれる。しかし、
この社会保障のもとで、老齢という事態は労働力に対する障害となり、
その結果、労働者をはじめ勤労諸階層の経済活動を危うくするという
理由から、経済的貧困化の契機としてとりあげられることになってい
く。
　　　2．イギリスにおける社会保障の成立
　イギリスにおいても、1930年代にあらわれた新しい段階の貧困（57）
は、戦時労働力不足による失業の減少にもかかわらず、戦時の経済的
緊張のなかで特殊な形で増幅してくる。その結果、窮乏に対する社会
的救済は、失業扶助にみられた、いわば社会事業的救貧制度さえもが
不充分なものになり、全市民を対象とする普遍的なサービス、たとえ
ば週給5ポンド以下のすべての賃金労働者に対する失業保険などを発達
させ、支配的な趨勢とするにいたる（58）。このような背景のなかで、
1934年と1940年にあいついで「失業法（Unemployment　Act）」と「補
足年金法」が成立するが、　「1934年の失業法による失業扶助が、労働
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力ある貧民の所得保障を救貧法から移管したものであるとすれば、19
40年の補足年金法は、労働生産性の希薄な貧民あるいは老齢者の所得
保障を救貧法から移管した（59）」ことを意味するものであったとみる
ことができる。ここで、救貧法に残された課題は、①経済的貧困にか
かわる対象者の個別具体的なニーズの保障と、②政策的な発展が遅れ
ていた労働生産性の希薄な人々に対する福祉的諸サービスの保障に、
その中心がおかれることになった。
　その成果として、この時期に戦時下における老齢者、とくに寝たき
り老入のためのホーム・ヘルプや近代的老人ホームの本格的な発展がは
じまったことなどを考えると、　「1948年までに生活問題へのアプロー
チは、戦前とは一変することになった（6°〉」といえよう。
　しかし、このような生活問題への全体的なアプローチの変化、つま
り、救貧法の縮小のなかで、救貧法に残された課題と考えられた二つ
の側面が戦後イギリスにおける所得保障制度のもので真に発展的に保
障されることになったか否かは別の問題のように思われる。その意味
で「ベヴァリジ報告（Beveridge　RePort：Social　Insurance　and
Allied　Services，　HMSO，　Cmnd　6404）」における社会保障計画の性格
を分析しながら、この点を検討することにする。
　イギリスは、第1次世界大戦後に各種社会保険を前進させながらも、
全体としての統一を欠き、とくに、世界大不況前後の失業者激増で失
業保険の処理に悩んでいた。第2次世界大戦開始後まもなく、生活問
題対策への新しい対応が展開されはじめ、戦後の国民生活再建のため
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の所得保障計画の策定に着手した成果が1942年に提出されたべヴァリ
ジ報告である。
　その計画の要点は、民主的な国民最低生活の保障という大目標のも
とに、①均一拠出、均一給付の原則による強制社会保険の実施、②特
殊なニードのための公的扶助による補足、③医療などの保健サービス
給付については、無差別無料の広範な制度を実施すべきことなどであ
った。なお、この計画はべヴァリジが現代社会において社会進出をは
ばんでいる大問題としてあげた五つの巨人（Beveridge　Report，　p．6）、
つまり窮乏（Want）、疾病（Disease）、無知（Ignorance）、随陰
（Squalor）、および無為（Idleness）のうちの窮乏との戦いだけを扱
うものであり、それも生産の増加ではなく正しい分配を意図したもの
であった。しかし、その正しい分配とされるものは、異なった生産要
素なり階級間の分配ではなく、賃労働者どうし、稼得期とそうでない
時期、扶養者が多い時期とそうでない時期の間の購買力の分配の改善
を目指すにとどまるものであった（61）。また「ベヴァリジ所得保障に
おける公的扶助の直接の母体となったのは救貧法ではなく、失業法で
あった（62）」とも指摘されている。
　この指摘はべヴァリジ社会保障のもとでの公的扶助政策が、労働力
ある貧民への対応を継承したものであることを示唆している。したが
って、事実上労働生産性の希薄な人々への救済制度となった救貧法に
よって行われていた老齢者への処遇はベヴァリジ社会保障のもとでど
のように展開されることになるのかが、残された課題となってくる。
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　ところで、ベヴァリジ社会保障計画では、社会保障はある最低限度
までの所得保障を意味するものとして構成されており、現実に策定さ
れた所得の水準は極めて低いものであった。さらにベヴァリジは、そ
の計画のなかで社会保障によって所得を支給すると同時に、できるだ
け速やかに収入の中断を終わらせるような措置を講ずべきことを主張
している。
　これらの事実は、ベヴァリジの社会保障計画が完全雇用政策による
失業減少をはかることにむけられていたことを意味する。すなわち、
ケインズとたくみに重なり合っていたべヴァリジの社会保障計画は、
完全雇用の実現を前提として社会保障計画がたてられながら、逆に、
この計画によって有効需要が創出され、雇用が維持されるための一っ
の役割を果たしていたといえる（63＞。
　ベヴァリジの社会保障体系がこのようなものであるとすれば、そこ
では老齢者に対する所得保障も、一義的には完全雇用政策とのかかわ
りで遂行されることが予測される。また保健サービスも、間接的な労
働力の保障を目的とするものとして、社会保障計画ならびに完全雇用
政策と密接な関連をもって、位置づけられることになるであろう（64》。
つまり、アメリカの例と同じように社会保障における老齢者への制度
的対応は、老齢者への保障を直接に目的にするものではなく老齢とい
う事態が労働力に対する障害となるという事実を媒介として、疾病や
障害と同様、経済的貧困化の契機としての次元で問題とされたのであ
る。したがって、資本主義的生産の循環過程から、すでに脱落した存
一63一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1童　社会保随の発展と老齢者問題
在として、もはや労働力としての機能的復帰をほとんど全く期待され
えない老齢者に対する福祉サービスは当然に希薄になることが予想さ
れてくる。
　第2次大戦を契機に人間尊厳の思想が浸透し、ニードの原理が支配
的になったものの、依然として「労働力の保障を通しての人間の生存
をはかる（65）」とする概念矛盾が生ずる。このような意味での人閤の
尊厳の具体的自覚は、第2次大戦後のそれを実現するにたる経済的基
盤の確立と、戦前にもまして深刻化してくる現代の老齢者問題の台頭
のなかで、その国なりの特殊性をおびつつ具体化されてきているとみ
ることができる。イギリスにおいても例外ではない。
　ベヴァリジ報告にもとつく社会保障の概念は、たしかに上述のよう
な老齢者に対する問題点を抱えていたが、1945年における家族手当法
（Family　Allowances　Act）、1946年における国民保険法（Natoinal
Insurance　Act）、1947年の国民扶助法（National　Assistance　Act）、
1948年の児童法（Children　Act）などの諸法律を成立させ、戦後のイ
ギリス全国民に「ゆりかごから墓場まで」の最低生活を保障するとい
う「福祉国家」の成熟を物語るものであったことはいうまでもない。
　「最低限原則、すなわち所得の高低に関係なく、最低限の所得を保
障すれば足りるとするベヴァリジの基本的立場は、窮乏の絶滅を目標
としていた（66＞」ところにある。そして「老後や失業その他の事故の
ために、最低限以上の所得を確保しようとするものは私保険や貯蓄な
どに依存すべきである（67）」とされた。つまりイギリス福祉国家の基
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本的性格は、最低限の所得はすべての個人と家族に対して権利として
保障される一方、それ以上の生活の安定に対しては個人または家族に
その責任を求めているといえる。
　1957年、タウンゼント（P．Townsend）は、イギリス社会においても、
家族世帯の弛緩は、さほど指摘されず、むしろ過半数の老入が比較的
近くに住む親族をもっており、緊密な親族関係が存在するという老齢
者の実態を報告したが、これは、核家族を前提とし、老齢者がそこか
ら切り離されるのはやむを得ないと考える従来の議論に対し、今日な
お老齢者の親族たちによって果たされている役割の重要性を重視し、
老齢者を施設に収容するのではなく、家族の機能を生かし、家族と社
会のそれぞれを、ネットワークの総体として扱う方向での、機能サー
ビスが重要であることを指摘した（68）。また、シーボーム委員会の報
告（rReport　of　The　Committee　on　Local　Authority　and　Allied
Personal　Social　Services」）は国の福祉サービスを老齢者を扶養す
る家族への援助として位置づけたうえで、家族中心の社会サービスと
地域に根ざすサービスの強化を提言している（69）。
　ベヴァリジ計画は先進諸国において戦後福祉国家の支柱として飛躍
的な発展をとげたが、老齢者の所得保障問題については福祉国家の成
立当初から不充分なものであり、その欠如を個人、家族および地域に
委ねる性格をもっていたといえるであろう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
（1）単に公的扶助としてなら、中世では国家よりも教会のほうが公的だ
　ったから、宗教的慈善制度にまでさかのぼれる。
（2）木村正身「社会保障の歴史」小山路男　佐口　卓編r社会保障論』
　有斐閣1977pp31～32
（3）同書P．32
（4）エリザベス救貧法へいたる過程をみるとき、1349年の「労働者規制
　法」にはじまる一連の立法を検討しなければならない。14世紀の中
　葉までに封建社会が解体され、自由労働者が成立しはじめていたが、
　同時に多くの浮浪者や貧民を生みだしていたという背景のなかで、
　同法はできるかぎり前時代の農奴制に近い状態に引き戻そうとする
　貧民抑圧の意図をもっていた。それにもかかわらず、かかる立法を
　もってしても貧民の増加は抑制しきれなかった。1391年法は浮浪と
　乞食の禁止という従来の法律と同じ立場をとりながらも無能力貧民
　の存在を認め、これに乞食を許可したのみであったが、現実的には
　経済的に困窮している人々の配慮について一定の責任の政府による
　引受けのはじまりを代表するものであった。その後1536年に新たな
　法律が制定され、乞食を禁止し、老人と無能力者に対する施与を慈
　善的拠出による資金の組織的募集・管理によるべきことを規定してい
　た。さらに、働き得るものと働き得ないものを区別し、貧民保護の
　二重の義務を国家が引き受けた。その後法律はますます明瞭な形を
　とって改善されていき、1572年に制定された救貧法はイギリスにお
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　ける国家的な対策と救貧税に関する最初の立法となった。次いで制
　定された1576年法は私生児に関する問題と就業強制に関する具体策
　の決定という重要な意味をもっている。1572年および1576年の法律
　でエリザベス救貧法は実質的に完成したといわれる。1601年の法律
　はこれらの法律をより簡潔な、より体系的な形態で再制定したにす
　ぎない。
　（樫原　朗rイギリス社会保障の史的研究1』法律文化社1973pp．
　　14～23参照）
（5）栃本一三郎「社会保障の歴史一その普遍化への歩み一」社会保障
　研究所編rイギリスの社会保障』東京大学出版会1987pp．4～5
（6｝橋本宏子r老齢者保障の研究』総合労働研究所1981p．22
（7）同書p．23
（8）木村正身前掲書pp．33～34
（9）小山路男「自由主義的社会改良とその反動」小山路男編r福祉国
　家の生成と変容』光生館1983p．17
（10）チャーティズムあるいはチャーティスト運動は、1837年1月の東ロ
　ンドン民生協会の成立、翌月のロンドンの労働者協会の第1回大会に
　よって本格化した労働者、旧職人、小市民たちの普通選挙権獲得運
　動である。
（11）木村正身前掲書pp．35
（12）伊部英男r社会計画』至誠堂1964PP．70～71
（13）樫原　朗前掲書p．182
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（14）小川喜一rイギリス社会政策論』誠信堂1964p．201
（15）伊部英男前掲書p．91
（16）小川喜一前掲書p．198
（17）橋本宏子前掲書p．36
（18）木村正身前掲書pp．36～37を主に参考にして要約した。
（19）小松隆二r社会政策論』青林双書1986pp．151～152
（20）通常ドイツでは共済組合を扶助金庫＝Hilfskasseと呼んでおり、
　Kuttenbergerの1350年の鉱業がこうした金庫を規定した最初のもの
　である。　（近藤文二r社会保険』岩波書店1963p．99）
（21）菅谷　章r社会保障論』日本評論社1990p．44
（22）ドイツの産業革命の始期は1840年代の好況期、とくに1843年～18
　47年の時期とされる。
（23）菅谷　章前掲書p．49
（24）ただし、運輸通信関係と農業労働者は任意で、年収2000マルクを
上限とする。
（25）菅谷　章前掲書p．54
（26）小松隆二前掲書pp．157～158
（27）菅谷　章前掲書p．55～56
（28）同書PP．56～57
（29）樫原　朗前掲書pp．416～423
（30）同書PP．424～429
（31）William　H．Beveridge，　Social　Insurance　and　Allied　Services，
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　London，ig42（山田雄三訳r社会保険および関連サービス』至誠堂
　1969　p．31）
（32）矢野　聡「イギリスにおける無拠出老齢年金思想の展開」小山路
　男編前掲書pp．192～193
（33）同書PP．194～195
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　r三田学会雑誌』73巻4号1980p．69
（35）ブラックリの示した案によれば、全労働者が18歳から20歳までに、
　総額10ポンドを拠出して、国家はこれを基金として疾病および老齢
　給付を行うが、給付額は疾病に対しては週8シリング、老齢に対して
　は70歳以上の人々が週4シリングである。
（36）矢野　聡前掲書p．200
（37）Sidney　J．Webb，　The　Reform　of　Poor　Law，　Contemporary　Review，
　Vo1．LVm，　1890，　PP．95～130
（38）Sidney　J．　Webb，　ibid．，　p．104
（39）矢野　聡前掲書p，207
（40）同書p．208
（41）同書p．210
（42）同書P．215
（43＞樫原　朗前掲書PP．405～406
（44）同書P．408
（45）高島　進r現代の社会福祉論』ミネルヴァ書房1973P．94
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（46）樫原　朗前掲書pp．440
（47）同書P．441
（48）栃本一三郎前掲書p．15
（49）橋本宏子前掲書p．42
（50）佐口　卓「社会保障の生成」平田冨太郎・佐口　卓編r社会政策
　講義』青林書院新社1982p．178
（51）同書p．179
（52）同書P．177
（53）Yung－Ping　Chen．　Social　Security　in　a　Changing　Society　－An
　Introduction　to　Programs，　Concepts，　and　Issues－，　McCahan
　Foundation，　1983，　P．4
（54）ここで経済保障といわれているのは、一般には公的扶助（Public
　Assistance）と呼ばれているものである。
（55）Yun9－Ping　Chen，　oP．　cit．，　PP．3～5
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（62）橋本宏子前掲書p．45
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（65）下山瑛二r人権の歴史と展望』法律文化社1972p．28
（66）小山路男rr福祉国家』の生成と変容」小山路男編r福祉国家の
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第H章　日本における老齢者間題
　戦後における産業社会の高度化、就業構造の高次化や都市化という
一連の急激な社会変動は、社会のなかでの家族機能の遂行上に大きな
動揺を与えている。それは、時代の変化とともに家族の形態も内容も
変化してきたことを意味する。しかしながら、それにもかかわらず
「家族が、そこに組み込まれる人間にとって第一次的な意味をもつ集
団であること、またメンバーに対して包括的な生活保障と福祉の確保
をはかろうとする集団であることをやめたわけではない（1）」。もちろ
ん今日の機能社会にあっては、家族以外の集団や機関によって、家族
成員の福祉や健康がカバーされる部分は大きく存在する。それにもか
かわらず、なおも「家族は、トータルに成員の生活保障を目指して自
ら存続していこうと（2）」しているし、他の集団や機関にそれらを委託
して、より高い欲求充足にあてている。
　本章では、このような資本主義社会の変動とそれにともなう家族機
能の変化のなかで、それぞれの時代において日本での老齢者問題はど
のように展開されてきたのかを検討し、今日における老齢者所得保障
の望ましいあり方を探ることを狙いとする。
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1．戦前における老齢者問題と家族制度
　戦前における日本の社会は、現在に比べて格段に貧しかったが、貧
しいなりに貧困を顕在化させないで吸収する機構と老後の生活不安を
解消する装置をもっていた。それは近代的な家族制度にほかならない。
すなわち、家族制度のもとで老後の生活を跡継ぎに委ねることができ
たし、その後継者に扶養能力が多少欠けても、その不足は、親族の援
助や共同体的扶助によって補うことができたのである。そのような機
構や装置が、戦後におけるいちじるしい社会変動とともに弱体化して
きていることは周知のとおりである。
　日本の社会は、明治維新によって近代社会に転換し、急速に発展し
ていったが、明治末年の日本は、なお農業国的な段階にとどまり、明
治維新後半世紀以上を経過しても、農家や自営業者の比重がかなり高
かった（図H－1）。そして、産業化の進展は、いうまでもなく、都
市の発達をもたらすが、この都市の発達にもかかわらず、戦前の日本
は、依然として農村的社会であった。それは、近代化を推し進めなが
らも、近代日本社会を構成した人々の大部分は、零細な家族経営を営
む農家と、前近代と大差のない商家や手工業的な町工場を、事業主と
家族従事者が主体となって営んでいたからである。
　こうした農家や商工自営業者にとって、家族は生活集団であると同
時に生産集団でもある。農業や商工業は、彼らにおいて「家業」であ
り・その家業は原則として、長男を後継者として継承されることを当
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1930年における産業別就業入口の割合
サービス業（公務8．4X）（2・5％・）？の他（・・2＄）
運輸通信及びその他の公益事
金融保険・不動産業（O．7％
　卸売業・小売業（14．0紛
製造業（16
日本における老齢者問題
農業（46．81　）
業（伐木業を含む）
（0．6％）
建設業（3．3X）＼漁業・水麟殖業（1・9％）
　　　　　　　　　　　　　　　　鉱業（1．11）
注：1．全人口を対象とする。
　　2．製造業は修理業を含む。
資料：農林水産業生産性向上会議r日本農業基礎統計』1958より
　　作成
然とした。家族制度は、したがって、自営業者にもっとも適合的であ
り、近代日本社会において大きな重みをもちっづけた。
　家産や家業が、長男によって包括的ないし優先的に相続され、　「家」
が直系的に祖先から子孫へと継承される制度は、中国やインドのよう
に男子に均分される制度とは異質であったが、この制度のもとでは、
老親の扶養も、後継者によって担われた。その扶養は、均分制の制度
よりも安定性があったといわれる。このような家族制度は近代日本に
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おいても、社会構造の基本であり、明治以降の産業化を促進する大き
な要因ともなった。それは、戦前の家族制度が、産業化に見合う労働
力を円滑に供給する役割を果たしたからである。
　すなわち、　「新しい雇用市場がある限り……家を相続しない人々
は、生家を出て生活の場を積極的に移した。そして、これらの人たち
に対して、その生家は、家産の分割を避けることができただけに、困
窮に際して多少とも支援する責務を感じ（3）」ていたのである。それに
よって、日本の産業化における社会政策的費用の節約が可能になった
ともいわれる。
しかし、家族制度は、経済的に産業化の進展に寄与したとはいえ、社
会的には、社会政策的立法をおくらせて労働条件を最低限にとどめた
し、孤立無援の窮民をやむなく救うという明治初年の価救規則を昭和
初年まで存続させるというマイナス要因ともなった。
　ところで、この家族を基本的構成単位とした近代日本の社会は、共
同体としての村や町によって構成された。そして、町もまた、都市的
であるよりも村落的であった意味において、近代日本の社会は、村落
的な地域社会を、第二構成単位とした。
　このような「家」と「村」を構成単位とした近代日本の社会は、家
族主義的な社会であったということができる。家族主義とは、　「個人
が家族から独立せず、構成員個々人よりも家族が重視される場合、ま
た・そのような家族的人間関係が家族の外にまで拡大される場合、そ
こにみられる行動様式・社会関係価値体系を特徴づける用語（4）」であ
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り、家族的経営が行われる農業社会では広くみられる。そして、その
家族主義は「義は君臣なれど情けは父子」という天皇制家族国家とし
ての日本の国全体をも貫徹していた。それは、近代日本の発展の要因
の一っであったと同時に、　「大日本帝国」が崩壊する日まで、近代日
本社会の矛盾と弱点を放置させた条件ともなったといえるであろう。
　このような自営業者主体の日本社会は、大正末から昭和にかけて（1
920年代）変貌してくるが、それは資本主義の発達と強い関連をもって
いる。
　先進諸国に比べて、その発足がいちじるしく立ち遅れた日本の資本
主義は明治初年（1870年代）以来、ひたすら「富国強兵」　「殖産興業」
を至上命令として、きわめて急速な資本蓄積を強行した。しかし、こ
の過程の反面をなすのは、いうまでもなく、劣悪な労働諸条件に喘ぎ
つづけた労働者階級や高率小作料に押しひしがれていた農民階級その
他の、貧困の歴史であったが、これら労働者階級の福祉は、　「産業優
先」の犠牲とされ、ほとんど顧みられることはなかった。また、貧困
者に対する救貧制度も最低限に抑えられるとともに、前近代的性格の
強いことを特徴としていた（5）。
　一方、このような状況のもとでの日本資本主義は、　「家」制度を中
心とした政策体系を採用し、国家の義務であるはずの「救貧」を扶養
共同体としての「家」に責任転嫁し、それによって新政策の至上のス
ローガンであった「富国強兵」を達成しようとした（6＞。さらに、　「労
務管理の一手段としてとか、治安対策上、あるいは、戦時労働力とし
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ての健民、そして兵力として健兵をつくるためとか、戦費調達のため
の必要上（7）」等といった、現実に侵略戦争の遂行という目的に従属さ
せて社会保険がつくられるなどの例も多かった（8＞。
　このような特異さをもちながら、とくに日本の「人権体系が、　r資
本』を育成するために、初めから疎外（9＞」されていたために、西欧諸
国においては、公的扶養の発展が私的な経済扶養を公的規制の対象と
するにいたるに対し、日本においては、公的扶養の発展、それにとも
なう私的な経済扶養の公的規制というプロセスを媒介とせず、経済的
・非経済的扶養を、　「家」イデオロギーを通じて、未分化のまま直接的
に「家」に委ねてきたく10）。しかし、このような状況の下においても、
資本主義の発展とそれにともなう社会的矛盾の激化は、イデオロギー
としての「家」と現実の家族機能との背離を促進させることになり、
その結果親族がありながらなお公的救済を必要とする老人の数を徐々
に増加させていったといわれる。
　一方、1870年代から始まった日本資本主義は、1886年ごろから188
9年にかけて紡績業と鉄道建設業を中心としたブームを経験したが、1
890年日本資本主義最初の紡績業を中心とした経済不況、日清戦争後の
1900年から1901年にかけての産業資本確立期における第2次不況の展
開、1914年に始まる第1次大戦とインフレーション、1927年の金融不
況、1929年の世界大不況、ig41年の第2次世界大戦の開始などといった
諸情勢を契機として、老齢者を囲む家族の生活が、より深刻化してき
た。このことは、戦前における老齢者問題は、個人的な理由よりも社
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会経済的背景の変化によって発生したことを示唆している。その意味
では、老齢者の生活は戦前において、すでに社会問題化してきたと考
えられる。
　社会保障の主な構成要素の一つである救済制度は、1874（明治7年）
年に明治天皇制の新政府を広く国民に知らせる広報活動としてつくら
れたといわれる仙救規則からはじまる。このような救貧対策が、比較
的早くから政府によって実施されたのは、明治初年にすでに国民の困
窮が激しく、そのため社会不安、とくに農民一揆が高揚したことに直
接的な原因があった。ひろく人心の期待をうけて幕藩体制に替わって
政権についた明治新政府は、生活困窮の緩和ないし解消にかける国民
の期待に応えるものでなく、そのため国民の不満は高まる一方であっ
た。このような農民の不満に対し、政府は、一方で糾問や極刑罰とい
う厳しい弾圧を行いながら、他方で櫨救規則を発布したのである。
　この規則は、短い前書と5ケ条の本文からなる簡単なものであり、
基本的に被仙救者の権利を認めるものではなく、封建的、非近代的性
格の強い内容である。すなわち、前書では、救済の基本は国民相互の
情宜であるといい、地縁、血縁共同体の「情宜」、つまり義理と人情
を強調している。そして救済の対象は「頼る人のない窮民」に限り、
かつ、労働力を有する者はいっさい排除するという極めて限定された
ものであった。具体的には、極貧で独身の、①廃疾、②70歳以上で重
病または老衰、’q31疾病、にあって、いずれも働けない者、同じく極貧
で独身の、④13歳以下の者だけが対象である。給付は、①と②の場合
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には1年に米1石8斗（約324リットル）、③は1日に米、男子3合、女子2合、
④には1年に米7斗（約126リットル）の割合で、該地での前月の下米相場で
換算した現金を支給することとなっていた。
　このように、恒救規則は、古い封建的な救済思想にもとづき、その
内容は、主食だけがやっとという低い水準の不十分なものであったが、
国が費用を負担して救済をした最初の制度であったという点で以前の
救済方法と異なっていた。
　その後、このような資本主義の発展過程ですすんだ労働者・国民の厳
しい貧困化にもかかわらず、このような貧弱な内容の仙救規則が、19
29年（昭和4年）の救護法の成立まで半世紀以上も大きな改正もなく続
いた。その理由の一つは、労働者・国民の生活保障をめざす運動への発
展が、さまざまな弾圧立法（11）によって徹底的に阻止されたことであ
る。
　第1次世界大戦の終結と同時に日本経済は打撃を受けたが、1919年中
ごろになると、再び戦時中にもまさる大好況が一時おとずれた。しか
し、明治以来もっとも激しいものであった1920年の大不況以後、日本
資本主義は「不況から不況へ」とよろめきながら慢性不況の過程をた
どることになった。このため一般国民の困窮は深刻化し、失業が重大
な社会問題化されるようになった。
　このような状況のなかで、従来から指摘されてきた仙救規則による
救済の不十分さは決定的となり、これにかわって1929年「救護法」が
制定されるにいたった。
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　この救護法の対象は、①65歳以上の老衰者、②13歳以下の幼児、③
妊産婦、④不具廃疾、疾病、精神または身体の障害により働けない者
で、貧困で生活できない場合というように、保護の対象は労働力をも
たない貧困者だけという依然として狭いものであった。また、被救護
者には選挙権、被選挙権を認めないという屈辱的なものであった。こ
のように救護法は、愉救規則と同じような非近代的な思想を基礎とし、
対象もきわめて制限されていたにもかかわらず、この法律は、救護機
関を市町村とし、方面委員を市町村長を補佐する名誉職とすると明確
にし、救護の種類を生活扶助、医療、助産、失業扶助の四つに分類し
た。救護費の負担区分を国が1／2以内、道府県が1／4、市町村が1／4とい
うように国の救護の責任を一定程度明らかにした点で、位救規則より
一歩進んでいた。しかしながら、依然として老人扶養を含む国民の救
護は基本的に「家族制度および隣保相扶の情宜」に求められており、
窮民の救護は単に市町村の道義的責任と認められたにすぎないのであ
る。
ll．戦後の経済再建期と老齢者問題
　富国強兵を目指してきた日本は、1945年の敗戦によって生まれ変わ
る。敗戦直後の窮乏は、日本人にとって、食べることに懸命にならな
ければならないほどであったが、その窮乏のなかで、占領軍は民主主
義的改革を進めた。そして、　「強兵」は放棄され、ひたすら「富国」
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だけが追求されるようになった。さらに、敗戦直後の経済的混乱期が
すぎようとした1950年に起った韓国戦争は、日本経済を再建から成長
へと転進させる契機となった。
　こうして始まった経済成長による産業化の進展は、それにともなう
就業上の構造の変化と都市化をもたらし、日本の社会は自営業者主体
の村落的社会から、雇用者主体の都市的社会に変貌した。このことは、
「自営業者の家族に適合的であった・・・…　「家」制度は、多かれ少な
かれ解体せざるをえない（12）」ことを意味するとともに、戦前とは変
わって「村は共同体的性格をこわしてしまった（t3》」ことを意味する。
　一方、戦中・戦後の悲惨な状況は、老齢者のみならず戦前には豊かに
暮らしていた国民の大多数を、困窮へとっきおとしていった。こうし
たなかで、GHQ（連合国総指令部）の要請により、政府は、1945年
12月、　「生活困窮者緊急生活援護要綱」を作成するが、それに基づく
貧困者の救済の影響は必ずしも大きくなかったく14）。その結果、困窮
する老齢者の戦後の生活は、生活水準の絶対的貧困と実質的な社会保
障の欠落のなかで、親子同居扶養のなかに委ねられた。戦前の政策に
よる「孝行」イデオロギー浸透の影響の大きさは、ここにも反映され
ていたといえよう。しかし、1946年9月に成立した旧生活保護法の被適
用世帯のなかには、　「老齢者のみの世帯」が21％、　「世帯主が女で老
齢者をかかえる世帯」が40．6％も含まれており、　「孝行」イデオロギ
』に支えられたなかでの老齢者の生活の厳しさをみることができる。
　また、旧生活保護法は「生活の保護を要する状態にある者の生活を・
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国が差別的又は優先的な取扱をなすことなく平等に保護q5）」すると
いう国家責任と無差別平等を認めたが、勤労の意志のない者、勤労を
怠る者、素行不良な者および扶養義務者が扶助をなし得る者などを保
護しない（16＞という絶対的欠格事由を定めていた。しかも、保護基準
は当時一般国民の生計費の15．5％（1946年8月現在）という極めて低い
水準であって（17｝、被保護世帯はこの保護基準の定めにしたがう保護
費での異常に近い劣悪な生活を強いられることになり、そこには、依
然として慈善的な色彩を残していたと考えられる。
　このように、大戦直後の老齢者問題は、それ自体として重要な意味
をもっていたにもかかわらず、戦争および敗戦による経済崩壊、その
後のインフレーションのなかで、それ自体としては顕在化するにはい
たらなかった。
　ところで、1947年10月、　「社会保険制度調査会」は憲法25条に基づ
く社会保障制度の確立が経済再建の基本的条件の一つとなるべきこと
を指摘し、さらに1949年に設置された「社会保障制度審議会」が同年
9月に、社会不安を除去するため、緊急に現行の生活保護制度を改善強
化することを勧告した。1950年5月、同審議会勧告に従い、生活保護法
が全面改正されることになった。この法律は、憲法第25条の理念にも
とづき、　「国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度
に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、
その自立を助長すること（・8＞」を目的としている。これによって・
「養老施設」も独立して設けられたが、改正生活保護法は、補足性の
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原則の一環として、親族扶養優先の原則と世帯単位の原則とを採用し、
両者を結合させることにより、保護に先立ち世帯をまず「扶養共同体」
として機能させることを予定していた。養老施設が、老齢のため独立
して日常生活を営むことができない者で、適当な扶養家族のない者と
いう要保護老人に対する収容保護を中心にするものであったこともこ
のような基本原則を反映するものであった（19）。
　1950年10月、社会保障制度審議会は「社会保障制度に関する勧告」
を提出している。勧告は、　「旧い日本ですら、それぞれの時代におい
てそれの貧乏退治の方法をもった（2°》」が、貧困問題の「解決の方法
は、今日においては、全く別のもの（21）」でなければならないと提唱
した。すなわち、人間の生活が社会化されているが故に国家も社会化
された方法をもたなければならない、したがって、国家の責任による
統一ある社会保障制度を確立しなければならないとした。勧告は、そ
の方法について次のように述べている。すなわち、　「国民が困窮にお
ちいる原因は種々であるから、国家が国民の生活を保障する方法もも
とより多岐であるけれども、それがために国民の自主的責任の観念を
害することがあってはならない。その意味においては、社会保障の中
心をなすものは自らをしてそれに必要な経費を拠出せしめるところの
社会保険制度でなければならない。しかし…　…戦後の特殊事情の下
においては、保険制度のみをもってしては救済し得ない困窮者は不幸
にしてけっして少なくない。これに対しても、国家は直接彼等を扶助
しその最低限度の生活を保障しなければならない。いうまでもなく・
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これは国民の生活を保障する最終の施策であるから、社会保険制度の
拡充に従ってこの扶助制度は補完的制度としての機能をもたしむべき
である（22＞」。このような社会保険は、　「国民の労働力を維持すると
ともに全国民の健康を保持することに力点（23）」をおくとした。この
ような勧告の姿勢は、　「家族制度の崩壊は……（困窮者たち）から
その最後のかくれ場を奪（24）」ってしまったという社会変化を前提に、
全面的な社会保障の充実とともに労働力の保障を中心とする構成をと
ることによって、日本の経済的再建の基盤を構築しようとしたといえ
るであろう。
　ところで、1950年代後半の政治・経済状況は、全面的な社会保険の充
実のための余地をもたなかった。資本の強蓄積や再軍備政策の展開を
はかろうとする政策の選択は、社会保障政策の全面的な充実とは対立
することになったからである。これによって、社会保障制度の不均等
な発展、家族への依存の強化、そして、それに対応するイデオロギー
的操作が行われるようになった（25）。
　社会保障制度における不均等発展の第一は、戦後改革のなかで行わ
れた社会保障の非軍事化がくつがえされたことであり、その第二は医
療関係に相対的に重大がおかれたことであった（26＞。しかも韓国戦争
を契機に顕著になった再軍備化への動きによって、社会保障予算はま
すます削減されるようになった。とくに1954年には、アメリカの強い
要請によるいわゆるMSA軍事予算で、生活保護費が削減され、その
結果、1000万のボーダーライン層をうみだすことになった。この「ボ
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一ダーライン層は、被保護者とほぼ同等の消費水準であった（27）」と
いわれる。
　しかも、これに対応する社会福祉施策としては、引続き、低所得世
帯・不安定世帯に対する、母子福祉資金貸付制度（1952年）、世帯厚生
資金貸付制度（1956年）等の法律が制定されたにすぎなかった。
　このような社会保障予算削減とそのなかでの社会保障制度の不均等
的発展は結果として社会保障に替る「世帯への依存」を促進させるこ
とになった。これは、いわゆる「家族制度復活論」としてあらわれる。
　「家族制度復活論」は、すでに、1951年9月の講和条約締結のころ吉
田首相が、　「家」制度を廃止した民法の改正を重視することを発言し
て以来、根づよく主張しつづけられてきたが、1954年の自由党憲法調
査会の「日本国憲法改正要綱案」においてピークをむかえる。
　この「要綱案」では、　「旧来の封建的家族制度の復旧は否定するが、
夫婦親子を中心とする血族共同体を保護尊重し、親の子に対する扶養
および救済の義務、子の親に対する孝養の義務を規定すること（26》」
をあげている。そして、　「親の子に対する扶養と教育の義務について
は、今日学校教育その他に於て著しく軽視され、時として否認されて
いる。・・・…　憲法に子の親に対する孝養の義務を規定して、人間の大
義を明らかにすべきである（29＞」と説明書で補足されている。
　1951年以来、全国社会福祉協議会の主唱で行われた「年寄りの日」
設定運動や老人クラブの結成は、新しい価値体系や人間関係になじま
ない老齢者の意識を吸収しようとするものであり、実質的には・この
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ような家族制度復活論に迎合する動きであったとみることができる。
　また、戦前戦後を通じて、この時期に日本の老齢者の自殺率がもっ
とも高かったといわれるが、このことは、日本の自立した自我形成の
欠如または共同体に埋没した自我を示唆していると思われる。したが
って、消極的な形ではあるが、　「家族制度復活論」の考え方がこの時
期の老齢者にとって受け入れられうる余地があったことを示している
といえるであろう。このような点からみても「家族制度復活論」その
ものの挫折にもかかわらず、　「国民の幸福な生活実現のため、国家経
済の発展に協力する（30）」といった秩序意識の形成はこの期の家族政
策と家族法のなかに残ったとみることができよう。そしてこの時期に
みられた「近代小家族との部分的な対抗関係（31＞」は、次の時代にお
いて、全面的に顕在化してくることになるのである。
m．高度成長と老齢者問題
　このような1950年代前半の「家族制度復活論」のなかで、その実質
的な実態と認められた「直系家族世帯」は、1955年以降の高度経済成
長政策によって減少しはじめ、核家族世帯の増加傾向が顕著となって
いく（表n－1）。
　家族を構成する人間の結び付きのなかで、もっとも基本的な関係は
夫婦であり、夫婦と未婚の子からなる家族は核家族（nuclear　family）
とよばれ、一つの家族のなかに二つ以上の核家族が含まれる家族は拡
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表H－1　家族構成別世帯比率の推移（単位：％）
年次 核家族世帯 直系家族世帯 単独世帯 その他
1920 54．0 約31 6．6 約8
1955 60．6 32．6 3．4 3．4
1960 60．2 28．6 4．7 7．1
1965 62．5 24．3 7．9 5．3
1970 63．5 22．5 10．8 3．3
1975 63．9 20．2 13．5 2．3
注：「その他」は「その他親族世帯」と「非親族を含む世帯」を含む
資料：社会保障講座編集委員会編r社会保障講座3　社会変動への
　　対応』1981より作成
大家族（extended　family）とよばれるく32）。そして、前述のように核
家族世帯数が多くなってくる家族形態の変化を核家族化という。
　拡大家族が多かった時代には、家族員のなかで病気・老齢などで介護
を要する状態になったり、失業で扶養を必要とする者が出た場合、家
族内で相互扶助することができ、したがって社会的扶養に頼らなけれ
ばならない場合が比較的少なかった。しかし、核家族化が進むと、家
族内では人手不足で、一旦事が起きた場合、社会的サービスに頼らな
ければならない必要が増大する。
　ところで、昭和30年代（1955－1964）以降顕著になってくる核家族化
の進展が、別居老人を増加させるという当然の予測にもかかわらず・
日本における老齢者の居住形態をみると、子供との同居率は、約80％
と依然としてかなりの高率を示している（表fi－2）。しかもその同
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表n－2　65歳以上の同居率の推移（％）
年次 総数
? ?
1960 81．7 80．3 82．6
1963 79．9 77．0 82．2
1966 80．4 79．8 81．1
1968 79．5 76．5 81．6
1969 80．3 79．7 80．4
1973 76．5 72．6 79．8
1974 74．7 72．3 77．0
資料：表H－1と同じ
居率は、高度成長期を通じて、それほど顕著な減少をみせてこない。
欧米諸国の場合、その同居率は20～40％前後で、日本と欧米とでは同
居・別居率がちょうど逆の状態になっていることからも、日本における
老齢者の同居率は依然として高率であるといえよう（33）。
　このことは、日本の1960年代の核家族化の進展が直系家族が二つ以
上に分解するところの「世帯分離」型コースではなく、夫婦家族的世
帯の分出である「創設」型コースによってもたらされたものであるこ
とを示している（34）。すなわち、この期における「創設世帯型コース」
の進展は1960年代以降の人口移動が、それ以前の「押し出し型人口移
動（35）」にとってかわり、高度経済成長期の「技術革新」が要請する
強引な「吸引型人口移動（36）」へと変化したことに対応して、直系家
族から若年層に代表される単身者が分出し、それが新たに世帯を形成
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し、家族周期のなかで・核家族的世帯を形成したことによるものであ
ると分析されている（37）。
　したがって、この場合には、もとの直系家族には、子供達のだれか
が残ることになり、直系家族は分解しない。　「創設世帯」型コースの
核家族化が進展したにしても、それは必ずしも老齢者の別居率を高め
ることにならないゆえんとなる。
　このように、1960年代においても、老齢者の家族との同居率は、依
然として高かったが、それ以降老齢者世帯、すなわち「世帯分離」型
核家族化が着実に増加してきた。それは、高度経済成長政策が産業構
造の高度化をはかったことに起因する。
　この期の農業基本政策は、構造政策の推進によって構造改革を強行
し、所得倍増政策によって望ましい農業経営の創出をはかろうとする
ものであったが、その全体構造は「零細な兼業農家については、兼業
所得の増大と安定に努めっっ、可能な限り離農を容易にするために必
要な援助の施策（38）」を講じて農民層分解を促進し、規模の大きな農
家の経営内容を改善して「自立農家」に育成することにあったといわ
れている。すなわち、高度経済成長にともなう重化学工業の進展は、
労働力の大規模な流動化を必要としたが、それは、まさに、このよう
な農業政策の変更、地域開発政策の進展によって可能となったとみる
ことができる。したがって、そこでは、零細農家の多くは老齢者だけ
をのこして、家族がすべて職を求めて、都市へ流出するという形態を
とらざるをえないことになってくるし、日本経済の高度成長を支えた
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重要な要因の一つはこの安価で豊富な若年労働力の存在であった。老
齢者を含めての家族ぐるみの離脱は、老齢者の意志に反する場合が少
なくないと同時に、都市の住宅事情は、それを許さないからである。
このような状況は、老親を農村に残し、あるいは都市出身の労働者に
おいても老親だけがはみだした形で別居せざるをえない大きな理由の
一っとなっていたとみることができる。
　このような老齢者世帯の実情は、老齢者世帯の生活保護受給率を高
めることになる。総じて、高度経済成長期以降においては、老齢者で
生活保護を受給する者が相対的・絶対的に高まってくるが、なかでも老
齢者世帯の被保護階層への停滞・沈澱化が目立ってくることになる。こ
うして、緩慢にみえた老齢者の生活形態も、1960年代前半以降におけ
る老齢者世帯の相対的な増加を中心に、高度経済成長諸施策の影響を、
如実に反映しはじめることになるのである（39）。
　こうした世帯間の連帯を欠いた形での老齢者世帯は、従来、家族扶
養に内包されていた老齢者の経済的、身体的さらには精神的な課題の
解決を、社会的な課題として顕在化させてくることになる。このよう
な状況の変化は、従来老齢者への社会的な保障が老齢者に対する家族
の同居扶養を前提とし、世帯への所得保障を中心に考えられてきたこ
とへの再検討が要請され始めていたことを示している。まさに、核家
族化のなかで、社会保障の分野からも、家族生活の役割はなにか・ま
た、その問題はなにかという問い直しの要請が出てきたのである。
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IV．経済成長と老人福祉
　　　1．国民年金制度の成立
　前述のように、1950年代後半以降においても、老齢者の家族との同
居率が依然として高かったが、直系家族にできるだけ上下の秩序意識
を確保しようとする、前期のイデオロギー的対応は、老齢者扶養につ
いてもかなりの動揺を示してくるようになった。その背景として、①
技術の近代化が、生産に果たしてきた老齢者の役割を奪い始めていた
こと、②労働力の流動化政策の結果として、農業も小経営化し、　「三
ちゃん農業」といわれる形態を生み、老齢者に過重な労働を強いるよ
うになったこと、③イデオロギーとしての「家族制度復活論」のにわ
かな停滞、④そのなかで、　「なぜ古い家族制度が廃止され、それに代
わって新民法が実現してきたのか」が、徐々に経験的に理解され、一
般庶民のなかにも新しい生活規範として定着し始めていたこと等を指
摘することができる（40）。
　こうした老齢者を囲む状況の変化は、とくに直系家族形態のなかで、
経済的には一定の安定をもちえていた中間層老齢者に従来以上の精神
的動揺を与えることになったとみることができる。
　一方、1955年の「聖母の園養老院」における火災の惨事（41＞は、老
人福祉政策の一定の変化を促しただけでなく、老人福祉施設の改善を
含む老人福祉政策充実への要求を具体化させる契機となった。さらに・
このような老人福祉政策充実への要求は、具体的には、老人福祉法制
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定への動きとしてあらわれてくる。
　このような老人福祉法制定への要求を反映して、1960年代前半には、
地方公共団体の議会などにおいても老人福祉法制定の要望が昂まり、
大阪市議会、四国四県議会議長会、全国知事会などにおいても、法制
定の決議がなされることになる《42》。しかしながら、こうした決議が
なされたにもかかわらず、実際には、生活保護、養老施設、そのほか
の問題のために老人福祉法制定への具体的盛り上がりは、持ちこされ
がちであったといわれる。
　そのなかにあって、老人福祉法制定要求のひとっの柱でもあった老
齢年金制度の実現は、より現実的なものになっていく。社会保障に対
する当面の関心が「国民皆年金・皆保険制度」の達成にむけられてきて
いたからである。たとえば1957年12月に成立した「新長期経済計画」
にあたった経済審議会は、雇用者比率の増大等就業構成からみた雇用
構造の近代化を期待しっっも、計画期間内において、不完全就業の状
態を根本的に解決することは容易ではないという分析を前提としたう
えで、そのための対策のひとっとして、老齢者、廃疾者、母子など本
来稼得能力のない者に対する本格的な所得保障としての年金制度の必
要性をあげている（43）。ところで、このような国民皆年金・皆保険に対
する国家的関心は、国民年金制度の「国民経済的効果」にこそおかれ
ており、政策の目標は労働力の保障を通じてはとらえがたい老齢者の
生存をそれ自体として保障していこうとする視点とは、一定の背理を
もつものであったといわなければならないであろう。とはいえ他面で
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は当時の老人福祉政策が、生活保護法に収れんされ、ほかにほとんど
みるべきものがなかったことを考えると、国民年金制度の確立を必要
とする政策の方向が、国民の深刻な老後不安とまともな老後保障要求
に促された側面をもっていたことも否定できない。1950年代中頃から
地方公共団体のなかに、独自に敬老金を支給するものがあらわれ、こ
れが慰老年金法の国会提出となり、ひいては国民年金法制定のひとっ
の機運となったのであり、国民年金制度確立への下からの要求がかな
り根強いものであったことを示していたといえよう。
　このような老後の生活に対する国民の不安の高まりが、表向きには
世論の高まりをうけた形で国民年金制度を現実化させていくひとつの
基盤となったことは否定できないであろう（44）。かくして1959年4月1
6日「国民年金法」が公布される。この国民年金では、現行公的年金制
度の適用者・受給者を除く20歳以上、60歳未満の者を被保険者とし、2
5年以上拠出し、65歳に達すると老齢年金を支給するほか、経過的・補
完的年金として無拠出の老齢福祉年金も設けられた。しかし、この国
民年金については、審議中から革新政党や労働組合の反対も強く、成
立後も実施反対の運動が行われた（45＞。
　また、社会保障制度審議会も、国民年金法における無拠出制年金は
単に「経過的および補充的制度」にとどめられていたために、それは
援護の名の下に無拠出制年金の受給資格に極めて過酷な所得制限を付
したこととともに、社会保障の精神をかなり大幅に後退せしめたとし
て、強く批判した。
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　さらに、拠出制年金における①貧富の差を無視した均一の保険料、
②原則として25年から40年の長期の掛金期闇、③満65歳から、25年掛
金で月2000円の老齢年金、④65歳未満で死亡すれば、払い込んだ保険
料は、一銭も払い戻しをしない、⑤強制加入で徴収された国民の膨大
な保険料が、すべて大蔵省資金運用部資金に預託されるという事実か
ら、国民皆年金制度が本質的には財政投融資の原資確保の手段として
機能しているのではないか、という懸念を国民のなかにますますうえ
っけることになったといえる。しかも、国民年金制度が、このように
積立方式を原則としていることは、老齢福祉年金の資格要件を満たす
老齢者を除いて、国民年金制度がその時点における老齢者たちの生活
を保障するものではないことをも意味していた。
　このような国民年金法への批判のために、政府は、①死亡すれば一
時金を返還する、②希望すれば60歳から減額年金を支給する、③加入
の強制や保険料の滞納に差し押さえをしない、④年金福祉事業団を設
立し、還元融資をするといった譲歩改善を行うこととなった。
　ところで、国民年金制度に反対するこの時期の社会保障運動の全体
としての流れのなかで、老人クラブを中心とする中間層老齢者は、む
しろ、国民年金制度の実施に積極的な姿勢を示していたことは興味深
い。それは、国民年金制度が、老齢福祉年金の資格要件を満たす低所
得老齢者の場合を除き、当時の老齢者たちの生活を保障するものでは
ないことは中間層の老齢者たちにも明らかになってきていたが・これ
を契機にもっと全面的な老人福祉施策の実施をめざす新しい法律の制
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定のための糸日を求めていくことになる。その結果、老人福祉法制定
要求運動はここにいたり、一層の盛り上がりをみることになったので
ある。
　一方、1960年代以降における老齢者世帯の相対的な増加を中心に、
高度経済成長の影響を反映し、従来、家族扶養に内包されていた老齢
者の経済的、身体的さらには精神的な課題の解決を、社会的な課題と
して顕在化させてくることになる。このような状況の変化は、従来老
齢者への社会的な保障が老齢者に対する家族の同居扶養を前提とし、
世帯への所得保障を中心に考えられてきたことへの再検討が要請され
始めていたことを示している。
　　　2．老人福祉法の成立
　このような老人福祉法制定の機運は、　「自民党政府の資金運用部資
金政策を担保するための社会保障政策」として進められ、1962年7月に
は、参議院選挙の途中で、老人福祉法の制定を公約にうちだしてくる。
こうして、老人福祉法は翌1963年7月に制定され、同年8月から実施さ
れるようになった。その数年前から政府部内において法制定の準備が
進められていたが、その頃の日本は、ようやく国際連合への加盟が認
められ（1956年）、国際社会への復帰が許されたばかりであった・国
内では、1960年に池田内閣が成立し、その翌年に池田首相は国民所得
倍増計画を打ちだした。その頃の景気は、1957年の金融引き締めの影
響でいわゆる「ナベ底不況」がっついていたが、再び経済成長にむけ
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て出発をはじめ、やがて高度成長の時代を迎えることとなった（46｝。
　一方・社会福祉法制についてみると、生活保護法（旧法1946年、新
法1950年）、児童福祉法（1947年）、身体障害者福祉法（1949年）の
福祉三法に、精神薄弱者福祉法（1960年）、母子福祉法（1964年）、
老人福祉法（1963年）の三法が加えられ、いわゆる福祉六法として、
福祉法制の体裁は一応完備された。
　児童福祉法、身体障害者福祉法等が、第2次大戦後の社会状況に対
処するために制定されたのに比べて、老人福祉法は、戦後の社会状況
に対応すべく制定されたというよりは、さらに展開をみせた社会福祉
を背景として生まれてきたといえる。その意味では、戦後、1960年代
になって、ようやく老人固有の社会的危険が認識されたといえる。そ
れまでの老齢者への施策は、一方で年金制度を設けることで対応し、
他方で貧困な老齢者に対しては、公的な扶助（仙救規則→生活保護法）
を設定することにより、形態的には所得の保障という形で対応してき
たのである。したがって、老齢者に固有のものとしての社会的危険は
認識されていなかったといえる。いわゆる、高齢化社会への過程で、
老齢者固有の社会的危険という視点からの施策という立場に立つとす
るならば、従来からの、生活保護中心の老齢者への施策では不十分で
あった（47＞。
　このような状況下で、老人福祉法案は、老齢人口の著しい増加の傾
向、私的扶養の減退、老人を取り巻く環境の急激な変動等による生活
の不安定や、一般国民の老後の生活に対する関心のいちじるしい高ま
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りなどにかんがみ・老人福祉に関する諸施策を体系的に整備拡充し、
他の関係諸施策と相挨って、老人福祉施策を幅広く、しかも強力に推
進するという理由で提案されることになった。すなわち、老人福祉法
の制定前における、老人のための社会的施策としては、公的年金の諸
制度が存在したほかは、生計費、医療費のそれぞれについて、生活保
護、医療保険など国民一般を対象とした施策が行われていたにすぎな
かった。　しかし、老人には一般国民とは異なる深刻な福祉問題、っま
り、核家族化がすすみ、かつ女性の就業率の増加や青壮年勤労者の人
口移動の増加などの状況のなかで、虚弱で、日常生活を自立して送る
ことのできない老親に対する家族の介護態勢がいちじるしく弱体化し、
これに代わって対処する、老人福祉サービスや関連サービスを大幅に
整備することが必要となってきたという事実から、既存の社会的施策
から老人福祉を独立させて単独立法として制定されたのが老人福祉法
であった。
　すなわち、老人福祉法の登場は、　「人口の高齢化傾向の進展、急速
な社会的・経済的変動にともなう老後生活の動揺、老齢者扶養をめぐる
価値観の変化などの情勢に加えて、近い将来に老人問題はますます深
刻化し、国民経済の立場からみても、老人問題対策を急がなければな
らないく46）」という認識に基づくものであったといえよう。
　　3．老人福祉法の内容と性格
このようにして成立した「老人福祉法は、提案理由にみられる姿勢
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とは逆に積極的な施策を欠く・むしろ、消極的なものであったく49）」
という指摘もある。それにもかかわらず、老人福祉法は、それ自体と
しては、積極的、具体的な施策をともなうものではなかったとはいえ、
それまでの老齢者に対する施策が所得の保障を中心に構成されていた
ことからすれば、老人福祉法の制定はその後の老人福祉施策にとって、
一っの大きな転換点でありえたともいえる。すなわち、その後の老人
福祉は、充分であるか否かは別としても、その重点を施設サービスに
移していったからである。実に、老人福祉法によって新しく始められ
た事業のなかでは、特別養護老人ホームの制度の新設がとくに注目さ
れる。
　このような老人福祉法の目的は、老人が一般国民に比して特殊な身
体的、精神的ハンディキャップをもっ弱者であること、またその過去
において社会に貢献した者であることの2点に着目し、老人を社会的に
保護するという観点から、　「老人福祉に関する原理を明らかにすると
ともに、老人に対し、その心身の健康の保持および生活の安定のため
に必要な措置を講じ、もって老人の福祉を図ること（第1条）」とされ
ている。
　また、老人福祉の基本理念について、①「老人は、多年にわたり社
会の進展に寄与してきた者として敬愛され、かつ、健全で安らかな生
活を保障されるものとする。（第2条）」、その際、②「老人は、老齢
に伴って生ずる心身の変化を自覚して、常に心身の健康を保持し・そ
の知識と経験を社会に役立たせるように努めるものとする（第3条①）」・
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「老人は、その希望と能力に応じ、適当な仕事に従事する機会その他
社会的活動に参与する機会を与えられるものとする（第3条②）」と同
法は規定している。
　第1条の規定における老人のための措置とは具体的には次のようなこ
とをさしている。すなわち、　「心身の健康の保持」にかかわる措置と
しては、①65歳以上の者に対して行われる健康診査、②老人医療費支
給制度、③地方公共団体が、教養講座、レクリエーションその他ひろ
く、老人が自主的かつ積極的に参加することができる事業を実施する
ことや老人クラブに適当な援助を行うことなどがある。　「生活の安定」
にかかわる措置としては、①養護老人ホームまたは特別養護老人ホー
ムへの収容措置および養護委託、②老人家庭奉仕員による世話などが
ある。
　そのほかに、敬老の日の設定、老人福祉施設の運営が、心身の健康
の保持と生活の安定の両規定にかかわっている。
　このような規定から明かにされるのは、老人福祉法には、いわゆる
敬愛規定が導入される等、もっぱら老齢者に対する精神面での対応が
強調されていることである。一方、1962年10月には、憲法調査会の多
数意見として「憲法改正」を指向する「福祉国家論」が展開されてく
るが、　「多年にわたり社会の発展に寄与するものとして・…一一」とす
る老人福祉法の発想は、　「できる規定」　r職権主義の解釈」と同様・
「生存権の具体化」としての意識より「老人の福祉について国はかく
も配慮しているのだから権利などという必要はなく、意を安じて保護
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をまてばよい（50）」とする福祉国家論的発想と共通するものを含んで
いたとみることができる。
　このように、老人福祉法の当面の方向は、理念としての予定されて
いた老齢者の福祉の権利の積極的な助長ではなく、むしろ逆の方向に
むかう可能性を含んでいたといわれている。事実、老人福祉法は、
「老齢者のような労働力価値の希薄なハンディキャップ層を生活保護
法の範囲から除外し、老人福祉法の名のもとに、その処遇を現状の生
活保護法以下の水準に固定化するr生活保護人員の量的削減対策』の
方向で機能することになった〈51＞」という指摘もある。
　しかし、より長期的にみた場合、老人福祉法の成立は、老齢者階層
自体を低所得ととらえることによって、老齢者の生活内容、生活環境
を独自の施策対象として追求しうる発展的な契機を含んでいたことも
否定できない。それは、生活保護受給者の高齢化が、一面で「非産業
予備軍」の「劣等処遇化」を促しっっ、他面で、老齢者等の生活上の
特殊な配慮をいかに考えるかの視点から生活保護の原理を再検討する
契機となってきていたこととも、相通ずる動きとみることができる。
　このような側面から老人福祉法制定の意義は次のように要約するこ
とができる（52）。
　①老人福祉法で、　「国及び地方公共団体は、老人の福祉を増進する
責務を有する」と定めているように、老人の心身の健康の保持および
生活の安定についての行政側の責任を明確にした。
　②老人福祉法制定前に比して、老人クラブ助成事業の老人福祉増進
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のための事業にみられるように・福祉サービスの対象者が60歳以上の
地域老人全体に拡大した。
　③費用徴収制度の導入により、従来は低所得者ではないという理由
で福祉の対象外であったものが、応分の費用負担をすることによって、
必要なサービスを受けることができるようになった。っまり、サービ
スの種類によっては、経済的貧困という利用要件が緩和ないし除去さ
れたのである。
　④生活保護法による養老施設に入所する場合には、対象老人の申請
にもとついて保護が開始されたが、老人福祉法の場合には、福祉に欠
けている対象老人を職権にもとついてサービスに結び付けていくよう
な指導体制がとられることになった。
　⑤老人福祉法の欠陥といえるものであるが、老人福祉法では所得保
障を訓示規定にとどめているため、基本的理念で謳っている「健康で
安らかな生活を保障されるものとする」の一項が保障されていない、
という問題点を有している。
　このような意義をもっ老人福祉法の制定以来、老入福祉対策は急速
な発展をとげてきた（53）ことはいうまでもない。しかし、それらの老
人福祉政策は、1950年代に比較すると、大きな前進を示したものであ
ることは否定できないものの、老人福祉法では老人福祉政策の前提と
なるべき経済保障、医療保障、労働、住宅保障などはすべて訓示的規
定にとどめ、他の制度に委ねることになっている。そして、たとえ皆
年金・皆保険体制にはいったとはいえ、それらは必ずしも充分に整備・
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充実しているものではなく・また就労対策、住宅対策などが不備とい
う現状では・これらの福祉対策だけでは、老齢者の真のニードを解決
することはできない。そもそも1950年代までの老人福祉対策の立ち遅
れを前提とするかぎり、1960年代にその対策は大きく伸びたといって
も、多様化し深刻化する老人のニードに十分応えるまでに至っていな
い。その意味では、真の老人福祉対策の確立は、1970年代にもちこさ
れなければならなかったといえよう。
　　　4．老人福祉法成立後の展開
　老人福祉法の成立前後の経済の動向をみると、所得倍増計画が発表
された1960年は、　「岩戸景気（54＞」とよばれる好況期にあって、高度
経済成長に拍車がかかる時期である。1962年と1965年に景気の後退が
きたが、1966年には「いざなみ景気（55｝」とよばれる好況期がきざす。
1969年、経済企画庁は1968年度のGNPがアメリカに次いで自由世界
第2位であると発表したが、1971年には、ドル防衛のニクソン演説の
ショックで景気が沈滞しはじめ、1973年のオイルショックは、減速経
済の幕あけとなった（図H－2参考）。
　この間の動きは、重化学工業の発展、それに関連する就業構造の変
化とむすびっいている。それは、すでに1961年の厚生白書が人口移動
にみられる特徴として、①都道府県間の移動、15歳から19歳までの者
の移動率、市部の第2・第3次産業の就業者の移動がはげしいことと・
②農村における農家世帯の減少を指摘しているように、いわば産業化・
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都市化が徹底的に展開されたことを内包しており、農業従事者の賃労
働者化は、老後生活の不安定化でもあるといえよう・56）。
　この場合、産業化にともなう技術革新の急展開は、老齢人口の相対
的増加の過程で、自動的に多くの失業者、不安定就労者を生み出すよ
うに作用した。これは、不満をもつ老齢者の増大につながり、社会の
安定にとって危険な要因をはらむことになった。こうした経済の展開
のなかでインフレーションの進行は停滞するところがなく、年金制度
の未成熟、若年層の扶養意識の減退もあって、老人たちの経済的基盤
は弱まり、老人たち自身が生活の危機を強く感じざるをえない。
　このような状況のなかで、初めはごくかぎられた範囲にのみ対象を
制限していた老人福祉法が、1972年に老人医療費の無料化を実施する
ことによってその対象を一挙に拡大し、方法を施設ケア重点からコミ
ュニティ・ケア重点に転換した。これは、救貧から防貧へという意図を
実現しようとしたことでもある。こうしたことを可能にした基本的要
因は経済の高度成長であったといえる。
　したがって、高度成長を誇ってきた日本経済が1973年をピークとし
て石油危機を引き金に低成長経済へ転換するに及んで、これまでに整
備充実してきた老人扶養を中心とする社会保障制度への見直しないし
批判が相次いでなされるようになった。すなわち、　「社会的危機の自
覚」「福祉見直し論」　「高福祉・高負担」　「選別主義」「個人の自立性・
社会性の促進（57）」　「個人の自主的責任と国・地方公共団体及び民間団
体の役割分担（58）」　「家族を中心とする私的扶養への期待く59）」　「社
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会連帯の思想と関連したコミュニティ・ケアの必要性（6°・」などが多く
の審議会答申や白書において主張されるようになった。
　　　5．子による扶養から社会的な世帯間扶養へ
　高度経済成長政策の展開は、老齢者問題をより普遍的な形で拡大さ
せてきたが、1970年現在までの老齢者問題は、主として経済成長にと
もなう所得の再分配の不徹底、物価上昇、ならびに国民の相対的生活
水準の変化、さらには労働力の流動化にともなう生活形態に依拠して
おり、その原因を、　「人口の高齢化」「老齢人口の増加」に見いだす
ことは適当ではないと指摘されている（6t）。その理由は、人口の高齢
化が、本格的な社会負担となってあらわれるのは、65歳以上の人口が
10％をこえるときといわれているが、日本の総人口中に占める老人人
［］の割合は、1970年現在でさえ、約7％を占めていたにすぎなかったか
らである。しかも、1920年現在でもその割合が、5．3％を占めていたこ
とを考えると、この約50年の間に人口の高齢化が進んできたとみるこ
ともできない（図H－3）。すなわち、1970年における老齢人口増加
の問題は、経済成長や生活水準の伸びに比べれば、ほとんど変わって
いなかったとさえいえる。
　しかし、1960年頃を境にして、これからの老齢者問題といわれる
「人口の高齢化」のきざしがみえはじめてきたのである。それは、栄
養を含む生活の改善や医学の発達による平均寿命の急速な伸びが・社
会的原因による出生率の低下とあいまって、急速に促進されてきたと
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みることができる。ところで、これらの諸要因によって平均寿命が伸
びたとはいえ、老齢者が生きながらえる平均余命は、高年齢の老人の
場合ほとんどふえていないことに問題がある。つまり、過去200年間に
0歳の平均余命の伸びは2倍になったが、80歳の平均余命の伸びは1～2
年ほどにすぎないというスウェーデンの例と同様、日本においても寿
命が伸びたといっても、それは乳幼児期や向老期の大きな死因であっ
た肺炎や腸炎が制圧された結果であり、老化の過程における退行性疾
病は、依然として、克服されておらず、そのために、老齢者は病弱の
まま、生きながらえるようになってきており、しかも80歳前後の高
い死亡率は依然として存在しているのである（62）。
　このことは、今後60代の健康老人の増大と同時に、70代老齢者のね
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たきりやぼけの状態での生活が・いっそう重要な課題となってくるこ
とを示していた。このような「人口の高齢化」の実態は、今後老齢者
のニーズをより多様化させていくことはいうまでもなく、今後におい
て「扶養を引き受けてくれる子のスペアが少なくなってくる関係上、
老親扶養に関する子の負担は大きくなり、また子による扶養からはみ
出す老親が著しくふえる（63）」ことになり、その結果人口の高齢化は
社会的な世帯間扶養を必要とする老齢者数を相対的にも絶対的にも増
加させてくるであろうことが予測され始めていた。この予測は、　「今
日すでに、散居の居住形態をとる老人の場合、ならびに子のない老人
は、すでに社会的な世帯間扶養（経済的援助・情緒的援助・身体的介護）
のネットワークによって、とらえなければならないが、こうした老人
だけでなく、社会的な世帯間扶養のネットワークにとらえられるべき
老人が、今日いよいよ絶対的にも相対的にも増加するであろうく64）」
と分析されていた。このように、子に代わる世帯間扶養が、様々な形
で求められてくることになった。かくして、1970年代になると日本に
おいても人口の高齢化にともなう課題は、近い将来の深刻な課題とし
て・様々な形で具体的に自覚されることになったのである。
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V．安定成長と老齢者問題
　　　1．1970年代の「福祉見直し」論と臨調答申の行革路線
　老人福祉法の成立以降、日本経済の高度成長を背景にした社会保障
制度の整備・充実が図られ、福祉充実のための諸施策が最優先的に取り
入れられるようになった。そして、1973年は「福祉元年」ともいわれ、
多くの人々は福祉の時代が到来したことを歓迎した。
　しかし、1973年秋の石油危機を契機に日本の経済は深刻なスタグフ
レーションに見舞われ、高度経済成長の時代が終息して低成長経済へ
と転換されることによって、　「福祉元年」の翌年にははやくも「福祉
見直し」論が登場した。それは、国際的に戦後の「繁栄」を支えた諸
条件の決定的な崩壊であり、国内的にいえばケインズ主義に立脚して
展開されてきた「混合経済（Mixed　Economy）（65｝」の破綻を示すもの
であったといえよう。
　すなわち、高度経済成長政策の破綻は本質に頬かむりして「安定成
長への移行」などと呼ばれ、そのひとつの現れである財政難を理由と
する「福祉見直し」論が政府・財界筋からふりまかれ、現実の行財政に
影響を与えてきたのである。
　さらに、高度経済成長期の財政的ゆとりのなかで安易な福祉の革新
が行われたことが指摘され、福祉は「具体的平等性」の確保であると
し、　「個人行動の自由」と矛盾するので、　「ナショナル・ミニマムは個
人主義社会としては最小限の生活保障（66）」にとどめられるべきと王
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張された。また、　「北欧型福祉国家は一つの意義ある試みではあるが、
日本とは異質な社会システムの上に築かれたものである。日本のよう
に、強い自覚的な個人意識の形成がなされなかったところに、模倣的
なr福祉型』社会を生み落としてしまうと、弱く不安定な個人を育て
てしまう可能性がある。ヨーロッパにおいてすら弱い不安定な個人の
危険がみられるとすればなおさらである（67）」として、　「日本的シス
テム」の追求の必要を唱えたのである。この日本的システムとは家庭、
地域、企業の相互扶助であり、自助努力を意味する。
　このような「福祉見直し」論は1979年のr新経済社会七力年計画』
の「日本型福祉社会」論に集約され、臨時行政調査会の1981年から19
83年にわたる「行財政改革に関する答申」に具体化されつつあるが、
これらは、高福祉→公共部門の肥大化→経済の非能率化というレーガ
ン・サッチャー流の「新自由主義」的論点に立脚しながら、　「福祉産業
化」「市場サービス化」「民間活力」の活用などを唱えたのでる。
　低成長期に入って以降の社会保障政策の見直しの動きは、経済不況
下の財政逼迫を理由とする「福祉見直し」論の台頭を背景として、19
75年頃から始まり、はやくも1978～1979年には、西欧諸国型の福祉国
家とは異なった「日本型福祉社会」の建設という新しい目標設定が行
われた。これを受けて1980年度からは、実際の予算編成のうえでも社
会保障関係支出の抑制が開始され、いわゆる「臨調・改革」の追風のも
とで具体的な諸制度の見直しが急速に進められていく。
　r新経済社会7力年計画』は、第1次石油危機の経済変動によって・
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1976年の『昭和50年代前期経済計画』で想定した成長率（約6％）が実
現しないという状況のなかで・　「新しい安定的な成長軌道」への移行
を課題として策定された。　「内外環境条件の変化が大方の予想をはる
かに超えて厳しく・こうした変化への適応が困難を極めた（66）」とい
うのがr新経済社会7力年計画』の状況認識であった。したがって、
内外環境の激変に対処するための、なんらかの意味において新しい内
容をもった政策目標と政策体系が提示されなければならないというの
がr新経済社会7力年計画』を指導した基本的着想であったといって
よいであろう。　「日本型福祉社会」の構想が提起されたのは、このよ
うな文脈においてであった。
　そして、　r新経済社会7力年計画』は、欧米先進国ヘキャッチアッ
プした日本経済社会の今後の方向として、　「先進国に範を求め続ける
のではなく、このような新しい国家社会を背景として、個人の自助努
力と家庭や近隣・地域社会等の連帯を基礎（69）」とすることを強調し、
効率のよい政府が適正な公的福祉を重点的に保障するという自由経済
社会のもつ創造的活力を原動力とした日本独自の道を選択創出する
「いわば日本型ともいうべき新しい福祉社会の実現を目指すもの（70）」
でなければならないとした。こうした公私それぞれの努力によって、
①安定と安らぎのある国民生活、②ゆとりと生きがいのある国民生活、
③快適で潤いのある国民生活が日本型福祉社会における国民生活の姿
として目指すこととされた。
　すなわち、　r新経済社会7力年計画』における「日本型福祉社会」
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の構想とは、まず、石油危機後の国内外の深刻な経済状況を乗り切る
ための社会経済政策の一環として、かつ明確に自覚的な「戦略」とし
て提起されたものであったということができる。そして、そのような
基本戦略の路線は、先進福祉国家にすでにその弊害をみることのでき
る「公共部門の肥大化」、　「大きな政府」への傾向と訣別し、それを
模範としてきた従来の社会経済政策路線を、市場経済と自助自立を基
本とする方向に転換することを内容としていた。
　このような「大きな政府」ないし「福祉国家」の批判をより鮮明に、
具体的に示したのは臨調（臨時行政調査会の略称、以下同様）の諸答
申であった。　r新経済社会7力年計画』が、公的部門の肥大化を批判
し、効率的な政府をもとめつつも、財政について負担水準の適正化を
行い、収支改善に取り組むとして、増税による財政赤字の解決に含み
を残していたのに対し、臨調は「増税なき財政再建」をスローガンと
して、いわば糧道を断ちっつ、歳出の削減によって財政再建を図る限
り、おのずから既存の制度や政策の見直しが不可避となり、本格的な
行政改革の推進につながっていくという戦術を採用し、全体としての
租税負担率（対国民所得比）の上昇をもたらすような税制上の新たな
措置を基本的にはとらないとしたのである（71）。
　このように、臨調において欧米先進国型の「福祉国家」が思想とし
て明確に否定の対象とされ、これに代わって、相対的に「小さな政府」
と民間市場経済の「活力」に政策運営のターゲットをあわせる「新自
由主義」または「新保守主義」の思想が国家政策の基本方向をリード
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する思想として定着されたといえる。
　臨調の「行財政改革に関する第1次答申」　（1981年7月10日）は、
「第1　行政改革の理念と課題」、　「第2　緊急に取り組むべき改革
方策」、　「第3　今後の検討方針」の3部からなる。まず第1部では
「活力ある福祉社会の実現」と「国際社会に対する貢献の増大」とい
う二っの基本理念が示され、第2部ではそれらの基本理念にもとつい
た緊急の改革方策がテーマとなり「支出削減等と財政再建の推進」お
よび「行政の合理化、効率化の推進」の具体策が論じられ、最後に第
3部において今回の「答申」は長期的展望にもとつく改革方策を提示
したものであり、21世紀に向けての国づくりの第一歩としての意味を
もつことが確認される。
　第1部で示された二つの基本理念のうち老人扶養問題に直接的に関
連するのは、　「活力ある福祉社会の実現」という理念であり、この理
念は臨調の「答申」を貫徹する主柱であった。そして、第2部で示さ
れる具体的な改革方策は、　「自由で活力ある福祉社会を実現するため
に」国民生活と行政の関係を抜本的に見直すことによって、国民の自
立や自助の活動を評価し、自己責任の原則をいっそう育成していこう
とする基本的姿勢からでてきたものである。すなわち、国民一人ひと
りの自立や自助の精神あるいは自己責任の気風を最大限に尊重し、そ
れらをすこしでも妨げるおそれのある政策は「過剰な関与」として公
的福祉行政から削減し、関係行政の効率化をはかろうとするのが「答
申」の基本的方針であった。
113一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第rr章　日本における老齢者問題
　そこで・この「答申」で指向される「活力ある福祉社会」あるいは
「自由で活力ある福祉社会」についてさらに検討してみることにする。
　社会保障は所得再分配を通じてすべての国民に最低限の生活を保障
しようとするものである。しかし、この点に関して答申では「ミニマ
ム水準の充足はすべて財政公共部門の責任で行うという考え方は、官
僚化、財政負担の過度の膨張とその硬直化の危険をはらむと同時に、
個人の責任と自発性、ひいては社会の活力にマイナスの効果をもたら
す危険がある。ミニマム部分のうち、より基礎的な部分は政府の責任
が強いとしても、その他の部分は国民の合意によって、その自発性に
おいて達成すべきものであろう（72’」という考え方が見いだされる。
「活力ある福祉社会」論はこのような福祉政策基調を展開するもので
あり、　「活力ある」との形容詞をわざわざっけたのは「福祉国家が今
日経済成長の鈍化・停滞という深刻な問題に悩んでいるという状況を念
頭においているから（73）」であるといわれる。そして福祉国家が「活
力」を失ったのは最低限生活の保障をまったく政府の責任において実
行しようとした点にあるとの認識にもとついて、個人主義、自由主義、
能力主義を最大限に生かしながら自己責任の原則と自助および自立の
原則を高く評価し、最低限生活保障において政府が責任を負うべき部
分をきわめて基礎的部分に限定することにより、社会保障費という資
本主義的生産・蓄積にとっての空費を削減し、それを資本主義的生産・
蓄積にまわすことによって「活力ある」社会をめざそうとするもので
ある。
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　そして・福祉の充実は・個人の自助的努力や家族における相互扶助
の促進・企業の分担などの私的保障によって公的保障の不足を補完す
るという形でおこない・さらに老人福祉については、　「高齢者への思
いやり」や「お年寄りを大切にする教育」による老人問題への対応と
いう基本的姿勢が認められる。
　　　2．日本型福祉社会と家族政策
　日本型福祉社会の概念は、個人の自助努力と家庭や近隣・地域社会な
どの連帯に中核がおかれているといえよう。それによって、日本社会
の長所として、国民全体の自助努力や家庭の相互扶助がいかに高く評
価され、かつ、このような長所に対してよせられる政策主体の期待が、
いかに大きかったのかを認識することができる。
　そして、その不可欠の一環をなす形で、社会保障との関係における
家族の位置づけについても大きな方向転換が行われた。それは、一言
でいえば、1970年代の初頭にみられたような「社会的援助の対象とし
ての家族」という把握から、　「社会保障の抑制の支え手としての家族」、
さらには「社会保障の担い手としての家族」という把握への転換であ
る。この新しい家族の捉え方のもとでは、家族に対する社会的援助は、
そのような意味での家族を維持・強化するためのものとして捉え直され、
家族政策の位置と役割も新しい性格をおびることになる。
　「昭和50年代前期経済計画」　（1976．5．14）においては、家族機能へ
の期待が明確に提示された。そこでいう家族は「すでに、老親扶養等
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に関して固有の意識を有する日本に特徴的な家族として想定されてい
た（74）」といわれる。すなわち、同「計画」は、戦後四半世紀にわた
って、世界にも前例のない高度成長路線を進んできた日本の経済も、
いまや大きな転換期を迎えているという事実を前提に、　「成長率低下
という困難な状況で国民生活の質的向上を図っていかなければならな
い（75）」という観点から「社会保障の充実、住宅の確保、安全で住み
良い環境の形成を中心として施策を進める（76）」とした。しかし、
「国民の福祉の向上は、そのすべてが政府の手によって実現されるべ
きものではなく、個人、家庭、企業の役割や社会的、地域的連帯感に
基づく相互扶助が重要（77》」であると主張したのである。
　このような家族像がより明確に提示されたのは、　「昭和50年代前期
経済計画」の社会保障政策の前提にあった「ライフサイクル（生涯設
計）計画」論であったが、そこでは、低成長下の国民の生活不安を除
去するために、今後活用すべき日本的特徴として、家族中心の発想や
日本独特の「家」の役割、また親族扶養意識の維持・強化の必要性が強
調されていた。
　国民生活における安定の確保とそのための日本固有の家族の役割の
重視といった上述のような発想は、さらに自由民主党の「昭和五十三
年党運動方針」　（1978年）と、　r昭和53年版厚生白書』　（1978年）で
展開されて、その後の「日本型福祉社会」論としてあらわれてくる。
　「昭和五十三年党運動方針」は「新しい社会福祉をめざして」とい
う項目を設けて、新しい日本独自の構想による福祉社会づくりを主張
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した。同「運動方針」は・日本の福祉政策は大きな転換期を迎えてい
ると指摘し・それまで日本が「福祉先進国である欧米諸国を模範とし
て、新しい福祉社会づくりにひたむきな努力を重ねてきた｛78）」が
「今後、新しい日本独自の構想による福祉社会づくりを迫られている
（79）vことを明らかにした。西欧型の「福祉国家の失敗」の轍を踏ま
ないためには、①「rばらまき福祉』を厳にいましめ、真に恵まれな
い人々を援護し、社会連帯によって徹底的に救済していくこと（60）」
を指摘し、そのためには、　「まず各人が自らの力で、できる限り努力
する自助の精神を持つことが基本でなければならない（61）」こと、②
国民の安定した老後保障のためには「すべての国民が、その能力を受
益に対応して、公平で適正な負担を分かち合わねばならない（e2＞」こ
とを強調した。
　これを受ける形で、　r厚生白書』は、日本に特有の三世代同居の比
率の高さが「世代間相互扶助」による各世代の「安定したライフサイ
クル」を保障するためのかけがえのない与件となることを指摘したの
である。ただし、このrr含み資産』ともいうべき制度を生かすにさ
いしては、少なくとも同居することが大きな経済上の負担を意味する
ことのないよう、老人に対する所得保障を充実すると共に同居を可能
にする住宅等の諸条件を整えることが必要である（83）」とした。この
諸条件の指摘は、福祉の家族による肩がわりではないことを示唆して
いたといえよう。
　しかし、翌1979年の「昭和五十四年党運動方針」は、福祉の家族に
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よる肩がわりを方向づけるベースとなった。同「運動方針」では、
「ゆとりある家庭をきずき、日本型福祉社会を創造しよう」という目
的をかかげ、その第1の課題として、　「家庭は社会の基本単位とされ、
われわれがよりよく生きるための生活共同体であり…－i・社会進歩の
中核でもある。一・…　また、老後を養う場である（64＞」とし、　「戦前
の家族制度は、新憲法、新民法によって廃止され、さらに加えて、戦
後の経済社会の発展と高度成長時代の大都市への人口集中による核家
族化の進行は、その人間関係に支えられている家庭の崩壊をもたらし
た。しかし・一一・一一家族の共同体意識は戦後の厳しい社会的試練をうけ
ながらも、いまだ消滅してはいない（B5）」ことを強調し、戦後のマイ
ホーム主義の台頭、婦人の就業と共働き家庭の増大などにより過渡的
現象として社会に多くの問題をなげかけているという認識のもとで、
その家庭を立て直すための「家庭基盤づくり」がまず主張された。
　そしてその上で、第2に、　「家庭基盤づくりの第1要諦は、社会保
障、社会福祉の充実である（86》」という見地から、　「“ゆとりある家
庭基盤づくり”の基底をなすものは、まさに、日本型福祉社会である
（87）vと強調した。しかし、この第2の内容を検討してみると、それ
は、社会保障の充実・生活環境の改善などに対する国民の関心が高まる
一方、従来のような財政にのみ過大な負担を強いるわけにはいかない
事情が生じている条件のもとで、量的拡大から質的拡大に向けて、効
率のよい社会保障体制を再構築するためのものである。その目標とさ
れる「日本型福祉社会」とは、　「日本人のもつ自立自助の精神・こま
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やかな人間関係・相互扶助の仕組みを十分に守りながら、これに適正
な公的福祉を加味した公正で活力ある福祉社会（88）」とされている。
　このように考察してゆくと、この二つの課題の関係は実は逆であり、
第1の課題は第2の課題の実現のための手段にほかならないのである。
その意味では、この「運動方針」は、1978年版r厚生白書』が指摘し
た「含み資産」の積極的意義を、1978年の「昭和五十三年党運動方針」
の線に沿いながら「日本型福祉社会」という新しい枠組みのなかに位
置づけ直す役割を果たしたといわねばならない（69）。
　このような家族の位置づけは、この「運動方針」にもとついて設置
された党政務調査会家庭基盤の充実に関する特別委員会の「家庭基盤
の充実に関する対策要綱」　（1979年6月）において一層明確になる。こ
の要綱は、　「家庭基盤の充実」のための関連施策を集約的に提言した
ものであったが、まず家庭の意義と家庭基盤充実対策の基本的考え方
について次のように述べている。すなわち、　「家庭は社会の基本単位
であり、われわれがよりよく生きるための生活共同体であり、人闇の
精神と身体、性格はここで培われ、人間の活動力と創造力はここより
生まれる。…・i一家庭は、思想や技術とともに進歩すべきものであり、
その意味からみて社会進化の中核でもある。さらに民族の文化や伝統
や経験は、家庭において純化され充実されて次の時代に伝えられる。
また、老後を養う場であるとともに、家族間の相互扶助と連帯の場で
あり常に明日の歴史をつくる生成発展の源泉である。おのおのの家庭
は、自主性をもちっつ、互いに結んで親密な地域社会をつくり、さら
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に大きな社会発展に貢献するために、社会に窓を広くあけたものでな
ければならない（go）」。しかし・戦後の社会変化とともに家庭の崩壊
の危機すら叫ばれるにいたり・今や家庭の意義の見直しの時期が到来
したと指摘している。そして、日本的福祉の基盤を形成するものとし
て欧米諸国ときわだって異なる日本の特質として、①貯蓄率・保険加入
率が世界一高いこと、②家族主義的な企業内労働組合の存在、③老親
と子供世帯の同居率の高さをあげたうえで、日本的福祉のあるべき姿
が、①国の社会保障、②国民個々人の自助努力、③職域内の福祉、④
家族の相互扶助の四つの要素が相補い調和した活力ある総合的福祉と
して提示された（91）。家庭の意義の見直しの時期にあたって取るべき
基本的考え方として、まず、国家・地方自治体職域・家庭の役割分担を
明確にし、老親の扶養と子供の保育としつけは、第一義的には家庭の
責務であることの自覚をもつこと、次に、家庭基盤の充実は家庭と地
域との連帯の強化によること、国家権力の家庭への介入は避けられな
ければならないことがあげられたのも、このような家族把握の当然の
帰結であった。　そして、このような「日本型福祉社会」の考え方は、
1979年8月のr新経済社会7力年計画』において国家の経済計画のレベ
ルでも直接確認されたことは前述のとおりである。
　ところで、　「日本型福祉社会」の構想は、そのなかに「福祉見直し」
＝「社会保障経費の抑制」という論理を内臓しており、1970年代の初
頭には「充実・拡張」の対象とされていた社会保障が、石油危機後の
「整備・調整」期を経たのちに、1980年代には明確な「抑制」の対象と
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して位置づけ直されることになったのである。
　1970年の『昭和四五年版　経済白書』では「経済活動の究極的目標
は、国民福祉の向上であ」り、　「70年代の日本経済の課題は一一・一一・国
民の新しい欲求に応えた、より高次、より多元的な福祉を実現してい
くことである。そのためには、経済成長のしかたやなかみも変わって
こなければならない。経済規模の拡大に重点をおいた成長の時代から、
今や日本経済は高福祉をきずきあげるための成長の時代を迎えている
（92）vと述べたあと、　「高福祉社会を建設していくためには財政によ
る政策的な財源の再配分が必要となる（93）」がゆえに「戦後20年闇、
経済成長に貢献するところの大きかった財政も、今後は成長の成果を
国民福祉のためによりいっそう重点的に配分していくことが必要とな
っている（94＞」と指摘し、西欧型福祉国家、つまり高福祉・高負担によ
る国家的社会保障の充実がプラスシンボルとして目指されていた。
　しかし、1981年の臨時行政調査会の第1次答申は、その国内的目標
として「活力ある福祉社会の実現」を揚げ、その活力ある福祉社会と
は「自助・互助、民間の活力を基本とし、適度な経済成長の下で各人が
適切な就業の場を確保するとともに、雇用、健康及び老後の不安等に
対する基盤的な保障が確保された社会」　（1982年7月の「臨調第3次答
申」）であると指摘した。そこでの社会保障の役割は、基本とされる
「自助・互助」すなわち私的扶養体制を、限定された範囲内で側面から
支援すべきものとなる。したがって、今後の社会保障は、　「真に必要
な施策は確保しつつ、同時に民間の自由な活動を十分に保障する最小
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限のものでなければならない」　（1983年3月の「臨調最終答申」）とい
う程度のものとされたのである。
　このような考え方は、1983年8月のrl980年代経済社会の展望と指針」
にもそのまま盛り込まれた。すなわち、　「国民生活の安定」に関して
「就業、社会保障、資産形成等を通じて、安定した生活の基盤が整備
され、これを踏まえて、人々が、家庭、地域、職場などの様々な場に
おいてゆとりを持ち自己実現をはかっていくことができるような総合
的仕組みの形成」が課題として提示された。そして、　「活力ある福祉
社会」が「活力ある経済社会」に変わっていることに示されるように、
社会保障の充実は「経済社会の活力」の阻害要因であって、その抑制
こそが「経済社会の活力」を維持する道であると考えられているので
ある（95）。
　したがって、その政策的対応の方法としては、　「家族の自主性、自
立性」とその「個性と多様性を尊重」し「公的部門は安易に家族の領
域に介入することなく、家族機能が十分発揮できるよう側面支援に努
力すること」（96）が主張されるようになった。
　このような家族認識のあり方は、ある意味では、戦前の家族が「家」
制度と地域共同体のもとで担っていた諸機能を、形をかえて再生させ
ようとするものとみられなくもない。しかし、戦後の社会経済の発展
の必然的結果であった家族機能の変化、脆弱化のゆえに、　「日本型福
祉社会」を支える「家族機能の活性化」のために努力しようとしても・
そこに作り出される家族関係は、けっして「旧い家族制度の再生」と
一122一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第ll章　日本における老齢者間題
はなりえないのであり、その点に今日の家族政策の悩みと矛盾が存在
しているともいえる。
　もちろん、今後の日本社会では、形態上の多様性をもちっっも「家
族への回帰」が強まり、社会保障の抑制はその家族の結束を一層強化
する方向で作用する、という見方もある。しかし、そのような予想を
前提として実際の政策を推進することは、あまりにも安易なこととい
えるであろう。一方、今日のような家族の解体を防止するために、む
しろ社会保障による補強が不可欠であるという見方もあり、　「日本型
福祉社会」の家族政策はまさにその重要性を有していると思われる。
　いずれにしても、家族を中心とする生活保障、とくに老齢者扶養の
必然性は時代の古今を間わず根強く主張されてきているといえる。
「日本型福祉社会」の構想は、高福祉政策にもかかわらず、自殺率、
犯罪率、離婚率、アル中率のきわめて高いスウェーデンのような福祉
国家に追いっき・追い越すものではなく、日本人の文化や状況にもっと
もふさわしい福祉社会を創ろうという考え方である。それは、すなわ
ち個人、家族、企業などの活力を最大限に生かし、生活の安定を保障
する仕組みにほかならない。そして、それはそれ自体として評価され
ることであろう。
　今日、　「日本型福祉社会」の根幹ともいうべきこのような「『日本
的美風』がもはや維持しがたくなっている（97＞」という点に問題があ
るといわれるが、その意味で今後の「日本型福祉社会」が目指すべき
目標は、　「成熟された家族機能」が生活保障や老齢者の所得保障の中
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核をなすような社会システムを創ることに集中されなければならない
であろう。それはけっして社会保障の後退を意味するのではなく、真
の「人間らしい生活」が保障、維持される「新福祉社会」への期待を
意味するのである。
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　　　　　　　　　　　　　　（注）
（1）松原治郎「家族の構造と機能の変化」社会保障講座編集委員会
　r社会保障講座3社会変動への対応』総合労働研究所1981p．26
（2）同書P．29
（3）福武　直r社会保障論断章』東京大学出版会1983p．24
（4）同書p．27
（5）小川喜一「日本社会保障小史」近藤文二編r社会保障入門』有斐
　閣　 1978　p．28
（6）橋本宏子r老齢者保障の研究一政策展開と法的視角一』　総合労働
　研究所1981p．133
（7）福武　直　前掲書p．168
（8）1937年（昭和12年）日中戦争がはじまるが、このような条件のもと
　で、社会保険そのほかの関連制度は、すべて戦争目的に従属したも
　のとして新設、改悪されることになった。1938年の国民健康保険は
　戦争のための壮丁と労働者の供給を確保することが目的であった。
　1941年には第2次世界大戦に突入するが、この年、政府は、もっと
　も露骨に戦争に奉仕する目的をもった労働者年金法を制定し、翌19
　42年から実施した。このほか、1940年の政府職員共済組合令、1941
　年の教職員共済組合令の制定などいずれも労働者・国民の要求からか
　けはなれた「健兵健民」、戦費調達などの軍事目的に従属した意図
　と内容をもっていた。　（同書pp．183～186参照）
（9）下山瑛二r人権の歴史と展望』法律文化社1972p．179
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（10）橋本宏子前掲書　p．133
（11）1875年（明治8年）の出版条例、集会条例、保安条例、そして190
　0年（明治33年）の治安警察法、1925年（大正14年）治安維持法を頂
　点とする。言論、出版、集会、結社の自由を認めない一連の弾圧政
　策が、櫨救規則とそれに関連する制度の前進を大きく妨げたといえ
　る。
（12）福武　直　前掲書p．33
（13）同書P．35
（14）上田千秋「老人福祉と施設保護」吉田久一編r戦後社会福祉の展
　開』ドメス出版1976p．262
（15）旧生活保護法第一条
（16）同法第二条、第三条
（17）橋本宏子前掲書　p．137
（18）生活保護法第一条
（19）橋本宏子前掲書　p．139
（20）（21）「社会保障制度に関する勧告」　（1950．10．16）序説
（22）同勧告　総説
（23）同勧告　第1編　社会保険
（24）同勧告　序説
（25）利谷信義　「戦後の家族政策と家族法」福島政夫編r家族政策と
　法1。総論』東大出版会1975p．118
（26）橋本宏子前掲書　p．140
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（27）同書p．140
（28）自由党憲法調査会「日本国憲法改正案要綱」　（1954．11．5）国民の
　権利及び義務　第四項
〔29）自由党憲法調査会「要綱説明書」
（30）自由党憲法調査会「日本国憲法改正案要綱」国民の権利及び義務
　第六項
（31）橋本宏子前掲書p．142
（32）岡崎陽一「人口変動と社会福祉需要」社会保障講座編集委貝会
　編r社会保障講座3　社会変動への対応』1981p．18
（33）三浦文夫「老人問題の所在」r現代のエスプリ』No．871974　p．2
　3
（34）橋本宏子前掲書　p．152
（35）農村の滞留する相対的過剰人口が、低い農業の生産性と生活水準
　から逃れるため都市部へ職をもとめて流出する型であり、かつての
　「口減らし」型の入口の流出をさしている（三浦文夫前掲論文p．
　22）。
（36）労働力不足によって農村労働力を都市部に吸収するもの（同論文
　P．22）。
（37）同論文p．22
（38）橋本宏子前掲書　p．153
（39）同書p．155
（40）同書P．144
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（41）1955年、横浜市の老人ホームで起きた火事で、老齢者95人が死亡
　した事件である。この事件で、老齢者の生存権保障とはほど遠い施
　設の実態が明らかにされた。
（42）橋本宏子前掲書　p．147
（43）同書p．148
（44）同書p．148
（45）佐口　卓「日本の社会保障の現状」近藤文二編r社会保障入門』
　有斐閣双書1978p．80
（46）森　幹郎「老人対策の特性」望月　嵩　ほか編r現代家族の福祉』
　培風館1986p．180
（47）久塚純一ほかr社会福祉法』光生館1982p．183
（48）三浦文夫「1960年代の社会福祉」r季刊・社会保障研究』Vo1．5
　No．4　1970　　P．51
〔49）久塚純一ほか前掲書p．185
（50）小川政亮「日本社会保障の問題点」　r現代法と労働』岩波書店
　1965　p．375
（51）橋本宏子前掲書　p．163
（52）浅野　仁「老人のための社会福祉サービス」小沼　正ほか編r社
　会保障概論』川島書店　1984pp．218～219
（53｝老人福祉法は、それまで生活保護法の枠内で、養老事業として行
　われてきた対策を一変させることにもなっている。すなわち、この
　法律はそれまで貧困老人に中心をおいていた養老事業とは異なって・
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　老齢者一般を取り上げ、その生活の安定と福祉の増進を積極的に図
　ることを目的としている。
　　そして特殊なハンディキャップをもつ要保護老人に対しては、養
　護、経費、特別養護の3種類の老人ホームを配し、さらに在宅要保
　護老人には、養護委託、老人家庭奉仕員（ねたきり老人向）、キャ
　ジベットの貸与、老人用病室の増改築などの措置を行っている。
　　また、一般老人に対しては、老人福祉センター、老人憩の家、老
　人休養ホームなどの利用、施設の設置、老人健康診査、老人クラブ、
　老人就労斡旋などの施策が次々に現れている。　（三浦文夫前掲論
　文pp．52～53参照）
（54）1959年にはじまった「岩戸景気」の主力は投資ブームであったが、
　これによって、設備投資の大拡張と同時に、家庭用電気器具や輸出
　向けの軽機械などもこの時期に拡大した。このブームは1961年まで
　っついた。
（55）1966年～1969年の好景気を指す。
（56）吉田恭爾「老人福祉法の成立と展開」吉田久一編Ii’社会福祉の
　形成と課題』川島書店1981p。314
（57）1975年8月、社会保障長期計画懇談会は「今後の社会保障のあり方
　について」の提言を行い、個人が自らのもつ能力を可能な限り発展
　させ、家庭や地域社会、職場等での人間関係、社会関係を維持発展
　させながら自主的、自立的に生活することは、人間の本来的欲求で
　あるがゆえに、各制度の整備にあたって、個人の自立性、社会性を
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　可能な限り促進するよう配慮するよう求めた。
（58）同懇談会は、そもそも個人の生活の安定と向上は本来自らの責任
　によって行われるべきであり、自らの力では対処できないものを公
　的保障によってカバーするというのが自由社会における社会保障の
　あり方であると前提した上で、国・地方公共団体及び民閤団体の役割
　分担を行うべきであると提言している。
（59｝社会保障制度審議会は、血縁にもとつく家族が、稼得能力の衰え
　た老人を扶養することは、法律を待つまでもなく古来からの自然の
　姿であり、それまで、日本の老齢者扶養は、個人の自助ならびに家
　族の私的扶養による割合が非常に高かったことを指摘し、物心両面
　における私的扶養は今後とも残っていくであろうと主張した。　（社
　会保障制度審議会「今後の老齢化社会に対応すべき社会保障の在り
　方について」1975．12．1参照）
〔60）コミュニティ・ケアに関する答申は、東京都社会福祉協議会の「東
　京都におけるコミュニティ・ケアの進展にっいて」　（1969．9．30）、
　中央社会福祉審議会の「コミュニティ形成と社会福祉1」　（1971．1
　2．11）などがある。
（61）橋本宏子前掲書　p．183
（62）吉田寿三郎r日本老残』小学館1954p．23
（63）森岡清美「高齢化社会における家族の構造と機能」　r社会福祉研
　究』第19号1976p．3
（64）同書p．8
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（65）混合経済とは、一般には資本主義経済体制をとりながら、国有化
　や社会的所有がすすみ、国民所得のかなりの部分が政府の経済活動
　に依存している場合をいうが、先進資本主義経済は、すべて混合経
　済に属すると考えてよく、国民所得のうちで公的部門により支配処
　分される部分は、30～40％にもおよぶ。
（66）高島進r社会福祉の理論と政策』ミネルヴァ書房1986pp．14～
　15
（67）村上泰亮ほかr生涯設計（ライフサイクル）計画』日本経済新聞
　社1975PP．103～104
（68）（69）（70）r新経済社会7力年計画』1979
（71）田端博邦「福祉国家論の現在」東京大学社会科学研究所編r転
　換期の福祉国家　上』1988p．7
（72）経済企画庁国民生活政策課編r総合社会政策を求めて一福祉社
　会への論理一』大蔵省印刷局　1977pp．37～38
（73）土井乙平「老人扶養にっいて」r大阪経大論集』第145・146号19
　82p．141
（74）原田純孝rr日本型福祉社会』論の家族像」東京大学社会科学研
　究所編r転換期の福祉国家　下』1988p．367
（75）（76）（77）「昭和50年代前期経済計画一安定した社会を目指して一」
　1976
（78＞（79）（80）（81）（82）自由民主党「昭和五十三年党運動方針」『月刊
　自由民主』1978年3月号
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（83）78年版『厚生白書』p．91
（84）（85）自由民主党「昭和五十四年覚運動方針」r月刊　自由民主』
　1989年3月号p．262
（86）同書P．263
（87）同書P．264
（88）同書P．263
（89）原田純孝前掲書p．370
（90｝党政務調査会家庭基盤の充実に関する特別委員会「家庭基盤の充
　実に関する対策要綱」r月刊　自由民主』1979年9月号p．204
（91｝同書P．207
（92）経済企画庁編r昭和四五年度版　経済白書』1970p．189
（93）（94）同書P．255
（95）原田純孝前掲書p．374
（96）1983年版r国民生活白書』p．256
（97）竹内靖雄「日本型福祉社会の構想」r月刊　自由民主』1979年7
　月号P．190
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第皿章　老齢者の所得f　ffSとしての年金制度
　これからの時代は年金の時代である。高齢化がすすむなかで、老後
の生活を支えるもっとも重要な手段は年金であり、先進諸国では誰も
が老後収入の半分以上を年金に期待している。したがって、年金のな
い老齢者の所得保障とはもはや考えられない。本章においてはこの年
金制度について考察するが、この場合、主に日本の公的年金と企業年
金をその対象とする。
1．公的年金制度
　　　1．老齢者扶養と公的年金
　老齢者扶養の伝統的な方法は家族内の扶養であり、それがもっとも
一般的で自然であったといえよう。しかし、近年このような家族内扶
養は徐々にその機能を低下させてきている。それは、家族の経済的結
び付きが資本主義社会の発展により弱められてきたことに起因すると
いわれているが、このような論理は次のように要約されるく1＞。
　すなわち、資本主義以前の社会では資本と労働は分離しておらず、
一体となり、しかもその経営は家族によって行われていた。このため、
家族は生産単位として資本を継承していくという経済上の大きな機能
をもっていた。この組織では、老齢者の扶養はいわば資本の所有者に
対する扶養であり、資本に対する報酬であった。さらに、資本が家庭
内に保有され、親、子、孫と労働力は常に存在するので家族内におけ
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る経済のリスク・プーリング機能は高かった。しかし、資本主義の発展
は資本と労働の分離を促進し、家庭のなかから資本を奪ってしまった。
このため、労働者は自らの生産力に応じた収入しか得られなくなり、
さらに老齢により労働力を失えば、家族は大きな負担を強いられると
ともに、資本が継承されているわけではないので老齢者扶養の合理性
は小さくなる。さらに、産業化にともなう労働力の都市集中は親子が
同居して同一の家計を営むことを次第に困難にさせ、家計生活におけ
る規模の利益が生かせなくなり、子供が親を扶養していくことの負担
は大きくなり、事実上不可能となってくる。さらに、資本が家庭と結
び付いている間は子供はいわば投資財であって、子供が多くいること
は家庭の生産を増強させる。しかし、　「発達した資本主義社会では子
供はその家計の生産とは無関係で、いわば消費財として機能する（2）」
ことになる。したがって、子供をできる限り少なく産むことは合理的
行動となる。
　このように、資本主義の発展により、引き起こされた家庭の経済的
弱体化、同居・扶養の困難性の増大、家族数の減少は従来家庭の持って
いた多くの面におけるリスク・プーリングの機能を低下させることにな
る。この家族という組織の機能低下に対して、勤労期における蓄積に
よって自らの経済的基礎を固めることも一っの方策である。しかし、
自らの貯蓄により老後に対するリスクをカバーすることは、引退期の
延長、インフレーション等の将来に対する不確実性の存在により・　リ
スクを充分にカバーするのは困難なものとなっていく。したがって・
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より大きな集団により、しかも安定的な組織によるリスク・プーリング
を行うことにより、安定的な扶養組織を形成することが必要となる。
そのようなものとして見い出されたものが「公的年金制度」である。
　このような一般的主張は公的年金制度の必要性についての解明を論
理的に展開している。しかしながら、公的年金の必要性が家族扶養機
能の弱体化によるという側面から強調されるのは、いささか疑問に思
われる。
　公的年金制度は従来家族が行っていた子供による親の扶養または自
らの貯蓄を公的機関が代行するものである。だからといって、その公
的機関・国が別段、独自の財源を持っているわけではなく、給付の財源
はすべて国民の負担によるものである。そしてその負担は子供・若い世
代が負っているといってよい。つまり、何らかの形で子供・若い世代は
従来と同じ負担を強いられているにもかかわらず、公的年金制度の必
要性が根本的にすべて家族扶養機能の弱体化に求められている。
　今日の家族は、老齢者の所得保障の方法としてより合理的であると
思われる公的年金制度を利用しているだけであり、老齢者扶養に対す
る考え方、あるいは家族の基本的な扶養機能は昔とそんなに変わって
いないのではないかと思われる。統計数理研究所が行っている国民の
価値観の変化に対する調査は「1973年以降、それまでのr近代』を志
向してきた傾向が逆転し、　r伝統』を重んずる方向に変わってきてい
るくS）」という結果を発表したことがある。また、最近は大都市に住む
若い世代の6割以上が両親との同居を希望しているという結果も発表さ
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れている。このことは今日における老齢者扶養の問題がけっして悲観
的ではないということを示唆しているといってよいのであろう。
　ところが、資本主義社会において子供はいわば「消費財」として機
能し、したがって、子供をできる限り少なく産むことが合理的行動で
あるように思われる考え方に、今日における老齢者扶養の「問題」・公
的年金の費用負担の「問題」の種子が宿っていると考えられる。子供
をただの消費財として考えると、子供は少ないほどいい→そして自分
の老後は自分が賄う→しかし、それができないので子供・後世代に頼ら
ざるをえない→だが、その子供・後世代の数が少ない→結局、扶養・費
用負担の「問題」が生ずる。公的年金の必要性に対して子供を消費財
として考える論理にはこのような矛盾が内包されているのではなかろ
うか。
　したがって、子供は依然としていわば「投資財」であると考えるべ
きである。今の親は少ない子供に対し、昔より高度の長期的投資を行
っているわけである。それは「物質的資本」としてではなく「精神的
資本」としての機能をもっ。昔の老齢者扶養が物質的資本の継承に対
する報酬であったとすれば、今日のそれは精神的資本に対する報酬と
して正当化されうる。
　したがって、家族扶養の形を代えた公的年金に対する若い世代の負
担は当然であり、若い世代はそれをけっして否定してはいないのであ
ろうと思われる。
　本節は、このように明るい視点から、老齢者扶養の諸問題を考え・
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老齢者の所得保障としての公的年金の望ましいあり方を考察していく
ことにしたい。
　　　2．公的年金の必要性と本質
　前項において、今日における老齢者の生活を支えるための所得保障
は老齢者個人の貯蓄、あるいは家族内の扶養によって私的に準備する
より公的年金を利用した方が合理的であると仮定した。それでは、な
ぜ老齢者の所得保障のために、公的年金が必要であり、かつ合理的な
のだろうか。それは、次の点から主張される。
　まず第一に、老後生活のために自発的に貯蓄することはそれほど容
易なことではないため、国によって強いられる強制的な貯蓄手段に従
う必要がある。これが積立方式の公的年金の必要性を主張する一つの
根拠になっている。
　次に、もし若い時から貯蓄に励んだとしても、激しいインフレーシ
ョンがあった場合、老後の所得保障にはなりえない危険性がある。し
たがって、国は安定した所得保障を行うために、物価にスライドした
公的年金を提供する必要がある。これは、物価スライド式公的年金の
必要性を主張する一つの根拠になっており、この主張は公的年金の年
金額が必ずしも過去の積立額と対応しなくても良いということを認め
ている点で、強制貯蓄的発想から「社会保障」的発想に一歩踏み出し
たものとなっている。この社会保障的発想をさらに一歩進めて、公的
年金は全生涯の、そして世代間の所得再分配を行うための手段として
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必要であるという主張が公的年金制度の必要性を主張するもう一つの
根拠となっている（4＞。
　ところで、このような公的年金はしばしば老齢者に対する「最低生
活の保障」を意味するものであると主張される（5）。しかし、公的年金
が老齢者の生活にとって欠かせない生活費であることはいうまでもな
いものの、それだけの年金で老齢者の最低生活が完全に賄えるかどう
かは判らないことである。つまり、同じ年金額でも個人の性格や事情、
また社会的状況等によって充分に足りることも足りないこともありう
る。したがって、　「ただその場合の年金は、老齢者の生活にとって基
本的にものをいうだけの比重の金額であり、老齢者は若い時からそれ
だけの年金がもらえることを知っており、それだけの金額の所得は老
後生活設計の重要な中味を形成しているだけ（6）」のものである。いい
替えれば、けっして公的「年金は最低生活の保障を目的と基準とする
ものではないく7＞」ということである。すなわち、公的年金は老齢者に
対する所得保障たるべきものであり、それを基礎として人々は老後の
生活設計をおし進めることができるのである。実際に、多くの国にお
いて、　「年金はある年齢になって、職業生活から引退しなければなら
ないような年齢になった者に対して、その生活の基本を支えることが
できるようにするための一定額の金額（8）」であるとされ、その金額で
その老人の最低生活が保障できるかどうかについては何も明らかにさ
れていない。
　一方、日本の生活保護法は「国が生活に困窮するすべての国民に対
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し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活
を保障する（9）」ことを目的とすると規定している。その場合の保護は
「生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力そのほかあらゆる
ものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件とし
て行われる（10｝」ものである。したがって、公的年金は生活保護法に
定められている最低生活保障のために、　「利用し得る」一つの方策で
あるといってよいであろう。
　それでは、このような公的年金は建前上、だれに与えられるべきで
あろうか。1991年4月、老齢を理由に自民党本部から候補公認を拒否さ
れた80歳の老齢者を東京都民は彼らの知事に選んだが、このことは、
本格的な高齢化社会の到来を示唆するとともに、老齢になっても健康
に働ける老齢者数の増加を意味していると思われる。ここで指摘した
いことは、例えば80歳であろうとそれ以上であろうと元気で働ける老
齢者にとって、公的年金は何の意味があるかということである。公的
年金は稼働能力がいちじるしく衰える年齢の老齢者、したがってまた
収入の減退と生活の不安定とが避けられない老齢者に対し、あらかじ
め準備し、それに計画的に対処しようとするものである。したがって、
公的年金はこのような老齢者に対する「老齢年金」でなければならな
い（11）。日本の場合、早すぎる定年退職のために、第二、第三の雇用
を必要としているが、公的年金はその時の退職に対する「退職年金」
ではなく、職業生活からの「最終的引退」に対して公的約束として給
付されるべきものであろう。
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　しかし、公的年金における「公的」という意味は、差しあたり個人
差または個人的事情は無視されるということである。そうである限り、
ある年齢の老齢者はすでに一応職業生活を終わっているだろうこと、
また退職金の有無大小に関係なく、その生活はけっして安定したもの
とはいい難いであろうことを前提として、公的年金なるものはそのよ
うな事態に対して、あらかじめ稼働能力をもつ年齢の頃から老後の生
活設計の中に老齢年金の一定額を当然かつ安全に見込むことができる
ものでなければならない。そうでなければ老齢者の生活はけっして安
定したものにならないだろうと考えるものである。したがって、公的
年金はそれが職業生活の最終的引退に対する老齢年金である限りにお
いて、老齢者の生活にとって不可欠な額の所得保障であるということ
になる。
　　　3．公的年金制度の成立過程
　すでに先進諸国における国民の生活に深く根を下ろしている年金制
度は、100年以上もの歴史を持っている。もっとも、特定の業種を対象
とした年金制度はフランス（1673年、海員年金制度）、オーストリア
（1854年、鉱山労働者の年金制度）、ベルギー（1868年、鉱山労働者
の年金制度）などで実施され、それ以外でも、鉄道、たばこ、酒など
の官営事業にも年金制度の例は見られる。また、労働者階層全般を対
象とした、政府が補助金を与える任意加入の年金制度も、1850年から
フランスで行われていた。しかし、労働者階級を対象とする強制適用
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の年金制度は、1889年ドイツのビスマルクによって生まれた。これは、
世界ではじめての「社会保険」と呼ばれ、イギリスや北欧に代表され
る「公的扶助」の流れとともに公的年金制度の二つの系譜を形成して
いる。この二つの系譜は、現在も各国の年金制度の仕組みのなかに引
き継がれ、日本の年金制度の構造も、両方の影響を色濃く受けている。
とくに、1954年の改正後の日本の厚生年金はドイツの年金制度によく
似ているといわれる。それゆえに、まずドイツの公的年金制度の起源
とその変遷過程を明らかにしてから、日本における公的年金制度にっ
いて検討し、老齢者の所得保障としての年金制度の流れを探ってみる
こととしたい。
1）ドイツにおける公的年金制度の展開
　　　（1）廃疾・老齢年金の成立とその後の経過
　ドイツには、すでに13世紀に鉱山労働者の間の疾病、傷害、廃疾お
よび死亡の際の相互扶助制度があり、18世紀には手工業者共済組合制
度があったが、いずれも同業組合的性格のものであった。19世紀に入
ってプロイセンで設立された鉱山従業員組合を先行形態として、皇帝
ウィルヘルムー世の詔勅（1881年）に基づき、1889年に制定された
「廃疾および老齢年金保険に関する法律」は統一されたドイツにおけ
る初めての老齢・障害に関する年金制度であった〈12）。その内容は次の
ように要約される（13＞。
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　すなわち・①年収2・000マルク未満の雇用者（賃金労働者および低所
得職員）について一般的な保険加入義務が課された。②4等級の賃金等
級表によって拠出負担率が定められ、高所得者に重く低所得者に軽く
負担された。すなわち、年収350マルクまでは週0．07マルク、550まで
は0。10、850までは0．12、2，000マルクまでは0．15マルクであった。③
70歳よりの老齢年金と廃疾年金が支給される。老齢年金の受給資格要
件は30年拠出、廃疾年金は5年拠出であった。④当初の年金給付は、定
額の一律基本額60マルク、一律帝国補助金50マルク、拠出週数に基づ
く逓増額、とから構成されていた。⑤連邦制の原則に基づいて、31の
保険組織（保険者）が設立された。⑥保険組織は、国または地方自治
体の機関ではない。理事会は労使同数で構成され、日常業務の管理運
営は官吏が執行した。
　このような内容から考えられる成立時の年金保険の特徴は、①老齢
年金保険ではなく本質的に廃疾年金であったこと、②個人主義的色彩、
したがって保険性のきわめて濃厚なものであったこと、③形式的自治
の存在、④封建的要素とブルジョア的要素が融合していたことなどを
挙げることができる（14＞。ここで、保険という形式に基づく保障の仕
組みが選択されたことの意味は、①私保険・契約保険とは異なるとして
も、社会保険における保険原則は、拠出に基づく確実な法的請求権を
作り出す、②保険という形式によって、平均的な並の労働者に対する
リスク保障が可能となり、社会保険の対象になる労働者は、もはや市
民社会の外に放置された窮民ではない、③保険という組織は、使用者
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負担を正当化し永続的に確保するのに適切であり、労働者も拠出を負
担するので、労働者組織の保険組織の管理運営への参加を誘導するこ
とができる、④社会保険も保険であり、ブルジョア的計算可能性とい
う合理主義的基盤の存在が、制度設立の前提として必要である、など
と指摘されている（15）。すなわち、ビスマルク社会保険の成立のため
には、一定のブルジョア的諸要素の成熟が前提として必要であった。
このようなビスマルクの社会保険は、その特異な労使の拠出負担と年
金給付の関係のあり方の内にその二面性が表現されている。負担にお
ける下厚上薄と使用者負担による軽減、そして年金給付における下厚
上薄によって、全体として負担と年金給付の公平を確保し、資本主義
の市場原理に適合的な仕組みとなった。同時に、給付面における国庫
一律負担と下厚上薄の強調によって、保護と恩情主義の高揚が期待さ
れたのである。
　1911年、最初の重要な改正が行われ、1912年から実施されるように
なったのが「ライヒ保険法」であるが、それは遺族にも年金を支給す
る遺族年金が新たに創設された労働者年金保険法（当初は、廃疾＝遺
族年金保険と呼ばれた）に疾病保険法、災害保険法を加え、一つの法
典に総括したものである。遺族保険の実現により、寡婦手当、遺児手
当および遺族年金が給付されることになったこと、また任意加入の追
加保険制度が新たに創設されたことは一つの進歩であった・
　また同年の「職員保険法」は、当時の支配的な社会の態度を反映し・
また「赤色陣営」への職員層の転向をおそれ、それを阻むことを希望
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し、労働者年金保険とは別個の制度として設立されたが、同法によっ
て、1913年から65歳以上の退職職員への年金、廃疾年金、廃疾年金受
給者の遺族への年金、医療給付が保障されるようになった。
　これら二つの年金制度はナチス時代の1934年の「社会保険改造法」
により給付が統一され、初めて「年金保険」という概念が法定された。
　　　（2）両大戦間の年金制度
　第1次世界大戦の敗戦による寡婦年金・遺児年金の増加、続いて破局
的なインフレーションによって、年金保険は崩壊寸前の状態にまで追
い込まれた。州毎の保険機関は当事者能力を失い、労働省の介入によ
ってかろうじて制度は維持された。年金算定式によって算定される本
来の年金額の減価が甚だしいので、様々な名目で臨時加算手当が支給
されたが、しょせん焼石に水で、年金制度は単に名目的存続に過ぎず、
実質的には存在しないに等しい状態であった。
　しかし、レンテンマルクの奇跡によって、さしものインフレーショ
ンも収束され、年金財政の再建が急務となった。過去の積立金の大半
は無価値となったので、平準保険料方式への復帰は不可能であったた
め、1924年賦課式の考えを取り込んだ平均保険料方式が採用され・こ
の措置によって、まず、戦前水準への年金水準の回復が可能となった。
平均保険料方式は、保険加入強制、経済の発展、拠出支払能力のある
若年被保険者の流入の保証という3要素の前提が必要であるが・とも
あれこの時期にはこのような3要素の実現が見込まれ、費用全額国庫
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負担の「国民援護制度ないし国民扶助制度」への転落は防止され、ひ
とまず、社会保険の再建に成功したのである（16）。
　1920年代後半の相対的安定期には、給付水準の改善がいちじるしく
進んだが、それはインフレーションにより国民の過去の蓄えが完全に
価値を失ってしまい、戦前に比べて保険給付への依存度が高まったこ
とによる。こうして、ビスマルク年金制度成立時の、　「年金給付とは
老後の生計への補助に過ぎない」といった考え方を踏襲することはも
はや困難となり、大戦前の水準を上回る給付水準の達成が目標となっ
た。つかの間の経済の活況はこれを可能にし、給付資格要件、給付算
定方式、拠出金負担の方法等の制度にっいての改革には手をつけるこ
となく、ただ、給付水準の引き上げが追求された。例えば、1913年と
比較すると、1929年の労働者廃疾年金の水準は、ほぼ2．5倍、寡婦年金
で3．5倍、遺児年金で5倍増となったのである。
　しかしながら、1929年から始まった世界経済不況は、労働者廃疾保
険にとりわけ強い影響をもたらした。失業の増加と賃金切り下げがひ
びき、拠出総額が激減する反面、当然のことながら制度成熟にともな
い年金受給者は増加し続けた。好況期の給付の改善のつけは残り、そ
のまま放置すると支出はいちじるしく増大することが懸念された。や
がて1931年12月の緊急命令によって、給付削減（17）が行われたが・こ
のような措置にもかかわらず、各州保険機関の財政困難はいちじるし
く、流動性資金の不足にたえず悩まされた。
　このように、第1次大戦後のインフレーション、1930年代初めの経
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済不況によって・重大な打撃をこうむった諸保険の赤字補填と年金財
政の収支均衡を目的に年金財政健全化政策として「廃疾保険、職員保
険、鉱業従事者保険の給付能力維持に関する法律」が1933年12月に制
定された。これによって、平均10％の年金の削減が行われ、賦課方式
を加味する平均保険料積立方式にかわって、再び平準保険料積立方式
の再実施の前提条件の創出が図られた。
　1934年7月に制定された社会保険改造法は、新ライヒ保険法の実現を
目的とする大綱的立法であったが、この時に初めて、廃疾保険、職員
保険、鉱業従事者保険の総括名称として「年金保険」という用語が用
いられ、年金保険、疾病保険、災害保険をまとめてライヒ保険と呼ん
だ。
　ナチス体制のこの時期における政策は、すべての労働力余備軍の動
員という労働政策に適合的な政策であったといわれる。なぜならば、
年金水準の抑制によって、年金受給者は労働の継続、副業、あるいは
部分労働を余儀なくされたからである。そして、ナチスの戦争目的に
そって「年金保険改造法」が1937年12月に制定されるが、表面的には
年金保険の最終的完成をうたっていた。同法によって、まず、年金財
政の健全化のために、失業保険拠出金の年金保険への充当が規定され
た。ついで、年金保険の未経過責任についてのライヒの保証を規定し・
この保証とひきかえに、実は社会保険資金の再軍備政策への利用が可
能となった。社会保険資金は、今や直接国庫に流入し、政府はこの資
金を軍備の拡張と戦略的に必要とされた道路網建設に投資した。
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　1938年以後、迫り来る世界大戦を前にして、政府は国内における葛
藤を回避し、大衆の忠誠を確保するために、これまでの政策を改め、
社会保険給付を改善する方向に政策を全面的に転換した。すなわち、
遺児年金と被扶養児加算は、18歳まで無条件に支給されるようになっ
た。また、召集の時点で被保険者であった兵士の死亡、戦傷病にっい
ては、受給資格期間の要件を必要としないことになった。廃疾年金、
職業不能年金の受給者が、戦争中新たに就業した場合、就業を理由に
年金支給を停止することを禁じた（1939年4月のライヒ保険における緊
急命令）。また、1941年のライヒ保険第1次給付改善法によって、19
32年以来の年金削減政策を撤回し、年金の引き上げが行われた。さら
に1942年の第2次改善法によって、遺児年金と被扶養児加算が引き上
げられた。このように、年金政策がこれまで国家権力政策的関心によ
って左右されてきたことがわかる。
　　　（3）戦後の年金改革の歩み（t6》
　敗戦とともに社会保険行政の責任を負うべきライヒ労働省、ライヒ
保険庁の機能は麻ひし、残された名目上の巨額の財産の大半は国公債
に投資されており、第三帝国の解体とともに無価値となった。ライヒ
補助金は廃止され、拠出収入も激減する一方、年金受給者は増加した。
1948年の通貨改革によって、通貨交換率は10対1とされたが、社会保険
にっいては掛金と年金の換算率は1対1で、国の財政援助は必至であっ
た。
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　1949年ドイツ連邦共和国が成立するが、この時の課題は、複雑な法
規を整備し、経済と社会の変化にあわせて改正を行い、制度を再建す
ることにあった。奇跡の経済成長によって、所得と生活諸関係は急速
に変化した。また、大戦前以来の応急措置の結果、制度はきわめて複
雑となっていたため、抜本的な改革は避けられなくなっていたのであ
る。
　　　A．第1次年金改革（1957年）とその調整
　1957年の年金改革は、戦後それまでに行われてきたような、年金給
付の調整や引き上げ、年金保険担当機関の自治の復活等の戦前までの
年金制度の再建のための改革と異なり、年金の性格、年金算定方式、
年金改定方式、年金財政方式等、現在の年金制度の枠組みを決定した
重大な改革であった。
　その主な項目は次のとおりである（19）。
　①定額の基礎年金部分と所得比例部分からなっていた年金は、被保
険者の保険料拠出期間中の過去の平均総労働報酬と算入可能保険年数
に比例して決定される賃金代替性の強いものとなった。
　②年金額がその期間における全被保険者の生産性と賃金水準に連動
して決定されるものとなった。
　③年金の財政方式が積立方式から、30年簡で10年を単位とする期間
充足方式に変更された。最終年の末に前年度の給付費分の変動準備金
が残るように保険料率を定めた修正賦課方式であり、財政状況は2年ご
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とに推計を行う。
　④給付にリハビリテーションを加え、稼得活動への復帰を保障した。
　⑤保険料率が11％から14％とされ、労働者年金保険と職員年金保険
が、統一的に構成されるようになり、年金保険における労働者と職員
の差がなくなった。
　この改革は、老後の生活保障が現役時代の賃金水準に基づいて決定
され、それが現役の労働者の賃金水準に応じて改定され、その資金が
後世の年金給付を前提として現役の労働者によって提供される、とい
う意味で法定年金制度の「世代間連帯契約」としての性格を明らかに
したものであった。
　このような年金改革は、さらに1967年の経済安定・成長促進法や196
9年の年金保険改正法により、主として次のような財政政策が実施され
た。
　①1968年から保険料率が毎年1％ずつ引き上げられて1970年に17％と
なり、1973年には18％とされた。
　②1968年から職員年金における高額所得者の適用除外がなくなり・
職員はすべて強制適用となった。
　③1969年から、財政方式が賦課方式に切り替えられ、労働者年金保
険と職員年金と合算した積立金が3年連続して前年の支出の3カ月分
を下回ったとき、その年から保険料率を引き上げることとされた。推
計は毎年今後15年について行う。
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　　　B．第2次年金改革（1972年）とその調整
　1972年10月に成立した第2次年金改革法は、従来の制度的枠組みの
なかでの給付の拡大を基調といて次の内容で1973年から実施された。
　　①弾力的退職年齢による老齢年金として、一定の保険料拠出期間
を満たす者は、63歳（重度障害者、稼得不能または職業不能の者は62
歳）から老齢年金を受給できることになった。この場合一定の就業も
認められる。
　②最低年金の保障として、とりわけ女子の年金水準を引き上げるた
めに、25年以上の強制加入期間をもつ者の1972年までの平均総労働報
酬が全被保険者の75％に満たない場合でも、その期間については全被
保険者の平均総労働報酬の75％を得ていたものとして年金額を計算す
ることになった。
　③標準年金、つまり算入可能保険年が40年で、全被保険者の平均総
労働報酬と同水準の労働報酬を得ていた者の年金が2年連続して全被
保険者の平均総労働報酬の50％を下回る場合、連邦政府が年金水準を
維持するために必要な措置を取るという年金水準確保条項が設けられ
た。　④従来年金保険に加入できなかった主婦と自営業者の任意加入
を認めた。このため16歳以上のドイツ国民は社会保険としてのいずれ
かの年金保険に加入できることになった。
　このように第2次年金改革は給付の拡大を目標としたが、その実施
の直後起こった2次にわたる石油危機により西ドイツ経済はマイナス
成長が続き、各種の景気刺激政策にもかかわらず、景気が低迷した。
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この結果・失業者の増大と賃金上昇率の低迷を招き、さらに年金の調
整率が好景気の時代の賃金上昇率水準のままに推移したため、年金財
政は極端に悪化した。これに対する対策として、1977年の第20次年金
調整法、1978年の第21次年金調整法による各種の財政健全化措置が取
られた。
　さらに、1982年の新政権は「高い経済成長率と完全雇用を前提とし
た社会保障制度は修正されなければならない」と主張し、自由と活力
と自己責任を拡大する意向を打ち出した。そして、社会政策の目的は
真に援助を必要とする者に国家と社会の保護を与えることにあるとし
て、市民の自助と互助が優先され、国家は補足的役割を果たすことを
強調している。
　　　C．第3次年金改革（1985年）とその調整
　1985年7月に成立した「遺族年金・養育期間法」は、第3次年金改革
の主な内容となった。
　まず遺族年金についてみると、配偶者が死亡した場合、寡婦（寡夫）
に対しては、死亡した配偶者の年金の60％を遺族年金として支給され
る。ただし、受給権者の実所得月額が900マルクを越えたときは・その
超過額の40％について遺族年金に算入し、その分だけ年金の支給が停
止される。この場合、算入の対象となる所得は法定年金保険の年金給
付、官吏の恩給、そのほか同種の給付であり、利子・配当等の資本収益
地代・家賃等の賃貸料、生命保険、企業年金、公務従事者の付加年金等
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の給付は対象とならない。この方式の採用は、受給権者の需要に応じ
て遺族年金の支給に制限を加える一種の資産調査の導入という意味で
は保険原則からの逸脱であるといえる。
　養育期間法においては、1921年以降に生まれた者に対して、生後1年
間、子を養育した者はすべて1年の保険期間を有することになり、5人
の子を養育した母親はそれだけで受給資格が発生することになった。
しかし、1920年以前に生まれた者に対する適用除外にっいての批判が
強かっただめ、1987年の年金法改正によって、1987年10月以降の3年間
で、1920年以前に生まれた者について徐々に適用を拡大していくこと
になった。
　　　（4）ドイツにおける年金制度の歴史的意義
　以上において、1889年から1990年の東西ドイツの統一直前までの10
0年あまりにわたるドイツの年金制度を西ドイツを中心に探ってみたが、
その間、拠出保険料と保険給付金の結び付きは消えることなく、保険
という古典的な原則から離脱することは，なかったく2°）・
　このような公的年金制度は、西ドイツ社会の大きな骨格の一部を構
成するものとして定着しているばかりではなく、多くの国の年金改革
の模範となってきたことは周知のとおりである。そこには明らかに西
ドイツを中心とする福祉国家収れん現象が見られたが、西ドイツの福
祉国家は、現代福祉国家の諸類型であるばかりではなく、現代資本主
義社会のあり様を積極的に示す代表的な類型になっていたのである。
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　西ドイツが福祉国家の収れん傾向の中心になりえたのは、とくにそ
の公的年金制度が高度経済成長によく適合し、社会の安定化にすぐれ
た効果を発揮したからであろう。すなわち、退職者に対して、現役時
代の経済的地位に応じて適当な生活水準を保障する、リライアビリテ
ィのきわめて高い西ドイツの公的年金の機能は、労働者や下級職員層
に対して適当な老後生活をささえるに足りる「資産」を提供するのに
等しいといってよい（21）。もちろんこの資産は、強制的な社会保険の
枠内で設定されるものである以上、使途は限定され、譲渡もできない。
とくに1957年の年金改革によって年金財政が賦課方式になって以来、
年金保険掛金の拠出から、金融資産の形成という性格は形式上まった
く失われてしまった。しかしそれにもかかわらず、拠出額にほぼ比例
して発生する年金請求権は、現役時代に近い水準の老後生活を可能に
する資産所有と同じ効果をもっものとして機能するのである。しかも
この資産は、生産力の変化を確実に反映するので、個人の金融資産な
どよりずっと効率的でさえある。
　このように、いわゆる動態年金が事実上強制的な資産形成を意味す
るとすれば、西ドイツの公的年金制度は広義の財産形成政策の一環を
形づくる社会秩序政策であると評価することができるであろう。これ
は、労働者や下級職員層の間に広義の財産形成を積極的に推進するこ
とを通じて、労働者階級の中間階級化を促し、社会秩序の安定化装置
を社会の基底に埋め込むということであるといえる。この安定化装置
の中心は「世代間の連帯」という社会契約であり、もしこれが機能し
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表IH－1　年金受給者比率（％）
? ? 198519952000 20052 10201520202025 20302035
?
率 45．851．2 55．961．464．669．376．386．196．4100．3
注：比率は年金および遺族年金受給者数の義務的被保険者数に対す
　る比率である。
資料：東京大学社会科学研究所編r転換期の福祉国家（上）』東京
　大学出版会1988p．262より作成
なくなればその装置は瓦解せざるをえない。今日ドイツが直面してい
る困難はここにかかわっている。
　すなわち、表m－1に示されているように、現在の人口動態予測に
従うかぎり、年金受給者比率は1985年の46％から急速に上昇していき、
2035年には100％に達するのであって、人口高齢化という問題は動態年
金制度の存立そのものを脅かすといわれている。100％という年金受給
者比率のもとでは、現在の年金水準を維持するためには拠出率を41％
程度まで引き上げる必要があり、拠出率を現状にとどめておくために
は年金水準を現在の半分以下に下げなければならない。したがって・
公的年金制度の永続的安定のために、このような問題を考慮に入れた
抜本的年金改革論が多くの関心をひきつけていることはいうまでもな
い。
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　　2）日本における公的年金制度の展開
　明治前期の文官・武官の官吏に対する恩給制度を起源とする日本の公
的年金制度は、1930年代後半以降民間の被用者にも広がり、戦後の混
乱期をへて、1954年の新厚生年金保険法により再建が始まり、1965年
の1万円年金から1973年の5万円年金へと充実の道を歩んで、着々と
発展をとげてきた。とくに1973年の改正は、年金額の算定の基礎とな
る過去の報酬の再評価、物価スライド制の導入、標準的年金を標準報
酬の60％とするという内容の画期的なものであった。しかしながら、
このような適用範囲の普遍化や給付水準の改善を中心とした高度経済
成長期の改革は、高度経済成長の終えん、高齢化社会の到来などとい
った諸要因によって抑制的な制度改革へとその内容が転換されるよう
になり、1986年の年金改正においては、給付水準が抑制されるととも
に、それまでいくつもの制度に分立してきた年金体系の整備が行われ
た。
　すなわち、戦後9っの制度に分立し、制度間格差の存在などを問題
視されながらも、老齢者所得保障の主柱としての役割を果たすように
なってきた日本の公的年金制度は、1984年から1986年にかけての一連
の法改正によって大幅に再編成され、1986年4月から抜本的に改正され
た新制度が、近い将来における公的老齢年金制度の一元化という課題
を展望しつつスタートすることとなった（図皿一1）。
　この法改正の中心になったのは、第1に、民間部門の労働者にとっ
ての2大制度である厚生年金と国民年金を再編成して、全国民共通に
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図皿一1　新しい年金体系
tl日制爆1
1勤制爆噛
1自営業名｝ ト般被用名」 〔公翔員…零1
資料：社会保険庁監修r社会保険手帳』1990p．186
老後の生活費の基礎的部分を保障する基礎年金＝新国民年金と、その
上に積みあげられる所得比例の新厚生年金を接合した、いわゆる2階
建て年金制度として新発足させる措置であった。第2には、公的部門
の労働者にとっての制度である共済年金にも、この新制度を導入して、
それを、基礎年金、新厚生年金に対応した所得比例年金、民間部門の
企業年金に対応した職域年金という、いわば3階建ての制度に再編成
するという措置であった。これによって、それぞれの歴史的背景を背
負ってばらばらに展開し、制度間格差の存在が問題視され、また、高
齢化の進行にともなって一部に財政破綻の危機を内包せざるを得なく
なっていた日本の公的老齢年金制度は、共通に基礎年金をそれぞれの
土台に導入しつつ、保険料の拠出や年金の給付に関する条件を次第に
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調整し、将来の統合を展望し得ることとなったのである。
　本項においては、公的老齢年金制度のなかでもっとも重要な地位を
占めるようになった厚生年金制度に即してその改正過程を検討してか
ら、老齢者所得保障としての国民皆年金体制の意義と課題を探ること
としたい。
　　　（1）厚生年金保険法の成立
　日本の老齢年金制度が、私的扶養形態の単なる補足としてではなく、
これと並立し、またはこれにかわって、文字どおりの社会的扶養制度
として展開をみたのは、第2次大戦後の新憲法制定以降のことである。
　すなわち、日本の公的年金制度は、一部の特権的官僚や軍人などに
対するものを除くと、民間部門のそれは先進諸国と比べて、いちじる
しくたち遅れていた。そして、遅ればせながら、ようやく老齢者に対
する包括的な社会福祉サービス給付や、保健医療サービス給付などの
総合的な老齢生活保障体制が採られるようになったのは、第2次世界大
戦以降のことであった（22）。
　もちろん日本においても、戦前において、民間被用者対象の年金制
度の展開をみてきている。これは、今日的意味の老後保障的な機能を
もつ制度としてではないにしても、1939年の船員保険法、そして1941
年の労働者年金保険法の制定により展開をみた。さらに、これ以前に
は、今日的な年金としての性格論は別として、年金的性格の先駆的な
制度として、軍人や官吏についての恩給制度《海軍退隠令｛1875年）・
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陸軍恩給令（1876年）・官吏恩給令（1884年）が1923年の恩給法により統
合される》・現業公務員についての官業共済組合制度（23）が存在し、
これらの人々は・一定要件をみたせば、退職後「恩給」「退職給付」
という名の公的年金を受け取ることができた。しかし、国民の圧倒的
大部分を構成する民間部門の被用者や自営業者についての公的年金制
図m－2　公的年金制度の沿革
　　　tnglo　年，　　　－15－17－19－－23
??
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女子及び賑員
　　　　鳳生年金像険
P　　　　　　｝　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　1
葦ム立学較敦職員 （厚生憲盆保検）　　　　　　　　　私立掌蚊較職員共済組合
農林漁璽団体職員 （鳳生年盆保険，　　　　　　　　　　　　　　農楕職婁団俸駿員共、灘盤曾
婦　員　保　険
限　　給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国家公務員共済堰含
船　　員
?ｱ員等
官曝ヨキ、斎｝且合猶芦　　　　　　　T－　　　　1日国巌公務員共二斉｝且｛≧
??
布町村職員共．斉岨合　　　地方公務員勧1個喀及び整鱒，欝　　　　　　　　　　　　　　　等共潮且合
自営o者翼 ? 　　　　　　　　　　　国民軍金@　　　　　　　1　　（鑓出鮒
Q＿一＿＿一＿＿」曽一 一一一『一一一一注：1．国家公務員関係では、1875年（明治8年）に海軍退隠令、1876年
　　　に陸軍恩給令、1884年に官吏恩給令が公布され、これが1890年
　　　（明治23年）軍人恩給法に集成され、1923年（大正12年）恩給
　　　法に統一された。
　　2．恩給法の適用のない雇用人に対する制度として、まず、1907年
　　　（明治40年）に鉄道現業員に対する制度が発足し、その後も現
　　　場労働者のための官業共済組合が次々と設けられた。
　　3．私立学校教職員については、1895年（昭和28年）までは、厚生
　　　年金保険の任意包括適用者または財団法人私学恩給財団の任意
　　　適用者である。
資料：厚生省年金局企画課監修「ニー世紀の年金を考える」1982
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度は全く欠如していた（図皿一2）。
　このように、日本の公的年金制度の導入前史をみるとき、特権官公
吏を中心とする恩給法制、さらに政府官業部門被用者の現業共済組合
制度を中心に展開をみたのみである。そして第2次大戦中、戦時社会
政策の一環として、ようやく民間部門被用者の一部に勤労者年金制度
が導入されてゆくが、これは長期的な私的貯蓄機能を前提に、戦時イ
ンフレーション抑止とあわせて積立金の戦費調達機能を目的としたも
ので、本格的な高齢化への対応ではなかった。
　日本の年金制度が、老後生活保障のための財政的機能、経済的機能
を中心に、私的扶養制度に代わる社会的扶養制度の機能を果たすこと
が弱かったのは、日本的な扶養システムの強さと密接に関連していた。
すなわち、前述のように日本資本主義の展開・発展と結び付き、日本の
私的扶養システムとして、法的にも、事実上も、　「家」制度による家
族間扶養の仕組みがきわめて強かったことによっている。さらに親族
相救による親族共同体ならびに隣人扶養などの地縁的扶養共同体の強
さ、また、これとイデオロギー的にも結び付いていた「企業一家」的
な年功序列的労使関係制度とその下での退職金制度などの存在が指摘
されなければならないのである〈24＞。
　ところが、1939年に公布された船員保険法は、給付の中心に養老年
金を有することによって、最初の民間部門被用者に対する公的老齢年
金制度となった。船員の年金制度が陸上労働者に先がけて創設された
背景には、当時、日中戦争の拡大による戦時体制下にあって・船員の
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確保によって海上輸送力を強化するという、緊急の国防上の要請があ
った。
　船員保険の給付の中心をなす養老保険の内容は次のとおりである。
すなわち、①給付要件としての被保険者期間は15年以上、②支給開始
年齢は50歳、③年金額は被保険者であった全期間の平均報酬年額の25
／100、被保険者期間が15年を超える1年ごとに平均報酬年額の1／100を
加え、50／100を最高とする、④保険料率は、一般船員8．2％、船舶職員
6．4％を船主と被保険者で折半、⑤国庫負担は、給付費の20％と事業費
全額であった（25＞。
　っついて、1941年には「労働者年金保険法」が成立するが、同法は、
当時「産業戦士の恩給」と呼ばれ、　「老後及び不慮の災害による廃疾
の場合の不安を一掃し、労働者をして後顧の憂いなく、専心職域に奉
公せしめる（26）」ことのほか、戦費の調達、民間の購買力吸収による
インフレ抑制などの効果も期待されていた。同法にもとつく老齢年金
の主な内容は次のように要約される（27＞。
①被保険者：健康保険法の適用を受ける工場、鉱山、交通運輸事業
　などであって、常時10人以上の労務者を使用する事業に雇われてい
　る男子労務者
②被保険者期間：一般は20年以上、坑内夫は15年以上
③支給開始年齢：一般は55歳、坑内夫は50歳
④年金額：平均標準報酬の25／100、被保険者期間が20年を超える1年ご
　とに平均年金額の1／100を加え、50／100を最高とする
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⑤保険料率：一般6．4％、坑内夫8．0％を労使折半負担
⑥国庫負担；一般は給付費の10％、坑内夫は20％、事務費90銭程度
　このような労働者年金保険法は、戦局が悪化しつっあった1944年に
適用範囲の拡充と給付の充実をはかるという名目で改正が行われ、こ
れによって「国民勤労の総力」の「聖戦完遂」へむけての結集が図ら
れたのである。この改正法によって、職員と女子にも適用が拡大され、
名称も「厚生年金保険」と改められたが、当面支払う必要のない給付
の充実を口実に高率の保険料を徴収し、その積立金を大蔵省預金部に
集中して軍事公債の消化に充てた事実のなかに、同保険法の「強制貯
蓄」機能を看取することができる。
　総じて、民間部門における公的老齢年金制度は戦時期の軍需輸送、
軍需生産の増強、インフレ阻止のための浮遊購買力の吸収への要請か
ら一挙に実現され、その対象も船員から全産業の全従業員（ただし5人
以上事業所）へと急速に拡大された。ヨーロッパでは帝国主義段階に
形成された制度が、日本では第2次世界大戦のさなかに「戦時経済の
論理」に促されて成立したのである（28）。
　第2次世界大戦前、当時の戦時社会政策の一環として、軍事費調達
の手段として用いられた厚生年金保険は、戦後は制度の未成熟さとも
関連して、巨大化してゆく積立金を産業基盤整備などのための財政投
融資の財源へ転用することになって今日にいたっている。かくして・
拠出制年金制度を前提に保険料の積立によって蓄積された積立金は・
戦後の諸事情を反映して、公的年金制度と関連のある、老齢者のため
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の社会福祉施設あるいは施策への社会的投資としてよりも、日本経済
の基盤整備強化に振り向けられるという日本的状況を、強く示すこと
になったのである。そして・これらの公的年金制度をめぐる日本的状
況は、戦後新憲法下の生存権保障にもとつく公的年金制度の制度的機
能のあり方に照らしてみても、充分な批判のないまま推移してきてい
るのである。
　　　（2）新しい厚生年金制度の成立
　厚生年金の生いたちは、戦時政策的な性格の濃厚なものであったし、
しかも、発足後間もない戦後の経済社会の大混乱、とくにインフレの
高進は、長期保険である厚生年金に致命的な打撃を与えた。1950年代
前半の社会経済状態を概観するとき、ごく一部の産業では雇用の増加
が見られたとはいえ、全体的には失業者は、見えざる失業者を含めて、
増大し労働時間の延長、賃金格差の拡大などが進み労働に対する資本
の支配の強化がつづいた。1956年度のr経済白書』は「もはや戦後で
はない」と述べて、世上の論議をよんだが、なるほど実質賃金指数は
敗戦直後の飢餓的水準から次第に脱却して、1952年には戦前（1934年
～1936年の平均）なみに復帰した（表皿一2）。しかしながら、この
時期においてもすでにいちじるしかった生活様式の変化、生活に必要
なさまざまなストックの減少などを考慮するとき、勤労者階級の生活
水準はすでに戦前のそれにまで到達したとは、とうてい判断されえな
かった（29）。
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表m－2　賃金指数の推移（製造業）
年次 賃金指 数 年次 賃金指 ? 年次 賃金指 ?
名　目 実質 名　目 実質 名　目 実質
1909 100 1001929 421 233 1941 700 266
1914 115 115930 374 241 1942 773 285
1919 369 164 1931336 2471946 6，471 124
1920 363 139 1932 337 246194717，582225
1921 387 167 1933 358 245 194843，468189
1922 396 168 1934 386 259 194975，336202
1923 396 179 1935 389 256 195085，470233
1924 408 185 1936 397 250 1951105，494222
1925 399 183 1937 422 243 1952117，216255
1926 387 194 1938 475 238 1953132，356278
1927 389 206 1939 568 254195414LO26286
1928 389 211 1940 609 234 1955144，322306
資料：昭和同人会編rわが国賃金構造の史的考察』至誠堂1960pp．
　　463～464より作成
　戦時および戦後の激しいインフレーションが厚生年金保険にも襲い
かかったが、戦後の歴代政府はそれに対して何らみるべき善後策を講
じようとはしなかった。ようやく1952年にいたって、政府は全面的改
正の検討にとりかかり、改正案は1954年（昭和29年）に「新厚生年金
法」として実施された。すなわち、厚生年金が所得保障の理念のもと
に再建され、今日の制度の骨格がつくられたのは、同年の厚生年金保
険法の全面改正によってであった。この新制度にみられる最大の特徴
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は、年金額の計算に定額と報酬比例の二つを組み合わせた2本立て方
式を採用したことであるが、これは、アメリカの老齢遺族保険（OASI
；01d　Age　and　Survivors　Insurance）の影響を強く受けたといわれる。
この制度のもとでの老齢年金はおよそ以下のような内容をもつものと
なった（30＞。
①被保険者期間：20年以上
②年齢：男子60歳、女子・坑内夫55歳
③年金額（基本）：定額プラス報酬比例額の2本立てとし、定額24．0
　00円、報酬比例額は平均報酬月額の5／1000に被保険者期間月数を乗
　じた額
④保険料率：一般30／1000、坑内夫35／1000
⑤国庫負担：事務費の全額、一般は給付費の15％、坑内夫は給付費の
　20％
⑥財政方式：修正積立方式
　一方、この法案の改正過程で日経連（日本経営者団体連盟の略称、
以下同様）は、制度の根本改正に対し労使の負担能力の限界、資本蓄
積の先行などを理由に①標準報酬、保険料率引き上げの反対、②支給
開始年齢の引き上げは定年年齢に影響するので反対するなどの見解を
明らかにし、強く抵抗した。これによって、厚生省は最初の改正試案
と比べて標準報酬最高限の引き上げを半分にとどめ、料率の引き上げ
も完全に見送らざるを得なかった。しかし、改正過程を全体として総
括すれば、戦後厚生年金制度の出発点を劃す制度の創出＝根本改正に
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成功したといわれる（31）。
　　　（3）国民年金制度の創設
　被用者を対象とした年金制度が漸次整備されてきたのに対して、農
林漁業者や自営業者などは、年金制度の適用を受ける途がひらかれて
いなかった。
　しかし、家族制度の変化や人口の高齢化あるいは社会保障に対する
国民の意識の変化といった戦後の社会経済情勢の変化は、日本の公的
年金制度にも大きな影響を与え、農林漁業者や自営業者などに対して
も、年金制度の必要性が指摘されるようになった。そして、1957年に
は、社会保障制度審議会が国民年金制度にっいて審議を開始し、他方
厚生省も国民年金委員会を設置し、本格的な検討を進めることとなっ
た。
　その結果、1959年「国民年金法」が制定され、1961年4月から保険料
の徴収が開始されたのである。なお、福祉年金は1959年11月から年金
の支給が開始された。
　国民年金は拠出制を基本としつつ、経過的および補完的に無拠出制
を認める考え方で構成されている。そもそも制度全体を無拠出とすべ
きであるという見解もなかったわけではないが、これに対しては・予
め稼得能力のあるうちに将来の事故への備えをすることは、自己責任
の原則にもとつく社会経済体制に合致するものであること・無拠出制
すなわち一般財源のみを財源とした場合にはその時々の財政事情の影
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響を受けやすいことなどから、拠出制を原則とすることとされた。
　また、拠出制を原則としつつ一定年齢以上の者にはすべて無拠出制
とする社会保障制度審議会の案や、無拠出制は経過的にのみ認める国
民年金委員会の案もみられたが、結局経過的な無拠出年金と補完的な
無拠出年金とが規定された。
　そして、国民年金制度の適用対象については、既存の公的年金制度
に加入していない者のみを対象とする考え方と、全国民に適用した、
既存の公的年金制度に加入している者についても国民年金に二重加入
させる考え方とがあったが、この二重加入方式にっいては被用者が従
来の制度の保険料負担に加えて、さらに保険料を負担することになる
点や、国民年金と既存の制度の給付や国庫負担をどう調整するのか、
という困難な問題が提議された。そこで、現在の通算方法の基礎とな
ったいわゆる「数珠っなぎ方式」と呼ばれている方法が編み出された
のである。これは、各制度ごとに年金原資を計算し、支給開始年齢に
達したときにそれぞれの制度から期間に応じた年金を支給するという
ものである。この方法は各制度が、支給開始年齢や最低資格期間、年
金額の算定方法などを変更することなく通算ができるという利点があ
るものの、各制度ごとにばらばらに給付の支給を決定し・支払うとい
う点が非常に不便であるという指摘もあった・
　当時は、厚生年金保険および船員保険交渉法にもとつく通算や・国
家公務員共済組合相互間の通算などがごく一部で行われていたにすぎ
ず、通算の方法をめぐっては、さまざまな議論がなされた。しかし・
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この通算問題は拠出制の国民年金が発足するまでの間に結論を出すこ
ととし・さしあたり国民年金制度は現行制度の未適用者のみを対象と
する方法へと進んでいった。
　一方、無職の妻を適用対象とするかどうかの問題で論議をよんだが、
一応適用除外とし、本人が希望すれば任意加入の途を認めるという形
でスタートすることとなった。また、拠出能力のない者については、
国民皆年金の理想にしたがうということで、適用対象としながら保険
料の免除という形で対処することとされた。
　拠出年金の内容をみるとおよそ次のとおりである（32）。
①拠出期間…現行の20歳から60歳までの40年間
②保険料額…　35歳未満は月100円、35歳以上は月150円
③支給開始年齢…　65歳
④年金額…　老齢年金の年金額は、加入期間が40年の者で月3，500円、
　加入期間が40年未満の場合は年数に応じて減額され、25年加入の者
　で月2，000円と設定された。
⑤資格期間・一一老齢年金の受給資格期間は保険料納付済み期間が25年以
　上と定められた。被保険者期間は20歳から60歳まで40年間、なお、
　この資格期間は、制度発足時に31歳を超える者については、24年か
　ら10年までに短縮され、また、50歳を超えるものは拠出制国民年金
　からは適用除外され、福祉年金の対象とされることとなった。しか
　し、50歳を超え55歳を超えない者には拠出制年金に結びつく任意加
　入の途を認めた。
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⑥国庫負担…　国庫負担は・その年度において納付された保険料総額の
　1／2に相当する額、つまり全体でみれば1／3に相当する額ということ
　とされた。
　拠出制の年金が、被保険者の拠出に対する給付であるのに対し、無
拠出制の年金は、全額が国庫により賄われる、いわば政策的な配慮に
もとついた制度であるが、福祉年金は、経過的な性格をもつものと、
補完的な性格をもつものの二とおりに区分される。前者は、拠出制の
国民年金制度発足時にすでに老齢であった者や、障害または母子の状
態にあった者に支給するものであり、年金の保障をむらなく行きわた
らせようという趣旨のものである。これに対して後者は、拠出制年金
には結びつかないが、一定の拠出要件を満たしている被保険者の障害
または死亡事故に際して拠出制年金を補完する支給を行うものである。
　福祉年金は、このような性格を有していることから、いくつかの支
給制限を受けることとされている。その一つは、他の公的年金を受給
する場合の支給制限であり、これは、受給権者が他の公的年金制度か
ら年金を受けることができるときは、その間その支給を停止するもの
である。もう一っは所得による制限であり、これには、本人の所得に
よる制限、配偶者または扶養義務者の所得による制限があった。
　　　（4）通算年金制度の創設
　年金制度で老齢給付を受けるには相当の期間同一制度に加入してい
ることが要件である。したがって、職場が変わったことにより・年金
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制度から離脱した人には・その制度から脱退にともなう一時金の給付
が行われるにとどまり、制度を移動したため年金が受けられないとい
う不合理が生ずることもあった。このことは、国民年金制度が創設さ
れ、国民皆年金体制が実現するとともにいっそう顕在化し、この問題
の解決が皆年金の前提として要請されるに至った。このため、1958年
以来、各制度間の通算方法についての検討が、国民年金制度制定の準
備作業と並行して進められたが、最終的に各制度の期間を通算して一
定期間以上となった場合、それぞれの制度から年金を支給するという
いわゆる「数珠つなぎ方式」による通算年金制度を設けることとされ、
1961年11月から施行された。
　　　（5）調整年金制度の成立
　1954年の改正厚生年金法の規定によると、1959年が第1回目の財政
再計算期であったが、1954年以後も継続されることとなった暫定保険
料率を、この再計算の機会に少しでも平準保険料率へ近づけるために
引き上げることは不可避であると考えられた。すなわち、労働者年金
保険の創設以来、財政方式として完全積立方式が採られていたが、戦
後インフレーションの進展にともない、この方式の維持は困難となっ
て、1948年7月の改正で、平準保険料率を約1／3に引き下げた暫定料率
（たとえば、男子3．0％）が採用された。1954年改正によって・財政方
式として結局は修正積立方式が採られるようになったのにともない・
保険料について、当初は従来の一般30／1000、坑内夫35／1000の暫定料
170一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所褐保瞳としての年金制度
率をそのまま据え置き・その後は5年ごとに料率を引き上げるという見
通しが立てられた。
　そして、この見通しにおいて予定利率、当初10年間5％、以降4．5％
を前提として、たとえば男子の平準保険料率は5．0％と予定されていた
のである（33》。
　一方、1955年以降の賃金上昇にともなって、過去の平均賃金を基準
に支払われる老齢年金額は相対的に減価し、この面からは給付の引き
上げが必要であった。そして、この要請は、私立学校教職員、市町村
職員、農林漁業団体職員の各組合ないし共済組合の成立、これらのグ
ループの厚生年金からの離脱の動きによっていっそう強まった。しか
し、1954年の改正過程で厚生年金法の根本改正に強く反対した日経連
は、今回の改正に際しても、1959年2月に「厚生年金保険法の改正問題
に対する意見」を発表して、審議中の国民年金との関連、退職金との
関係の抜本的調整合理化、年金原資の積立方式や運用方法のあり方に
ついて、充分な研究のうえ、納得のいく結論を得られない限り、早急
の改正を行う時期ではないと主張した（34㌔
　結局この動きに規制されて、1960年の改正は、①老齢年金の報酬比
例部分の乗率を5／1000から6／1000に引き上げる、②標準報酬の上・下限
をそれぞれ2倍に引き上げる、③保険料率を、男子30／1000から35／100
0、坑内夫35／1000から42／1000に引き上げるという小幅なものにとどま
らざるをえなかった。
　第2回目の財政再計算期は1964年であり、翌1965年からは老齢年金の
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本格的支給が開始される予定であった。この間、日本経済の高度成長
にともなう賃金の急上昇にもかかわらず、ユ960年の改正が微調整にと
どまったため、厚生老齢年金の相対的減価はさらにすすんでいた。こ
のような状況のなかで、1962年8月には、社会保障制度審議会は「社会
保障制度の総合調整に関する基本方策についての答申および社会保障
制度の推進に関する勧告」を通じて次のように主張した（35）。
　すなわち、現在の年金額は、共済組合による年金は別として、老齢、
廃疾および生計中心者の死亡という事故に対する生活保障としては甚
だ不充分で魅力に乏しいゆえに、すみやかに大幅な年金額の引き上げ
を行う必要があることを指摘し、年金の定額部分は、国民の生活水準
の向上とみあって、1970年には、少なくとも被用者の老齢年金では20
年間の被保険者期聞のものについて6，000円程度とすることが妥当であ
るとした。
　一方、1961年から実施された国民年金制度は、国民の広範な層へ年
金意識を普及させ、高度成長にともなう家族扶養体制の動揺は、老齢
年金制度の確立を社会的に要請しはじめた。
　このような状況の変化を背景として、日経連は1961年11月に「退職
金制度と厚生年金制度の調整についての試案」を発表して、厚生老齢
年金の報酬比例部分と同等以上の内容をもつ企業年金について厚生年
金の一部を適用除外にするという調整方法を提示し、これを前提とし
て厚生老齢年金の給付水準をILOの102号条約の規定する線まで引き
上げることを提案した。この試案の内容（36）はおよそ以下のとおりで
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ある。
①調整の必要性：
　厚生年金の給付条件が貧困だったため、退職金がその肩代りをして
　きた。ところが、この退職金が急増し、このままでは、退職金制度
　が社会保障の整備充実を阻害するおそれがある。そこで、公的年金
　制度を整備し、公的年金制度と退職金制度を相互調整することが必
　要である。
②厚生年金保険と退職金の合理化・改善の方法：
　・厚生年金の改善…　給付水準を引き上げる。退職金に類似する報
　酬比例部分のみを退職金との調整の対象とする。保険料は定額部分
　と比例部分に分離し、定額部分の標準報酬最高限36，000円は現行の
　ままとし、比例部分にっいては、それを引き上げる。一方、給付に
　ついてはILO基準線ま引き上げる。55歳からの減額年金制を採用
　する。財政は定額部分は保険数理に立却した修正賦課方式、比例部
　分は完全積立方式とし、国庫負担は定額給付についてのみ行う。
　・退職金の年金化…　以下の条件で退職金を年金化する。資格期間
　20年以上、無拠出制、支給開始年齢60歳、10年の最低保証期間付で
　終身支給、利率は公社債等長期ものの金利とする。中小企業につい
　ては、退職金の年金化もしくは、退職年金制度の創設を指導育成す
　る。
③調整方法とその具体的措置
　・調整年金法を制定する。
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　・厚生年金の報酬比例部分の適用を除外する（保険料納付を免
　　ずる）。
　・調整年金の要件は、年金資金が受託会社もしくは保険会社な
　　ど政府の認める機関に年金として管理されるか、退職年金引
　　当金として企業内に積立てられることを要件とする。
④税法上の特別措置
　・事業主拠出分の損金算入を認める。
　このように、日経連の厚生年金制度への態度が、従来の受動的・否定
的なものから能動的・積極的なものへと急旋回したのは興味深い。
　日経連のこのような態度の変化には、上述のような一般的背景とと
もに、賃金急上昇の過程で、企業の最終賃金と勤続年数を基準として
いた退職金債務が急増したため、この退職金債務の管理を合理化し、
支払いを容易にするために、1955年頃から退職金を企業年金化する動
きが活発化したという日経連側の特有な要因も作用したと考える。こ
の退職金の企業年金化が、日経連の主張する「調整」を現実化させる
一つの基礎条件となったのである。日経連のこのような発想は、1961
年からイギリスで実施された段階式国民年金制度（Graduated　Pension
Scheme）（37）から得られたといわれる。
　ところが、上述のような日経連の調整年金案に対して労働側は強く
反対した。その理由は、　「賃金の後払いであり、労働者の既得権でも
ある退職金と社会保障制度の一部である厚生年金とを調整するという
のは全くの筋違いであり、したがってr調整』を制度改正の前提条件
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とすることなど全く認められない（36）」ということであった。
　かくして・労使は調整年金について激突をくり返したが、結局は厚
生省の「厚生年金保険法改正案要綱」にそって改正が行われるように
なった。
　1966年10月から実施されることになった調整年金制度の概要は次の
とおりである。
　①企業は公法人としての厚生年金基金を設立する。
　②基金の設立に際しては、従業員の1／2以上の同意を必要とする。
　③基金は厚生老齢年金の報酬比例部分を政府に代行して給付し、代
　　行給付に見合う保険料の国への支払いを免除される。
　④基金は、代行部分を財源率で3割程度上回る付加給付を支払わねば
　　ならない。
　⑤基金は積立金の運用を信託会社または生命保険会社に委託せねば
　　ならない。
　⑥事業主掛金は経費控除、従業員掛金は社会保険料控除を受け、積
　　立金のうち国家公務員共済組合の給付水準を超える部分に1％の特
　　別法人税が課される。
　　　（6）「一万円年金」制度の成立
　このように退職金の企業年金化がすすむ過程で企業年金と厚生年金
報酬比例部分との調整が認められたことによって、経営者団体の厚生
年金の給付改善に対する抵抗が排除され、　「1万円年金」への老齢年
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金額の大幅引き上げが実現された。この10，000円という給付水準は19
65年の全被保険者の平均報酬月額が25，000円となるものと見込まれて
いたので・この見込み額の40％の水準を目安とし、これを20年間の被
保険者期間で実現するように設計されたものである。この金額は当時
の老齢年金額が平均3．500円であったことを考えると、実に大幅な給付
の改善であったといえる。
　この年金額の引き上げを中心とした法改正の内容は以下のとおりで
ある（39）。
①年金額水準の引き上げ
　この改正により基準年金額は、定額部分60，000円（25年以後30年ま
での被保険者期間1月につき250円を加算）と、報酬比例部分として平
均報酬月額の10／1000に被保険者期間の月数を乗じた額とを加えた額と
なったが、これを被保険者期間20年、法改正時の平均標準報酬月額25，
000円を有する者にっいてみるとちょうど月額10，000円の年金が支給さ
れる仕組みとなった。すなわち、定額部分は2，000円を5，000円（被保
険者期間20年以下）～7．500円（同30年以上）に引き上げ、被保険者期
間20年以上30年未満については、年額を250円×被保険者期間月数とし、
報酬比例部分は乗率を6／1000から10／1000に引き上げる。標準報酬は3，
000円～36，000円を7，000円～60，000円にに引き上げることとなった。
　障害年金、遺族年金については、最低保障額を60，000円と大幅に引
き上げるとともに、妻の遺族年金について年齢制限を廃止して・支給
範囲の拡大をはかった。
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　このような年金額は国民の生活水準その他の諸事情にいちじるしい
変動が生じた場合に、改訂されることが義務づけることとなった。
②在職老齢年金制度の新設
　厚生年金保険では、老齢年金受給資格要件の一つとして退職してい
ることが必要とされているが、65歳以上の老齢者については、賃金も
低く、事実上退職に近いものとなっていることなどを考えて、在職中
であっても基本年金額の80／100を支給する、在職老齢年金の制度が新
設された。
③費用負担
　保険料について、一般男子35／1000を55／1000、一般女子30／1000を
39／1000、坑内夫42／1000を67／1000と、大幅な引き上げが行われるとと
もに、国庫負担にっいても給付費に対する国庫負担率を15％（坑内夫
20％）から20％（同25％）へと引き上げられた。
④企業年金との調整
　厚生年金保険と企業年金との調整の問題は、1965年改正でもっとも
問題となった項目の一つである。調整年金制度の基本的性格は・厚生
年金基金が公的な厚生年金保険の給付の一部を代行し、その代行給付
のうえにそれぞれの企業の実態に応じた独自の給付を積み増すことに
よって、加入員の老後生活の安定をはかろうとするものである。
　厚生年金基金は、厚生年金法の適用事業所の事業主およびその適用
事業所に使用される被保険者をもって組織され、その設立に当たって
は、被保険者の数が1，000人以上必要である。設立形態としては・一つ
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の企業が単独で設立する単独設立と共同で設立する連合設立または総
合設立がある。厚生年金基金の事業に要する財源は、事業主、加入員
および国庫の負担により賄われ、厚生年金保険の保険料のうち、基金
の代行部分に要する保険料については政府に納付することが免除され
る。積立金の管理運営については、長期にわたる巨額の資産運用とな
ること、資産を安全有利かつ確実に運用すべきことなどのため、信託
会社または生命保険会社に委託することとされている。
　調整年金の実現によって「一万円年金」という名の給付の大幅改善
が実現されたが、総じて、この1965年改正は財界がイニシアティブを
とり、官僚が事実上それを助け、この事実上の両者の連携が全体の過
程をリードしたという意味で、　「財界・官僚の連携」主導型の改正であ
ったと特徴づけることができる（40）。
　一方、発足したばかりの国民年金は、25年拠出で月額2，000円、夫婦
4，000円という水準にとどまっていたが、制度創設後、初の財政再計算
を迎えた1966年に、厚生年金保険の1965年改正に見合う拠出制国民年
金の額の引き上げが行われた。これによって、年金額の算定方式が・
完全に期間比例方式となり、その給付水準が厚生年金保険と比肩する
ところまで引き上げられた。すなわち、2000円に保険料納付済み期間
の月数を乗じて得た額と200円に保険料免除期間の月数を乗じて得た額
の1／3に相当する額とを合算した額が老齢年金額とされ、将来受給者に
ついての25年拠出の場合の年金額月es　5，000円が、厚生年金保険の標準
的な年金額の半額と均衡することとなり、いわゆる「夫婦一万円年金」
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が実現することとなった。
　なお・福祉年金は毎年のように引き上げられており、1967年1月から、
老齢福祉年金が月額L500円に、障害福祉年金が月額2，200円に、母子
・準母子福祉年金が月額1．700円に引き上げられた。
　そして、費用負担は給付水準の引き上げに見合う保険料の引き上げ
が困難であったことから、財政方式が修正積立方式に切り替わり、年
を追うごとに段階的に保険料を引き上げていくこととされた。1967年
1月からの保険料は、25歳未満の者は月額200円、25歳以上の者は250円、
1969年1月からの保険料は35歳未満の者は250円、35歳以上の者は3GO円
と定められた。
　　　（7）「二万円年金」制度の成立
　1965年の厚生年金保険法の改正および翌1966年の国民年金法の改正
によりいわゆる「一万円年金」が実現したが、人口の高齢化にともな
いしだいに社会問題としてクローズアップされてきた老人問題とも絡
んで、年金に対する国民の期待はますます高まってきた。
　1969年は、厚生年金保険の財政再計算期であったが、これに際して
1965年以後における物価水準、生活水準など社会経済情勢の変動には、
相当大きなものがあり、年金の給付水準においてもこれに対応する必
要があった。
　一方、国民年金については、その財政再計算期は1971年に予定され
ていたが、1969年における厚生年金保険の給付水準の改善・拠出制の
10年年金が1971年には実際に支給が開始されることなどの理由から・
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1969年11月に厚生年金保険の改正にあわせて改正が行われた。
　この改正により、厚生年金保険と国民年金については夫婦「二万円
年金」が実現されることとなった。
　まず、厚生年金制度について検討してみると〈41＞、定額部分の1ケ月
あたりの単価の引き上げ、報酬比例部分の計算における過去の低い標
準報酬の切り捨てや低い標準報酬の切り上げ措置などにより、年金額
の水準は大幅に引き土げられ、いわゆる「二万円年金」が実現するこ
ととなった。すなわち、①基本年金額の定額部分については、被保険
者期間1月につき250円を400円に引き上げる。②報酬比例部分にっいて
は、その計算の基礎となる平均標準報酬月額の算定に当たって、戦後
のインフレーションなどの影響を考慮して、1957年9月以前の低い標準
報酬については、算定の基礎としないこととした。ただし、10月以後
の被保険者期間が3年未満のときは、最終3年の平均標準報酬を基礎に
算定する。また、10，000円未満の標準報酬月額は、10，000円とみなさ
れることとなった。③標準報酬の月額が7，000円～60，000円を10，000円
～100，000円に引き上げられた。④保険料率をみると、男子55／1000を
62／1000に、女子39／1000を46／1000に、坑内夫67／1000を74／1000に引き
上げ、2年後にさらにそれぞれ2／1000ずつ引き上げることとなった。
　次いで、1971年には、折からの「調整インフレ」のもとでの物価上
昇に対応して、再計算期を待たずに緊急改正が行われ、年金額算定方
式のなかの定額部分について月当たり単価を400円から460円に引き上
げ、標準報酬上限を100，000円から134，000円に引き上げ・このための
180一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所得保障としての年金制度
財源はもっぱら国庫が負担するとの措置が講じられた。
　他方、国民年金の内容をみると以下のとおりである・42）。
①老齢年金額の年金額…　老齢年金の保険料納付済期間1ケ月当たりの
　単価が200円から320円に引き上げられ、これにより、新設の所得比
　例分とあわせ、25年加入した場合の老齢年金の額は、夫婦で月額20，
　000円となった。また、いわゆる十年年金をはじめ被保険者期間25年
　未満で支給される経過的年金に優遇措置を講ずることとし、十年年
　金は月額5，000円に引き上げられた。
②所得比例制（付加年金）の導入…　国民年金に所得比例的要素を加え
　ることとし、附加的に月額350円の保険料を納めることにより、この
　附加的保険料納付済期間1ケ月につき180円の老齢年金を受けられる
　途が開かれた。
③保険料の改正…　保険料を1972年7月分から月額550円に引き上げた。
④福祉年金額の引き上げ…　老齢福祉年金の月額は1，800円に引き上げ
　られ、夫婦受給制限が撤廃された。
　以上で述べたように1969年改正によって「二万円年金」が実現した
が、その後における日本の年金制度を取り巻く社会経済情勢の変動は
きわめて激しく、とりわけ消費者物価指数は高騰を続けていった。こ
のため、　「二万円年金」実現後2年を経ない1971年5月に、厚生年金保
険法および船員保険法の改正が行われ、物価上昇による年金額の実質
価値の低下を補填する観点からの年金額の引き上げが行われた。
　また、国民年金においても、1972年には、厚生年金保険の改正にな
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らって、拠出制国民年金の障害年金の最低保障額、母子年金などにっ
いて、物価上昇に見合った年金額の引き上げが行われた。
　　　（8）　「五万円年金」制度の成立
　ところで、上述のような年金制度の緊急改正にもかかわらず、人口
構造の急速な高齢化、国民の扶養意識の変化などを背景に、年金制度
に寄せる国民の期待と関心は、かってない高まりを見せたが、さらに
物価が引き続き急騰したため、年金制度の2大柱である厚生年金と国
民年金にっいて、1974年に予定されていた財政再計算に1年先立って、
1973年には「五万円年金」の支給を目指す画期的制度改正が行われた。
すなわち、1973年の改正は、大幅な給付水準の引き上げにより、厚生
年金については「五万円年金」を、国民年金については「夫婦五万円
年金」を実現させたのである。また、この改正は、財政再計算期と次
の財政再計算期の問の経済変動に対して年金額の実質価値の維持を図
る、いわゆる「物価スライド制」の導入が図られた点でも、画期的な
改正であった。これによって、　「直近の被保険者の平均標準報酬の60
％程度を確保すること（43）」が目標とされた。
　まず、厚生年金についてみると次のとおりである（44）。
　①年金額t－・・定額部分：被保険者期間一月につき460円であるのを
　　　1，000円に引き上げる。
　　・報酬比例部分：過去の標準報酬をその後の賃金上昇に応じて再
　　　評価するとともに、2万円未満は2万円とみなす。
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　②物価スライド…消費者物価が5％以上上昇した場合には、年金額
　　をこれにスライドさせて改定する。
　③標準報酬一一・10，000円～134，000円を20，000円～200，000円に引き上
　　げる。
　④保険料率…　男子：64／1000を76／1000に、女子：48／1000を58／100
　　0に、坑内夫：76／1000を91／1000にそれぞれ引き上げる。
　一方、1973年改正における国民年金も、厚生年金保険の給付水準に
準じた給付水準の大幅な改善、物価スライド制の導入を中心とする内
容のものであった。すなわち、老齢年金の保険料納付済期間一ケ月当
たりの単価が、320円から800円に引き上げられ、付加保険料は月額35
0円から400円に引き上げられ、付加保険料納付済期間一ケ月につき18
0円から200円に引き上げられた。これにより、25年間国民年金に加入
した場合の老齢年金の額は、夫婦で月額50．000円となったのであるく4
5）
　このような画期的改正が可能であった背景には「一種の政・官・財・労
協調体制（46）」があったといわれる。すなわち、1973年の改正過程で
は、人口高齢化の進展、物価急騰を背景として、労働組合の社会保障
闘争がかつてない盛り上がりを示し、1960年代後半に入ってから高度
成長に代わる国民統合のシンボルを社会開発に求めていた政府も老齢
年金の給付充実に積極的姿勢を示したほか、財界を代表する日経連は・
退職金の老後保障機能の限界とともに公的年金引き上げの不可避性を
認識して、公的年金の大幅引き上げを求めた。さらに・国際的レベル
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の老齢年金制度の確立を求めていた厚生省がこれらの動きに同調して、
このような画期的制度改正を実現したのである。
　1973年の改正によって、日本の「年金は老後生活を支える実力を持
つにいたったし、そのモデルはILOの102号条約の国際的最低基準を
満たす（47＞」ことになった。1965年の一万円年金と1969年の二万円年
金もそれぞれの時点での大きな改善ではあったが、年金計算基礎を過
去の低い標準報酬そのままに置いていたため、給付改善には限界があ
った。また法改正によって年金額を引き上げても、その後の物価上昇
のため減価してしまったことを考えると、標準報酬の再評価と物価ス
ライドの導入こそは、1973年改正の最大の成果であったといえよう。
　　　（9）年金改革論の登場
　1973年の改正を契機にして、その後の改正は直近の被保険者の平均
標準報酬の60％程度の水準を確保することを目途とする、財政再計算
期ごとの実質的には賃金にスライドした政策改定となった。その間に
おけるほとんど毎年の消費者物価自動スライドによって、年金水準は
ほとんど毎年引き上げられた（表皿一3）。このような制度改正を可
能にした背景には高度経済成長を続けた日本の経済の発展があったこ
とはいうまでもない。高度成長下における数次にわたる制度改正によ
り、立ち遅れが指摘されていた日本の公的年金制度も制度的には西欧
先進諸国にくらべても遜色がないといわれる水準にまで達した・この
結果、制度の急速な成熟化と給付改善が相まって、年金給付費は・と
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表皿一3　厚生年金の標準的な年金額（モデル年金）の推移
改正年度 標準的な年金額（月額） 年　金　額　の　計　算　式
直近男子の
ｽ均標準報V月額
老人夫婦の
ｽ均現金支
o額（月額）
生活保
i月額）
1966年度’
10．000円〔36．1％〕
k雛齢韓欝の）
250円×加入月数＋平均標準報酬月額
@　・論（注2）・加入月数・・，8・・円（饗の加給） ，27．725円2L746円 IL371円
1969彰度
19．997円臼4．6％〕改正後斬たに壱齢年金
ﾐ鐵叢安麟
400円×加入月数＋平均標準報酬月額
@　・論・加入月数・12．…円 44。851円
　　一
R1．180円】9．882円
1973年度 52．242円〔61．6％〕i同上．27年加入）
1．000円×加入月数＋平均標準報酬月額（再評価）
@　　・舳・加入月数＋28．…円 84，801円 52．560円34。670円
i3’6年度 90，392円〔63、9％〕i同上．28年加入）
1．650円×加入月数＋平均標準報酬月額（再評価）
@　　・晶・加入月数＋72、…円 141。376円 83、900円58．804円
切o年度 136．050円〔67．6％〕i同上．30年加入）
2．050円x加入月数＋平均標準報酬月額（再評価）
@　　・潴・加入月数＋18・，・鯛 201．333円124．000円 88．329円
注：1．〔〕は、標準的な年金額の直近男子の平均標準報酬月額（各
　年3月末）に対する比率。
　2．従来6／1000であったものを1965年改正で引上げ。
　3．老人夫婦（夫65歳以上・妻60歳以上）の平均現金支出は、厚生
　行政基礎調査による。
　4．生活保護基準は老人夫婦（夫72歳・妻67歳）の2級地の生活扶助
　・住宅扶助・老齢加算、各年度当初。
資料：「ジュリスト増刊総合特集　年金制度と老後生活」1984p．4
　　1
くに1970年代から急速に増大した。
　しかし、急速な人口高齢化と年金制度の成熟化が同時進行するなか
で・8っに分立していた各制度が競争的に制度改善を重ねていたこと
は・年金制度の社会保障の中核としての地位を確固たるものとする一
方で、公的年金制度全体としての整合性のある発展あるいは年金制度
においてもっとも重視すべき給付と負担のバランスという観点からみ
ると、将来に大きな課題を残していた。1973年改正直後の石油危機を
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契機として日本の経済は、高度成長から一転して低成長へと経済の基
調そのものが大きく変化し、社会経済全般にわたり新たな情勢への対
応が問われる事態となった（46＞。
　1980年改正は、このような急速な高齢化に適切に対処するとともに、
1976年に行われた制度改正以降の社会経済情勢の推移に対応するため
に行われたが、この改正の過程でとりわけ論議を呼んだのは、厚生年
金の支給開始年齢の問題であった。それは、1980年の財政再計算の際
に行われた試算に基づき、　「年金給付費は、今後制度の成熟化に伴い、
さらに急速に増大し続け、現行制度をこのまま維持するとすれば、厚
生年金の場合、昭和七〇年（1995年）代初めには収支残が赤字となり、
八〇年（2025年）代には賦課方式に移行せざるを得なくなり、高齢化
のピークを迎える四〇年後には保険料率は現在の三倍以上に達し、す
でに成熟段階にある西欧諸国の費用負担水準を大幅に上回る（49）」と
いう予測に基づくものであった。
　1980年改正における厚生省原案は、1980年から支給開始年齢の引き
上げに着手し、20年後には5歳引き上げることによって世代間の負担の
均衡を図りつつ長期的な年金財政の安定を確保することを狙いとして
いた。しかし、労使の反対と政治的理由などから、結局日の目をみず
におわり、将来の年金財政の深刻な姿のみがあからさまになる結果に
終わった。
　しかし、この改正をめぐるさまざまな議論は、年金制度の将来に対
する国民の関心を一層高める契機となったほか、　「年金崩壊」などと
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いった不安感が国民のなかに広がることとなった。
　　　（10）1984年以後の年金制度改革
　このような情勢を踏まえ、1981年11月社会保険審議会は、厚生年金
保険部会において次期制度改正へ向けての検討作業を開始し、また、
1981年3月に発足して現下の国政上の最重要課題である行政改革に取り
組む第2次臨時行政調査会も、重要行政施策の見直しの一環として年
金問題を取り上げた。さらに、社会保障長期展望懇談会、共済年金制
度基本問題研究会等が、1982年に入るとそれぞれの立場から公的年金
制度の将来展望を踏まえた年金改革構想をあいついで打ち出し、年金
制度の将来像をめぐる議論が活発になった。
　1982年7月社会保障長期展望懇談会は、経済の低成長下で本格的な高
齢化社会を迎える21世紀を展望した社会保障制度全般の見直しを提言
するなかで、分立している現行公的年金制度の一元化など枠組みの改
革、将来に向けての給付水準の見直し、婦人の年金保障の充実など年
金制度の長期的安定のための課題を指摘した。
　また、国鉄共済組合の救済策を中心に検討を進めていた共済年金制
度基本問題研究会は、国鉄など三企業体共済組合と国家公務員共済組
合とを1984年度を目途に合併する方針を打ち出すとともに、共済年金
財政の厳しい将来を分析したうえ、給付水準の引き下げを中心とする
共済年金制度改革の必要性を訴えたく50）。
　一方、臨調は、第3次基本答申（1982年7月30日）において公的年金
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制度の公平化と長期的な制度運営の安定強化をめざし・全国民を基礎
とする統一的制度により、基礎的年金を公平に国民に保障することを
目標としつつ、共済年金の統合を手はじめとする制度の一元化、給付
水準の適正化などの措置を講ずべきことを提案し、その実行を期する
ため、年金問題担当大臣のもとで1983年度末までに改革の内容、手順
などについて成案を得て、速やかに実行に移すことを要請した。
　すなわち、臨調は「行政改革に関する第3次答申」を通じて、現在
の日本の社会保障は「制度的に西欧諸国に比較してほぼ遜色ない水準
に達している〈51）」が、内容的には「年金、医療いずれの社会保険も
いくつかの制度に分立し、制度ごとに内容に不均衡がある。また、保
険制度としての将来の財政基盤が安定しておらず、とくに年金保険に
ついては、高齢化と制度の成熟化により、現状の給付水準と負担の関
係のままでは将来の年金制度は危機的状況を迎えるく52）」ことが予測
されるという問題を指摘した。それ故に「今後は、高齢化の進展など
に伴う需要の増大や国際化の進展に対応し、社会保障制度が引き続き
国の政策として機能し得るよう、国民の合意の得られる負担水準との
関連に配慮しながら、現行制度における不合理の是正、効率化、体系
化をはかるとともに、受益者負担やボランティア活動等民間の力の活
用も考えていくことが重要である（53＞」と主張した。また、　「公的年
金制度は、国民の老後生活のための基盤的な所得を保障するものでな
ければならない。また、年金を受ける世代とこれを支える世代との間
の公平が確保され、給付と負担との間の均衡が長期的に維持されるも
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のでなければならない。このため、全国民を基礎とする統一的制度に
より、基礎的年金を公平に国民に保障する〈54）」ことを提案した。こ
のような「基礎的年金」を目標としながら、次のような方向で改革を
進めるよう求めた。
「①公的年金について、その公平化を図るとともに、長期的制度運営
　の安定強化を確保するため、被用者年金の統合を図る等により、段
　階的に統合する。
　　当面、国鉄共済年金にっいて類似共済制度との統合を図る。
　②将来の一元化を展望しながら、給付体系、給付条件等について、
　制度間の不均衡の解消、各制度ごとの合理化、制度をまたがる併給
　調整などをすすめるとともに、給付水準の適正化、高齢者雇用の動
　向を勘案した支給開始年齢の引き上げと弾力化、保険料の引き上げ
　等により、制度運営の安定化を図る。
　　なお、その際被用者の無職の配偶者に対する年金の保障の問題
　を解決する（55＞」。
　この臨調答申は、社会保険方式を前提にしながら、全国民を対象と
する「基礎的年金」を導入するにとどまらず、将来は、公的年金制度
全体を統合・一元化するという改革の方向を明確に打ちだした。さらに、
租税・社会保障負担の国民経済にとっての限界についても、　「全体とし
ての国民の負担率（対国民所得比）は、現状（35％程度）よりは上昇
することとならざるを得ない。しかし、国民の負担感の限度を考え、
社会の活力を維持していく必要性を考慮すれば、徹底的な制度改革の
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推進により現在のヨーロッパ諸国の水準（50％前後）よりはかなり低
位にとどめることが必要である（56）」との基準を明示したのである。
　臨調答申を受けた政府は、1982年9月にいわゆる行革大綱を定め、公
的年金制度全体の再編、統合の第1段階として、国家公務員共済組合と
公共企業体職員等共済組合の長期給付制度の統合に関する法律案を国
会に提出することとし、これと並行して、厚生年金、国民年金を中心
とする公的年金制度の長期安定を図るため、将来の一元化を展望しつ
っ、給付と負担の関係など制度全般のあり方について見直しを行い、
1983年度末までに改革の具体的内容、手順などについて成案を得ると
いう基本方針を決定した。その後、年金担当大臣に指名された厚生大
臣を中心に検討作業が続けられ、1983年4月公的年金制度に関する関係
閣僚懇談会において、今後の年金改革のおおよその方向を明らかにす
る趣旨で「公的年金制度改革の進め方について」が決定されたが、そ
の内容は次のとおりである（57）。
　まず、年金改革の第1段階として、1983年において国家公務員と公
共企業体職員の共済組合制度の統合を行うとともに、国鉄共済組合に
対する財政上の対策を講ずる一方、地方公務員共済組合制度内の財政
単位の一元化を図る。
　第2段階として、1984年から1986年にかけて、制度の一元化を展望
しながら、国民年金、厚生年金および船員保険の関係整理を図るとと
もに、共済年金についてもこの3制度の改革の趣旨に沿ってこれら制
度との関係整理を図る。
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　第3段階として、さらに制度調整を進め1995年を目途に公的年金制
度全体の一元化を完了させるというものであった。
　この方針に沿って、まず、地方公務員等共済組合の財政単位の一元
化を図るための法律が1983年5月に、国家公務員共済組合と公共企業体
職員等共済組合を統合するための法律が同年11月に成立をみた。
　これと並行した改革作業の一環として、厚生省は、次期制度改正の
重要性にかんがみ、1982年11月から1983年1月にかけて、今後の年金制
度のあり方について広く各界有識者の意見を求めるため、　「ニー世紀
の年金に関する有識者調査」を実施した。この際、識者の判断の参考
に供するために「ニー世紀の年金を考える（58）」と題した参考資料を
これに添付した。
　このなかで、日本の経済社会が人口構造の高齢化の進行、産業構造
・就業構造の変化などにより大きく変動し、年金制度の依って立つ基盤
そのものに国民皆年金体制の発足当時と重大な変化が生じていること
を指摘し、日本が高齢化のピークを迎える21世紀においても、年金制
度が充分にその機能を発揮できるよう、今から改革に着手することが
急務であることを訴え、基本的課題として次の3点を指摘した。
　①制度間格差、財政基盤の不安定化など制度の分立に伴い生じてい
る問題を解決し、長期的に安定した年金制度の確立を図るためには、
制度の一元化を含め、現行制度の枠組みについて再編成を行う必要が
ある。
　②制度が成熟した段階における構造的な給付水準については、制度
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を支える現役勤労世代と年金を受給する老齢世代との世代間の公平性
が確保されるよう、将来にむけてその適正化を図っていく必要がある。
　③婦人の年金権を確立、世帯としての年金水準の適正化などの観点
から婦人の年金保障のあり方については、国民年金の任意加入制を含
め、基本的に見直す必要がある。
　これらの課題は、年金改革の重要テーマとして各界からほぼ共通に
指摘されていた事項であり、有識者がこれにどのような回答を寄せる
か高い関心を呼んだ。回答の結果は「制度の一元化を行うべきである」
とする意見が68％を占め、82．8％が社会保険方式の維持を支持し、厚
生年金の将来の給付水準については、現役被保険者の平均賃金の60％
程度から70％程度までの間に79．3％の意見が集中することとなり、ア
ンケート調査という手法からくる限界はあったものの一応の意見の集
約がみられたことは、改革案検討の基本的枠組みを方向づけるうえで
貴重な参考資料を提供するものとなった（59》。
　1983年7月社会保険審議会厚生年金保険部会は「厚生年金保険制度に
関する意見」をまとめ、厚生大臣に提出した。この「意見書」は、21
世紀を展望しっつ、長期的に安定した制度の確立をめざし、従来の制
度の枠組みにとらわれない視野に立った公的年金制度全体の再編成を
提案するとともに将来に向かっての給付水準の適正化を訴えるなど、
給付改善を中心とした従来の部会意見とは全く趣を異にした内容を含
むものであった。
　この「意見書」が示した改革の基本方向に沿って、年金制度改正案
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の作業が進められ、1983年11月には、国民年金・厚生年金保険および船
員保険の改正案要綱が関係審議会に諮問されたが、この諮問案の概要
は次のとおりである（60）。
①基礎年金の導入一　2階建年金体系への再編成
　社会保険方式を維持しつつ、全国民共通の基礎年金給付を導入する
　ことにより、分立体制にある制度体系の再編成をはかる。このため、
　国民年金の適用を厚生年金保険の被保険者およびその配偶者などに
　も拡大することによって国民年金を個人単位の基礎年金を支給する
　制度とするとともに、厚生年金保険は原則として、基礎年金に上乗
　せする報酬比例の給付を支給する制度に改め、いわゆる2階建の年金
　体系とする。船員保険（職務外年金部門）は、厚生年金保険に統合
　する。
②給付と負担の適正化
　本格的な高齢化社会を迎える21世紀に向けて今後発生する年金給付
　について所要の見直しを行い、給付と負担の均衡を図る。具体的に
　は基礎年金の水準は1984年価額で月額50，000円（定額）とし、現行
　の年金額計算式におけるいわゆる単価や乗率を生年月日別に20年の
　経過期間を設けて逓減する。これにより、将来の標準的な被用者世
　帯の年金額については、ほぼ現行の厚生年金保険のモデル年金程度
　の水準を維持する。
③婦人の年金権の確立
　被用者の妻についても国民年金の強制適用とすることにより、固有
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　の基礎年金を支給し、婦人の年金権の確立を図るとともに、被用者
　世帯における単身世帯と夫婦世帯の給付水準の分化・適正化を図る。
④障害年金の改善
　全国民共通の基礎年金の導入に伴い、従来全額国庫負担の障害福祉
　年金の対象であった20歳以前に障害が生じた者についても障害基礎
　年金を支給する。
⑤厚生年金の支給開始年齢にっいては、厚生年金保険部会の意見など
　もあり、今回も見送られることとなったが、諮問案は以上の重要項
　目のほか、物価スライド制の改善、制度的無年金者の解消、各種特
　別措置の見直しなど従来の懸案事項をほとんど網羅するかたちとな
　った。
　この諮問案にっいて、社会保険審議会は、これを「基本的に了承す
る」旨の答申を行った（1984年1月24日）ほか、国民年金審議会も基本
的に了承したうえ、改正案の早期実現を訴えた（同26日）。また、社
会保障制度審議会は「大筋において理解する」との答申を行った（2月
23日）。これら関係審議会の答申を得て、改正案は「国民年金法等の
一部を改正する法律案」としてまとめられ、同年2月24日閣議決定され
た。
　また、法律案を決定した閣議において「公的年金制度の改革につい
て」が閣議決定され、公的年金制度改革のスケジュールについての政
府の最終方針が決定をみた。そのスケジュールは以下のとおりである。
「’一’一’一九八四年度中に、国民年金・厚生年金・船員保険制度を改正す
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　　る。共通に基礎年金を導入し、厚生年金はその上乗せとする。船
　　員保険は厚生年金保険に統合する、将来の給付水準を適正化する
　　とともに婦人の年金権を確立し、障害年金を充実する。
　ニ　ー九八五年度中に、共済年金についても、上記の趣旨に沿った
　　制度改正を行う。
　三　一、二の改革を一九八六年度から実施する。
　四　一九八六年度以降、以上の措置を踏まえ、給付と負担の両面に
　　おいて制度間調整を進める。これらの進展に対応して年金現業業
　　務の一元化等の整備を推進するものとし、一九九五年度を目途に
　　公的年金制度全体の一元化を完了させる。　（61）」
　そして、この改正案は同年3月2日国会に提出され、健康保険法改正
案の審議とのからみで難航したが、少々の修正が加えられたうえで、
1985年4月24日に本会議を通過し、翌1986年4月から実施されることに
なったのである。
　　　4．公的年金の基本原則
　本来公的年金は、社会保険方式をもって制度化され運営される。社
会保険は、保険の原理、保険の技術を利用して社会保障政策の目的を
達成するための一種の政策手段である。それは、全国民の生活環境を
取り巻くさまざまな危険のうち、国家の責任の下に、保険を利用して、
社会的に対応することが合理的であると考えられる、いわゆる社会的
事故の発生に起因する生活の貧困化を防止することを目的とするもの
195一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所得保障としての年金制度
である（62）。つまり、社会保険は、個人や私的保険の能力を超える危
険に対する保障を目的とする。公的年金は医療保険とともに社会保険
のもっとも重要な柱となっている。
　このような公的年金は私的保険に比べて次のような特徴があるとい
われているく63）。
　すなわち、①強制加入保険である、②保障理念の内包一給付に対す
る社会政策的配慮がある、③国庫による補助がある、④損失の予測が
困難である、⑤生産・労働政策と密接な関連がある。
　このような特徴をもつ公的年金は国民の生活保障への「公的介入」
であるが故に、公的年金を保険とは認めない見解がある。つまり、公
的年金は強制的に施行されるもので、契約書が発行されることがなく、
給付と負担の間の保険数理的関係はタイトではなく所得再分配機能を
果たしているために、被保険者のなかで有利に扱われる集団が存在す
る（64）等がその主な理由である。したがって、この見解によると、公
的年金は目的税的性格をもつ拠出保険料の移転を通じた「所得維持
制度」と捉えられている。
　しかし、保険とは「偶然的な損失の危険をプーリングし、その危険
を保険者に移転し、保険者が特定の保険事故の発生を契機に金銭的給
付を提供することにより、危険の損失を填補する仕組みであるために、
危険団体の構成により大数法則の援用が可能とされるとともに、危険
団体内での危険分散により危険に曝された個人の損失はプールされ、
平均化され、平均的損失が実際の損失にとってかわられる（65）」とい
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う原理によって成り立っているものである。一方、公的年金はこのよ
うな保険の原理を活用する仕組みとなっており、したがって、私的年
金と同様に①特定危険のプーリングと危険移転の仕組みであること、
②給付と負担の対応関係があること、③給付水準の決定に数理技術が
用いられること、④事前に給付内容が決定されていること等も指摘さ
れる。ただ、公的年金のなかでは将来的な費用支出の予測過程で大数
法則はさほど重要な価値をもたないともいわれているが、公的年金に
短期的にでも大数法則が用いられているのであれば、保険的要素を欠
くことにはならないであろう（66）。
　しかしながら、公的年金は、その特殊性と目的のために保険とはよ
ばれていても、私的年金のような本来の保険制度とはかなり異なって
いることは否定できないであろう。
　このように、公的年金は国家によって実施される政策手段の一つで
あり、全国民の経済的保障を達成するために、保険の原理・技術を活用
する仕組となっているが故に、私的年金と同様の特徴または構造をも
つほかに「所得再分配」の機能がとくに強化されている。
　公的年金の所得再分配機能は、①保険的所得再分配、②水平的所得
再分配、③垂直的所得再分配という3つのタイプに分けられるく67）。
　第1の保険的所得再分配とは、賃金労働者間の収入のある時期とな
い時期、あるいは家族の負担の多い時期と少ない時期、またそれが全
然ない時期との間の購買力の分配であり、積立方式の年金保険制度は
これにあたる。
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　第2のタイプの水平的所得再分配は、労働者階級・勤労者階層内での
所得再分配を意味するが、賃金比例的な保険料負担で、給付が定額の
場合、比較的高所得者から低所得者に所得再分配がなされる。これは、
保険的分配というより保障的原理にもとつく分配といってよい。
　第3のタイプの垂直的所得再分配とは、労資両階級間での所得再分
配で、法人税重視の租税構造を基礎に、国庫負担率の高い社会保障制
度のもとで実現する。
　このような保険料の負担にっいての応能原則、所得比例制は平均保
険料率の適用とともに、社会保険の社会的特性をもっともよく示す事
例の一つである。それは社会的不平等・不均衡の部分的是正にほかなら
ない。そして年金保険を中心とする巨額の積立金の運用の効果など、
社会保険を媒介としての、国家による国民生活の規制が引き起こす多
面的な政策効果にっいても注目する必要がある（68）。社会保険である
公的年金には、このように国民生活の安定化機能、所得の平等化に必
然的に伴われる特殊性がある。
　　　5．費用負担に関する考え方
　公的年金は社会保障的特徴、また長期性・永続性をもっており、その
ため必然的に膨大な財源を必要とするとともに、公的年金に関連する
諸要因を考慮すると、前述の三つの所得再分配機能に加えて世代間に
おける再分配機能一給付と負担の問題を重要な課題として慎重に検
討しなければならない。老齢化の進展とともに公的年金の費用の増大
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がますます要求され、その費用の負担問題をめぐって、世代間の不公
平な負担の転嫁の問題など、さまざまな論議を及ぼしていることはす
でに周知のとおりである。公的年金に対する物価スライド制の導入は
まさに事前に予測できないインフレーションや一般生活水準の上昇、
あるいはそのほかの不確実性に対してある程度の対応を可能にしたが、
このことは完全な積立方式の放棄を意味し、当然その不足分は後の世
代に依存しなければならない。公的年金とは本来後世代に依存するか
わりに前の世代のために負担を受け入れるという原理によって成り立
っているからである。
　ところで、ここで問題となるのは平均寿命・平均余命の伸びという事
実と、それに基づく老齢期の生活費の増大ということであり、したが
ってまたその負担が将来においてどれだけの不確実性（69）を除去して
くれるかということである。公的年金は、このような不確実性の除去
のため、私的な方法では対応できないことに対して公的な対応策とし
て考えられ、所得再分配機能の視点から正当化されるとともに、人々
の同意によって選択された公的制度である。したがって、公的保障が
要求する負担とは、人々が自ら良しと同意する不確実性の除去、換言
すれば給付額を支給されるために各人が負わなければならない代価で
あると考えられる（70｝。そうであるとすれば、公的保障によって除去
される不確実性が大きくなればなるほど、各人が負わなければならな
い代価も大きくなるのは当然のことであろう。
　そして、インフレーションや一般生活水準の上昇というリスクを含
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む老齢期の不確実性の除去のためには、公的年金の財政方式として完
全な積立方式は放棄されなければならなくなり、そのかわりに賦課方
式が取り入れられなければならない。このことが年金制度を「公的」
たらしめる根拠であり、私的年金制度では実現できない特徴である。
　このような賦課方式の公的年金は世代と世代の助け合いの制度であ
るが、それが公的なものである以上、負担と給付が公正なものでなけ
ればならないということも意味する。ところが、現在の日本における
公的年金制度は、給付水準は現状で固定するが、負担は今後段階的に
引き上げていくため、負担の方が給付より大きくなってしまうという、
いわゆる公的年金の不公正な負担の転嫁論がしばしば主張されている
（71）。この公的年金による負担の転嫁の問題（72）はきわめて重要な問
題であるためにその本来の意味を正確に把握しておく必要があると考
えられる。
　老齢年金の財政方式を大別すれば、賦課方式および積立方式とその
中間的な修正積立方式に分けることができる。　このような財政方式の
背後にある考え方・原理が全く異なっていることはいうまでもない。し
たがって、公的な老齢年金の負担の転嫁について検討する場合に、こ
の財政方式の違いを踏まえて行う必要があるが、ここでは賦課方式だ
けを取り上げることにしたい。
　賦課方式の公的年金というのは、そのときの若い世代がそのときの
老齢世代の年金費用の全部を負担するものである。このような賦課方
式の公的年金が成り立つのは、各世代が順送りに前の世代の年金費用
一200一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所褐保随としての年金制度
を負担しているからである。ところでその場合、①消費者物価の上昇、
②生活水準の向上、③老齢化の進行、④年金制度の成熟化などの条件
にょって保険料負担の絶対額は高くならざるを得ない。しかし、それ
は絶対額の増加であり、実質的な負担は必ずしも増加するとはいい難
く、また増加したとしても老齢者扶養という側面からしてはある程度
の負担の増加を若い世代が担うのはやむを得ないことであり、また当
然であるように考える。以下ではこのような考え方の根拠を明らかに
したいが、その場合、上の四つの条件のそれぞれにっいて考察してい
くことにする。
　まず、①の消費者物価の上昇があった場合は、ほかの条件が変わら
ないかぎり、年金の購買力を維持するため、年金額を物価にスライド
して引き上げる必要があり、したがって保険料の絶対額も引き上げざ
るを得なくなる。しかし、この場合、賃金も物価上昇分だけ引き上げ
られているであろうから賃金に対する保険料の比率は変わらず、実質
的な負担増にはならない。
　次に、②の生活水準の向上の場合は消費者物価上昇の場合と逆のこ
とが考えられる。仮に実質賃金が上昇した場合、若い世代の所得の上
昇率の分だけ年金額を引き上げる必要があろう。そのときの老齢世代
の生活水準は前の世代よりも高くなり、また保険料の絶対額ではより
多くの転嫁を若い世代に回すことになるが、しかし世代間の負担率は
変わらないので、このような負担の転嫁は公正なものであろう。
　次に・③の老齢化が進み、老齢年金受給者の保険料拠出者に対する
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比率が高くなる場合のことを考えてみよう。これは・例えば8人の若い
世代が1人の老齢世代の年金費用を負担していたのが・4人で1人の分を
負担するようになった場合である。賦課方式の下では老齢化が進めば
進むほど、後の世代の負担が高まっていくのは確かであるが、老齢化
が進んでいる場合にはどの世代を取り出してみても、自らの負担は前
の世代よりも大きくなるのである。したがって、ある特定の世代だけ
が高負担をおうわけではない。そして老齢化、つまり老齢世代に対す
る若い世代の相対的減少は、年金費用以外での負担を減少させるとい
えよう。例えば、子供の教育費、マイホームのための費用などの減少
も考えられる。したがって、もっとも単純であるかも知れないが、年
金の負担率が2倍に増加すると、そのほかの負担は半分に減少すると
はいえないであろうか。そして一つの考え方として、老齢者の扶養と
いう立場から、公的年金の負担というのは老齢世代がその前の世代を
扶養したことに対する「事後的・義務的順送り」としてではなく、自分
の命を与え、立派に成長させてくれた親・前世代に対する恩返しとして
扶養しなければならないという「事前的・道徳的順送り」として考える
必要があるのではと思われる。そうである限り、老齢者扶養とは前の
世代が「1」を負担したから今の世代も「1」だけを負担すればよい
とか、あるいはそれが世代間の公平であると考えられるものではない
であろう。金額だけでは表せないすべてのrKnow－how」、つまり前世
代から譲り受けた無限の遺産に対するほんの少しの代価が年金負担と
して具体化されたものであると考えるべきではなかろうか。
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　一方、老齢化がピークに達し定常状態になれば、負担の水準は高い
ものの、その段階では負担と給付に世代間の格差はなくなる。つまり
負担に世代間の格差があるのは老齢化が進行している段階だけである。
　以上の①②③は公的年金制度が完全に成熟期にある場合を想定して
論じたが、次は④の公的年金制度が導入期にあり、未成熟期の段階に
ある場合のことを考えてみよう。公的年金が社会保険方式を採り、し
かも賦課方式を選択した場合は、導入期の負担は軽くすむ（73）が、制
度が成熟するにつれて負担は徐々に高まってゆき、世代間の負担のア
ンバランスを生ずる。公的年金制度がたとえ積立方式で出発したとし
ても、このアンバランスを解消するためにしだいに賦課方式の要素が
入ってこざるを得ないが、制度導入期に賦課方式を導入するというだ
けで、老齢化が進まなくても負担のアンバランスは生ずる。物価や賃
金などの上昇による年金額の引き上げ、満額年金受給者が徐々に現れ
るなどの理由からである。
　しかし、公的年金制度が賦課方式の要素をもつのはやむを得ないこ
とであり、制度の導入期に賦課方式の要素が入るとその時期の負担は
徐々に高まるのであり、また導入期の若い世代はそのときの老齢世代
の年金費用を賦課方式で負担するだけでなく、年金で足りない部分を
家庭内でも扶養するとともに、自分の老後の費用をも積立てていると
いうことを考える、とけっして不公平な負担の転嫁であるとは思えな
い。
　つまり、仮に老齢者に対する公的保障のための租税・社会保険料の負
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担の上昇を避けることができたとしても・それは完全な負担の軽減で
はなく、私的負担を含めたほかの負担の増加を意味する。それは制度
の如何にかかわらず、その時点の国民生産物から老齢者の生活費が調
達されなければならないからである（74）。
　時代が変わり、老齢者の扶養の仕組みは変わっても、若い世代が老
齢世代を扶養してきたことには変わりがない。今日における公的年金
の負担に対するさまざまな議論は、以上のような側面からより明るく
論じられてもよいのではないかと思われる。
　　　6．給付と負担のバランス
　今や公的年金は老齢者の所得保障の中心となっている。したがって、
公的年金制度は長期的に安定したものである必要がある。しかし、公
的年金の給付と負担をめぐって、いわゆるその「損得論」がマスコミ
に取り上げられ、大きな反響を呼んだことがある。その真意はともか
く、このことは、①公的年金制度の構造・仕組みが公正なものでなけれ
ばならないこと、②公的年金の財政が健全なものでなければならない
ことを逆説的に暗示しているといえよう。
　社会保障としての老齢者所得保障の主要な制度手段である公的年金
制度は、保険制度の一形態であるが故に、公的年金といえども、一定
範囲内で保険制度としての「収支相等」が必要とされる。このために
は・年金の給付水準、保険料負担、支給開始年齢が一体となって考慮
されなければならない。すなわち、バランスのとれた給付と負担、そ
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して支給開始年齢の調整が必要である。
　本項においては、このような問題を考察し、安定的な老齢者所得保
障としての公的年金のあり方を考えることにする。この場合の考察は、
日本の公的年金制度の現状を検討し、それを参考にしながら述べるこ
とする。
　　1）日本における公的年金制度の現状
　1986年4月から新しく実施されるようになった公的年金制度の最大の
ポイントは、国民年金が全国民共通の「基礎年金」となり、全国民が
基礎年金を支え、同条件で同額の年金を受け取ることである。この国
民年金は、1990年4月からは完全自動物価スライド制によって年金の増
額が行われており、20歳から60歳までの40年間の加入期間が必要であ
り、支給開始年齢は65歳となっている。
　このような国民年金を土台にして、その上に被用者は職域に応じた
5制度のどれかに加入し、自営業者は国民年金基金に任意加入する
（図IH－3）。
　ところが、このような日本の公的年金制度については、　「必ずしも
公正とは思われない仕組みが残されているとともに、長期的にみて公
的年金財政が健全といえる状態にはない（75）」との主張がある。反面、
1989年厚生省が行った「年金財政再計算」の結果によると、年金財政
の見通しは次のようになっており、これを根拠に年金財政の長期的健
全性が主張されている。
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図皿一3　公的年金の体系
厚生年金
民間被用者
共 済　　年　　金
国家公務員等
地方公務員
私立学校教職員
農林漁業団体職員
国民年金基金
自営業者
　公的年金の土台となっている国民年金は1989年3月末現在、被｛呆険者
数6，493万人、老齢年金受給権者数1，104万人で、その成熟度は17％で
ある。ところが、2020年の成熟度は48％と見込まれ、拠出金単価は国
庫負担をのぞいて被保険者が負担する保険料相当額は1988年度に5，40
0円であるが、2020年度には18，300円（1990年度価額）程度になる。こ
のうち、農業および自営業者からなる第一号被保険者については、年
金支出額は1990年の1兆7，000億円から2020年の12兆9，000億円へと約8
倍に増え、保険料の方は1990年度の月額8，400円を毎年400円（1989年
価額）ずつ引き上げて、最終的には2010年度以降16，100円になると推
計されている。
　次に、被用者年金制度は被保険者数3，459万人、老齢年金受給権者数
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624万人で成熟度は18％である。制度別にみると全体の8割強を占める
厚生年金が14・7％であるのに対して・日本鉄道共済は166・1％と各制度
の歴史や産業構造の変化によりまちまちとなっており、この成熟度の
違いによる負担の調整を行うため、1990年4月からいわゆる制度間調整
法が制定された。
　厚生年金の被保険者数は1988年末現在で2，877万人であるが、以後ほ
とんど増加しない反面、受給者数は422万人から2020年の1，178万人と
推計され、成熟度も15％から40％になる。年金支出額は1990年の13兆
8，000億円から2020年の103兆4，000億円へと約7．5倍に増える。保険料
の方は、支給開始年齢を65歳に段階的に引き上げる場合、1989年の保
険料率を14．6％とし、以後5年に一度2．2％ずつ引き上げることにより、
2020年以降26．1％（60歳支給開始の場合は31．5％）を維持する。
　以上のような年金財政再計算をもとに、公的年金の財政収支が長期
的に健全に維持できると主張されている（76）が、そのためには、今後
ますます増える公的年金支出をまかなうために、保険料が段階的に引
き上げられ、負担が重くなっていくことが前提とされているのである。
　　2）公的年金の給付水準
　もともと公的年金は若い勤労世代が老齢世代を支える仕組みであり、
そのための若い世代の負担は当然であると前提したが、ただその場合
の負担は「公的」な制度であるために、両世代の所得のバランスを考
慮し、適正なものでなければならない。しかし、表m－4に見るよう
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表IH－4　公的年金の給付水準と支給開始年齢の国際比較
老齢年金 老齢年金 退職年齢平均賃金
ｻ造業 平均賃金
保険科率
@（％）
? ? ? ?
日　本 厚生年金
ﾛ　　険
12．97
@万円
30．54
@万円
42．5驚 男9．54 60 55 62 61
西ドイツ 労働者年金
E職員年金
9．48
@万円
26．06
@万円
37．IX 18．7 65 65 62 61
スウェー
@デン
国民年金 M．77
@万円
27．02
@万円
57．1鑑 基礎9．45
t加10．2
65 65 一 曹
イギリス 国民保険 1L60
@万円
27．49
@万円
44．2駕 19．45 65 60 65 60
アメリカ 老齢遺族
瘧Q保険
15．87
@万円
37．86
@万円
43，1男 12．12 65 65 64 63
注：L年金給付水準は1987年現在、支給開始年齢は1988年現在である。
　　2．年金額、賃金額は購買力平価（PPP）を用いて、日本の円に換算し
　　　た月額である。
　　3・イギリス、アメリカの年金額は全受給者平均、西ドイツは労働
　　　者年金・職員年金の平均、スウェーデンは基礎年金＋付加年金
　　　（全受給者平均）、日本は全受給権者平均。いずれも老齢者夫婦
　　　の年金額。
　　4．支給開始年齢は法定の支給開始年齢、退職年齢は実際の退職年
　　　齢。
資料：都村敦子「年金制度の課題と将来」r週聞　社会保障』No．159
　　9PP・83～84より作成
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に、日本の公的年金は欧米諸国とくらべて、相対的に低い保険料率の
もとで、欧米諸国とほぼ同水準か、もしくはやや上回る水準の給付を
相対的に若い年齢から支給している。
　このような特徴をもつ公的年金の充実は、老齢者の経済的地位を大
いに改善する結果となったが、今後、老後生活の長期化に対して、公
的年金制度がその所得保障機能を充分に発揮していくためには、年金
財政の長期的安定を図る見地から、一層その給付と負担の適正化を図
っていく必要があると思われる。このための方策としては、①公的年
金制度の収入の増加、②給付の改革、③年金受給資格を有する老齢者
数の調整などが考えられる（77》。
　すなわち、①の収入の増加に関しては、拠出ベースの拡大、拠出対
象所得の上限の引き上げないしは上限の廃止、拠出率引き上げ、年金
給付への課税、あるいは一般的な雇用の拡大と所得水準の規模の拡大
などによって、収入を増加させる方法が求められている。②の給付の
改革については、支出抑制策として、最初の退職給付の引き下げ、ス
ライドの抑制などが採用されている。③の年金受給資格を有する老齢
者数の調整に関しては、年金支給開始年齢に関連して論議が進められ
ている。
　以下は、このような主張の根拠について考えながら、給付と負担の
適正化、また支給開始年齢の引き上げの問題について、具体的な方策
の検討を行うことにする。
一209一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所得保障としての年金制度
　　3）給付水準と負担の適正化
　本節の第2項で述べたように、公的年金とは老齢者の最低生活の保
障を意味するものではない。したがって・公的年金が老後の生活を賄
うのに充分なものでなければならないとは考えられない。それでは公
的年金が賄うべき老後の所得保障、つまり公的年金の給付水準はどの
くらいを保つべきであろうか。それは、ILO条約に見られるように
従前所得の一定率の保障（78）が望ましいと思われる。この場合、その
水準は最終的には国民の合意によって決められるべきであるが、公的
年金の財源の負担をする若い勤労世代の所得とのバランスを考慮しな
ければならない。
　一般的に、公的年金の給付水準と勤労世代の所得水準とを比較する
場合には、その絶対額をもって評価されることが多い。しかし、若い
勤労世代は教育費や住宅ローンなどという大きな消費支出を抱えてい
るのに対し、老齢世代はこのような支出はほとんどなく、公的年金の
大部分は課税されず、老齢者の保険料なども勤労世代と比べて少ない。
このため、実際に受け取る可処分所得で比較した場合は、若い世代の
所得が老齢世代のそれより必ずしも高いとはいえないであろう。
　1989年度の厚生年金のモデル年金額をみると、夫婦に対する老齢基
礎年金額11万1，000円（55，500×2）と夫の所得比例年金8万6，400円
（288・000×7．5／1000×40）の合計19万7，400円とされている。このモ
デル年金月額は、夫が厚生年金に加入した40年間の標準報酬月額を現
在の価額に再評価して平均した平均標準報酬額28万8，000円の69％とさ
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れている。この69％という代替率はILOが社会保障の最低基準とし
て定めた45％よりかなり高い水準である。また、19万7，400円という額
は1988年の家計調査年報による老齢者退職世代の1ケ月の消費支出額
21万2．877円の92．7％にも達する。
　このような給付水準を維持させるための負担（厚生省推計の保険料
率は60歳支給開始で31．5％）は重すぎるとし、保険料を負担可能な水
準にするために、被用者年金の給付水準をさらに引き下げる必要があ
るという主張がある（79）。この主張は、65歳支給開始年齢を前提にし
ているが、被用者年金の2階部分の所得比例年金額を引き下げるべき
とし、その方法として給付乗率の引き下げを挙げている。すなわち、
所得比例年金額＝平均標準報酬月額x給付乗率（10／1，000～7．5／1，00
0）×加入期間で計算されるが、この給付乗率を7．5／1，000から0．5／1，
000引き下げることにより、65歳支給開始の保険料率を1．2％ポイント
引き下げることができるとして、この場合の保険料率が21．2％になり、
負担可能な範囲に収まるとしたく6・）。したがって、給付乗率を5／1．00
0にすると5万7．600円（288，000×5／1，　OOO×40）になり、これに老齢基
礎年金額をプラスすると16万8，600円となる。この年金額の平均標準報
酬額に対する代替率は58．5％となるが、1988年の毎月勤労統計調査に
よる3．13ケ月分のボーナスを考慮すると年収対比で46．4％となり、ほ
ぼILO第128号条約基準程度となる。
　ところで、このような代替率は名目賃金対比であり、可処分所得対
比で考えて見ると69％という名目賃金対比の代替率は81．8％にもなる
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と推計されている。これは、1988年の家計調査年報による勤労者世代
の実収入に占める可処分所得の割合84．4％を基礎に計算されたもので
あるが、この可処分所得の割合は年々下がってきており、したがって
モデル年金の69％という名目賃金対比の代替率は高すぎると考えられ
る。
　公的年金の安定化を図るためには、給付を適正にするだけでなく、
負担をも適正にする必要がある。負担の適正化という観点から、①ボ
ーナスを保険料の賦課対象にすること、②標準報酬月額の上限を引き
上げること、③国庫負担率を引き上げることなどが課題として挙げら
れている。
　ボーナスは被用者の賃金のなかで大きな比重を占めているが故に、
保険料が負担能力に見合って課されるものであるとすれば、ボーナス
を含めた総報酬にっいて課されるべきであろう。これは、賃金の高い
大企業ほどボーナスの支給率が高い傾向があるため、総報酬の観点か
らみると保険料率が逆進的になっているといえるからである。
　次に、公的年金とはかって納めた保険料が年金として返ってくるの
ではなく、勤労世代が老齢世代を扶養するものであると考えるべきで
あるため、公的年金の保険料はその費用を賄う財源の一種である。こ
のような考え方から見れば、保険料の賦課対象所得を一定額以下にす
るという根拠は薄くなるでろう。したがって、1989年度の財政再計算
ではその月額が53万円とされたが、今後、この上限を相当程度引き上
げていく必要があると思われる。
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　次に、現在原則として基礎年金額の1／3とされている国庫負担率をも
っと引き上げる必要があると主張されている。その理由は、保険料と
いう形より租税による国庫負担が望ましいこと、国民年金の定額保険
料を今後1万6，100円まで引き上げていくのは不可能なことであるから
である（81）。
　公的年金制度というのは、社会連帯の思想に基づいて若い勤労世代
が老齢世代を順送りに扶養するものであり、その負担は能力に応じて
行われるべきである。これがまさに「拠出は能力に応じ、給付はニー
ズに応じる」という社会保険の原則にかなうものである。
　　4）支給開始年齢の調整
　現在、国民年金（老齢基礎年金）の支給開始年齢は65歳であるが、
被用者年金の支給開始年齢は60歳となっている。このため、将来の年
金財政の安定化を図るために、被用者年金の支給開始年齢を65歳に引
き上げることが大きな課題となっている。1942年に労働者年金保険が
発足した当時の支給開始年齢は男女ともに55歳であり、これは1944年
の厚生年金保険移行時にも継承されたが、1954年の改正によって男性
は60歳になり、1986年以降女性にっいても段階的に60歳に引き上げら
れるものとされ、現に引き上げが進行中である。また1985年改正では、
男女ともに原則として65歳とするが、当分のあいだ従来とおり60歳
（女性55歳）より特別支給するとされたものである。
　ところが、支給開始年齢の問題は退職または雇用の実態と密接に関
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連している。従来から欧米では・65歳が標準的な退職年齢とされ・公
的年金の支給開始年齢も65歳がもっとも一般的であったが、景気沈滞
にょる失業の増大で多くの国では老齢者の早期退職が奨励され、その
ため公的年金の支給開始年齢も65歳から60歳に向けて引き下げられ、
フランスのようにはっきりと60歳に変えてしまった国もある（δ2）。逆
に、日本では定年退職年齢がようやく60歳が一般的になったのであり、
65歳支給はそれが可能な雇用機会の増大を前提とする。政府の1989年
度の年金改正案は、男子については1998年度から、女子については20
03年度から61歳にし、その後3年ごとに1歳ずつ引き上げることになっ
ていたが、強い反対により支給開始年齢の引き上げは見送られるよう
になった。その理由は、主として65歳までの雇用が確保されていない
からというものである。
　しかし、公的年金は退職ではなく引退に対して与えられるものであ
り、退職後にも多くの人が働いていることを無視してはならない。労
働省の「高年齢者就業実態調査」　（1985年）によると、60歳から64歳
までの男子の71％が、女子の39．7％が就業しているし、就業の意識に
関する最近の調査の結果をみても、60歳を過ぎても収入をともなう仕
事をしたいという人がかなり高い率を占めている。したがって、老齢
者が長く働ける環境条件を整備しておく必要があり、それは若年労働
者の減少や1人当りの年間総労働時間の短縮などにより可能になると思
われる。前述のとおり高齢化社会の到来・平均寿命の伸びは、老齢者が
健康になったことを意味し、したがって労働時間の延長をも可能にし
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たのであろう。
　厚生省の年金財政再計算にみるように、厚生年金の保険料率は60歳
支給開始の場合は31．5％であるのに対し、65歳支給開始の場合は26．1
％まで相当大幅に下がると見込まれている。このように、給付と負担
のバランスには支給開始年齢の引き上げが要求されており、バランス
がとれた健全な公的年金制度であるためにはその実現を怠ってはなら
ないと考える。
　　　7．今後の課題
　公的年金は老齢者に対する最低生活を保障するものではないものの、
老齢者にとって欠かせない所得保障である。しかし、その給付水準は
将来に向けて抑制されることになり、公的年金には限界があることが
実感として理解されてきている。この理由から企業年金あるいは私的
年金の重視が強調され、いわゆる3つの柱の年金理念がひろく国民の
意識を捉えはじめている。老齢化の進展が前述の主張にもかかわらず、
年金財政の厳しさを内包しており、そのために将来の年金財政が懸念
されるからであろう。
　ところで、老齢化の背景には出生率の低下があり、出生率の低下は
公的年金制度を含む社会保障制度の発展に起因するということも主張
されている。すなわち、　「昔は子が親の世話をしたから子供を必要と
したが、今は年金制度のおかげで、社会が老人の世話をする仕組みが
行き届いたので、子供はいらないと思う人が増えてきた（83）」からと
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いう見解もある。公的年金制度の普及している先進諸国のすべてが出
生率の低下に悩んでいることは周知のとおりであり・このことは公的
年金制度の矛盾を物語っているように思われる。老齢者所得保障とし
ての公的年金は世代間の順送りの扶養、つまり若い世代が老齢世代を
扶養する仕組みであるが、それが社会的扶養の形態をとるようになっ
たとはいえ、若い世代がいない老齢者扶養などは考えられない。DINK
族のように子供を荷物に思う考え方が広がるとすれば、公的年金制度
そのものも放棄されなければならなくなるであろう。
　したがって、公的年金の抑制的な給付がこれとは反対に子供を生む
ことにつながっていると認めるだけの材料はないにしても、公的年金
財政の制約は強調される方が、長期的な経済・社会的条件のためにむし
ろ好ましいとさえいわなければならないであろう。このことは社会的
扶養である公的年金制度の縮小を意味し、家族内扶養に再び期待する
ことを意味する。公的年金制度のかかえる今後の諸課題を考慮した場
合に、一つの案として親を扶養している子供に直接に年金が支払われ、
その年金を中心に家族内扶養が行われることは考えられないであろう
か・それは、社会的扶養がある程度の経済的援助とか、画一化し得る
サービス・給付は可能にするが、画一化し得ないサービスとか情緒的援
助などは、家族の固有の私的扶養の領域であるという理由からでも正
当化されうるのではなかろうか。
　最近、大東京火災が25歳から34歳までの若い世代を対象に行った
「高齢化社会と将来に関するアンケート調査」によると、　「将来両親
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と同居したい」と答えたのが61．3％もあった。このうち、同居するた
めの生活費について「両親に蓄えておいてほしい」と答えたのが61．4
％、「とくに必要はない」と答えたのが38．6％であり、その金額は平
均L657万円であった（84）。この調査の対象地域は、東京、大坂、名古
屋といった大都市であったが、このような大都市でさえ6割以上の若い
世代が老齢世代との同居を基本的に賛成しているという事実は興味深
い。しかし、同居したいという若い世代の希望が、必ずしも老齢世代
に対する家族内扶養を意味しているとは限らない。むしろ地価の高騰
や共稼ぎなどのために、若い世代が老齢者を利用したいという意図が
内包されている場合が多いかもしれない。だが、もしそうであるとす
れば、逆説的であるが家族内扶養は不可避になるかも知れない。
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ll．企業年金制度
　　　1．老後保障と企業年金
　家族機能の変化によって、今日の核家族社会では「親の世帯と子の
世帯は経済的には他人（85）」であるともいわれている。それだけに老
後の生活を子の扶養に期待しがたくなってきていることは否定できな
いであろう。そこで、年金は老齢者の生活に欠かせないものとなり、
企業年金は公的年金を補足して、より豊かな老後生活のための第2の
柱としての役割をもつ。
　今日、老後保障のための適切な年金給付水準は、平均所得の60～70
％とされるのが先進諸国の一般的な認識になっているが、このうち40
～50％が公的年金、20％前後が企業年金を中心とする私的年金に求め
られている（表皿一5）。このように公的年金が老後保障のための主
柱であることはいうまでもないものの、しかし、人口の老齢化と年金
制度の成熟化は年金財政を悪化させ、公的年金には限界があることが
認識されてきていることはすでに前節で論じたとおり、結果として企
業年金に対して公的年金の補完的役割を期待する声がひときわ高くな
つてきている。そのため、公的年金と企業年金を中心とする私的年金
との連携が大きく取り上げられるようになり、いわゆるrTBP
（Total　Benefit　Package）（66）」と呼ばれる総合的給付の改善によっ
て老齢者の所得保障を達成しようする傾向が先進諸国に共通に見られ
る現状である。企業年金に対する税制優遇措置や規制緩和などは公私
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表m－5　平均被用者の公私年金のリプレースメント・レート（％）
国　　名 目標水準 公的年金 私的年金
フ　ラ　ン　ス 70 50 20
西　ド　イ　ツ 75 50 25
オ　ラ　ン　ダ 70 40 30
スウェーデン 65～70 55～60 10
ス　　イ　　ス 60 40 20
ア　メ　リ　カ 60 40 20
資料：USA，Social　Security　Administration，1986
年金の連携の実現のための最も典型的な例であるといえよう。
　　　2．企業年金の理論
　企業年金の歴史は一国経済の工業化進展の歴史であるといわれる。
戦後、法制上の家族制度は消滅し、韓国戦争を契機に、急速に工業化
が進展するに伴い人口の都市集中、核家族化の進展とともに平均寿命
の急速な伸びは、定年退職後の老齢者の生活保障を確保するために、
社会保障に代わる企業保障制度の利用へとっながらなければならない
情勢をかもし出していた。
　このような状況のなかで、戦後、企業年金の普及が活発になり始め
るが・その背景にはアメリカにおける企業年金のいちじるしい普及・発
達の影響があり、それが大きな刺激となった。アメリカにおいて労働
組合を中心に強力な年金獲得運動が展開されたのは1950年前後であっ
たが・当時の年金制度採用の理論的根拠は「人間減価償却説」であっ
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た。すなわち、設備や機械に対してさえ老朽に備えて減価償却を行う
ように、まして人間に対しては在職中から老後に備えて年金の積立を
行うべきであるというのが年金による人間償却の主張である・この説
は、やがて「後払い賃金説」に取って代わられるが、その考え方は、
労働者は現在の賃金引き上げか年金制度かのいずれかを選択する権利
をもち、企業年金が選択された場合には、年金は賃金の後払いである
と見なされるという説である。この他に、　「報償説」　「インセンティ
ブ説」等があるが、以下において、これらの理論を簡単に述べること
にする。
　　1）報償説（Gratuity　Theory）
　企業年金制度が作られた初期の段階では、企業年金とは雇用主が従
業員の長期にわたる功労に対して、感謝の気持ちで与える恩恵的性格
のものとして見なされていた。このように企業年金を雇用主の恣意的
恩恵と考える理論が「報償説」である。この考え方によれば、したが
つて・従業員は企業年金に対して財産権あるいは請求権をもてないし、
雇用主はどのような法律的な義務も負うものではないと考えられてい
た（67）。すなわち、この説による企業年金とは「経営者が情誼に基づ
いて従業員の在職中の勤労や功績に対する慰労ないし感謝の印として、
経営者の一方的な決定によって、従業員に利潤の一部を支給する恩恵
的贈与（88）」である。しかし、年金に対する認識の変化や労働組合の
発達などによって、企業年金制度は労使間の一つの契約関係として見
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られ始め、労働者の企業年金に対する請求権はほとんど既定の事実と
なった。したがって、　「報償説」は企業年金の本質と意味を説明する
には限界があると思われる。
　　2）インセンティブ説（lncentive　Theory）
　企業年金制度が一つの契約の産物であるとすると、雇用主も企業年
金を受け入れる妥当な根拠が必要になってくるであろう。　「インセン
ティブ説」はその根拠について説明している。この説によると、企業
年金とは雇用主が従業員の生産性を増大させる一方、従業員にかかる
諸費用を減少させるために支給するものである。すなわち、労働契約
に規定されている企業年金は、従業員に対するインセンティブとして
機能し、労働を継続的に提供する条件で年金を支給することによって、
従業員の離職のための費用（雇用費用、解雇費用、訓練費用など）を
減少させる。企業が提供したインセンティブによって長期勤務者が増
える一方、企業に対する忠誠心も高くなり、このため熟練技術と愛社
心で生産性が増大され、節減された費用の一定額を従業員に支給する
という説明である（89）。
　　3）人間減価債却説（Human　Depreciation　Theory）
　「人間減価償却説」は、企業の社会的責任に関する次のような見解
によつて現れる。それは、　「社会経済の全組織の見地からすれば、い
かなる雇用主にも、仕事の如何を問わず、個人の勤労生活を十年、二
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十年、あるし、は四十年にわたって消費し、その残骸を大海の捨小舟の
ように、社会に漂流させる権利はない（go）」という主張で、はやくも
1912年に発表された。
　この見解はアメリカの合同鉱山組合に採用され、1946年の福祉基金
設立運動の際に表明された（91）ことによって、企業年金を一つの社会
的責任と見なす説の理論的根拠となった。すなわち、　「人間減価償却
説」は「十分な国家的保障制度がないかぎり、すべての企業は、従業
員に対して、退職年金制度によって老後の保障を与えて、人間の置換
が可能なような人間償却のための準備を行う義務がある。それは企業
が工場や機械について減価償却をしているのと全く同様であるく92）」
と主張する理論である。したがって、従業員は限定された耐用年数を
もつ人的資源として認められ、人的資源が退職する時に企業はその資
源を使用した代価として年金を提供する責任を負うということになる。
　しかし、人問が歳をとると老化していくのは生理的結果であり、雇
用の結果とは必ずしもいえない。また、退職年金を支給する義務がす
べて最後の雇用主にあるとは考えられない。
　したがって、　「人間減価償却説」にも限界があることを認めざるを
得なくなり、企業年金は単なる後払い賃金にすぎないとする理論に取
つて代わられ、補足されてきた。
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　　4）後払い賃金説（Deferred　Wage　Theory）
　労働に対応するもっとも簡単な方法は、労働者に金銭で賃金を支払
い、老後への準備は個人に任せることであろう。このような考え方か
ら見るかぎり、企業での勤務に対して支払われる老齢年金は労働者の
実質賃金の一部であると考えることができる。すなわち、労働者は年
金制度が設置されていなかったら当然受け取ったはずの賃金の一部を
年金として受給するために、その後払いを暫定的に認めているし、そ
のために権利として年金を請求することができる。
　このような「後払い賃金説」は企業年金の本質を説明するのにある
程度の説得力をもっており、最近多くの会計専門家たちはこの説を認
めている（93）。
　それにもかかわらず、今日の企業年金にはこの説では説明しがたい
いくつかの問題が指摘されている。すなわち、企業年金の支給に対す
る保障を後払い賃金として説明するためには、従業員が約束の給付を
受け取る確率が100％でなければならない。しかし、大部分の企業年金?
制度において、従業員は年金の受給権が確定される時点ではじめて完
全な年金給付を受けるようになる。したがって、受給権が発生する以
前に退職する従業員は、それ以後に退職する従業員より不利な給付を
受けることになる。このことは、企業年金が後払い賃金であることを
否定する大きな要因となっている。
　また、今日の新しい傾向として、企業年金に対する公共的な要請が
強まってきているなかで、企業年金と公的年金の調整が行われている
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が、これによって年金額の変更がもたらされることがある。そして、
すでに退職した従業員に対する年金給付の物価スライド制の導入など
の現状もやはり「後払い賃金説」を否定する要因となっている。
　このような問題点にもかかわらず、　「後払い賃金説」は現在の企業
年金をもっとも適切に説明していると思われる。それは、現在の賃上
げより老後のための年金を選択する従業員の要求が権利として認めら
れる説であるからであろう。
　　3．退職金と企業年金
　日本における企業年金制度は、概して退職金の分割払いという形で
の移行であり、給付もそのほとんどが年金ではなく、年金に代えての
一時金として支払われている。そのため、名称は企業年金でも、実態
は「退wa　一一時金制度」であると指摘されている。このような傾向の背
景には、日本の退職金制度が一時金支給として古くから普及・定着して
きたという特有の経緯がある（94）。
極職金制度の由来は、封建時代の主従関係下ののれん分けに求めら
れているが、これが明治維新以降の急速な近代工業化の過程において、
企業が成熟従業員を確保・定着させるための施策となっていった。この
ため、この時期の退職金制度は永年勤めあげた従業員への報償金であ
り・企業の恩恵的な給付としての性格が強かった。
　しかしながら、大正末期から昭和初期にかけて（1920年代）、経済
は好況・不況の波が周期的に襲来し、そのつど多くの失業者が発生する
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ことになって、退職金制度には失業保障的な役割が増大してきた。
　このような状況を背景にして、1937年1月に失業者保護を目的とした
「退職積立金及び退職手当法」が施行された。この法律は、退職金の
支給を常時50人以上規模の工場・鉱山の事業主に強制適用し、労使それ
ぞれが毎月の賃金の2／100ずつ積立て、退職や死亡のときに給付すると
いう内容のもので、日本の一般国民の間に「自然に発達してきた退職
手当制度を基として、これをさらに普遍妥当化して失業対策の一助た
らしめ、あわせて従来本制度が有していた労務管理の用に供するとい
う本質を……維持することに留意せられたきわめて異色のある労働
立法（95》」として、　「多分に社会保障制度としての失業保険に代わる
社会政策的な意味と役割をもって（96）」登場したのである。この法律
の特色としては、①労使共同拠出であること、②高収益企業にあって
は、割増し拠出を要求していること、③退職事由別に支給条件内容を
明示して、使用者の事由裁量の余地を制限したこと、などがあげられ
るが、それまでの退職金制度の性格であった企業の任意による恩恵的
給付としての性格のなかに、企業の義務と従業員の権利という概念を
明らかにしたという意味において、画期的な法律であった（97）。
　しかし、この「退職積立金及び退職手当法」は、その後の第2次世
界大戦による青壮年層の人手不足からくる失業問題の解消で存在価値
を減少して、1944年に「厚生年金保険法」として拡充整備されるに至
り・退職金制度は再度企業任意の制度に復帰することとなった。この
結果、　「厚生年金のなかに退職金の性格をも組みいれることとなり、
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社会保障としての公的年金と私的退職一時金制度の性格、機能の今後
のありかたに種々の問題を提起する（ge＞」ことになった。このように、
慣行として発達し・法律によって強化されてきた退職金制度は、形式
的には消滅するに至ったものの、なお多くの大企業では、過去の実績
を尊重した形で温存され、これが戦後に引き継がれることとなった。
　敗戦により日本の経済は壊滅状態に陥るとともに、社会のあらゆる
局面で変革が始まり、退職金・年金制度を取り巻く環境も大きく変わる
ことになった。戦後の悪性インフレーションの進行により厚生年金の
機能は実質的に停止する一方、企業においては戦時の生産増強体制下
の過剰雇用の整理と企業の再建整備をはかるため、大幅な人員整理が
行われた。こうしたなかで戦後あいついで結成された労働組合は、失
業および老後の生活を防衛するために退職金の大幅増額と制度確立を
要求し、それらをめぐって労使間の激しい争議が展開された。当時は、
社会保障制度も充分に整備されていない状況のなかで、退職金制度へ
の期待は大きく、社会保障制度の補充的機能がこれに求められたが、
このような退職金の性格について、労働組合側が「後払い賃金説」を、
経営側が「功労報償説」を主張したことと同時に、経営側は退職金の
性格に社会保障の補完的役割として、生活保障的機能を認めていた。
すなわち、　「退職金にせよ、公的年金にせよ、いずれも労働者の老後
保障という面においては、共通の機能を有するものであり、またその
費用においても、多くの部分を企業が負担しているという経営者側の
認識があった。したがって、公的年金が後退している間、私的保障と
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しての退職金制度等がこれに代わることは、ある程度までやむをえな
い（99）」とした。
　その後の経済安定化につれて、退職金にたいしては労使双方の主張
をもり込んだ柔軟な考え方が取られながら、退職金を労働条件として
要求する労働組合の主張が、一般的に認められるに至った。
　かくして、退職金制度はその後の労働協約や就業規則の内容となり、
制度化が急速に進んでいった。1956年の労働省による「退職金調査」
によれば、従業員30人以上の事業所について、退職金規定をもってい
る事業所は、全体の78．7％（総数では64％）に達していた（表IH－6）。
この結果、退職金の支払いは企業にとって確定的に発生する債務にな
ってきた。
　しかし、実際の支払いは将来従業員が退職するまで持ち越されるた
め、事前の資金準備もさしあたって必要としなかった。このため、一
度に多くの退職者が生じた場合には、企業は資金調達に圧迫されかね
ないことになる。
　このような状況のなかで、1952年1月に「退職給与引当金制度」が実
施され、退職金の社内事前積立に対しては、一定の限度まで損金算入
を認める税法上の優遇措置が講じられることになった。退職金制度は、
この税制面の支援を受けて、大企業を中心に広く普及・発展していった。
　『方、中小企業においても、大企業との格差是正ならびに雇用の安
定をはかることを目的として、　「中小企業退職金共済制度」が1959年
に発足した。この制度は、企業が中小企業退職金共済事業団と共済契
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表IH－6　退職金規定の有無（1956年）
（単位：％）
?
有 無
総　　　　　　　数 100．0 64．0 36．0
?
500人以上 100．0 96．9 3．1?
100～499人 100．0 82．7 17．3?
30～99人 100．0 56．4 43．6
鉱　　　　　　　業 100．0 62．4 37．6?
製　　　造　　　業 100．0 54．1 45．9
卸　・　小　売　業 100．0 69．7 30．3?
金融　・保険業 100．0 97．9 2．1
不　　動　　産　　業 100．0 80．3 19．3?
運輸通信・公益事業 100．0 81．8 18．2
建　　　設　　　業 100．0 57．1 42．9
資料：労働省「退職金制度調査結果報告」1956年
約を締結することにより、一定の国庫負担のもとで企業の掛金が全額
損金として扱われるものである。すなわち、事業主は毎月一定の掛金
を納付し、事業団はその事業主の雇用する従業員が退職したときに退
職金を支給するというものであるが、退職金支払い額のなかには一定
の国庫負担が付されており、事業主の負担する掛金は、課税上全額損
金として扱われるなど優遇措置が設けられている。
　この「中小企業退職金共済制度」には、一般退職金共済制度と特別
業種退職金共済制度の二つがある。一般退職金共済制度は、主として
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常用労働者を対象とした一般業種の退職金共済制度であり・特定業種
退職金共済制度は・期間を定めて働いている特定業種の労働者を対象
としたものである。特定業種としては、建設業および清酒製造業が指
定されている。
　このように退職金制度は、大企業のみならず、中小企業においても
広く普及していった。1960年代に入り、若年労働力を中心とする労働
力需給の逼迫から、毎年、賃金水準の上昇が行われたが、この大幅な
ベアの跳ね返りによる退職金額の急速な増大と、戦後の人員歪みから
くる定年退職者数の変動から、企業は将来の退職金支払いの増加に不
安を感じはじめ、ようやく退職金制度の見直しを図る気運が生じてき
た。
　これは、従来退職金の支払いについては、企業は会計上退職給与引
当金を設けているものの、これはバランスシート上のことであって、
実際に資金が積み立てられているわけではない。このため、現実に退
職者が出たときは、そのつど企業は、その支払い資金を調達すること
になる。したがって、将来の退職金の支払いが膨大な金額にふくれ上
がった場合、企業の資金調達の能力を超えることが予想される。いわ
ゆる退職金倒産である。
　そこで、企業としては、その対応策として、従来の引当金方式が非
積立てであることからくる危惧を除くために、将来の退職金支払いに
必要な費用を事前に計画的に積立てる方法、いわゆる企業退職年金制
度の導入を図ることとなった。これによって、企業は当面の掛金負担
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は増加するものの・負担は長期にわたって平準化されるため、年間計
画のなかに繰り込みやすくなることを期待した。
　このような状況と期待を踏まえて、1976年5月には、①倒産の場合の
未支払い賃金の国による立替払い、②社内預金の保全措置、③退職金
の保全措置を主な内容とする「賃金の支払の確保等に関する法律」が
施行されるようになった。
　退職金の保全措置の内容は、退職金の1／4（自己都合退職金の要支給
額の1／4）について、社内預金の保全措置に準じた方法で保全を講じて
おくことで、具体的には銀行保証、質権・抵当権の設定などの方法があ
る。しかし、この法律ではこれらの保全措置よりもさらに優先順位の
高い保全の方法を規定し、その方法によった場合には、法律が求める
保全の要件はすでに満たしたものとし、社内預金に準じた保全の措置
は不要とした。その方法とは、退職金の全部または一部につき実際に
資金の積立を行うことであり、退職一時金の積立と、退職年金の積立
がある。
　退職年金の積立は適格年金か調整年金かで、この保全措置は努力義
務規定となっている。したがって、事業主は退職金に保全措置を講ず
る努力を要請されるが、実施しなかったからといって罰則の適用はな
い。
　しかし、罰則があろうとなかろうと、約束した退職金が支払えるよ
うな準備をすることは時代の要請であり、従業員の受給権を保護する
だけでなく、企業の経営を保護するみちでもあろう。近年、欧米の企
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業年金では・資金の計画的な積立を法律で強制するとか・給付の支払
いに対する保証保険などで、倒産の場合にも支払いを保証する措置が、
相次いで実施されている。このような世界の流れのなかでみると、日
本の退職金の保全措置もその一環であり、今後その内容はさらに保護
の厚いものになっていくことが予想されるが、その際、企業年金によ
る積立はもっとも重要なものになると考えられる（ユoo）。
　　4．企業年金制度の展開
　日本における企業年金は、明治時代に一部財閥企業が、公務員の恩
給制度にならって、職員を対象に採用したのが始まりで、今日知られ
ている最古の企業年金は、1897年（明治30年）の「三井商店使用入恩
給内規」であるといわれている。この制度は、原則として勤続30年以
上の退職者に一時金と併せて終身年金を支給するもので、その年金年
額は退職時給与の4ケ月分相当とするものであった（101｝。また、鐘紡
が1905年（明治38年）に「鐘紡従業員年金給与規定要領」を制定して
いたが、業務上の傷病などによる退職者に対し一定の基準で有期年金
を支給するといった内容で、一般の退職年金制度とは多少性格を異に
していた。この他、明治時代には芝浦製作所でも退職年金規定が設け
られていたが、この時期に実施された企業年金はこれ位しか確認され
ていない。
　その後大正から昭和初期にかけても、三井、三菱などの財閥系企業
や2～3の新聞社で有期年金を実施していた程度で、退職金制度の実施
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が、職員にあっては大正前期（1910年代）に、労働者にあっては昭和
前期（1920年代後半）に一般化したのとは対照的に・戦前における企
業年金の実施例は皆無に近い状態であった。
　戦後、1950年代後半から1970年代の前半にかけて、日本の社会・経済
環境は大きな変化にみまわれた。第2次および第3次産業への産業就業
構成に移行するとともに、都市化、核家族化の進展がみられた結果、
伝統的家族制度が崩壊し、かわって都市型勤労者世帯が増大した。そ
してそのことは私生活優先の個人主義、平等主義を進展させ、家族主
義に埋没していた老齢者の扶養問題を社会化させた。
　さらに、1970年代後半以降になると、人々の間に中流意識が高まり、
相対貧困に対する関心が高まるとともに高齢化社会への関心、公的年
金に対する関心の高まりがみられた。しかし、一方において老後生活
保障としての「企業年金については、個々の企業の問題とし、社会的
全体的問題としては認識せず、老後生活保障の問題はもっぱら個人努
力と公的努力にその解決策をもとめよう〈・・2＞」とした。
　その後、低経済成長、減量経営を経験するなかで、これまで日本的
経営の代表とされていた終身雇用慣行、企業内経歴昇進、年功序列賃
金の実質的崩壊、加えて急テンポでの企業内労働人口の高齢化に対処
するため企業年金制度の導入が単なる負担平準化策としてではなく、
真剣に討議されるようになった。また労働者側からも、経営環境の諸
変化にともなう労働環境の変化に加え、老後生活不安から、個々の老
後生活保障手段として企業年金制度の確立を望む声が多く聞かれるよ
一232一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所碍保障としての年金制度
うになる。さらに政府は公的年金の財政難を理由に公的年金給付水準
のナショナルミニマム化を打ち出し、その不足部分を企業年金にもと
めることとなる。
　　1）適格退職年金制度
　戦後の一時期においても、企業年金制度にはみるべきものはなかっ
たが、経済が復興し安定化の方向を歩み始めた1950年代の初期になっ
て、退職金の制度化が進むにつれ、大企業のあいだでは企業年金制度
採用のきざしが見え始めた（1°3）。すなわち、企業経営が正常化される
に及んで、退職金にっいては労使双方の主張をもり込んだ柔軟な考え
方がとられながら、労働条件の一つとして、労働協約や就業規則の規
定による制度化がすすむ一方、企業内部における従業員の累積と賃金
水準の上昇により将来の退職一時金負担が多額にのぼることが予測さ
れるようになり、この資金負担の平準化のために一時金を年金化しよ
うとする動きが企業サイドから出てきた（1°4）。このような趣旨から、
1952年1月の十条製紙の退職年金制度導入を先頭として、大企業に企業
年金の採用が相次ぐことになった。
　十条製紙の企業年金制度は、労働組合の退職金要求に端を発し、導
入に当たっては中央労働委員会の退職金争議での斡旋（105）（1950年6
月）が一つの契機となった。十条製紙ではこの斡旋に従い、労使交渉
を重ねるなかで、1952年1月に当時としては画期的な制度内容をもつ企
業年金制度を発足させるに至った。この制度はアメリカのクラウン・ゼ
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ラバック製紙会社の年金制度に範をとっており、労使双方の拠出によ
る社内事前積立で、退職時に年金源資を一括で信託会社に払い込み、
10年確定年金で給付されるという内容であった。日本の企業年金歴史
において初の本格的制度といわれている十条製紙の企業年金制度が、
このように「退職金費用負担の平準化という極めて今日的なニーズに
ょり導入されていることは、注目に値する（106＞」ものであった。
　また、十条製紙の年金制度とは対照的に非積立式・非拠出制の年金制
度が、三菱電機で実施（1952年1月）されたが、勤続25年以上かっ50歳
以上の受給資格者に対しては退職一時金ではなく年金だけを適用する
という点が最大の特色であった。この制度も、当時従来の退職一時金
を全面的に年金制度に切り換えたものとして注目された他、年金制度
自体が珍しいものであった当時において、このように年金の支給だけ
を原則としたことにおいてもきわめて画期的であったと評価されてい
る（iO7）。
　これ以降、企業における企業年金制度の関心は高まることとなり、
1952年から1955年の間に50～60社で企業年金が採用された。この時期
に実施された企業年金制度の特徴としては、①採用企業がほとんど有
力な大企業であり、②金融、商事、倉庫、不動産、新聞社などの非製
造業が過半数を占め、鉱工業では財閥系を除けばわずかであること、
③拠出制は少なくほとんどが企業の一方的負担であること、④退職一
時金を従業員の選択によって年金の形で支給するという、退職年金と
しての色彩の稀薄なものが多いこと、⑤大部分が5年、10年などの有期
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表HI－7　企業年金制度設立の推移
年度 非積立式 積立式
?
累計
～1947 6社
?
6社 6社
1948 3 3 9
1950 2 2 11
1951 4 4 15
1952 9 1 10 25
1953 1 3 4 29
1954 4 1 5 34
1955 23 4 27 61
1956 26 4 30 91
1957 15 9 24 115
1958 12 6 18 133
1959 27 15 42 175
1960 15 26 41 216
1961 6 26 32 248
不明 47 5 52 300
資料：第一生命保険相互会社編r企業年金白書』1981より作成
で終身支給は10数社にすぎないこと、⑥保険、信託などを利用した外
部拠出による基金準備を行っているものが皆無に近いことなどがあげ
られる（108）。
　1956年から企業年金の採用企業はさらに増えてきた（表IH－7）が、
それは、労働組合の退職金引上げ要求が1950年代後半に入って本格化
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し、退職金の増額が経営側をして将来に対する経理上の不安感を強め
ることとなったため、資金繰りなどの関係で年金制度への関心がます
ます深まってきたことと密接な関係があった。しかし、労働組合を中
心とした根強い一時金選好の傾向や、企業が行う私的な退職年金に対
する税制優遇措置が講じられていなかったことなどから、企業年金制
度の普及には限界があった。
　このため経営側からアメリカの適格年金制度（Qualified　Pension
Plan）にならって、日本でも一定の条件を満たした年金制度には、税
制上の優遇措置を与えるべきであるとの声が強くなった。
　こうした税制適格年金制度創設への期待を背景とし、1957年8月には
日本経営者団体連盟（以下日経連と略す）が「企業年金の課税政策に
関する要望」を関係官庁や国会に提出した。この要望は、1950年代後
半からあがってきた企業年金に関する議論を背景に適格年金制度創設
にむけての具体的骨格をはじめてしめしたものであった。
　日経連はこの要望を通じて「経済の安定に伴いここ数年間における
企業の退職年金制度に対する関心は著しく増大し（・・9＞」たことを指摘
したうえで、しかしながら同制度の発達を阻害している要因が少なく
ないとして、　「政府は経済的社会的見地から企業年金制度の助長政策
を確立すると共に・・・…　企業年金の課税政策につき適切な措置をとら
れるよう（…　〉」求めた。その内容は、①適格退職年金制度の創設、②
事業主拠出掛金の損金算入、③従業員拠出掛金の社会保険料並の所得
控除の適用、④年金基金の運用収益の非課税措置、⑤受給年金につい
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ての年金所得としての特別控除および分離課税の適用、などに集約さ
れる。また、同年9月には信託協会も「退職年金制度に関する要望」を
提出したが、その内容は日経連の要望とほぼ同じであった・
　これらの要望の意図は「第一に税制上の優遇措置による損金メリッ
トの享受、第二に退職金費用負担の平準化による退職金コストの経営
圧迫の回避、第三に労使関係の安定、第四に金融機関への外部積立と
なる年金資産から長期安定資金の供給をうける（111》」ことなどにあっ
たといえる。
　1957年の日経連および信託協会の要望は、税務当局が税収減を理由
として難色を示したこと、実施企業が少数であること、大企業偏重の
優遇策となるおそれがあることなどの理由から実現は見送られたが、
その後も信託業界の年金信託の研究は積極的に続けられた他、生命保
険協会を含めた三者が協調して根強い政府への働きかけを行い、1962
年には適格年金制度の発足をみることになるのである。
　このような相次ぐ要望を背景に、大蔵大臣から諮問を受けた税制調
査会は「昭和37年度税制改革案要綱」　（1961年12月）のなかで、企業
年金の課税問題をとりあげ次のような答申を行った。　「企業が、その
従業員の退職金の源資にあてるため、外部の一定の要件に該当する退
職年金基金に対し、一定の要件に該当する掛金を拠出したときは、そ
の拠出の際に企業の損金に算入するとともに、これに対する所得税の
課税を年金受給のときまで繰り延べる措置を講ずる。この措置に伴い、
この適格退職年金基金に対し、その基金のうち運用益部分および企業
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拠出分について・所得税課税の延期に見合う遅延利息に相当する税率
（おおむね1，000分の12）による特別の法人税の課税を行う。なお、
自己都合による退職を年金支払事由とする場合には、終身年金につい
ても、退職給与引当金による社内積立ができるように、その制度の整
備をはかる（112＞」。
　これに基づいて、1962年3月31日付けで「法人税法及び所得税法の一
部改正法」が可決され、同年4月1日に社外積立を原則とした適格年金
制度が発足するに至った。
　この制度は税法上定められた資格要件を満たしている企業年金にっ
いて、国税庁が認可し、これに税法上の優遇措置を与えるという仕組
みとなっているが、その仕組みが比較的簡単で、運営が容易であるな
どの利点もあって、企業における退職金負担の平準化方法として急速
に普及していった（表m－8）。
　ところで、当初の適格年金制度は、その役割・機能において公的年金
を補足するというよりは、　「資金的余裕のある企業のプラスアルファ
を求めるニーズに応える制度（・・3）」と考えられていた。そして、退職
金制度との関係において、退職金からの一部移行での普及を想定して
おり、これは1950年代から始まった「企業年金の導入が、増大する退
職金負担の平準化を意図していた（・・4）」ことを意味する。したがって、
発足当時の適格年金は公的年金を補足するものとしての企業年金を育
成普及させ、老後の生活保障を充実させるという社会政策的な見地は、
ほとんどなかったといわれる。
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表IH－8　適格退職年金の年度別承認件数
年度 保険契約 信託契約 共済契約 計（対前期割合） 年度末累計
1962 59件 71件 一 130（％） 130
1963 312 415 一 727（559） 857
1964 1，174 441 一 1，615（222） 2，472
1965 5，035 643 一 5，678（352） 8，150
1966 7，334 665 ， 7，999（141） 16，149
196717，978 468 伽 18．446（231）34，595
196816，113 556 一 16，669（90）5L264
196914，228 526 一 14，814（89） 66，078
197010，283 687 僻 10，970（74） 77，048
1971 6，635 571 願 7，206（66） 84，254
1972 4，328 550 一 4，932（68） 89，186
1973 4，238 560 一 4，798（97） 93，984
1974 3，615 584 ， 4，199（88） 98，183
1975 2，580 390 一 2，970（71）101，153
1976 2，591 299 一 2，890（97）104，043
1977 3，389 407 一 3，796（131）107，839
1978 3，371 362 一 3，733（98）111，572
1979 3，767 304 一 4．071（109）115，643
1980 3，929 417 一 4，346（107）119，989
1981 3，263 362 一 3，625（83）123，614
1982 2，989 286 89 3，364（93）126，978
1983 2，953 335 340 3，628（108）130，606
注：1972年以降の承認件数の減少は、カウント方法の変更によるもの
　で・2以上の受託機関と分割契約した場合にっいては、従来2以上
　の受託機関数を計上していたが、これを一企業一制度に改めたこと
　による影響である。
資料：曽根田郁夫r日本の企業年金』東洋経済新報社1985P．117
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　このような適格退職年金制度は、適格要件などについてその後数次
の改正が行われているが・とくに自動承認制および転籍者に係わる原
資の移受管（ポータブル）は注目に値する。
　自動承認制は、適格退職年金契約の承認申請に当たって受託機関の
自主的な審査により適当と認められたものについては届出書の提出を
もって国税庁長官の承認があたったものとみなす制度であり、行政事
務の簡素化を目的とするものとして、1977年から実施されている。
　次に、転籍にともなう原資の移受管は、個別に適格退職年金契約を
締結する会社間において転籍があった場合に、転籍者に係わる責任準
備金の移管によって転籍後会社の適格退職年金契約において転籍前会
社の適格退職年金契約の加入期間を通算するという制度である。この
制度は1974年3月に法人税法施行令が改正され、転籍に伴い転籍前会社
の適格退職年金契約の全部または一部を解除する場合には、この契約
の解除により事業主が返還を受ける金額（責任準備金）を転籍後会社
の適格退職年金契約の掛金として直ちに払い込むことができることと
なり、1979年にはこのための細部の規程が整備された。
　この措置によって、関係会社間に転籍があった場合には、転籍者に
係わる責任準備金の移管によって、転籍後会社の適格退職年金契約に
おいて新たな財源負担なしに転籍前適格退職年金契約の加入期間を通
算することができることとなった。このような企業年金間の資格の通
算は、資本系列、人事交流などに密接な関連のある企業間においては、
退職金制度の整合性という観点から必要な措置と考えられる。
240一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第皿章　老齢者の所得保陪としての年金制度
　　2）調整年金制度
　日本の公的年金制度の拡充は、一面において私的退職年金制度との
調整の歴史でもある。1944年における厚生年金保険制度の発足にあた
って、1936年に制定されていた「退職積立金及び退職手当法」との調
整が問題となり、退職手当金制度と厚生年金保険とが類似しているた
め、事務費などの重複を避けることを目的に、厚生年金保険制度に吸
収された形で戦後に引き継がれてきたことはすでに述べたとおりであ
る。しかし、戦後のインフレーションなどによって、厚生年金制度が
ほとんどその機能を停止するにいたったため、本来この制度のなかに
吸収されたはずの退職金制度は、労働者の老後保障に対する現実の要
請から、公的年金制度の再生とは無関係に復活し、次第に重要な地位
を占めるようになった。ところが、戦後の混乱期からの聯却による雇
用の安定により、定年退職者の勤続年数の上昇や老齢退職人員の増加
などによって企業における退職金負担は、急激に増大してきた。ここ
において退職一時金制度の合理化のために、1962年に適格退職年金制
度が創設されたことは既述のとおりである。
　一方、経済の安定成長期に入る1950年代後半ごろからは、老後の所
得｛呆障の柱として、公的年金制度の拡充整備が現実の日程にのぼり、
厚生年金制度の改善充実も急速に進んできた。1965年に予定されてい
た「厚生年金保険法」の改正に関する社会保険審議会の検討が始まっ
たのは、適格年金制度発足直後の1962年末からであったが、この審議
において、経営者側は、　「疲弊した公的年金の機能を代行するものと
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して、今日まで膨張し続けてきた退wa　一一時金や企業年金制度との調整
が講じられなければ、今後の厚生年金保険制度の改善に伴う保険料の
引上げには応じられない（t15＞」として、退職金・企業年金と厚生年金
の調整措置の実現を主張した。これに対し労働組合側は、　「退職金や
企業年金制度は、労使交渉により労働者が獲得した権利であって、こ
の既得権を国の制度と調整することによってなしくずしすることは許
されない・・…・また労務管理の一環として実施されている退職金など
私的な制度と、公的な年金制度との問に調整を行うことは筋違いであ
って社会保障制度の後退につながる（116）」として経営者側の主張に強
く反対した。
　このような労使対立のなか、社会保険審議会は「厚生年金保険制度
改正に関する意見」　（1963年8月2日）を発表し、　「企業年金との調整
は、今次の改正に当たっての一つの問題点である（lt7）」と指摘したう
Kで、これについては、　「社会保障と賃金とは区分すべしとする原則
論と、その調整の限度によって今次改善の程度が決まるとする現実論
とがあるが、これは、問題を具体化して、さらに検討を重ねるほうが
適当と考えられるくt・8》」と問題は棚上げされたままであった。
　1965年6月1日に厚生年金保険法の改正において、退職金などの既得
権を侵害しないという合意のもとに、ようやく厚生年金基金制度の誕
生をみるにいたった。このようにして生まれた厚生年金基金は、制度
発足当時の成立の過程を表して「調整年金」と呼ばれるようになった。
　このような調整年金制度は、適格退職年金制度と同じように、経営
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者側の主導によりその導入が図られたことが分かる。当時の労働者側
は、まだ月例給与やボーナスの確保を第一義としており、調整年金制
度発足に際しても終始経営者側の攻勢に押されていた。また、厚生年
金の大幅な給付改善に伴う掛金負担増大への抵抗が、調整年金創設要
求の強力な引き金となっていたわけだが、適格退職年金の創設時と同
様に、　「戦後の自社年金導入期以来経営者側が着目し続けてきた労働
費用における退職金費用負担の緩和、平準化といったニーズに対応す
べく、その創設が図られた（119）」という一面があったといわれる。
　しかし、1962年の適格年金の発足を契機に企業年金の急速な普及に
よる退職金の年金化が、一時金改善の速度を鈍化させ、退職一時金が
老後保障の主要な柱であるとする認識のあった労働者の危機感をつの
らせ、さらに退職一時金の月収に対する比率の低下が企業年金の普及
に比例していたことが、労働者の危機感に拍車をかけるようになる。
このような背景のなかで、労働組合側は調整年金を通して始めて、企
業年金の問題に本格的に取り組むことになった。こうして、労働組合
側は企業年金に消極的態度を取り続け、その導入に反対の立場をとっ
た・しかしながら現実的には、労働組合の強い反対にもかかわらず、
企業年金制度は各企業に普及していった。それは、企業にとって、適
格年金・調整年金の導入により、税務メリットや厚生年金保険の料率の
メリットを利用できるようになったこともさることながら、年金の一
時金選択が可能であったからである。つまり、導入された企業年金の
中味は、退職一時金の準備制度であり、年金導入に各企業の労働組合
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が反対する理由がなかったためである。
　以後、企業年金を導入する企業が順調に増加していくなかで、労働
組合は全般的に企業年金への関心が薄かったが、1973年の石油危機を
契機として、退職金の費用負担の問題から企業年金に目を向けるよう
になった。こうした背景としては、社会全体の高齢化や核家族化はい
うまでもなく、従来主張してきた厚生年金の充実が、1973年の物価ス
ライド制の導入により、一応達成できたとの認識がでてきたこと、低
成長経済の定着化のなかで、退職金の引き上げが思うにまかせなくな
り、老後保障は厚生年金をベースとした年金制度で行おうとする考え
がでてきたことなどがあげられる（120）。
　調整年金制度の特色は、公的な厚生年金保険の給付の一部を代行し、
その代行給付のうえにそれぞれの企業の実態に応じた独自の給付を積
み増して、厚生年金より手厚い年金を支給することによって、加入員
の老後生活の安定を図ろうとする仕組みである。
　厚生年金基金は、このような目的と機能とを有する特別法人として、
厚生大臣の認可を受け設立することになるが、1989年4月における認可
基準が緩和されるまで、その設立認可の条件が1000人以上の企業規模
であること、設立手続き、運営面などにおいてもかなり複雑な面をも
つなどのこともあって、比較的大企業を中心に普及していった。
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5．企業年金の仕組みと現状
　　1）適格退職年金制度
　適格退職年金は、法人税法施行令第159条に定める適格要件を具備し
て国税庁長官の承認を受けた生命保険会社・信託銀行および全国共済農
業共同組合連合会との契約による社外積立の企業年金制度である（図
皿一4）。その適格要件は、次の12項目からなっている（t21）。
　①目的要件：退職年金の支給のみを目的とする。
　②給付受取人の要件：事業主が契約者となって掛金を払い込む信託
図HI－4　適格退職年金の仕組
労働基準
監督署
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金
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??????→??
業企
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国税庁
→
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生命保険会社
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資料：五島浅男r企業年金の導入と運用』中央経済社1984P．48
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銀行または生命保険会社との間の年金契約であるが・給付の受取人は
従業員でなければならない。
　③加入者要件：法人の場合は役員、個人企業の場合は事業主本人お
よび生計を一にするその親族を加入させることはできない。ただし、
使用人兼務役員の加入は認められる。
　④適正な年金数理の要件：掛金の額および給付の額は、所定の基準
に合致した適正な年金数理に基づいて算定されるものでなければなら
ない。
　⑤掛金の型は、定額または給与の一定率、その他これに類似の方法
で算定された額のいずれかで、あらかじめ定められていることが必要
である。企業が任意に掛金を変動させることは禁止されている。
　⑥過去勤務債務の掛金の払込方法の要件：過去勤務債務（年金制度
上の不足積立金）償却のための掛金は、一定額または一人当たり一定
額、あるいは給与の一定率という方法（これらの場合、年間の償却額
は過去勤務債務総額の20％以下）のほか過去勤務債務の現在額30％以
下とする方法のいずれか、あらかじめ定めた方法によることとされて
いる。
　⑦再計算の要件：5年以内の一定期間ごとに計算基礎率の見直しをし、
年金財政の再検討を行い、剰余金があれば企業へ返還しなければなら
ない。
　⑧積立金の事業主への返還禁止の要件：年金給付のために必要な積
立金は、事業主へ返還することはできない。ただし、調整年金に移行
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する場合、合併・転籍などにより他の適格退職年金契約の加入者となる
場含および受託会社の引受割合の変更にともなう積立金移管の場合に
は事業主への返還がみとめられる。これらの場合はいずれも形式的な
返還で、実質的には積立金の移動にすぎないからである。
　⑨解約返戻金の従業員帰属の要件：契約が解約された場合の解約返
戻金は加入従業員に支給し、事業主が受け取ることは禁止されている。
このことは、事業主の積立金に対する権利は掛金払込の時点ですでに
消滅しているとの観点に立つものである。
　⑩差別取扱禁止の要件：性別・学歴・職種などにより特定の従業員に
ついて掛金・給付の額、受給資格などにっき不当に差別取扱をしてはな
らない。
　⑪有利借入などの禁止要件：適格退職年金契約を締結したことによ
り、受託会社から、通常の条件より有利な条件で貸付を受けたり、積
立金の運用について事業主が個別に指示することは禁止されている。
　⑫継続性の要件：年金制度は企業の存続するかぎり継続すべき性格
のものであるから、長期的な見通しのもとに慎重に制度を採用するよ
つにとの注意規定である。相当期間（おおむね1年以上）にわたる掛金
払込遅延や解約後1年以内の再契約などは原則として認められない。
　以上が適格要件として求められるものであるが、適格退職年金の加
入人員規模は、保険契約の場合15人以上、信託契約の場合100人以上と
なっている。
　適格退職年金の現状については1991年度末現在で、契約件数は90，3
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表IH－9　適格退職年金の現状
年度末 契約件数 加入者数（万人） 積立金（兆円）
1986 71，203 788 8．3
1987 74，423 820 9．4
1988 78，555 845 10．5
1989 82，793 904 11．9
1990 86，648 937 13．0
1991 90，379 975 14．1
資料：伍藤忠春「企業年金・国年基金の現状と課題」r週間
　　　社会保障』No．17011992．8　p．80
図IH－5　年金給付月額別件数（1988年度契約）
資料：第一生命保険相互会社編r平成2年度版企業年金白書』
　　1990　p．67
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79件、加入者数は975万人、資金規模にして14兆1，000億円となってい
る（表m－9）。契約総件数の約95％は従業員300人以下の中小企業に
係るものであり・中小企業を中心に普及してきている。
　一方、生命保険協会、信託協会、全国共済農業協同組合連合会の
「適格年金の契約状況調査」による1988年度分の年金給付月額別の件
数の割合をみると、　「5万円以上10万円未満」が40．2％でもっとも高く、
中央値は61，665円となっている（図田一5）。
　　　2）調整年金制度
　調整年金制度は、国の老齢厚生年金の一部を国に代わって支給する
（代行部分）とともに各基金独自の上乗せ給付（プラスアルファ部分）
を行う制度である。これによって、両者の老後保障における機能と費
用負担を調整しながら、より高い年金給付を行うことを目的としてい
る。
　この制度は、イギリスで実施されていた一定の要件を満たす企業年
金を有する企業は、公的年金の一部の適用除外を認めるという適用除
外制度に習ったものである。イギリスの場合、すでに実施されていた
企業年金によって、新たに導入された公的年金の所得比例部分の適用
を免れることができるものである。しかし、日本の場合は公的年金に
先行あるいは並行する企業年金があったわけではなく、新たに公的年
金基金とという企業年金を設けて公的年金との調整を行おうというこ
とから、公的年金の給付の一部を代行するという色彩の濃い制度とな
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った。
　厚生年金の代行の対象となるのは、厚生老齢年金のうちで貯蓄的な
性格が強く、企業年金と類似して企業独自の給付設計ができる報酬比
例部分である。そして、調整年金では完全積立方式を採ることから、
調整年金実施以降の報酬比例部分についてだけ代行が認められ、実施
以前の報酬比例部分、過去の報酬再評価および物価スライドについて
は、厚生年金で行うこととなっている（図m－6）。
　このように調整年金は、厚生年金の給付の一部を代行しているので、
　図m－6　調整年金の仕組み
　　　　　　　　　　　　　　代行　報酬比例部5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代，　部分
?? ?
定額部分
加給年金
遺族　年　金
障存　年　金
?，??? ?
退職年金 付加（プラス・アル7ア》郁分
??
厚生省
厚’ヒ年金
111講
保険料
認可
一時金給付
企　　　業
厚生年金基金規約
年金規定
掛金
厚生年金基金
励目冷居翁契約
掛金
従業貝
’退職
???????
厚生年金基金達合会
掛金
生命保険会社
信託銀行
厚生年金落金
遮合会契約
給f寸 受給者（退職従業’員） 給付（代行部分＋付加部分｝
資料：五島浅男r企業年金の導入と運用』中央経済社1984P．64
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調整年金を導入した企業は・代行部分に見合う保険料の厚生年金への
払込が免除される。
　適格年金は純粋な私的年金であるから費用の一部を国が補助するこ
とはないが、調整年金では、公的年金の給付を代行している部分につ
いて、給付に要する費用の一部を国が負担している。国庫負担は厚生
年金では給付費の20％であるが、調整年金では代行部分の給付費の17．
5％である。国庫負担率が異なるのは、調整年金の支給開始年齢が厚生
年金より平均的に早くなることによる調整が行われているからである。
　調整年金を実施する場合、まず企業は制度の運営を行う「厚生年金
基金」という特別法人を設けなければならない。厚生年金基金の設立
形態としては、①従業員数500人以上の企業が単独で設立する「単独型」、
表HI－10　厚生年金基金の現状
年度末 基金数 加　入　員　数 積立金（兆円）
1986 1，134 726万人（26．9％） 14．5
1987 L194 764万人（27．6％） 16．9
1988 1，258 827万人（28．9％） 19．6
1989 L358 903万人（30．2％） 22．5
1990 1，474 984万人（31．8％） 25．6
1991 1，593 1，071万人 28．8
1992 1，687 1，093万人 一
（7．1）
注：Oは厚生年金被保険者に対する割合である。
資料：伍藤忠春　前掲論文P．79
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②資本・人事面で密接な関係にある親子会社などが共同して従業員総数
2，000人以上で設立する「連合型」、③同じ業種または同一都道府県内
の企業が共同して従業員総数3，000人以上で設立する「総合型」、の3
種類がある・
表IH－11　新設厚生年金基金の推移
年度 単独型 連合 総　　合　　型
?
　曹一一一一一，F 型 ：一一…一…一一一一一… u一一…一一』
i小規
塩ﾍ
i5・000人未満i地域1の同種同業　1型1　　　　　　　　　：
1980 6i 1 　　l　　　　　　　　　　lT　　1　　　　　　　　　； 12
1981 6i 2 　　1　　　　　　　　　　：11　　1　　　　　　　　　； 19
1982 51 4 10　　1　　　　　　　　　1　　：　　　　　　　　　： 19
1983 7i 4 11　　1　　　　　　　　　1 22
1984 ??? 9 　1　　　　　　　　　　：T　　｝　　　　　　　　　1 23
1985 ? 9 　　1　　　　　　　　　：14　　：　　　　　　　　　　1 32
1986
P987
P988
P989
P990
14
??????????
11
P0
P8
Q2
P7
19　　：　　　　　　　　　l
@　l　　　　　　　　　　lQ5　　1　　　　　　　　　1
@　1　　　　　　　　　　124　　1　　　　　　　　　　：
S2　　｝　　　　11　　　　：　0　　；　　　　　　　　　　：54　　1　　　　28　　　　1　　4
44
U1
U6
P00
P18
1991　1S911421 4gi　23　；11191992 　：33i　9 17 45　　1　　　23　　　　1　9　　　　　　　　　：　　： 95
（7．1）
｝
：　　　　　　　　　　：
戟@　　　　　　　　　l
注：小規模（800人未満の単独型基金）、5，000人未満の同種同業お
　　よび地域型は1989年4月から設立認可基準緩和により新たに創設
　　されたものである。
資料：伍藤忠春　前掲論文P．80
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　調整年金制度は1992年7月1日現在で、基金数は1，687、加入員数は1，
093万人となっており、国の厚生年金保険の被保険者のほぼ3人に1人
をカバーするまでに至っている。資金規模は1991年度末現在で28兆8，
OOO億円となっている（表IH－10）。
　近年、厚生年金基金の新設がいちじるしく伸びてきており、なかで
も総合型の伸びがいちじるしくなっている（表m－11）。これは厚
生年金基金設立が大企業のみならず中小企業も含めた各種企業層へ幅
広く普及してきていることを示すものといえる。この要因としては、
企業側が厚生年金基金制度の重要性を強く認識するようになったこと
がまず挙げられる。すなわち、調整年金の設立により、従業員の退職
後の所得をより手厚くするとともに、会館・保養所などの福祉施設事業
を行うなど、人材確保に欠くことのできない福利厚生面の充実を図る
ことができるということである。もう一つの要因としては、1988年の
法律改正により、調整年金の努力目標水準（代行部分の2．7倍）の法定
化、転職などにより調整年金を中途脱退した者などに対する年金給付
の通算制度の改善、解散基金加入員にも一定額の年金給付を保障する
支払保障制度の創設などの措置を講じたこと、また、1989年および19
91年の調整年金の設立要件緩和により、基金設立時の人員要件の引き
下げ、異業種の企業でも同一都道府県などの商店街などに所在して一
定の組織があれば共同して基金を設立できる地域型総合基金の創設な
どの措置を講じ、企業にとって基金の設立を容易にしたことが挙げら
れる（122）
　　　　o
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　　　6．今後の課題
　今日、消費生活水準の向上あるいは安定と生活の多様化のなかで、
私的保障充実への期待が高まり、企業年金の普及と充実が一般被用者
の大きな要望となっている。また、経営者にとっても企業年金の導入
や充実が重要課題となっている。すなわち、構造的とも思える日本経
済の労働力不足状態を深刻に受けとめ、経営者は労働者確保と確保し
た労働者の定着を図る諸方策を検討している。そのなかで労働条件の
改善がもっとも重要であり、広範な労働条件改善策のなかで効果およ
び実現可能性から、多くの経営者が企業年金の充実を緊急課題として
いる。かくして適格退職年金および調整年金が企業、とりわけ中小企
業の経営者にとって魅力的な制度と認識され、その普及が推進された。
　しかし、適格退職年金および調整年金がともに普及し、また中小企
業においてとりわけその傾向がともにいちじるしいとすると、両者の
関係と格差が問題となる。すなわち、調整年金は終身年金を義務づけ
ているが適格退職年金は10年有期が主流であること、調整年金は老後
生活保障の性格を強くもつが適格退職年金はつなぎ年金的性格をもつ
とともに、退職一時金の退職年金への移行にともない年金的性格に退
職金的性格を混在させていること、近年調整年金への移行状況をみる
と適格退職年金からのものが大部分を占めていること、両者の給付水
準の差などを考慮に入れて企業年金の将来を論議すべきである（・23》。
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皿．個人年金制度
　前述のような公的年金、企業年金の存在にもかかわらず、老後、こ
のような社会保障制度を頼りに老後の暮らしを立てようという人は、
年々着実に減少しており、自分の老後は自分の貯蓄や財産に頼るとす
る人々が増加してきているといわれるq2の。とくに、高齢化社会が叫
ばれはじめた1970年代後半以降、個人年金の加入者は急増してきてい
る（表皿一12）。
　これは、高齢化社会の到来にともなう個人的な「長生き」の不確実
性に対する所得保障の不安を反映しているものといえる。個人年金は、
老後所得に対する不確実性を減少させ、長生きのリスクを加入者全体
で負担していく仕組みであるからである。たとえば、貯蓄などの原資
による利子・配当収入が不充分であればその原資自体が取り崩されるこ
とになるが、定期的な原資の取り崩しにより原資が枯渇することもあ
る。このような事態が、長生きのリスクであり、ここに個人年金によ
る経済的保障が求められる。個人年金では、生涯を通じて定期的な所
得が保障され、税制上優位な扱いを受けてその投資収益や配当収入を
享受でき、それでいて投資の失敗の責任も、それによる原資喪失もあ
りえず、老後の安全かつ確実な所得保障を実現する（・25＞。
　ところで、公的年金で完全に老後の所得が保障されるとすれば、私
的年金とくに個人年金の必要性はなくなるであろう。しかし、もとも
と社会保障の目的は最低限度の生活保障であり、公的年金も基礎部分
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表m－12　個人年金保険の契約状況（生命保険会社）
年度 新契約 保有契約
件数（件） 前年比 年金金額 前年比 件数（件） 前年比 年金金額 前年比
（％） （億円） （％） （％） （億円） （％）
1980 166，482137 11，023 一 456，467137 20，827 一
1981 341，248204 2L440194 888，821 94 39，416189
1982 321，02794 20，159 94 1，144，125128 52，923134
1983 452，134140 22，619 112 1，498，788130 66，972126
1984 513，061113 25，789 114 1，860，519124 82，735123
1985 500，17597 22，672 87 2，194，049117 96，361116
！986 569，591ll3 27，022 119 2，596，916118 116，276120
1987 77L663136 41，240 153 3，195，246123 150，690130
19881，607，146208 92，239224 4，577，385143 234，253155
注：個人年金保険の金額は、年金支払開始前契約の年金開始時におけ
　る年金原資および年金支払開始後契約の責任準備金の額を合計した
　ものである。
資料：第一生命保険相互会社編r平成2年度版　企業年金白書』P．13
　6
基本部分を担うものであるということはすでに指摘したとおりである。
そして、実際に公的年金の財政問題は公的年金による所得保障の限界
を明らかにしている。それにもかかわらず、人々が最低生活水準以上
の部分も公的年金制度などに依存しようとし、公的な努力を求める風
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潮にあるということに問題がある・個人のニードに応じた老後の所得
保障の実現のためには、自己責任の部分もあって当然である。その意
味で、老後の所得保障としての年金制度は公的年金だけの議論では限
界がある・
　個人年金は、公的年金を基礎とし、より豊かな老後生活を維持して
いくための手段として、企業年金とともにその重要性がますます増大
すると考えられる。
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　　　　　　　　　　　　　　（注）
（1）吉田和男「高齢化の経済への影響と対応」財形福祉協会年金制度研
究委員会編r高齢化社会と年金改革』財形福祉協会1985PP．24～3
3
（2）同書p．26
（3）小林節夫「高齢化時代に予想される状況」三浦文夫　小林節夫　共
編r高齢化社会と社会保障』中央法規出版　1981　p」07
（4）飯野靖四「年金財政の課題と将来」r週刊　社会保障』No．1599
1990　　p．92
（5）安藤哲吉「年金制度のしくみ」佐口　卓ほか編r社会保障論』有斐
閣双書　1975　p．103
（6）大河内一男「年金とは何か一その本質と機能」大河内一男編r年金
革命への道』東洋経済新報社　1982　p．　8
（7）同書　P．8
（8）同書　P．9
（9）生活保護法　第一条
（10）同法　第四条
（11）大河内一男　前掲書　p．14
（12）宍戸伴久「年金制度一その改革の方向：法定年金制度を中心とし
て一」社会保障研究所編r西ドイツの社会保障』東京大学出版会19
89p．108
（13）箸方幹逸「公的年金制度の連続性と非連続性」大野英二先生還暦
　　　　　　　　　　　　　一258一
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　記念論文集r比較社会史の諸問題』未来社1984PP．249～250
（14）同論文pp．250～252
（15）同論文P．252
（16）同論文p．262
（17）一般受給資格期間は、200拠出週から250週に延長され、被扶養児
加算と遺児年金の受給資格年齢は15歳未満に引き下げられた。1932
年から既裁定廃疾年金月額は6RM、寡婦年金は5RM、遺児年金は4RM、
新規裁定廃疾年金については、基本額月額7RMずつ、それぞれ年金
額が削減された。
（18）（19）戦後の年金制度の歴史については、宍戸伴久前掲書　pp．10
7～182、戸原四郎「西ドイツにおける社会保障の展開」東京大学
社会科学研究所編r福祉国家2福祉国家の展開（1）』東京大学
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（22）佐藤　進r老後と年金のゆくえ』筑摩書房1987pp．32～33
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第N章　老倭生活と第4の柱
1．人口高齢化とゴールデン・エージ
　人間は、　「長生き」したいという本能的欲望とそれにともなう科学
・技術の進歩によって平均寿命を延長させてきている（1）。その結果、
今やとくに先進産業社会の多くはいわば「長寿社会」と呼ばれるよう
になった（表IV－1、図IV－1）。
　このような長寿社会の到来は喜ぶべきことであり、それ自体として
は何の問題もない。むしろ、より多くのチャンスに溢れ、生きるため
の可能性が高まり、新しい自由や希望に満ちた社会が長寿社会である
といって良いであろう。
　序において指摘したとおり、かつての老齢者は貧困と老衰を連想さ
せるものであったが、今やヨーロッパの先進産業社会においては、60
歳以上の人々は近代の歴史のなかでもっとも高い生活の相対的水準を
楽しんでおり、老齢者の生活水準は全人口の平均生活水準を上回って
いる。日本における状況も同様で、最近の「国民生活基礎調査」はこ
のことを明らかにしている。すなわち、世帯主の年齢階級別にみた世
帯人員1人当たりの平均所得金額は、60歳以上が全体の平均を上回って
いる反面、1世帯当たりの平均家計支出額は全体の平均を下回っている
（表W－2、図IV－2、3参照）。
　この調査の結果からも明らかなように、今日の老齢者は相対的に豊
かで余裕のある生活水準を維持しているといえる。それゆえに、これ
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表N－1、図IV－1　主要国の平均寿命の推移：1950　一・　2025年
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イス
’”F”堰fトリア
…三二ジ＝’ヲ’ジ’ド’
t－’普c…’”…‘’”…
950～55年ユ970～75年11　990～95年95～2000年2000～05年2020～25年
69．1　：　　　　7194　：　　　　76．4　：
　　　　73．4　：　　　　78．8
71．9　：　　　74．8　；　　　77．9
　　　　72．1　：　　　　76．1
64．0　：　　　　73．0　：　　　　77．4
65．8　：　　　　70．7　：　　　　75．1
67．6　：　　　　　　　　　　　　75．7
66．6　：　　　　72．5　：　　　　76．9
　　　　70奮7，　　　75．6
72．2　：　　　　74．1　：　　　　77．6
69＿3　；　　　　73．9　；
69．7　：　　　　　　　　　　　　　77．0
　　　　71。8　：　　　　75．7
47．8　；　　　　61嘩6　：　　　　70辱7
77．1　：　　　　77．7　：　　　　79．8
79．3　　　　　79．7　：　　　　81G4
78．4　　　　　78，9　：　　　　80．8
76．9　：　　　　77．6　：　　　　79．6
78，0　：　　　　78．5　：　　　　80．4
76．0　：　　　　ラ’6’：－8’°i’’’’’’’”79．1
76．5　：　　　　77．2　：
7795　：　　　　78．2　：　　　　80．2
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?
9日
注：平均寿命は0歳の平均余命の男女平均値を表したものである。
資料：人口問題研究会編r1990人口の動向日本と世界一人口統計
　　資料集一』1991より作成
からの老齢者は、これまでの老齢者に比べてはるかに高い期待感をも
つて、自主性・独立性を望みながら新しい経験を楽しむゆとりができる
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表IV－2、図IV－2　世帯主の年齢階級別にみた所得金額（年額）
帯主の年齢階級 1世帯当り平均所得金額 世帯人員1人当り平均所得金額
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢階級
　　　　　　　　　　　　　図1世帯当り　圓1人当り
資料：厚生省大臣官房統計情報部編r国民生活基礎調査』より作成
であろう。いよいよ老齢者の「ゴールデン・エージ」を迎えている。
　ところで、このような老齢者のゴールデン・エージは永遠に続くもの
であろうか。表IV－3は老齢者世帯における所得の種類の構成割合を
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図IV－3　世帯主の年齢階級別にみた家計支出（月額）
　　　　　　　　26．825．4　i麟
95．e
2臼．9
15．臼
1臼．臼
5』
臼』
39～－39　　　52～59　　　「旧～79
　　　　囮1世帯当り　咽1人当り
資料：図IV－2と同じ
om歳以上
示しているが、社会保障制度関連の所得が1988年において52．9％（公
的年金・恩給49．9％＋年金以外の社会保障給付金3％）を占めており、
そのうち公的年金・恩給を受給している老齢者世帯のなかで、公的年金
゜恩給だけ（総所得に占める割合が100％）で生活している世帯は49．2
％にのぼっている（表W－4）。
　すなわち、老齢者のゴールデン・エージは主に社会保障制度によって
支えられおり、ここに今後における老齢者問題の種がまかれている。
　社会保障制度はその性格上世代間の連帯感が強調されるが、これか
ら何十年か後に退職するコーホートにも今日と同じようなゴールデン
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表IV－3　老齢者世帯における所得の種類別構成割合　（単位：％）
年次 稼働 公的年金 家賃・地 利子・ 年金以外 仕送
所得 ・恩給 代の所得 配当金 の社会保 りそ
障給付金 の他
1985 39．6 47．2 6．8 3．9 2．6
1986 39．5 48．5 8．2 2．0 1．8
1987 34．7 52．2 6．9 3．1 3．2
1988 34．4 49．9 6．4 3．1 3．o 3．2
1989 33．9 49．8 8．4 2．1 1．8 4．0
資料：図IV－2と同じ
表IV－4　老齢者世帯における公的年金・恩給の総所得に占める
　　　割合別世帯数の構成割合　　　　　　　　　　（単位：％）
年次 20％未満 20～40 40～60 60～80 80～100100％
1980 13．5 24．2 15．3 12．3 8．2 26．5
1981 9．5 20．3 17．5 12．07．8 32．8
1982 7．9 15．1 16．4 12．9 8．9 38．8
1983 8．2 15．2 15．6 11．0 9．7 40．4
1984 5．4 16．6 15．1 12．8 8．2 4壬．9
1985 9．0 15．2 13．7 10．4 10．041．6
1986 9．7 12．0 14．3 10．8 10．0 43．11987 7．2 14．9 16．2 11．3 9．3 41．0
1988 6．0 12．3 11．5 11．5 9．5 互9．21989 8．6 12．8 14．6 8．9 10．5 44．8
資料：図rv－2と同じ
’エージが待っているとはいい難い。それは、今後の社会がますます
「高齢化」されていくことに原因がある。
　上述のような長寿社会の到来は本来喜ぶことでありながら、　「高齢
化社会」になると解決すべき多くの問題が生じてくる。高齢化は長寿
化の進行とともに出生率の低下によって特徴づけられるからである。
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　すでに述べたように、　「世代の交代を保障できない社会は死に到る
社会だ」とか「出生率の低下は、まず人口の絶対数を減らしはじめ、
っぎに人口の老齢化を過酷なまでに進行させ、最終的には民族そのも
のを消滅させる」との指摘は、先進諸国における人口減少の傾向ある
いは高齢化社会に対する危機感を示しているといえる。
　出生率の低下は生産年齢人口の低下にっながって、扶養人口が低下
し、それだけ、老人扶養のための費用負担が重くなり、やがて、生産
年齢人口層の生活破壊や社会保障制度の崩壊をもたらし、老齢者の生
活保障は深刻な状態に陥ることも考えられる。したがって、老齢者の
ゴールデン・エージはいつまでも続くものとはいい切れない。　「高齢化
社会危機説」の登場はこの意味である程度の説得力をもっている。
　本章ではこのようなゴールデン・エージの限界を明らかにしたうえで、
いわゆる高齢化社会の危機を乗り越えるための方策を考えて見ること
としたい。
H．高齢化社会の基本問題と対応策
　　　1．高齢化社会の将来
　65歳以上の人口が全人口に占める比率を「高齢化率」といい、国連
ではこの率が7％を超えた社会集団を高齢化社会と見なしている（2）。
このような人口高齢化率は先進産業社会の多くが今日すでに15％程度
に達し、今世紀の終わりごろからこれがさらに加速されて、現在の若
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　　　　（単位：％）
195019802000201020202030ao40 2050
カ　ナ　ダ 7．67 9．512．84 14．61 18．5922．3922．4721．3
フランス 11．3813．9615．28 16．2619．4521．7β 22．722．3
西ドイツ 9．3515．5117．1220．3521．7425．8227．6024．4
イタリア 8．0213．4515．3117．28 19．372i．9224．1522．6
日　　本 5．21 9．1015．20 18．6220．9219。．9722．6622．3
イギリス 10．73 14．8714．48 14．6116．27 13．2420．43丑8．7
アメリカ 8．1411．29 12．15 12．7916．1619．4919．8019．3
平　　均 8．6412．53 14．63 16．36 18．932 ．5222．8321．5
資料：貯蓄経済研究センターr人口の高齢化と貯蓄・資産選択』199
　　　0より作成
　表IV－6　合計特殊出生率の推移（日本）　（単位：％）
?
出生率 年 出生率
?
出生率
19205．11 19652．14 19841．81
19304．71 19702．13 19851．76
19404．11 19751．91 1986L72
19474．54 19801．75 19871．69
19503．65 19811．74 19881．66
19552．37 19821．77 19891．57
19602．00 19831．80 19901．53
資料：厚生省r人口動態統計』
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い世代が高齢段階に入っていく次の世紀の初めごろには20％近くなる
であろうと見込まれている（表IV－5）。
　高齢化率の上昇は当然、生産年齢人口および年少人口の減少を意味
する。現実に、出生率（合計特殊出生率）が下がっている（表IV－6）
ことは周知のとおりで、戦後40年余りの間に、人生50年から人生80年
の時代へ移行したこととは裏腹に、15歳未満の子どもの割合は1990年
において18．6％になっており、この比率は今後さらに下がることが予
測されている（表IV－7）。また、15歳から64歳までの生産年齢人口
も1990年を境に下がると見込まれている（表IV－7）。
　表IV－7　年齢階級別人口割合の推移と見通し（単位：％）?
0～14歳 15～64歳 65歳以上
1920 36．5 58．3 5．3
1930 36．6 58．7 4．8
1940 36．1 59．2 4．7
1950 35．4 59．6 4．9
1960 30．2 64．1 5．7
1965 25．7 68．0 6．3
1970 24．0 68．9 7．1
1975 24．3 67．7 7．9
1980 23．5 67．3 9．1
1985 21．5 68．2 10．31987 20．2 68．9 10．9
1990 18．6 69．4 11．9
1995 17．5 68．3 14．1
2000 18．0 65．8 16．3
2005 18．7 63．2 18．0
2010 18．6 61．4 20．0
2015 17．6 59．9 22．5
2020 16．5 59．9 23．6
2025 16．4 60．2 23．4
資料：1985年までは総務庁統計局「国勢調査」、1987年は同
　「推計人口」1990年以降は厚生省人口問題研究所「日本の将
　来推計人口」　（1986年12月、中位推計）
一276一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第】V章　老後生活と第4の柱
　結果的に、戦後のベビープーム世代が70歳代を迎える2025年ごろに
なると高齢化社会はピークを迎え、すでに述べたように生産年齢人口
と老齢人口の比（dependency　rate）が2．5対1となる。　ドイツの場合は
これから40年後には、その比率が1対1にまで達するといわれている（3）。
このような傾向が今後とも続くとしたら、老人ホームが小学校に取っ
て代わり、いずれすべての小学校が老人ホームになってしまうことが
あるかも知れない。
　そして、現実に老人は老化現象による心身機能の低下で、慢性の複
雑な病気にかかっていることが多く、稼得能力の欠如あるいは低下が
あるという特性をもっている。そのため医療需要などが増え、老齢者
に対する費用が高くなるのは当然であり、そこからは、高齢化社会の
明るい側面は感じられず、ひたすら暗く、憂うつな時代の到来という
印象しか得られない。このように、老後のゴールデン・エージの到来と
いわれながら、急速に進む高齢化社会のイメージはけっして明るいも
のではない。
　しかし、ここで老人の意味を考えてみよう。65歳以上の人口の割合
が7％を超えた社会が高齢化社会であると規定したのは1956年のことで
あるが、その際65歳以上の人を老人と見なしていたとしたら、それは
当時の便宜的定義であったのであろう。日本における当時の平均寿命
は65歳ぐらいであったことに注目すれば、今日における80歳という平
均寿命はどのように解釈されるべきなのかを考えてみることは興味深
い・すなわち、老人の概念は時代とともに変わるもので、人生80年時
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代がすっかり定着した今日においては、老人の定義自体の見直しも必
要ではないかと思われる。
　まさに、老齢者の「余命の80～90％はあらゆる積極的な努力をとお
して、かなりの余裕をもって実に健康に過ごせることを期待すること
ができる（4）」。また、人口の高齢化にともなって産業構造もかわり、
65歳を過ぎても充分に生産活動に従事できるような社会になってきて
いる。それは、今や工業化社会でなく脱工業化によるサービス経済の
社会になってきたからである。そのサービス機能のための労働力の比
率が全体の80％まで達している国も少なくない（5）。
　このように先例のない生活の量的・質的な拡大をもっ社会への展開に
直面し、それに対応する時間的余裕と可能性を先進諸国は充分にもっ
ている。これはもっとも重要な歴史的・社会的変化の一つであり、われ
われの努力によって老齢者所得保障という後向きの「問題」を積極的
な前方指向をもつ高齢化社会の「チャンス」に変えることができるで
あろう（6＞。
　　　2．4本柱論と生産活動人口
　かねてから欧米諸国では、老後生活保障の3本柱論が論じられ、第
1の柱（基本的な生活を保障するものとしての社会保障＝公的年金）、
第2の柱（私的保障としての企業保障＝企業年金が積み重ねられる）、
第3の柱（さらにそれらで不足する部分を個人保障二個人年金・貯蓄で
補う）からなる社会システムのあり方が模索されてきた。しかし、人
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口高齢化の進展による老後期間の長期化、低成長経済の定着、社会保
障の見直しなどにより、これら3本柱だけでは限界のあることが次第
に認識されるようになり、第4の柱としての老齢者雇用が注目される
ようになった。第4の柱は60歳以上の老齢者が弾力的なパートタイム
雇用などで所得を得ることによって、老後の生活保障の一部にするこ
とを目指しているものである。
　戦後、第1の柱である賦課方式（pay－as－you－go）による公的な所得
移転は急速に増大してきた。すなわち、国民所得に対する公的所得移
転の割合は着実に増大してきて、たとえば、毎期のGDPが1％増加し
ているのに対し、老齢者のための公的所得移転は2～3％まで増加して
きたのである。また、老齢扶養人口比率の上昇も老齢者に対する公的
所得移転を高めてきた。そして、公的年金の給付率の上昇と給付の再
評価によって、全体として老齢者保障の拡大が行われてきたのである。
　第2の柱である企業年金も同期間において急速に拡大してきた。こ
れは、積立方式に基づいて運営されているのが大部分であるが、フラ
ンスなどでは賦課方式に基づいている。このような企業年金の給付水
準は着実に増大してきている。
　第3の柱である個人貯蓄は、1950年代から1970年代の中頃まで、す
べてのヨーロッパ諸国において増加した。今日の退職者は貯蓄によっ
て相当な資産を保有しているが、1975年以後、家計貯蓄が減少する傾
向にある。この傾向は主に若いコーホートの行動によるものである。
　このような3本柱論に対する一般的な信頼度や期待感またはその確
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実性などの順位については異論の余地がない（7＞。
　ところで、公的年金にせよ、企業年金にせよ、その財源は従業員の
賃金（自己負担）か企業の総人件費の一部（企業負担）であり、いず
れも根本的には労働の代価であるとみなすことができる。また、自助
努力の財源が労働の代価であることはいうまでもない。だとすると、
老後の生活保障における3本柱に共通するものは「労働」であるとい
える（6＞。
　結局、老後の生活保障のためには労働が必須条件であり、高齢化社
会を支えていくためのもっとも重要な要件になる。問題はいかにこの
労働を確保していくかに集約される。しかし、高齢化の進行によって
全人口に対する生産年齢人口の割合はだんだん低くなならざるを得な
いということに問題がある。
　この問題を別の角度から考察するために次のように単純な算式を考
えて見よう（9＞。すなわち、
　　　生産年齢人口比率＝生産年齢人口／非生産年齢人口
この算式から見る高齢化社会の問題点とは、この比率が漸次下がらざ
るを得ないということである。この傾向を改善するための方法は、分
母（非生産年齢人口）を相対的に小さくするか、分子（生産年齢人口）
を相対的に大きくするかである。ところで、出生率の低下により生産
段階前の若年層の相対的増加は期待できないほか、定年制度の定着化
（図IV－4）などにより、分子（生産年齢人口）のみを増大させるこ
とは根本的に困難である。分母の若年層はやがて分子に回ってくるた
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図rv－4　定年制のある企業のトレンド
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資料：清家　篤r高齢者の労働経済学』日本経済新聞社1992
　　p．82より
めにとくに問題はないが、職のない女性や老齢者層は分母拡大の要因
となる。そこで、年金拠出額の増加、年金給付額の削減および年金支
給開始年齢の引上げなどを考えざるを得なくなる。しかし、そのよう
な解決策には、世代間の負担の公平性の問題、年金給付開始時期まで
の生活保障の問題などが生じるため、より抜本的な解決の方策を考え
なければならない。それは、分母の一部を分子に回すことである。す
なわち、一部の女性および老齢者層の労働力を活用することである。
このうち、女性の社会進出はかなり進んでいるが、老齢者の雇用はこ
れからの課題であるように思われる。
　65歳以後の生活は、もはや余生ではありえなく、いわゆる第2の人
生であるがゆえに、老人が知恵や経験を充分に生かして労働に参加で
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きるようになると、生産年齢人口とはあまり意味のない言葉になって
しまうであろう。その代わり、年齢を考えない「生産活動可能人口」
あるいは「就業者人口」という概念が、今日の老齢者問題を語る際に
もっと有効に使われるようになるかも知れない。年齢だけで生産活動
人口を計算するのは高齢化社会における事態を正しくとらえるものと
はいえないからである。また、生産年齢人口はすべて生産活動に参加
しているとは限らないし、扶養されているのは老齢者だけでなく、年
少者も考慮にいれなければならない。
　表IV－8は就業人口で総人口を割って、生産活動人口と扶養人口と
の関係を推計したものであるが、おもしろいことに1985年と2025年で
は生産活動人口1人当たりの総人口は2．08人と同じになってくる。ただ、
この場合の生産活動人口の労働の質や中味が変わってくることは必至
で、生産活動人口が減少しないとしても、それと同じ割合で負担力も
表IV－8　人口と就業者数の将来推計 （単位：万人）
総人口 生産年 高齢者 就業
（A） 齢人口（B） 人口（C） （B） 者数 （D）
（20～64歳） （65歳以上） （D）
985年12，105 7，355 L247 1／5．9 5，8072．08
000年13，119 7，883 2，134 1／3．7 6，3102．08
010年13，582 7，564 2，710 1／2．8 6，480 2．10
025年13，464 7，318 3，147 1／2．3 6，480 書．oβ
注：人口は厚生省人口問題研究所　1986年12月推計
　　2000年、2010年就業者数は労働省試算、2025年は暫定値
資料：赤旗　1988年5月17日号
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増加するというふうには必ずしもいえない。質と中味の変化というの
は老齢就業者の増加を端的に意味しており、老齢者雇用の問題は今後
の高齢化社会を論議するうえでもっとも重要な論点になるであろう。
　国際保険経済研究所はこのような「老齢者雇用」を老後生活の「第
4の柱」と称し（1986年）、その研究・奨励に積極的に取り組んでいる。
皿．老後生活と第4の柱
　　　1．日本における4本柱の展開
　戦後日本は短い期間に人口高齢化、サービス経済化を中心とした激
しい社会経済変動を経験した。今や世界1の長寿国（女性；82．11歳、
男性；76．11歳、1991年現在）となった他、第3次産業とりわけサービ
ス産業の比率の上昇などみられる産業・就業構造の変化、石油危機以後
の低成長化により、年功序列型賃金・終身雇用という日本的雇用体系も
再検討を迫られ、雇用・労働環境もとくに近年急激に変貌しつつある。
こうした急激な社会経済環境の変化により、4本柱の役割や人々の経
済保障に対する意識も徐々に変化してきている。
　戦後再建期においては、自助努力、雇用という第3、第4の柱が必
然的に中心となっていたが、高度成長期に厚生年金を中心とする第1
の柱が拡充されるにつれて、それに対する国民の期待も強くなってい
った。しかし、この時期における重点は依然として第3、第4の柱で
あった。安定成長期の1970年代以降になると、高齢化社会への突入、
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低成長経済への移行などにより、社会保障の財政危機がクローズアッ
プされ、公的年金の見直しが進められることにより、企業年金や個人
年金といった第2、第3の柱の重要性が強調されるようになり、いわ
ゆる3本柱における公私役割分担についての議論が盛んに行われてい
った。現在においては、人口高齢化のピーク時に対応するために、4
本柱のあり方についての模索が続けられており、まず公的年金の改革
が推進されている。
　このように、日本における4本柱の変遷は、第3、第4の柱を中心
にした老齢者の所得保障が実際には展開されてきており、第1の柱が
機能し始めたのは1970年代以降の比較的短い期間のことである。第2
の柱の歴史はさらに短く、1975年以降企業年金の本格的普及とその市
場規模の拡大が始まっており、しかも企業年金の受給者には年金では
なく退職一時金を選択する者が多く、また中小企業での普及率はなお
低い（100人未満で40％程度）など、多くの問題点を抱えている。しか
し、同時に年功序列型賃金と終身雇用といった日本型経営ないし雇用
形態が老齢者の所得保障の役割を担ってきたことは周知のとおりであ
る。このような状況とも絡み合って、日本の老齢者の労働力率は欧米
諸国に比べて依然高く（表IV－9参照）、したがって、今後も第4の
柱の位置づけは高いと考えられる。ただ、今後の老齢者雇用は生活費
のためのやむを得ない選択ではなく、老齢者のゴールデン・エージの維
持のために自己の健康状態や生きがいを考えながら自ら選択するもの
であろう。
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　新サービス経済の発展は老齢者の雇用を可能にさせ、老齢者は活動
的な社会のメンバーとして重要な役割を果たすことが期待されている。
　　　2．老齢者の労働力率低下とその原因
　ところで、前述のような老齢者雇用の必要性にもかかわらず、戦後
日本における老齢者の労働力参加率はいちじるしく減少してきている。
すなわち、人々の就業意欲を測る指標として労働力率［労働力人口
（就業者数＋完全失業者数）×100／人口］が使われるが、この比率が
とくに男子老齢者においては1960年代以降、継続的かつ大幅な低下を
示してきたのである（図IV－5、表IV－9参照）。とくに65歳以上の
　図IV－5　男子老齢者の労働力率と年金額の趨勢（日本）
　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／一゜ノ112
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資料：季刊社会保障研究Vol．27　No．1p43
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表IV－9　老齢者の労働力率の国際比較（男性）　　　（単位：％）
年　　齢 55～59歳 60～64歳 65歳以上
年 1973197919871973 19791987 197319791987
日　　本
Aメリカ
ｼドイツ
tランス
Cギリス
92．2
W5．3
W5．1
W2．7
X3．0
91．9
W1．1
W0．9
W2．3
X0．8
91．0
V9．1
V4．7
U7．3
W1．0
81．0
U7．3
U4．8
U4．4
W2．6
77．1
U0．7
S0．9
S5」
V3．0
71．7
T4．3
R0．9
Q5．7
T3．3
46．7
Q1．6
P4．1
P5．8
P7．5
41．4
P9．1
V．4
X．0
P0．3
35．6
P5．7
T．0
S．7
V．9
資料：OECD，Labor　Statistics，1988
　図IV－6　就業者比率の推移（男子）
　　（％）
　　lOO
　　95　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1975年
　　　　　　＼＼、
　　70　　　　　　　　　　　　　　＼
　　　　　　　　　　　　　＼．　　65　　　　　　　　　　　＼．
　　　　　　　　　　　　　　　＼　　60　　　　　　　　　　　　　　　　＼
　　55　　　　　　　　　　　　　　　＼＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼’　　50
　　　555657585960616263646566675869（n）
資料：労働統計調査月報No．481　P．7
　　　　　　　　　　　　　－286一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第IV章　老後生活と第4の柱
老齢者の労働力率はかなり低く、このような状況は先進諸国における
共通の問題点であるといえよう（表IV－9）。そして、実際の就業者
比率（就業者数×100／人口）を考察してみても、老齢者の就業率は毎
年低下している（図IV－6）。
　高齢化率の上昇とは逆方向に、老齢者の労働力率、就業者比率は低
下している原因はどこにあるのか。
　図IV－5は日本における男子老齢者の労働力率の趨勢と1人あたり厚
生年金給付額（1985年価格の実質値）とを示しているが、労働力率の
低下傾向と公的年金の増加傾向は明確に対比をなしていることは興味
深い。
　もちろん65歳以上にっいてみれば、高齢化の進展によってもともと
労働力率の低い70歳以上の比重も増えている。これによって65歳以上
全体の労働力率も自然に低下することになる。また、70歳以上の老齢
者層の影響を受けない60～64歳層でも、とりわけ1970年代前半のとこ
ろまでは、自営業比率の低下（図IV－8）が労働力率をかなり低下さ
せている。しかし、　「自営業比率の下げ止まった1970年代中盤以降に
ついては、年金の影響は明らかである（1°）」といわれる。
　すなわち、図W－5は年金受給権者数の増加、1人あたり年金受給額
の上昇によって、働かなくてもすむようになった人の増えたことを表
している。そして、受給額の多い人は、そうでない人に比べて明らか
に就業比率が低い（図IV－7）ことは注目に値する。
　年金の他にも健康状態や定年経験、教育程度なども老齢者の就業率
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図IV－7
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年金受給年齢別にみた老齢者数の割合と就業率
　　　　　　　　　　（男子、60～64歳層）
88．5
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資料：労働省「高年齢者就業実態調査」1985年3月
に大きな影響を与えている（11＞。健康状態に問題のある人、定年経験
のある人は、そうでない人に比べて、他の条件一定のもとで就業率が
それぞれ約33％、約18％低い。これは、健康に問題のある人ほど余暇
選好の高いこと、さらに定年というのは、就業そのものを止める重要
な節目になっていることを示している。また、この両者は賃金を決め
るうえでも重要な変数になっており、健康問題や定年経験による賃金
低下が就業意欲を減退させる効果も含んでいる。
　また、高校卒の人は、義務教育だけの入に比べて約4％、さらに大卒
一288一
第N章　老後生活と第4の柱
図IV－8　男子就業者の自営業比率?
80
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50
　　1960年　　　　　　70
資料：清家　篤　前掲書P．34
80 90
の人は9％も就業率が高い。これは、教育程度の高い人ほど、働く場合
の賃金が高くなるため、老齢者の就業意欲も高まるからである。
　このようにして決まる賃金は、公的年金の充実と歩調を合わせて就
業選択における重要性を増している。というのは、年金の受給水準が
高くなればなるほど、賃金の水準によって仕事を選り好みできる程度
も高まるからである。
　公的年金がほとんどないような時代には、老齢者はとにかくどんな
賃金でも働かざるをえなかったが、今日標準的なサラリーマンであれ
ば、60歳になると月額20万円ほどの公的年金を受給でき、これに企業
年金の10万円もあればこれだけで月収30万円になるために、この金額
より少ない月給では働く気がしなくても当然であろう。
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　しかし、今後において年金の給付水準の抑制、支給開始年齢の引き
上げとなるのは必至であり、そうなると図IV－7の逆方向に老齢者の
就業率は上昇するに違いない。それは「若年労働力が減るなかで、安
定した経済成長を維持し活力を失わない経済社会を形成していくには、
中高年者の労働力を積極的に活用していかなければならない（12）」と
いう企業側の要望にも合致するものである。
　また、公的年金の労働供給に与える影響を考える場合、年金の給付
にともなう収入制限も無視できない。すなわち、働いていて労働収入
が多くなると年金額を減らされるため、年金受給資格者は労働収入を
収入制限に合わせて抑制するという、年金の制度的効果も観察されて
いる（13）。収入制限の方法をみると、60～64歳の厚生年金給付額は、
労働収入92，000円までは20％減額されるが、収入の増加によってその
比率が高くなり、260，000円以上になると年金は100％支給停止になっ
てしまう（表rv－10）。清家　篤の試算は、このような年金の給付
表IV－10　厚生年金給付の減額率 （1990年4月現在）
　　　　　　　　：
W準報酬月額　　　　　　　　1i減額率 標準報酬月額
?????
92，。。。円以下　　i　　　　　　　　　　：
2割 170，000円～180，000円　　　　　　　　　　：i6割
98，000円～110，000円：3割 190，000円～200．000円17割
18，000円～134，000円i　　　　　　　　　　I4割 220，000円～240，000円
???
42，000円～160，000円15割 260，000円以上 ilo割
? 5　　　　　　／F
資料：社会保険庁監修r’91社会保険手帳』1991年より作成
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にともなう収入制限が、年金受給資格者の労働収入抑制という行動を
もたらすことを確認している（14＞。さらに、同試算は引退を先に延ば
し本格的に就業を継続しようとすると、現在の年金制度のもとでは、
生涯にわたって受け取る年金資産は目減りしてしまい、例えば1921年
生まれのコーホートのケースでみれば、60歳になってなお引退しない
でいると、生涯年金資産はその1年の勤労収入の約10％相当分だけ減少
することになるとしているく15）。この主たる原因は、本格的に働き続
けると、年金給付にともなう収入制限によって年金をもらえなくなる
ことにある。60歳を超えてフルタイムとして本格的に働き続け、収入
制限の上限を超えるような収入を得ることは、少なくとも生涯に受け
取る年金資産の観点からいうとマイナスであるといえる。このことは、
60歳以降の人にとっての引退の誘因になるであろう。あるいは、60歳
をすぎても本格的に働きたいと考えている人の意欲を、くじくような
効果をもっているといえる。
　　　3．4本柱の課題
　したがって、高齢化社会の将来に予測される様々な問題に対処して
いくためには、第4の柱の水準を引き上げるような政策一第1の柱
の安定、第2の柱の改善、第3の柱の促進とともに一が必要である
ように思われる。この観点で、まず4本柱の基本的な相互関係を考え
てみよう（16）。
　すなわち、現行の社会保障制度を維持していくとしたら、第1の柱
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そして賦課方式にもとつく第2の柱による社会的な所得移転に対する
負担がとくに大きくなり、その給付の負担をする世代は不利になる。
しかし、年金制度の第1・第2の柱が支払う年金総額の増加を、拠出額
の減少により抑制すると、将来の退職者すなわち現役の従業員が、不
利な結果を刈り取ることになる。また、政府が個人の自助努力を奨励
すると、蓄積資産とその運用収益は、第1の柱による給付額が減少す
る場合や退職関係条件が悪化する場合に、それを緩和する役割を果た
しうることができる。そして、定年を延長したり早期退職を減少させ
る方式の下では、老齢者就労は所得減少傾向を逆転させ、老齢者へ給
付するための社会的所得移転を減少させる。
　したがって、年金支給開始年齢を引き上げる政策をとれば、第1・第
2の柱への依存度の増大を抑制することができるし、年金給付水準を
引き下げる政策をとれば、第3や第2の柱への依存が強化される。そ
して、社会的移転所得（拠出金や税負担）を増加させる政策をとれば、
自助努力（第3・第4の柱）の必要性が軽減される。
　このような4本柱の代替・補完関係のなかで、最終的にどれを選択す
るかによってその位置づけが異なってくるが、将来的には第3・第4の
柱の水準を引き上げることが望ましい。個人貯蓄奨励策をとることに
より、家計の貯蓄率を引き上げ、家計の資産形成を加速化することは、
健全な企業投資資金需要を充足し、前向きな経済効果をもたらすから
であり、豊かな高齢化社会を維持していく最大の課題は老齢者の労働
力をいかに活用するかに左右されるからである。とくに、若年労働力
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の減少するなかで経済活力を維持するためには、豊富な人的資源であ
る老齢者を有効に生かせるようなシステムを作り上げなければならな
い。また、公的年金財政の面からも老齢者の就業促進は欠かせないも
のである。たとえば、日本における現在のモデル年金は現役男子勤労
者の給料の約70％で、この水準を将来ともに維持すると、30年後の保
険料は、給料の31％にものぼる。
　そのために、高齢化社会でもっとも必要なのは、その主役ともいう
べき老齢者の生き方が根本的に変革されることである。老齢者は経済
・社会生活に大きな貢献をしているが、前述のように老齢者の労働市場
参加率の低下が社会保障および年金制度の充実の結果であるとすれば、
そのような動向を逆転させる積極的な工夫が必要であろう。
　老齢者が提供できるサービスは数多くあり、それがあまり認識され
ていないのは驚くべき事実である。　「老齢者が非生産的であると思う
のは間違い（17）」であり、老齢者の無賃金労働のほかにも「老齢者の
役割は大部分の人々が思っているより大きい（18＞」といわれる。
　ところで、今後の高齢化社会が豊富で優秀な老齢者労働力をもって
いても経済・社会構造のうえで活用することができないとすれば、　「宝
の持ち腐れ」にすぎない。それゆえに、今やより長期的な眼で将来を
見通すべき時であるが、D．ケスラー（Denis　Kessler）は、第4の柱
の望ましい促進策を次のように提言している（ig）。
　①人的資源の開発計画：企業はしばしば雇用政策における長期的な
展望を無視する結果、年齢構造のバランスを失った人的ピラミッドを
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構築してしまうが、それは景気変動の影響を受けているからである。
マンパワーを短期的に雇用・解雇する結果、変則的な昇進や退職者数の
変動などの副作用が生じてくる。第4の柱を促進する方法の一つは、
人的資源の長期的・戦略的な管理政策の採用にある。
　②経歴に対する柔軟性の促進：これは生産性とはあまり関係のない
年功賃金制度の重要性を弱化させるのに役立つ。新しい報酬体系の導
入により年齢と賃金との関係は弱くなり、老齢者が解雇・退職リストで
一番になることや雇用リストで最後になるといったやり方が防止でき
る。第4の柱のルーツは、働き盛りの初期段階に見いだすべきであり、
そうしないで老齢者問題の解決を図ろうとすることは間違いであろう。
　③年齢と階級的地位（hierarchical　position）との関係の弱化：現
行の年功序列制度の特徴の一つは、企業内の地位と年齢のかなり密接
な関係である。年齢のピラミッド体系と階級のピラミッド体系とはし
ばしば一致しており、少なくとも経営者ないしは中堅管理者について
はそうであろう。もし、老齢者が現在の地位を退いて、同企業内の他
のポジション（別の賃金も可能）に変えることができれば、退職過程
は緩和されるであろう。
　④地域職場の増設：老齢者は企業の生産過程以外でも活動できる分
野は多く、その能力ももっている。企業には社会的責任があり、その
属する地域全体の利益に資するような仕事も要請されている。ある国
では、企業が退職者連盟を支援して、発展途上国における企業の創設
や経済発展のために、退職者の能力を活用している。とくに専門的な
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教育訓練にかかわる分野で、知識と経験に富む老齢者を活用しないこ
とは損失といえよう。
　⑤社会保障・年金制度の役割の拡大：社会保障・年金制度は主として
若年者層から老齢者層への所得移転を組織化したものである。すなわ
ち、これらの制度は企業や家庭の世代間において伝統的に存在してき
た関係を代替してきたものであるがゆえに、現役労働者と退職者、若
年労働者と老齢労働者との間に高齢化社会に適した新しいタイプの関
係を促進するような手段と方法を模索すべきである。また、これらの
制度は失業問題の解決や労働市場の機能を増進させるのに実質的に役
立つ。
　このようなケスラーの提言は、老齢者の就業意思の高いことを当然
の前提とし、働きたい老齢者に充分見合う雇用機会を確保できるかど
うかということに集中されているといえよう。それでは、実際の老齢
者の就業・雇用の状況はどうか。次章においてはこの問題を検討してか
ら、その課題を検討することとしたい。
IV．老齢者雇用の現状と課題
　老齢者が生産に参加し、高齢化費用のなにがしかの部分を負担する
ことは、高齢化社会に向かってますます増大すると予想される経済的
困難を克服するもっとも有力な方法であることを確認し、第4の柱の
促進策を検討してみた。
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　しかしながら、労働市場の現実を考慮した場合、事態はそれほど単
純明快ではない。老齢者が生産活動に参加しようとしても、市場の需
給関係、雇用制度如何によっては、適切な雇用条件がっねに確保され
るとは限らないのである。むしろ、適切な制度的枠組みが整わないな
かで老齢者の労働供給が高まれば、それは不完全就業あるいは失業を
増やすだけの結果に終わるおそれもある。
　したがって、老齢者の生産活動への参加を増やすことはそのまま公
的年金の負担を減らしてよいということを必ずしも意味しない。雇用
をめぐる不確実性がある以上は、そのリスクを回避するという意味で
の公的年金の役割はきわめて大きいからである。したがって、高齢化
が進むなかで、高齢化費用を抑え公的年金負担を軽減して経済の活力
を維持できるかどうかの鍵の一つは、雇用をめぐる不確実性をどれだ
け減らすことができるかという点にある。
　雇用をめぐる不確実性の内容を整理すると、雇用機会の有無とそこ
から得られる雇用所得の水準の二っの側面に大別される。雇用の機会
はあってもきわめて低賃金であったり、高い報酬があっても仕事の機
会が乏しければ、雇用の不確実性は減少しない。したがって、雇用の
不確実性を抑えるということは、適切な所得の得られる雇用の機会を
確保するということである。適切な所得とは本人の能力に見合った所
得ということである。
　ところで、日本的雇用制度の支配的な影響の下では「高齢者の能力
がほとんど活用されていない事態が生じており、雇用のしくみの改革
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がおくれれば高齢化の進展にともなってそうした労働力階層が増加す
る（20＞」と見込まれている。図rv－9は全産業、全企業規模計で性別、
学歴別に年齢による賃金格差を示したものであるが、定着者あるいは
標準労働者（C曲線）と中途採用者あるいは再就職者（A，D，E，F曲線）
との賃金の格差がきわめて大きいことが分かる。そして、　「日本の雇
用制度の現状の下では、労働者の就業経歴は定年ないし定年近くまで
若いときに入社した企業で勤め上げ、50歳代後半に第2の雇用機会を探
して就業するというパターンをとることが多い（21＞」ことを考えると、
それは50歳代後半まで標準定着労働者の曲線（C曲線）上にあった人が、
その後は勤続0年の中途採用者のA曲線あるいはD曲線上に落下すること
を意味する。これは、少なくとも、その直前までC曲線に見合う生産性
を挙げてきた労働者の潜在的生産能力がほとんど生かされていないこ
とを端的に物語る。換言すれば、老齢者の知識や経験を活用できる場
が与えられないということである。その意味で老齢者雇用の不確実性
は高いといわざるをえない。
　それにもかかわらず、日本における老齢者の就業意欲はかなり強い
（表rv－11）。だが、この意欲に比べて老齢者の再就職はむずかし
いこことが広く指摘されている。このことは老齢者の失業率の高さに
示されている（図IV－10）。また、老齢者向けの求人件数も求職者
10人に対して1件くらいで、この状態は1975年以来10数年間にわたって
続いている。1987年以降の内需主導型景気拡大の過程でも、若年と54
歳までの中年層では、求人増がいちじるしいが、55歳以上層ではほと
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図IV－9　労働者タイプ別にみた年齢一賃金プロファイル
万円
50
40
30
20
10
町了1蒔1「（1）
20　　　30　　　　40　　　50　　　　60　65　　　　20　　　　30　　　　40　　　50　　　　60　65　　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50　　　60　65歳
注：1．賃金は「きまって支給する現金給与額（月額）」。
　2．対象範囲は全産業、全企業規模計。
　3．高卒は新制高校、旧制中学を含む。
　4．勤労者タイブ：
　　・定着者は現在年齢一勤続年数＝最終学校卒業年齢となるもの
　　・中途採用者は各年齢で勤続年数0年の者
　　・平均は各年齢ごとの平均
　5．再就職者賃金ブロファイルは、50～54歳時点で再就職した労働
　　者が、5、10、15年等の勤続年数前歴換算を受けた場合を想定し
　　て描かれたものである。
資料：福武　直ほか編r高齢化社会への社会的対応』東京大学出
　　版会1984p．21より
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表rv－11年齢階級別の就労意向
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　　　（単位：％）
???????????????????????????????
???????????????。??，????????、???????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????。?。???????????
??????????????????
?ー??????ー???????????????????????〜?〜?〜?〜〜??〜〜?〜?〜?〜??ー?????????????
資料：総務庁r雇用問題に関する世論調査』1988年2月調査
んど回復がみられないのである。
　老齢者の再雇用（22）をむずかしくしてきた要因としては年功賃金に
よる賃金コスト増、処遇、企業内での適応力の問題、さらに近年の企
業経営環境の変化などが指摘されている。すなわち、①低成長や円高
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　図IV－10　男女別・年齢階級別の失業率
（％）　　　　　　　　男子　　　　　　　　　　　　（％）　　　　　　　　女子
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8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8　　　　　　　　　　　　707 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁
　　19866　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6　　l986
：！1・．7・　　　　　　　　：＼
斡ごここぢニミ牒、こご念＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼0 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　015　　　　20　　　　～5　　　　35　　　　dS　　　　55　　　　60　　　　65　　　　　　　　’5　　　　20　　　　25　　　　35　　　　45　　　　　55　　　　60　　　　Es
　l　　　｛　　　i　　　1　　　1　　　1　　　1　　　鼓　　　　　l　　　l　　　l　　　l　　　l　　　l　　　I　　鼓
19　　　24　　　34　　　44　　　54　　　S9　　　64　　　以　　　　　　 19　　　24　　　34　　　44　　　54　　　　59　　　64　　　以
酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上　　　　澱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上
　資料：全国高齢化社会研究協会編『高齢化社会年鑑188～’89』
　　　1988　p．47より
　　表IV－12　年齢階級別労働力人口の増減数
1975年～1985年1985年～1990年 1990年～2000年
?
640万人 267万人 275万人
15～29歳
R0～54歳
T5～59歳
U0～64歳
U5歳以上
▲246万人
@613
@172
@45@55
104万人
｣16
@52
@77
@50
　70万人
｣25
@65
@40
P25
55歳以上 ～72（42．5％） 179（67銘） 230（83．6％）
　資料：同書p．48より作成
不況など産業・経済の構造調整問題に直面して、 企業は人減らし合理化
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をはかったこと、②従業員構成の高齢化による賃金コスト増や処遇ポ
スト不足をもたらしたことからくる抵抗、③マイクロエレクトロニク
スを中心とする技術革新、情報化に対する適応力において若年層に比
較し老齢者層の過剰感が増加したことなどが指摘されている（23＞。
　それにもかかわらず、今後の労働力供給では、若・中年層が減少する
なかでいま以上に老齢者が増加することが確実と予測されている（表
IV－12）。したがって、今後は老齢者の就業・雇用問題が一層深刻化
することは不可避であるように思われる。今や老齢者を社会の中心に
すえた新しい就業・雇用のあり方が問われている。
　1992年6月25日、経済審議会は「生活大国五か年計画一地球社会と
の共存をめざして一」を答申した。答申は経済発展が国民生活に直接
反映され、個人が真の豊かさとゆとりを実感できる社会の確立を強調
し、このための方策の一つとして労働時間を年1．800時間に短縮するこ
とを提案している（24）。これは、女性再雇用制度の普及や「65歳まで
の継続雇用促進」、すなわち老齢者とのワークシェアリングあるいは
老齢者の雇用の改善を条件としている。
　そのためには、老齢者に適した短時間就労などの就業職務の創出、
老齢者の職業能力の再開発、公的年金制度の安定化、地域活動、余暇
活動の充実などによる老齢者の仕事からの引退条件の整備などが欠か
せない。さらに労働時間の短縮により職業能力の再開発の時間をつく
り、また老齢者の健康に適合した「労働の質」を生み出すことが重要
である。加えて短時間労働などの老齢者向けの新しい就業形態は、仕
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事からの段階的、計画的な引退を可能にするであろう（25）。
　老齢者雇用の主張に対する労働組合などの反対の声も少なくないが、
今後の高齢化社会を考える場合、なるべく多くの老齢者が社会保障制
度だけに依存しないで、社会への貢献をも含めて豊かな生活の確立を
めざすことはけっして非難の対象にはならないと思われる。
　日本人は「働き好きだ」とよくいわれている。働き好きの人々が社
会保障制度の給付額のために就業の機会を見逃す一っの原因になって
いるとすれば、それは老齢者にとっても社会保障制度にとっても望ま
しくない。
　厚生省は1992年6月27日に将来、癌、心臓病、脳卒中といった3大死
因が克服されると、日本人の平均寿命は男性9．38歳、女性8．98歳延び
ると予測した。そうなると、人生90歳の時代も目に見えてくる。
　もはや定年退職後の生活は余生ではないことが明らかである。今後
の高齢化社会が豊かで希望の溢れる社会であり続けるためには、定年
退職後20年あるいは30年もの第2の人生を生きる老齢者自身の意識の
改革や自助努力がなければならない。何らかの形で老齢者の最低生活
を保障することは若い世代の当然の義務であるが、老後のゴールデン
’エージは高齢化社会の主役でもある老齢者の知恵・努力によって維持
されなければならないであろう。第4の柱が老後のゴールデン・エージ
の維持のためのもっとも重要な柱になるであろうということは間違い
ない。
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　　　　　　　　　　　　　　（注）
（1）平均寿命の伸びは、端的には、衣食住の保障、栄養水準、医療・医
　薬品・医療機器、就業制度、健康保険制度、教育制度などの各部門に
　おける整備・向上によるものであるといえる。
（2）国連rSocial　Economic　Implication　of　Ageing』　（1956年）の定
　義である。一方、高齢化率が15％以上である社会を「高齢社会」と
　した。
（3）Orio　Giarini，　Introduction：　the　OPPortunities　of　the　Four
　Pillars’　Strategy，　The　Geneva　Papers　on　Risk　and　Insurance，
　15（No．55）　Apri1　1990　P．97
（4）Ibid．，　p．95
（5）Ibid．，　pp．95～96
（6）Ibid．，　p．95
（7）Denis　kessler，　The　Four　Pillars　of　Retirement．　The　Geneva
Papers　on　Risk　and　Insurance，　13（No．49）　October　1988　　PP．342
　～343
（8）宮平光庸「高齢化社会を支える第四の柱」生命保険経営学会r生
　命保険経営』第59巻第6号1991pp．109～110
（9）以下の考え方は、同書p．110から参考にした。
（10）清家　篤　「公的年金と労働供給」r季刊・社会保障研究』Vo1．27
　No．1　1991　P．43
（11）以下、同論文pp．45～46の内容を参考にした。
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（12）シンポジウムrr豊かな高齢化社会』を誰が描くか」r賃金と社
　会保障』No．10521991　P．7
（13）清家　篤　「高齢者の就業」　r日本労働研究雑誌』No．3641990
　P．49
（14）清家　篤　前掲論文「公的年金と労働供給」p．51
（15）同論文p．50
（16）Denis　kessler，　oP．　cit．，　PP．344～347
（17）（18）Ibid．．　p．347
（19）Ibid．，　pp．348～349
（20）（21）島田晴雄「雇用問題の展開と雇用政策」福武　直ほか編r高
齢社会への社会的対応』東京大学出版会1985p．22
（22）再雇用制度を実施している企業はキヤノン、東京ガス、清水建設、
住友電気工業、大阪ガスなどが挙げられる。キヤノンの事例をみる
　と次のとおりである。すなわち、
　・制度の名称：定年後再雇用制度（1979年から実施）
　・60歳以降63歳までの新労働慣行の制定
　・在職老齢年金に依存しない独立した制度
　・雇用は保障するが業務内容は会社が決定
　・賃金は、一般従業員の賃金体系とは全く切り離し、別個に設ける
（23）成川秀明「高齢者の就業・雇用の現状と今後の課題」全国高齢化社
　会硯究協会編r高齢化社会年鑑’88～’89』1988p．49
（24）労働省が1991年5月8日に発表した勤労統計調査によると、1990年
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　度の日本の労働者1人当たりの年間総実労働時間は、2，044時間であ
　った。なお、ここ15年ほど、2，100時間台前後で推移しているが、こ
　の3～4年間に限ってはわずかずつ減少傾向にある。
　一方、　ドイツ、フランスは1，600時聞台、アメリカ、イギリスは1，
　900時間台（いずれも1989年、製造業）である。
（25）参考に、　「長寿社会雇用ビジョン研究会」が1990年10月職業安定
局長に提出した「長寿社会雇用ビジョンー老齢者活躍の時代への
提言」を紹介する。
　　この「長寿社会雇用ビジョン」は今後の労働力の動向、老齢者の
就業ニーズ、高齢期の所得保障のあり方、企業の雇用慣行の実態、
　老齢者の職業能力の問題など多用な要素を検討し、老齢者雇用の方
　向を示したものであるが、内容は次のように要約される。
　①人生80年時代にふさわしい雇用就業システム
　　　　　　　ー21世紀までに「65歳雇用システム」を実現一
　　　＊あらたな雇用就業システムを構築していくに当たっては、
　　　次のような観点が重要である。
　　　　・60歳を超えると、健康、家族、資産などの状況や勤労観の
　　　　相違によって、雇用就業に対するニーズは多用なものにな
　　　　　る。
　　　　・雇用から年金への円滑な移行による老齢者の所得保障が重
　　　　要な問題であること
　　　　・老齢者の高い就業意欲を充足するためには、その能力や創
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　　造性を発揮できるような雇用機会を確保していく必要があ
　　ること。
　・「日本的ワークシェアリング」や老齢者がゆとりのある生
　　活を送るためには、若年、中年期から労働時間の短縮を推
　　進する必要があること。
　・人生80年時代にふさわしい雇用就業システムを計画的、段
　　階的に構築していくことが必要であること。
＊「選択と安心」をキーワードとする雇用就業システムの具体
　像は次のとおりである。
　・21世紀の長寿社会では、働く意欲と能力のある老齢者が
　　「現役世代」　（「社会の担い手」　「職場の現役」）として
　　長年培ってきたキャリアを生かしながら、できるだけ長く
　　活躍する仕組みが必要となる。この場合、働く意欲と能力
　　のある老齢者にっいては、年齢に関係なく雇用機会を確保
　　する「エージレス」といわれるようなシステムが理想であ
　　り、21世紀においては、そのようなシステムを実現するこ
　　とが課題となろう。
　・労働力人口の高齢化は段階的に進行していくため、当面は、
　　少なくとも65歳までは充分な雇用機会を確保していくこと
　　が適当であるが、多用化した老齢者のニーズに応じた選択
　　が可能となるようにする必要がある。
　・この場合、60歳定年は、老齢者の雇用機会を確保するに当
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　たっての基礎であり、高年齢者雇用安定法に定められた行
　政措置の的確な運用などにより、1993年度までに、その完
　全定着を図る必要がある。
・60歳前半層の能力を有効に発揮させていくためには、キャ
　リアの連続性を保つことが重要で、日本企業の人材育成方
　法を勘案すると、老齢者の雇用は「65歳までの同一企業ま
　たは同一企業グループ内における継続した雇用機会の確保」
　を中核として、老齢者の知識、技能、経験を最大限生かす
　という観点に立って、推進していくことが適当である。
・典型的な形態としては、65歳定年、60歳定年を基盤として
　65歳までの継続雇用制度というシステムが考えられる。長
期的には65歳まで「現役世代」として働く場を確保するこ
　とが中核となろうが、いずれの場合でも、60歳代前半層の
　多用なニーズに答え、どのような働き方をするかは、老齢
者自身が選択することができるものでなければならない。
・この「65歳雇用システム」は、今後の労働力の動向などを
考えると、団魂の世代が老齢者となる21世紀までには実現
　されなければならない。
・「65歳雇用システム」の実現に際しては、企業労使の自主
的取り組みがますます基本となり、これに行政の効果的支
援が加わることとなる。加えて、老齢者自身の自助努力も
大切となる。
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・職業生活からの引退を希望する老齢者にっいては、地域社
会に溶け込めるように、ボランティアなどの活用をするほ
か、シルバー人材センターを通じて、臨時的、短期的に地
域社会との関わりの深い仕事に従事することも意義がある。
なお、21世紀の長寿社会においては、65歳以上においても
引き続き雇用の場にとどまる、それまでの経験を生かしな
がら任意的な就業に移行する、趣味、ボランティアなどの
活動を行うなど様々な方法により、生きがいを見出し社会
に貢献していく人生が考えられなければならない。
②労使および行政の取り組み
　＊事業主の役割
　　・老齢者の就業ニーズの多用化に対応し、勤務時間の弾力化
　　　を含め、広く選択の余地のある勤務形態を実現していくこ
　　　と。
　　・老齢者が同じ職務で働きつづけるための条件として、また、
　　　世代間のワークシェアリングを進めるため、労働時間の短
　　　縮を進めること。
　　・老齢者についての安全対策や健康管理を一層充実すること。
　　・労働者が高齢期になっても職業能力を充分に発揮できるよ
　　　うに、企業内教育を労働者の若年期から計画的に実施する
　　　とともに、労働者の若年期からの自発的な自己啓発努力に
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　　対しても、有給休暇の付与など積極的に援助を行うことな
　　どにより、職業能力の維持、向上をはかること。
＊労働者や労働組合の役割
　　労働者の側にあっても、自主的に、職業能力の維持向上、
　健康の保持増進に若年期から充分に努力し、高齢期になって
　も就労できる分野および可能性を計画的に拡大していくとと
　もに、今後高齢化の進展とともに、賃金体系、昇進制度など
　についての見直しが必要になることも考えられることから、
　年功的な色彩のある賃金、役割など従来の雇用慣行にとらわ
　れない弾力的な対応が望まれる。
　　また、　「65歳雇用システム」の実現では老齢者の就業ニー
　ズの多用化に応え、労働組合として労働者個人の選択を保障
　するシステムづくりに取り組むこと、老齢者が安心した生涯
　を送れるように、所得、資産の格差を是正させることが重要
　であるとともに、仕事だけに生きがいを求めるのではなく、
　それまでの就業経験を生かした臨時・短期的就業や趣味、ボラ
　ンティアなどの活動を通じて、社会参加を果たすようなライ
　フスタイルを考える観点から、労働組合としては、退職前準
　備教育などのオリエンテーション、再就職促進の相談活動、
　退職者向けの多様なサービス事業、退職者が活躍する社会活
　動づくりなどの活動を積極化する必要がある。
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③行政の取り組み
　　老齢者雇用は政労使が一致して取り組まなければならない重
　　要問題であり、政府としては、老齢者雇用について、産業や
　　地域レペルにおける労使の取り組みが全体として促進される
　　ように積極的に環境整備に勤め、雇用・就業の面で老齢者の
　　「安全社会」を築き、また、多様な選択を可能とする「選択
　　社会」を目指すべきである。
　　　老齢者雇用は国民的課題であることから、今後老齢者雇用
　　の重要性および緊急性、さらには老齢者雇用を進める方策に
　　ついて国民的コンセンサスの形成を促進することにより、老
　　齢者雇用について労使を含め国民に対してより徹底した啓蒙
　　・啓発を行うことはもとより、現行の老齢者雇用安全法を最大
　　限活用し、60歳定年の早期完全定着、65歳までの雇用機会の
　　確保に勤めるぺきである。　（資料：社会法人日本労務研究
　　会r労務年鑑1992年版』pp．124～127）
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第V章　福祉国家像の変化
　社会保障の展開は、それぞれの時代においてそれぞれの問題を抱え
ながらも、人類にとっての一つのユートピアとして「福祉国家」を目
指してきた。しかし、1973年の第1次石油危機を契機にして、それま
でプラスシンボルとしてその充実が求められてきた「福祉国家」は、
国民経済に過重な負担を課し社会の活力を殺ぐものとして、今やマイ
ナスシンボルに一転し、　「福祉国家の危機」が語られるようになり、
「福祉国家」をめぐる思想やイデオロギーに大きな変動が生じている。
本章では、このような福祉国家像の変化を考察し、福祉社会論によっ
て再検討が迫られている社会保障における今後の課題を考えてみるこ
とにする。
1．イギリス型の福祉国家論
　「福祉国家批判論」が対象とした当の「福祉国家」という概念は今
日なお論議のあるところであり、けっして自明なものではない。福祉
国家とは「字義的には福祉を重視する国家を意味するが、こうした同
義反復的な規定はおよそ無内容である。実際にはともかく建前として
福祉国家を重視しない国家などはありえないし、またそのさいに福祉
の概念はなにものでも含みうるほどに　漠として不明確だからである
（1）v。モーリス・ブルース（Maurice　Bruce）がいうように、民衆、と
りわけ貧困な人々の生活に対する社会の配慮一今日ではそれが「福
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祉」という言葉で表される　一　について古く16世紀に起源をもつ救貧
法を出発点とし、そこから人々の生活のあらゆる領域にわたる保障を
目指して展開されてきた具体的な諸福祉政策の積み重なりが、とりも
なおさず、　「福祉国家」である（2）ともいえるであろう。したがって、
「福祉国家」のように、それ自体が特定の時代のイデオロギーの産物
として社会的に定着した概念は、それが同時代人によっていかに観念
されていたかという客観的事態に即して内容を判断するしかない。そ
の意味で、本論文ではケインズとべヴァリジに象徴される第2次世界
大戦後の、とくにイギリスの「福祉国家」にその概念を求めるものと
する。それは包括的、体系的な社会保障のシステムが意識的に追求さ
れるとともに、それを支える社会経済システムの目的意識的な統御、
完全雇用とケインズ主義の理論が定着するのがこの時期であるからで
ある。
　「福祉国家（Welfare　State）」という語を創出させたのは、経済不況
に苦しむ市民の福祉にっいての民主的な政府の関心が高まった1930年
代の終りの頃である。この語はアルフレット・ツィンメルン（Alfred
Zimmern）の造語で権力国家（Power　State）との対照を強調するため
に使われたが、1941年のウィリアム・テムプル（Archbishop　William
Temple）のr市民と聖職者（Citizen　and　Churchrnan）』のなかで初め
て活字となり、翌年イギリスの社会保障システムに関するベヴァリジ
報告書がこの言葉を使って以来広い含意と普及を得たものである（3）。
いうまでもなくべヴァリジ報告は、先進諸国の社会保障システムの骨
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格をいちはやく提示した点で重要な意義をもっていた。そして全国民
を対象とした「ゆりかごから墓場まで」の生活保障のシステムとして
社会保障制度が確立されたことによって、　「福祉国家」という言葉の
裏付けを強めた。したがって、福祉国家とは、さしあたり社会保障制
度を不可欠の一環として定着させた現代国家ないし現代社会の体制を
指すものだといってよいであろう（4）。
　第2次世界大戦後の福祉国家体制がしばしば「ケインズ主義的福祉
国家」と呼ばれているが、ケインズはr一般理論』において、所得と
富の分配の過度の不平等を是正し、完全雇用を実現するための経済理
論を与え「福祉国家」体制の根幹を構成する国家介入の必要性と正統
性を明確にいい表している。ケインズにとって、　「富の不平等」、
「失業」などの経済問題は、個人の努力によって、また市場メカニズ
ムの作用のみでは解決しえない問題であり、政府の市場介入を必要と
する問題であると考えられた。　「戦後福祉国家体制を構成することに
なる社会保険等の諸制度は長期の歴史的経験を経て形成されてきたも
のであるが、政府介入によって市場的資本主義経済を統制・管理しうる
とする思想は、ケインズによってはじめて明確に提示された」のであ
る。そして「戦後福祉国家体制はそのような政府介入を不可欠のもの
として成立することになったのである（5）」。ここに「ケインズ主義的
福祉国家」と呼ばれる根拠がある。
ベヴァリジは完全雇用と社会保障の具体的な政策プログラムを設計し、
ケインズ主義的国家介入とともに、イギリスの戦後体制の基礎を築い
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た。そして、そのような社会保障計画は、ケインズの社会構想と同様
に国家と個人との間の協力によって達成されるべきものであった。っ
まり、ベヴァリジの構想した社会保障は、所得それ自体の平等化をめ
ざすものではなく、市場における所得分配の不平等を前提としてナシ
ョナル・ミニマムを国家的制度によって維持しようとするものであった
（6）o
　このように「ケインズーベヴァリジ」理論は、資本主義社会の自由
市場の原理をベースとして、控えめな政府介入によってこれをコント
ロールすることをめざすことを基本的な内容としていた。
　イギリスの福祉国家は1948年に成立したとティトマス（R．M．Titmus）
は述べたことがあるが、それはべヴァリジ報告、1944年の政府の社会
保障白書等にもとついて、1945年から1948年にかけて、イギリスの社
会保障制度の基本的部分がほぼ出来上がったということを示したもの
であろう（7＞。ナショナル・ミニマムを国の社会保険制度によって確保
しようという社会保障計画は、児童手当と国民保健サービスと完全雇
用という3つの前提がおかれていて、この3つの前提があってはじめ
て包括的社会保障制度は完成するといったべヴァリジ報告は当初、戦
後の経済情勢がこの計画を実現しうるだけの力をもちうるか疑問であ
ったし、包括的社会保障をおこなうための費用は相当な額になると考
えられ、警戒して受け止められた。しかし、1943年に23の勧告のうち
16が受け入れられることになった。こうして、まず1945年6月に家族手
当法が成立して翌年8月に施行され、ついで1946年7月に（業務災害）
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国民保険法が、同年8月に国民保険法が、同年11月に国民保健サービス
法が、そして1948年5月に国民扶助法が相次いで成立し、1948年7月に
一括して実施されたのである（8）。このことはイギリスにおける福祉国
家体制の重要な支柱として「福祉国家」についての政治的・社会的コン
センサスが存在していたことを意味するのであろう（9）。すなわち、国
民の「欠乏」からの解放と完全雇用を目標とし、そのために必要とさ
れる政府の経済介入をいわば自明のこととする政治的・社会的コンセン
サスを獲得した上に成立した体制であったということである。市場経
済を基礎としながらも、その限界を超えて経済的安定と社会的統合を
図るために、政府によるケインズ的な裁量政策を続けることが、戦後
福祉国家の展開の基盤をなしてきたのである。
　すなわち、戦後の福祉国家論は、一方では自由放任の政治思想を否
定し、他方では社会主義の政治思想を否定して、いわば中間的な第三
の途を模索したのであった。それは現実に対応してマスデモクラシー
（mass　democracy）の下で国民国家を政治的に統合していく必要性に
立脚していたのであり、政治の論理に支配されていることを意味する。
しかしながら福祉政策は労働政策とともに、経済政策ととくに密接に
連関している領域である。福祉政策は、資本主義の害悪を矯正し、資
本主義の作動を円滑にするために必要な政策であった。つまり社会保
障制度には、労働基本権の確立とともに、所得の再分配を促進し、国
民大衆の購買力をたかめ、内需を拡大して経済発展をはかるという経
済効果がある（・・）。福祉政策はそれゆえにこそここまで拡充されてき
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たのだともいえるであろう。しかし、このことは福祉政策が経済発展
にとって阻害要因になっていると認識されたときには、これに対して
抑制の力が働くであろうことをも意味しているのである。そこで、福
祉国家論は経済理論に即してその効用を論証しなければならない。実
際に長期にわたる経済成長は、ケインズーベヴァリジ的枠組を超える
社会保障の拡大、つまり一層の福祉国家化をもたらした（il）が、経済
成長という前提条件が失われた時に社会保障支出の増大を主張する議
論は非現実的なものになってしまう。
　今日、先進諸国における福祉国家の展開は公共部門の拡張をもたら
し、それが民間市場経済を圧迫し、経済の活力をうしなわせつつある
と主張されている（12》。ここに「福祉国家の危機」の理論的根拠があ
る。
H．1960年代後半～1970年代の経済変化
　1930年代におけるアメリカのニューディール、ドイツのナチス、イ
タリアのファシズム、イギリス・日本など各国の戦時統制経済によって、
国家の経済への介入が始まり、それが前節で述べたように第2次大戦
後ケインズ理論を背景とした資本主義各国の経済成長政策と「ゆりか
ごから墓場まで」という標語によって表わされる福祉国家建設へとつ
ながってきたことは周知のとおりである。しかしながら、こうした福
祉国家的政策は、成功したがゆえに矛盾を産み出してきている。たと
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えば福祉国家の先達イギリスは「イギリス病」に悩んでいる。それに
はさまざまな理由〈13＞が考えられるのであるが、福祉国家政策の病理、
っまり福祉支出重視のディマンドサイド・エコノミーによる自助の精神
の喪失がまずあげられるのが通常である。またより根本的な原因とし
ては、1960年代後半以降の経済成長の停滞で、国家財政の慢性的赤字
が続いてきた事があげられる。そして、遂に1970年代の石油危機を契
機として、第2次世界大戦後支配的な理論であったケインズ主義への
懐疑が産み出される事になったのである。
　第2次世界大戦後、先進資本主義諸国のほとんどは戦後数年間の危
機ないし革新を経て、1950年代中葉から1960年代、さらに1970年代初
頭にいたるまで、経済の高度成長とそれを機構的にも機能的にも膨大
化した国家が促進する「成長の政治」の時代を経験した。しかし1960
年代の末から1970年代の初頭になると、国際的にはドルの価値低落、
国内的には国家によって加速された高度成長経済のマイナス面やそれ
にともなう「管理社会化」に対する反擦が顕在化し、ついで第1・2次
石油危機によって地球的な規模で経済不況がおこり、先進諸国も「低
成長」経済への移行を余儀なくされたばかりか、スタグフレーション、
財政赤字、大量失業に悩むことになり、高度成長の終焉を告げたので
ある。この事実が重要な意味をもっているのは、この時期に、1980年
代の経済的・政治的・イデオロギー的打返しの諸形態として新保守主義、
自由主義、マネタリズムなどへの傾向が準備されていったということ
である〈t4＞。このような諸状況を背景にして先進の諸福祉国家におい
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ては、1970年代中葉以降に「福祉国家」についての思想の大きな変動
が生じ、その基本的な動向に即していえば、ケインズ主義的思想から
新自由主義的な思想へと変化していったといえるであろう。
　新自由主義的な思想による戦後福祉国家体制への批判は「政府の役
割の縮小」、つまり「小さな政府」に集約されることになる。すなわ
ち、その批判の対象となる「大きな政府」においては、福祉国家の思
想こそがその原因となり、社会保障を中心にした各種社会サービスの
積極的な拡充にともなってGDPと比較した政府支出の規模が拡大し
図V－1　一般政府支出のGDPに対する比率（3年移平均）
栃ダ／
　　／
　／　　　　　　　　　 一」Fケ　　イ判ス／／’／
西ドイツ　　　　　／，t／
　　　　　　　カナダ　ノ／
　　　1963　　65　　　67　　　69　　　71　　　73　　　75　　　77　　79イi：
資料：藤田晴r福祉政策と財政』1984年P．14
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続けて来たのであり、これが福祉国家批判の主要な根拠である。
　図V－1は主要先進国における一般政府支出規模の動向を示したも
のである（ユ5）。この図をみると、福祉政策を重視してきた先進諸国の
政府支出規模は1960年代の初めにすでにGDPの30％を超え、1970年
代の終り頃には40～50％という水準にまで達している。ほかの先進諸
国に比べると日本だけが小さな政府を維持し続けてきたのであるが、
第1次石油危機を契機として平均経済成長率が大幅に低下して以来、
日本の政府支出率も顕著な上昇傾向をしめしている。そこで先進諸国
におけるこのような財政膨張の原因を知るために、政府支出の内容を
検討してみよう。
　表V－1を見ると、主要先進国における政府支出の対GDP比率は、
最近の15年余りの間におおむね10％ポイント以上高まっている。この
原因となったのは政府消費と経常移転支出の膨張であり、経常移転支
出比率の大幅な上昇は、社会保障関係の移転支出の膨張が大きな原因
であったことがわかる。また政府消費の対GDP比率が、国防費の比
率が低下傾向を示しているにもかかわらず、かなり高くなってきたの
は、教育・保健などの福祉関連政府消費が急速に伸びてきたためである。
表V－2は1979年における一般政府支出の構成割合を示したものであ
るが、便宜上保健、社会保障福祉サービス、教育、住宅・地域・サービ
スを広義の福祉関連支出とすると、一般政府支出全体の60～70％を福
祉関連支出が占めるようになり「このような支出構造を持つ先進諸国
の財政は、福祉財政（・6）」ともいえるであろう。
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表V－1　一般政府支出のGDPに対する比率、
第V嶺　褐祉国家｛曾の変化
（1978～80年平均）
　　　（単位：％）
国　　　名
政　府　消　費
@　　　　　　　　うち国防
穐常移鮭i£出
@　　　　　　　うら
@　　　　　　社会ll丈峠移転　　　　　　　　　一1鮪一｝ヤ
一般政府
梶@資　等 総　支　出
オーストラリア 16．5（　6．5）　　　　　2．4（ム0．2）13．4（　3．6）　　　　　8．9（　2．9） 3．6（60．8） 33．5（9．3）
オース　ト　リ　7 18．0（　4．6）　　　　　1．2（60．1） 24．8（　6．8）　　　　13．4（　2．6）4．8（ム0．4） 47．6（11．0）
ペ　ル　ギ　ー 18．2（　5．5）　　　　　2．2（ム0．9）28．2（12．6）　　　　20．8（　9．5）3．3（1．0） 49．7（19．0）
　　　　　　　　　　　・J　　ナ　　　タ 19．7（　4．5）　　　　　　一（　　一） 17．5（　6。9）　　　　10．3（　3．6） 2．9（ム1．4）40．1（10．0）
フ　ラ　ン　　ス 15．0（　1．8）　　　　　　一（　　一） 27．4（　7．9）　　　　22．7（　7．8）3．0（ム0．6） 45．4（9．1）
西　ド　イ　ツ 20。1（　5．4）　　　　　2．8（ム1．3）21．0（　6．6）　　　　15．6（　3．6）3．7（ム0．3） 44．8（11．7）
イ　ク　リ　ア 16．0（　2．8）　　　　　1．9（　　一） 25．3（10．8）　　　　16．0（　5．1）3．1（一） 44．4（13．6）
ナ　ラ　ン　グ 18．0（　1．9）　　　　　3。0（60．3）35．4（12．6）　　　　25．3（　8．5）3．2（△1．7） 56．6（12．8）
スウェーデン 28．5（11．9）　　　　　3．0（ム1．0）27．2（15．8）　　　　17．8（　9．4）4．4（・0。5） 60．1（27、2）
イ　ギ　　リ　ス 20．5（　3．6）　　　　　4．5（ム1．7）20．2（　6．2）　　　　11．5（　4．3） 2．7（△0．9）43．3（8．9）
7　〆　　リ　カ 冒17．6（△0．3）　　　　　5．2（ム3．6） 13．9（　5．3）　　　　10．6（　4．9）1、 （61．0） 33．4（3．9）
日　　　　本 9．8（　1．9）　　　　　0．8（　　一） 13．7（　7．5）　　　　　9．5（　4．9）7。0（2．5） 30．5（11．9）
注：（）内は1960～62年平均からの変化幅
資料：藤田　晴r福祉政策と財政』1984年P．16より作成
　このように第2次世界大戦後の福祉国家思想が社会保障給付を中心
にして社会サービスの拡充をもたらし、完全雇用のための財政金融政
策の重視によって政府支出規模の膨張が生じて「大きな政府」へとな
ってきたのである。
　すでに述べたような社会保障費を中心とする福祉関連支出の膨張を
可能にさせられない経済成長の停滞という新しい条件のもとで、1970
年代の終り頃からイギリスのサッチャー政権（1979～90）、アメリカ
のレーガン政権（1981～88）、日本の中曽根政権（1982～87）などは
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表V－2　一般政府支出の機能別構成比（1979年）　　（単位：％）
「国、擁饗醤轡育麹讐難
　a　　　　b
I　　15．4　　1　　26．9
（11：1）・（、9：1）
　a十bld　ed十e
　4　　ヨ　　　　　ロヨ　　　4．ヨ　　　　らロ　
，（撃堰F1）（il：；）（1：野ll：1）
齢轡『
?
†一ストラリァ
7　ラ　　ン　　ス
?）????ー??）????????（????????（
西ドィ州 14．0 40．8 54．8111 4．5 70．4 6．4 11．0 12．2（2．4）， （LO） （3．4） （0．1） （0．1） r3」） （ム1．9）， （ム2．7） （L2）
イ　タ　　リ　ア 14．3 36．3 50．6 12．8 3．5 66．9 4．7 18．0 10．4
　　　　　　　3
Xウヱーデノ
　（2．4）・撃撃T．1’ （0。2）
S5．2
（2．2）
U0．3
（ム0．6）
P3．0
（1），3）
@5．8
（1．9）
V9．1
（△0．8），
@6．7
（0．6），
@5．1
（△1．6）
@9．1
1（°・2）・ （10．1）， （10。3） （ム3，0） （2．2） （5．1） （△2．8）・ （△2．3）， （△0．1）
イ　ギ　　リ　ス 12．4 30．9 43．3 14．1 10．2 67．6 12．4 9．9 10．1
（1．5）i（5，2）・ （6．7） （△0．7） （0，6） （6．6） （・1．o）i（ム4．5）i（ム1．1）
ア　　メ　　リ　カ 8．3 32．4 40．7 18．7 2．5 61．9 15．3 10．6 12．2
（1．7）… （7．6）’ （9．3） （1．3） （0．6）… （11．2） （ム9．5）『 （・2．2）i （0．5）?????
1（11：1・・23．5
i9．3）・
38．8
i9，4）
　16．9P（ムL5），　9．5i0．7）
65．2
i8．6）
　2．9
i△1．1）
20．6
i・5。3）i
11．3
i△2．2）
注：（）内は1970年構成比からの変化幅
資料：藤田　晴　前掲書P．18より作成
戦後体制のバクラッシュ反動としての性格をもつようになり、また西
ドイツのコール政権（1982～）やイタリアの五党連合政権（1981～）
も新保守主義ないし新自由主義政権とのかなりの共通点をもっており、
このような先進諸国の動向は「ケインズ主義的福祉国家の危機と再編」
としてとらえることができるであろう（17）。
　すなわち、経済成長を与件としたケインズ主義的福祉国家は、成長
と完全雇用という前提条件が失われた時には、社会保障支出の増大と
所得の再分配を主張する議論がますます非現実的なものになってきた
ことを証明しているといえる。そこで最近では、国家の負担となる福
祉国家体制を見直して、社会一般の負担ですます福祉社会システムに
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代替することが求められるようになってきたのである。
皿．福祉国家論から福祉社会論へ
　　　1．　福祉社会の概念
　福祉国家批判が高まったのは1970年代半ば以降のことであるが、そ
れまでに、福祉国家批判がなかった訳ではない。新自由主義的な思想
による戦後福祉国家への批判は、福祉国家の誕生当初から厳しいもの
であった。しかし、福祉国家が経済の高度成長に支えられていた時に
はほとんど顧みられることはなかった。だが、経済の低成長期を迎え
てその批判が一躍脚光を浴びるようになるとともに、戦後福祉国家体
制を支えた社会民主主義的思想は混迷に追い込まれ、そのなかにおい
ても福祉国家の見直し論議が目立っようになった。これらの動きを加
味した新しいいくっかの方向がOECDで取り上げられ、　r福祉国家
の危機』という象徴的な標題がつけられて公刊されたのは1981年のこ
とであるが、そのころから福祉社会論が盛んに論じられるようになっ
ている。OECDのV・レネップ（Emile　Van　Lennep）事務総長の次の
ような発言は、福祉国家から福祉社会への転換の必要を示唆している
ことで注目に値する。　「福祉国家はもともと貧困や社会的保護の問題
を扱うために生まれたものであるが、社会的ニーズや個人の選好は、
福祉国家のみが福祉を担う唯一の主体ではないというかたちに変化し
つつある（18）」。したがって、福祉社会の登場は必然であり、また望
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ましいことであると彼はいう。
　それでは、ここでいう福祉国家と区別されるべき福祉社会の基本的
要素は何であろうか。
　W・A・ロブソン（William　A．　Robson）によれば（19）福祉社会を実現す
ることができなければ福祉国家の目的を充足することは不可能である。
そして、福祉国家の存立にとっては、社会における人々の合意と結束
が必要であるとしている。　「福祉国家は、議会がさだめ、政府が実行
するものであり、福祉社会は、公衆の福祉にかかわる諸問題について、
人々が行い、感じ、そして考えるものである。」、　「公共政策と社会
の態度の間にはしばしば大きな裂け目がある」ために、　「人々がその
態度や行動に福祉国家の政策と前提とを一般的に反映するのでなけれ
ば、福祉国家の目的充足は不可能である（2°｝」として福祉国家と福祉
社会を区別しようとした。
　しかし、　「福祉国家から福祉社会へ」という目標の設定は一般的に
福祉国家を否定するものではない。すなわち、福祉社会は、これまで
の福祉国家の諸制度の多くの部分を不可欠の前提として継承すること
によってのみ成立しうるものであり、福祉社会を築き上げることこそ
が、福祉国家においてもともと目標とされていたものであり、その効
果的な達成を保証する方法でもあることが明らかになりつつあるから
である。それにもかかわらず、　「福祉国家から福祉社会へ」という歩
みのなかでは、これまでの福祉国家的な諸制度・諸政策のある部分は、
不適当なものとして整理される必要があり、　「国家によるコントロー
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ルの強化と国民の無関心の増大の相互促進的な作用という悪循環を断
ち切り、個人や民間の自発的な諸組織の活性化をはかり、市民の多様
な民主的参加を促進することが、福祉国家のつぎの段階の課題（21）」
であると実質的に提起されたのである。
　イギリスのサッチャー政府の成立によって、福祉国家の全面的批判
を志す新自由主義が、一つの体制の思想となったことは周知の通りで
あるが、その思想的源流はハイエク、フリードマン（F。A．　Hayek，　R．
Friedman）の思想に求められる。彼らの新自由主義（1ibertarianism）
の主流は自由市場をキー観念として自生的社会秩序を擁護し、究極の
目標としての個人の自由を保障するという観点から政府の活動領域を
厳格に制限することを志向する反福祉国家の理論であり、そのような
理論がイギリス、アメリカばかりでなく日本の政府に対しても強いイ
デオロギー的な影響力を与えたのである（22＞。そこで以下に日本とイ
ギリスの場合をとりあげてみる。
　　　2．日本型福祉社会
　かつて1970年のr昭和四五年版　経済白書』では経済活動の究極的
目標は、国民福祉の向上であ」るとし、西欧型福祉国家、つまり高福
祉・高負担による国家的社会保障の充実がプラスシンボルとして目指さ
れたのであったが、今や西欧福祉国家への道は、踏むべきでない「前
車の轍」としてマイナスシンボルに変ってしまったのである。そこで
先進国に範を求め続けるのではなく、日本的な道を選択創出する、い
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わば日本型ともいうべき新しい「福祉社会」の実現を目指すものでな
ければならないとされたのである。
　このような状況のなかで、福祉国家を党発足の三大綱領（23）の一つ
としていた自由民主党において、従来からの政策路線に対する変更に
迫られ、イギリス病や福祉病にかからない「健全な、しかも日本の現
実に合った福祉社会一福祉国家ではない一を考えること（24）」が課
題となったのである。ここに示される「日本型福祉社会」の立脚原理
は次のとおりである。すなわち、①ナショナル・ミニマム概念の排除、
②選別主義、③自助の原理、④誤った平等主義の排除、⑤弱者尊重の
「堕落構造」の除去である。このような「日本型福祉社会」の理念は
ナショナル・ミニマムの確立、普遍主義、社会連帯の精神、平等主義、
弱者の保護などと特徴づけられるケインズーベヴァリジ型の福祉国家
理論と正反対である。いいかえれば、　「日本型福祉社会」の理念は
「旧自由主義」的政策理念の通俗的形態そのものであり、R・ティトマ
スの類型区分でいうr福祉＝社会のお荷物」論を代表する。
　そしてその理論的基礎は、イギリス初期救貧法にさかのぼりうるも
のといえるとともに、ハイエクやフリードマンの「新自由主義」社会
理論にもその支持を見出すことができる（25＞。福祉国家の形成によっ
て、葬り去られたはずの一九世紀的自由主義の考え方が、いまや改め
て「新自由主義」の名のもとに、福祉国家の制約原理として復活せし
められっっある。
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　　　3．サッチャリズム（Thatcheriso）の特徴
　サッチャー政府の政治的性格を社会保障との関連に限っていえば、
それはバツケリズム（Butskellism）型政治との訣別である。すなわち、
それはケインズ主義的経済政策とべヴァリジ型福祉国家理念との訣別
を意味しているといっていいであろう。サッチャーによれば「福祉国
家は国家という手段をつうじての貧困化のプログラム〈26》」である。
したがって福祉国家は打倒すべき対象となり、サッチャリズムを特徴
づける政治的姿勢の一つとして福祉国家の役割の限定と転換を主張し
ている。それに対する経済的論拠は、福祉国家とは経済成長率を上回
る政府支出の増大→大きな政府→増税、政府借入増大→インフレ圧力
→失業増加→政府支出増大といった悪循環の繰り返しであるため、財
政膨張を抑圧することがイギリス経済の長期的衰退を阻止する最大の
方策であるということにあるく27）。
　もちろんこの論拠の背景には長期にわたるイギリス経済の悪化があ
ったことはいうまでもなく、インフレーションを鎮静化し、持続的経
済成長が達成されうる諸条件を作り出すことで、社会保障政策（ひろ
く福祉政策）を経済政策の目的に従属させ、奉仕させようとするのが
サッチャリズムの特徴の一つである。したがって福祉提供の国家責任
を縮小し希釈する方向と福祉提供面での民営化・民有化を推進する路線
がとられる。それは、いわゆる福祉国家の民活路線、つまり福祉社会
はその分だけ「必要に応じた福祉から支払能力に応じた福祉への転換
（28）vを意味することになるのである。
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　　　4．社会保障の再検討
　ベヴァリジの社会保障計画は、イギリスにおいて制度化されたが、
福祉国家の確立を目指していた先進諸国もこの影響をうけ、挙って社
会保障の拡大と充実をはかったし、さらに戦後の高度経済成長によっ
て社会保障費の財源調達が容易になり、社会保障の急成長を可能にし
助長したことは周知のとおりである。しかし、貧困の解消を社会保障
の基本目標としたべヴァリジ原則は、高度経済成長過程でしだいに絶
対的貧困が先進諸国から影を消すようになるにつれて、その見直しが
行われるようになった。それは社会保障の主たる目標が「窮乏の解消」
から「生活の安定」に移ってきたことや、医療や社会福祉などの人的
サービスに対する「最低」でなく「最適」水準の保障を実現しようと
いうものになったことにある。
　このようなべヴァリジ原則の修正は、社会保障の範囲を拡大させ、
社会保障費の急増をもたらすことになったし、いうまでもなくこの実
現を可能にしたのは高度経済成長であった。しかし、1973年の石油危
機を境にして、高度成長を続けてきた先進諸国の経済状態は悪化し、
費用の急増する社会保障のあり方について国際的に再検討の気運が高
まってきたことはすでに述べたとおりである。それゆえに、現行社会
保障の有効性、所得保障水準の妥当性、また公的サービスの保障方式
についてかなりのウェイトで予防重視的な方向に転換されるようにな
つてきた。それにともなって中央集権的アプローチから分権的アプロ
、チへとの転換が求められている。すなわちA・リンカン（Abraham
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Lincoln）宣言とアメリカ憲法（とくに第10次改正憲法）に示されてい
るように「もし国民のためにあることがなされる必要があれば」でき
る限りそれを「個人的に行うようにする。しかし、それが個人的には
不可能だが、必要であるなら、その時点で政府が行う（29＞」、そして
「あることが政府によって行われなければならないとすれば、可能な
かぎり地方政府にまかせる（3°）」ということである。しかし、前述の
ように政府の行うことに限界があるとなれば、ふたたび個人の役割に
重点が移らざるをえないということは明確に認識しておく必要がある。
現行社会保障制度が中央集権的に運営され、ニードの時間的・空閤的変
化に適切に対応できず、公的給付の過大化ないし過小化をもたらすな
ど、資源配分の効率性がそこなわれている。ここから、社会保障につ
いても分権化を進め、政策間の優先順位や、給付と負担の関係等につ
いて住民の意思を強く反映させていくことが必要となってきた。これ
は、社会保障が中央政府の占有物ではなく、地方自治体、地域の非政
府機関、各種の職域集団等による役割分担と協力によってはじめて福
祉向上を実現できることを示すものである（31）。
　以上で述べたことは逆にいえば政府の役割の大幅な縮小と分権化の
志向は経済発展の必要な条件であるということを意味するのであろう。
それゆえに先進諸国は「福祉社会」の確立を模索しているといえる。
福祉社会なくして福祉国家の発展はなく、両者は　相互に補完しなが
ら福祉向上をはかることが必要になってきたのである。
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四．今後の展望
　社会保障制度は歴史的形成態である。そうである以上、制度の目標
が時代とともに変化していくのはやむを得ないところであろう。時代
はそれぞれの問題をもっており、社会保障の機能も目標も時代ととも
に変化していくのである。
　社会保障をめぐる財政危機の問題は、ついに家族やコミュニティの
肩代わりをしてきた福祉国家の公的保障方式を否定し、市民相互のよ
り多くの自助と近隣の援助を求める環境を作り出した。すなわち、今
日の「福祉国家論は、財政危機の単なる打開策をこえて、国家と下位
の共同体の役割分担の本来の在り方を模索する一つの動き（32）」であ
るといえる。しかし、新しい社会・経済環境のなかで、　「政府の役割の
縮小」という新自由主義的主張にもかかわらず、現実の福祉政策や社
会保障財政は必ずしも縮小していない（33）し、また社会保障は先進資
本主義社会が不可避的に直面する社会問題の解決に必須かつ有効な手
段であり、資本主義体制の存続に大きな貢献をしていることは否定す
べくもない。先進諸国においては社会保障はすでに人々の生活にとっ
て重要な基本的要素になっている。そのことは同時に、社会保障が他
の政策分野や他の社会、経済、政治領域と緊密な依存関係にあること
を意味しているのである。福祉社会の進展あるいは社会保障が当面し、
対処すべき諸問題は、そのような全体的システムや構造とその働きの
なかから生まれてくるあであるから、国家と下位の共同体の役割分担
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のためにはそれぞれの分担諸領域で必要とされる環境条件が整備され
ていなければならない。その意味で、福祉社会の諸制度の機能は、全
体としての経済と社会の安定的維持を前提としてのみ保証されうると
いえる。そして、さらに敷術していえば、経済の安定のためには、先
進諸国のあいだの経済関係の安定を求めるだけでなく、開発途上諸国
が貧窮を克服して経済的・社会的発展に向かうよう先進諸国が適切な支
援を用意しなければならないし、さらには長期の展望における人類の
存続性の問題まで考えて、破壊されつっある地球環境の保全に必要な
措置をとらなければならない（34》。
　そこで安定した経済社会を基盤にして、福祉社会の目標達成のため
の第一の実践的課題は、完全雇用を実現していくことであろう。人は
この社会において、失業、病気、老齢など絶えざる生活窮迫の危険に
取り囲まれているので、その危険の緩和ないしは除去が雇用、健康、
家庭に求められてくる。そのなかでも、雇用による稼得を旨とする社
会では雇用が最大の課題となるのである。したがって、　「完全雇用は、
福祉国家のみならず福祉社会においても福祉の基盤（35）」であるとい
える。それは、福祉社会が自立自助を基本とし、生活の個人責任制に
支えられた福祉政策を基盤とする社会であるからである。
　日本型福祉社会論においてもこれと同じことがいえる。あくまでも
各個人、各家庭の自己責任に基づく自立自助の努力を求めているのが
日本型福祉社会の特徴であるが、こうした「自立自助の努力はそれを
取り巻くより広い地域社会や国家レベルにおける家庭に関連する諸施
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策、すなわち、雇用政策、福祉政策、文教政策、住宅政策などの諸分
野にわたる適切な諸施策の総合的展開とそれによる支援によって、は
じめて生き生きとした活力をもち、安定したものになりえる（36）」の
である。すなわち、今後の福祉社会の展開は、最終的には個人と家族
の責任に求められるため、国家はそのようなことに焦点をおいた諸政
策を講ずる必要がある。　「老親扶養機能を現実的にいちじるしく低下
させている現代国家に過大な役割を課すことは、一種の現実逃避（37》」
であるといえるかも知れない。しかし、本来、福祉政策は、核家族化、
共働き世帯の増大、離婚と単親世帯の増大といった家族機能のもろも
ろの変化に対応して拡充、発展させられてきたのだが、そのことが家
族それぞれが持っていた機能をますます弱体化させてしまった（38）。
「資本主義社会においては論理的にも歴史的にも個人の自立の限界を
確認することが社会的扶養成立の出発点となる」が、その社会的扶養
の限界をこえて国家責任が拡大され、今度はまったく逆に、　「社会的
扶養のための費用増大が社会的扶養の限界の確認となり」私的扶養へ
の転化が求められている。この場合「社会的扶養から私的扶養への転
化は実質的には個人の自立への回帰（39）」にすぎない。ここで「個人
の自立への回帰」ということは、もともと社会的扶養なるものは「な
くても良かった」という意味でとらえることができる。この「なくて
も良かった」ものが家族やコミュニティの本来機能を弱体化させたと
すれば答えはわりと簡単ではなかろうか。サッチャーが民営企業の国
有化について与えている表現（4・）を借用すれば、それは政府が国民を
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干渉できるようにするためだけだったともいえるであろう。
　弱体化した家族機能のもとで、福祉国家の危機が問われている現在、
家族への役割分担と社会的扶養をどのように考えるかが真の人間的福
祉のための課題ということになると思える。
　社会保障政策のサッチャー主義的諸特徴のひとつは福祉提供の国家
責任を縮小し希釈する方向と福祉提供面での民営化・民有化を推進する
ことである。家族の役割と責任の強調、自助と個人責任の倦まざる反
復、慈善団体・ボランティアなどの動員、営利企業の活動範囲の拡大が、
従来、国家が担当してきた医療、教育、年金、コミュニティ・ケアなど
の社会福祉諸領域でみられる。しかし福祉民営化には限度があること
をも認めざるを得ない。この事実に対処するため、イギリス福祉国家
は、普遍主義的色彩を薄めっつ、選別主義の強化と拡大に向けて大き
な旋回軌道を描いてきた。社会保障はいうまでもなく、選別主義から
始まり、普遍主義をめざして発展してきたが、社会保障の見直しがせ
まられている今日は、逆に普遍主義を捨てて選別主義に後退したこと
を意味する。
　しかし、ベヴァリジ原則に見られる伝統的ナショナル・ミニマムの保
障は必要不可欠であり、その意味で公正な費用負担によって普遍主義
を守り、同時に負担に耐えられない人のために選別主義を生かすこと
が望まれる。真の意味の自立自助は、ハンディキャプまたは社会的リ
スクを持っている人もいない人も、差別なくその人間的可能性を十分
に展開できるような社会的仕組とこれに先立つ経済安定と完全雇用の
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実現があってはじめて可能になるであろう。社会保障はその可能性を
拡大し、実現していくための不可欠な制度なのである。しかし、今後
の社会保障はまた、個人の自立自助の精神を蝕むものであってはなら
ないであろう。ここに現代社会のディレンマがある。
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付章　饒国における老齢者の所褥保随に関する一考察
　　はじめに
　1988年、韓国のマスコミは「福祉元年」を宣言した。公務員、軍人、
私立学校教員を対象に実施されてきた年金制度が常時10人以上を雇用
する事業所に働く被用者にも適用されたほか、農漁民・自営業者などを
含む地域医療保険が部分的に実施され始めた（t）ことなどを表明したも
のである。
　それにもかかわらず、日本の「福祉元年」　（1973年）が「福祉の時
代の到来」として多くの国民に歓迎されたのとは対照的に、韓国のそ
れは「福祉へのスタート」として理解せざるを得ない。しかし、福祉
へのスタートを切った韓国社会は、諸先進産業社会にくらべて相対的
に遅れているにしても、諸先進社会が経験してきているような福祉政
策の試行錯誤を参考に、より安定した「韓国型福祉社会」を実現して
いける期待や可能性をもっているといえよう。
　そのために、今日おかれている社会的状況を正しく把握し、真の安
定した社会保障のあり方を徹底的に検討することが何よりも肝要にし
て不可欠であろう。そして、国民のコンセンサスが得られる合理的な
社会保障制度への整備を急がなければならない時期である。
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1．経済発展と社会的矛盾
　アジアの竜として「漢江の奇跡」といわれた韓国の高度経済成長は、
世界の注目を浴びるものであった。しかし、このような経済成長のな
かで、韓国社会には深刻な内部的矛盾と社会階層間の葛藤がますます
顕在化してきていることも事実である。とくに産業化・都市化の過程で
農村が荒廃し、激しい社会変動に遅れた都市の低所得層や農村に取り
残された老齢者たちは最低生活の確保に必死である。
　表1は都市人口比率の増大傾向を示しているが、1989年現在総人口
の75％以上が都市に集中している反面、必然的に農家人口の比率は減
り続けている。1960年代における工業化の初期段階において、膨大な
表1　都市人口比率の増大傾向 （単位：1000人）
年次 全国人口 都市人口（比率．％） 郡部人口　（比率．％）
1955 21，526 5，286（24．5） 16，245（75．5）
1960 24，989 6，997（28．0） 17，992（72．0）
1966 29，193 9，805（33．6） 19，388（66．4）
1970 31，466 12，929（41．1） 18，506（58．9）
1975 34，707 16，793（48．4） 17．910（51．6）
1980 37，463 21，434（57．3） 16．002（42．7）
1985 40，448 26，442（65．4） 14，006（34．6）
1989 40，380 32．154（75．9） 10，226（24．1）
資料：滝沢秀樹r韓国の経済発展と社会構造』御茶の水書房1991
　　　P．51
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農村過剰人口の無制限な低賃金労働力としての存在とその都市流入を
基盤にして韓国の経済は急速に発展するわけであるが、都市に流入し
た多くの労働者は、輸出依存型の産業構造と大企業を中心とした実績
優先の政策などによって、膨脹する貧困層を形成してきた。すなわち、
国際収支赤字の圧迫を打開する方策としての輸出拡大要求は、低賃金
の基盤を継続的に存在させ、社会保障の基本的前提ともいうべき労働
者の賃金上昇と生活改善を根本的に制約してきたのである。そして、
高い輸出障壁と根強い輸入開放の圧力によって競争力の弱い中小企業
や農業の経営条件を悪化させ、その結果企業倒産や離農現象がさらに
進むようになった。
　反面、財閥を中心とする独占資本の肥大化は、激しい所得格差や貧
困層の増大を生みだしてきたのである。すなわち、今日のソウルに限
ってみた場合、住民の30～40％は比較的豊かな都市中産層の生活を享
有しているが、他方で低賃金にあえぐ膨大な労働者が存在している（2＞。
これは学歴、職種、勤続年数などによる賃金格差が甚だしいことに直
接的な原因があると思われる（表2、3）。表3に示されているよう
に、サービス・生産・販売職の平均賃金は行政・管理職の1／4に過ぎない
が、その職に従事する勤労者は全体の70％にも達しており、低賃金層
が圧倒的に多いことが明らかにされている。
　そして、雇用の増加をはるかに上回る離農人口の都市流入（1970年
～1985年の間に常雇用は284万人増加したのに対し、都市流入人口は7
33万人増加した）が、これら低賃金労働者よりも一層厳しい条件で・
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表2　学歴別賃金格差
年 中卒以下 高　卒 専門大卒 大　卒
1980 100．0 145．3 212．7 332．0
1981 100．0 144．9 207．6 326．1
1982 100．0 143．0 186．8 316．9
1983 100．0 137．9 192．2 311．9
1984 100．0 134．1 176．7 304．1
1985 100．0 133．9 173．9 303．4
注：中卒以下を100とした指数
資料：労働部r労働経済年鑑』1986年版
働く人々を生んできている。大雑把な推計ではあるが、今日、ソウル
には200ケ所以上の貧民街があり、そこでは4坪未満の一部屋に6人が住
み、一人当たりの平均資産は53，000ウォン（1988年の換算率で10．000
円）くらいで、ソウル人口の3分の1がそのような悪条件で暮らしてい
るという調査もある（3＞。
　このように、経済成長とともに離農人口の都市流入が急速に進み、
その多くは都市の貧民街に流れ込んでいく一方、農村の荒廃はますま
す進んできて、農家人ロの全人口に対する割合は1955年の62％から19
88年の17％にまで減少した。さらに、輸出至上主義の産業政策とウル
グアイラウンドなどの状況を考えると、農産物輸入の全面的自由化に
なる可能性は高く、その場合の農村破壊と不安定就業層の拡大で社会
的な不安定がさらに加速化されるのは必至であるように思われる。
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表3　職種別にみた勤続年数別賃金格差と勤労者数（1980年）
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：1．000ウォン、人、％）
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注：・10人以上事業所勤労者の賃金分布
　　・行政・管理職は、金融機関の総裁・銀行頭取・監事・理事、学校
　　　経営者、会社の会長・専務・常務・部長までをいう。
　　・事務・管理職は、課長、係長、事務員、係員、秘書官、管理員
　　　をいう。
資料：延河清r国民経済と福祉年金制度』韓国開発研究院1982pp．
　145～146より作成
　一方、輸出至上主義の産業政策を推進する政府は財閥などの大企業
に特恵金融を与えたが、大企業は技術や生産性とは関係のない証券投
機や不動産投機によって成長し、バブル経済化を促進させた。たとえ
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ば、1974年から1987年までの企業の成長指数をみると、土地に企業資
金の75％を投資した企業が15，6倍、50％を投資した企業が10．6倍、25
％を投資した企業が6．4倍であり、企業の成長が土地投機に依存してい
る様相を示している。しかし、その反面で都市生活者の家計に占める
住居費の比率は、1965年の13．8％から1980年には24。6％、1986年には
34．8％に上昇しているく4）。
　韓国社会の多くの人々はこのような社会的矛盾の犠牲とされ、財閥
などの大企業はこのような人々の生活を踏みにじることによって成長
を実現しているように思える。　「パイの論理」にたってひたすら成長
優先の政策を強調してきた韓国は、巨大資本の成長がやがて必ず国民
各層の豊かな生活に結びつくという見解をとっていた。しかし、この
ような命題は、過去30年の韓国にはとても妥当しそうには思えない。
　資本主義の矛盾を改善する一般的な方法としての社会保障制度がほ
とんど無視されてきた韓国社会は、ここに至って深刻な所得格差と低
所得者に対する生活保障の問題に直面している。
　1992年バルセロナオリンピックで、マラソンの黄永酢選手が堂々と
金メダルの月桂冠を獲得した瞬間、韓国の人々は喜びの大きな拍手を
贈った。韓国人としては2番目の金メダルであるが、韓国の国旗を胸に
しては初めてのことであったという民族的な情緒も大きく作用しただ
ろう。ところで、マスコミは韓国国民の勝利とともに黄選手自身の人
間的勝利としてこの金メダルを大きく取り上げた。それは徹底的な貧
困との闘いの結果であったのである。
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　黄選手の次のような証言が、今日の韓国における貧困層の悲惨な生
活を生々しく表している。　「父（50歳）は精緻網漁船に乗って魚を捕
っているが、その収入はほとんど家族の生計に役立たなかった。事実
上、私たちは海女の仕事をする母（53歳）によって喰わされた。惨め
なほど乏しかった。冬になって海女の仕事ができない時には、3～4ケ
月間も食べるものがなくて飢えた。とうもろこしとじゃがいもはわが
家の主食だった。それまでもなくなるとクッス（そばのような麺類の
総称）で腹をふくらませた。さらに、それも足りなくて、母はゆでた
クッスをわざとお水に伸ばせて私たちに食べさせたことも多かった。
－t・…ｱの惨めな乏しさを克服するために走り始めた（5）」。
　不断はあまり目にすることのできないこのような貧困像をマスコミ
が取り上げたのは、黄選手の闘魂の精神を強調するためであり、実際
に韓国社会のなかにどれほどの貧困層がいかに悲惨な生活を強いられ
ているのかという貧困の問題を提起することが趣旨ではなかったが、
ここではこのチャンスを利用して韓国社会の一断面を理解してみたい。
　彼は22歳、1970年生まれである。彼の証言は、1970～1980年代の急
速な経済発展の裏には皮肉にもこのような貧困層がまだまだ存在して
いた事実を端的に物語っている。なお、同オリンピックの金メダリス
トの50％（6）が生活に余裕がないか、貧困であると告白している。
　たしかに黄選手の笑顔はすばらしいものであり、一転して国民的ス
ターとなった。そして個人的には彼がいう悲惨な貧しさから脱出する
ことができた（月60万ウォンの競技力向上研究年金、大韓陸上連盟の
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褒賞金5，000万ウォンのほか、所属チームのグループ会社から1億ウォ
ン、地元出身財界人から1億ウォンなどのお祝い金、大統領、農林水産
部長官、道知事一…・などの奨励金などを合わせて少なくとも10億ウ
ォンは儲かっただろうといわれる一このすべては国民の税金と関係が
あるが）。
　勝利者の前には名誉とともに、一般の人々には想像もっかない富が
もたらされる。しかし、ほんの少しの能力の差あるいは運の悪かった
敗北者は、黄選手の過去と同じような生活をこれからも長く強いられ
るかも知れない一そして、この敗北者の数は勝利者より圧倒的に多
い。考えてみれば、172ケ国が参加したオリンピックで総合順位7位と
いう成果は立派なものである。　「体力は国力だ」という政府のスロー
ガンのように、韓国人の体力、韓国の国力も向上したことは確かであ
ろう。しかし、極少数の選手が韓国全体の体力、力をすべて代表して
いるとはいえない。一般の人々のためのスポーツ施設はほとんどなく、
したがってスポー・・一ツ人口の数も少ない。政府は全体的な国民体育増進
のためではなく、限られた極一部のスポーツ選手のために全力をかた
むける。
　まさに、いちじるしい経済発展の結実が一部財閥などの少数のもの
でしかなく、依然として数多くの人々は最低生活にも満たない貧困な
生活を強いられているのと同様な現象ではないかと思われる。そこで
は、金メダルの数も1人当たりGNPもあまり意味がない。
　今日の韓国社会はこのような両極分解現象を示しており、そこから
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生ずる階層間の葛藤は深刻化している。この直接的な原因は、経済成
長の結実をわかち合う分配、または再分配の制度的仕組みが未だに定
着していないことにあると考える。すなわち、社会保障制度の不備で
ある。
fi．韓国社会保障の胎動
　韓国における現代的意味での社会保障制度は、社会保険として1960
年の公務員年金法、公的扶助として1961年の生活保護法、軍事援護補
償法などから始まる。しかし、それ以降の30年の間、社会保障を発展
させる充分な政策はとられず、今日の深刻な階層間の葛藤が露呈され
ていることは前述のとおりである。韓国の社会保障制度が、同じよう
な経済発展段階の諸国にくらべても立ち遅れた原因を把握し、その状
況と特徴を正確に理解することは韓国における今後の社会保障制度を
検討するうえで大いに役立っと考えられる。
　　　1．伝統社会の崩壊
　伝統社会での韓民族は、仏教の「因果応報思想」と儒教の「忠孝思
想」を中心とした理念的・精神的側面と定着農耕民族という社会・経済
的特質から、相互扶助の価値観とそのメカニズムを保持し続けてきた。
すなわち、血縁と近隣からなる共同体としての村落は、それぞれ「契」、
「トゥレ（阜司D」、　「郷約」という民族特有の生活様式を通じて、
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村人たちの第1次的生活保障の機能を果していた。
　「契」は「一定の目的を追求・達成するために、構成員の自発的参加
と合意によって、意図的に造られた比較的持続的で組織的な集い（7）」
で、一種の自発的結社体（voluntary　association）である。いい替え
れば、　「契」は共通の利害を有する人々の地域的、血縁的な相互協同
の組織である。これは、潜在的な共同体意識によって継続することが
できたが、共同体としての相互扶助はもちろん、派生的機能として利
息制が導入された。すなわち、契員は一定の金銭、糧穀、労働などを
出資し、これを元に土地の購入、資金の貸付、そのほかの方法で利息
を得ることによって低位水準の所得保障機能を果たしていた。
　また、　「契」には予測できない生活の危険を相互に補填していたこ
とから保険的性格をみることができるし、婚姻、葬儀、還暦契などの
場合は強制貯蓄的性格があり、所得再分配の性格も有していた。この
ような「契」の性格には、初歩的ではあるが社会保障の機能が含まれ
ていたといえよう。
　「トゥレ」は農村で広く行われていた村の共同労働組織である。
「契」が個人の利害関係をもとに反対給付を目的にする任意的結社体
であるとすれば、　「トゥレ」は村全体の集団的利益を追求するための
義務的な共同体である。これは韓国社会の独特な「隣保相助」の制度
であり、今でも「トゥレ村」を形成し、完全な共同生産、分配を行っ
ているところがある。
　「郷約」も民間の生活保護に重要な機能を果した。　「契」が民間の
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無差別的な組織であるとすれば、　「郷約」は官の統治の一部として士
大夫階級によって組織された。この「郷約」は儒教的理念を国民に教
化することによって社会秩序と王朝体制を維持するための制度で、村
の美俗の維持、　「トゥレ」の共同作業の確保などの運用約束であった。
　一方、国民の貧困は王の不徳が原因で、結局、王の責任であるとす
る「責己論」のもとで、貧困に対する国家的な救済策が数多く存在し
たことは事実であるが、いずれも王政の盛衰に左右される臨機的で断
続的な制度に終わっていた。したがって、体系的制度としての発展が
見られなかったことは否定できない。すなわち、専制王政の特徴的な
救貧策が繰りかえされていた。
　「契」、　「トゥレ」、　「郷約」などは共同体原理を基盤に相互に結
合され、国家の救貧策とともに生活保障のシステムとして1900年代の
初頭まで不十分ながらその機能を発揮してきた。しかし、日本統治下
の植民地的収奪による共同体の破壊（8）と独立直後の同族間の血闘（1
950～1952年の韓国戦争）によって、共同体としての相互扶助の精神は
徹底的に失われてしまった。それらに代わって、相互不信の社会風潮
が国民の心に深く植えっけられた。もはや韓国人の感情のなかでは近
隣・同民族とは共同体の成員ではなくなっていたのである。このような
心の傷がいやされる間もなく、国民は西洋化と資本主義化の波に襲わ
れ、伝統的・民族的な価値観の失われたまま急速に差別化されていった。
精神的な求心点としての王がなくなり、30年間の軍部統治は社会的正
義の樹立に失敗・逆行し、物質万能主義、権威主義、利己主義、機会主
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義、便宜主義、ケンチャナ主義（いいかげん主義）を蔓延させた。
「信じられるのはこの身だけ」という切迫感が多くの国民に広がって
いる。韓国社会保障の立ち遅れは、根本的にはこのような精神的側面
の傷からくる病理現象ではないかと思われる。
　そしてこの立ち遅れの結果は、深刻な社会的病理現象として今日の
韓国社会に現れている。最近の東亜日報は次のように語っている。
「今、われわれの社会は重病にかかっている。常識と信頼、協力と道
徳性が喪失され、個人的・集団的エゴイズムが広がっている。もっぱら
自分の利益だけを考え、近隣に対する配慮は全然しない貧欲利己主義
だけが残っている。・・…・今、われわれの周辺をみると、犯罪の氾濫、
規範の崩壊、信頼の喪失によって道徳性、協同心、人愛はどん底に落
ちている（9＞」。
　　　2．社会保障の胎動
　韓国戦争中とその後しばらく続く混乱期は、外国援助物資を分配し、
飢餓の状態を乗り越えるのが精一杯で、社会保障などを考える余裕は
なかった。さらに、アメリカの無償援助に安易に依存していた当時の
国民生活は、1957年を境にしてアメリカの対外援助政策の変化によっ
て大きな打撃を受けた。アメリカは1949年から1957年まで年間平均約
27億ドルの対韓無償援助を提供していたが、1958年から1961年の間で
は年間9億ドルに削減したのである（10＞。
　このような状況を背景にして、危機感を感じた李承晩政府は「経済
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開発3ケ’年計画」　（1959年）を発表するが、翌年の4・19学生革命によ
って実現できなかったほか、同年の張勉内閣による「1次5ケ年経済
開発計画」も翌1961年5月16日の軍事クーデタによって失敗に終わって
しまった。その後、朴正煕政権は「絶望と飢餓線上で苦しむ民生苦の
解決」といういわば革命公約の実践として「第1次経済開発5ケ年計
画」　（1962～1966年）を推進することになる。このなかで、朴政権が
正統性を確保・維持し、統治の効率性をはかる手段として社会保障制度
を利用するようになったのが韓国社会保障制度の発端となった。
　1959年、保健社会部の医政局に「健康保険制度の導入のための研究
会」が設けられ、この研究会の要望によって1962年には「社会保障制
度審議委員会規程」　（閣令第469号）が制定された。この法律によって
社会保障研究室と社会保障制度審議委員会が設置されることになった。
社会保障研究室は①社会保障全般、②労働保険、③医療保険、④公的
扶助および社会福祉の4分野に関して研究を進めたが、社会保障制度審
議委員会は「保健社会部長官諮問に応じて社会保障制度に関する事項
を調査・審議する」ことを目的に設置されたもので、委員長（保健社会
部次官）1人、副委員長（企画調整官）1人を含む12人の委員で構成さ
れた。この委員会は韓国の社会保瞳制度樹立の先駆者として大きな働
きをした。
　この研究室と委員会の活動の結果として、前述のような社会的状況
の下で、1963年11月には「社会保障に関する法律」と「産業災害報償
保険法」が、12月には「医療保険法」が制定された。
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　「社会保障に関する法律」は韓国最初の社会保障関係法律であり、
この法律を根拠にして社会保障の定義、体系、展開方法などに関する
本格的な検討が行われるようになったのである。この法律は第1条にお
いて「国民の人間らしい生活を謀るための社会保障制度の確立とその
効率的な発展を期すること」をその目的とするとうたっている。また、
第2条の社会保障の定義では「この法でのr社会保障』とは、社会保険
による諸給与と無償の公的扶助をいう」とし、韓国社会保障の体系を
明確にした。
　ところで、社会保障に関する法律は立法過程で原案の多くの部分が
修正され、核心部分のほとんどが抜けてしまったといわれる（11＞。す
なわち、同法律第4条の社会保障審議委員会の機能が弱められ、原案の
「社会保障に関する調査、審議」という機能が「諮問に応じる」と修
正された。そして11種目の具体的な社会保障事業がすべて削除された。
また、地位面からも第4条で「政府は一・一・」が「保社部長官は一…
・」となり、第5条で社会保障審議会委貝長は「保社部長官」から「保
社部次官」に格下げされ、同委員会の委員数も15人から11人に減らさ
れてしまった。
　この原因としては、当時の経済的困窮という状況のなかで財政事情
は限定されていたし、また政策の優先順位がすべて経済開発にかたよ
つていたこと、したがって、もし社会保障に対する国民の要求が強ま
れば対処の仕様がないという憂慮があったことなどが挙げられる。
　したがって、初めから韓国政府は社会保障制度の実現にむけての強
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い意志をもっていたとは認められず、貧困と政治的不安に対する国民
の不満を緩和するための象徴的な手段として利用しようとしたという
ことができる。
　一方、1962年から第1次経済開発5ケ年計画が着手され、経済活動
人口に占める被用者の割合の増加、産業構造の高度化、雇用の拡大な
どが予見されるようになった。このような状況のなかで勤労者の産業
災害に対する保障策として労働保険、医療保険の導入のための研究が
行われるようになったのは時代的要請として必然のことであった。し
かし、1963年に制定された医療保険法は、強制適用の原則が削除され
たために実質的な社会保障の機能を果たすことはできず、一つの実験
的事業としての意味しかもたなかった。社会保障制度自体に対する国
民の意識が低かったことや経済成長だけを優先させる絶対権力の下で
まともな意見が述べられないなどの社会的背景のなかで、社会保障制
度の導入・発展は大きく遅れざるを得なかった。たとえば、医療保険に
おける強制適用の改正は14年後の1976年のことで、それまでの医療保
険組合の数は11ケ所（表4）に過ぎなかったために、その間の医療保
険制度は社会保障的機能を果すにはほど遠いところにあった。
　また、1976年の改正によって翌年の7月からは500人以上の事業所を
対象にして強制適用されるようになったほか、1979年1月からは公務員
私立学校教職員の医療保険事業が実施されるようになった。強制適用
範囲については、1979年に300人以上の事業所、1981年に100人以上の
事業所にまで拡大された。このように、1989年の皆保険が実施される
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表4　1976年までの医療保険組合の動向
加入者数 財政自 設立時期
立度（％）
第1種：被用者組合 14，284 96．6
韓国総合化学工業 2，032 98．6 1965．11．1
鳳鳴黒鉛鉱業所 3，963 101．9 1966．4．1
大韓石油公社 6，791 92．3 1973．7．12
協成医療保険 1，498 106．5 1975．5．27
曽一　一　＿＿　曽　曽　F　－　一　一　一　一一　一　一サ，　需　一一　一　一　一　一曹曽曽 P－　“一一一一一　　1一一一 一一F一一一一，一一一一一一一 一　曹一一一一一一一一一一一一－曾一一
第2種：自営者組合 54，028 76．6
釜山青十字 20，282 94．8 1969．10．1
沃溝青十字 9，311 36．4 1973．10．10
春城医療保険 6，988 81．1 1974．6．　5
巨済青十字 3，478 66．5 1974．7．24
白翔赤十字 10，157 27．8 1974．12．6
嶺東医療保険 2，316 99．7 1975．2．10
曾平メリノル医療保険 1，496 48．9 1975．7．28
一一一一r－P一雫一一一一一一　　一，一一｝一一一一藺帽冒 一，r－r－一一一一一一F－一鞠曽＿曽＿需曽F一一一一一一一 一1－一一一曹　曽曽曹曹｝，－1一曽一
合　計 68，312 86．0
注：財政自立度＝保険料徴収額／総保険給付額×100である。
資料：朴宗漠r韓国の保健財政と医療保険』韓国開発研究院1979
　　p．98より作成
までは、比較的安定した僅かな職場を中心として医療保険が実施され
てきたが、このことは、社会保障制度の主要な柱である医療保険制度
を通じては、比較的低所得層あるいは貧困層の農民や自営業者への再
分配は行われなかったことを意味する。さらに、これらの医療保険に
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はなんらかの形で国庫の補助があったことに注目する必要がある（12）。
このような「逆の再分配」によって、医療保険を利用できない階層の
人々の不満は高められていった。すなわち、それまでの医療保険制度
には社会保障的意義はほとんど認められず、比較的少数者の特権的保
険制度だったといわなければならないであろう。
III．老齢者の所得保障と公的年金制度
　「親孝行は万行の根本である」という観念は長い間韓国社会を貫い
てきた韓国人の支配的な価値観である。この「孝」の観念によって、
産業化と都市化、そして階層間の葛藤にもかかわらず老齢者問題がそ
れほど顕在化しないままに抑えられてきていると考える。伝統社会で
はいうまでもなく、1960年代以降においても「孝」の思想は根強く強
調されてきた。とくに、朴政権は国家的レベルで「忠孝」を強調し、
国の責任であるはずの老齢者の最低生活保障を「孝」の思想による私
的保障に委ねるとともに、国への忠誠をも強要した。このような状況
のなかで親の生活保障を子の扶養以外に求めることは、観念的に許さ
れなかったのであり、また「忠」を強要する国に対して老齢者保障の
国家的責任を求める声も大きくはならなかった。
　表5は老後生活の収入源に関するアンケート調査の結果を示してい
るが、日本、イギリスの場合は公的な年金が主な収入源（1990年の場
合それぞれ54．3％、68．8％）であるのに対して、韓国の場合は子供な
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表5　老後生活の収入源
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　　　　　　　　　（単位：％）
国　　　　　名 韓　　国 日　　本 イギリス
? 　　：P981：1990　　1 　　：P98111990
@　：
　　；198111990　　：
??????????就業による収入
?Iな年金
?Iな年金
a貯金などの引き出し
燻Yからの収入
q供などからの援助
ｶ活保護
ｻの他
　　：
Q1．8：37．4　　：
P．71　3．4　　1
O．01　0．5
@　：R．51　6．0　　：
T．5：　8．4　　1
@　1Q．0：　3．2　　，
R．61　2．2
@　1
　　；
S1．0134．1　　：
U4．6：81．2　　1
W．4：　7．8
@　：P1．4122．7
P5．6；13．9
@　護P．71　1．4　　1
S．81　3．2
@　：
???????．?????????????．????????．??．??????????????????????．??．???????．????
??????????
就業による収入
?Iな年金
?Iな年金
a貯金などの引き出し
燻Yからの収入
q供などからの援助
ｶ活保護
ｻの他
　　：
P6．2131．9　　1
O。81　2．5　　：0．0：　0．3　　脚2．21　1．9
@　：R．3，　4．6　　：
@．一附’〃・’P．212。’
????．???????
　　：R1．3123．8　　幽
R4．9154．3@　2@3．8；　1．9　　‘
@2．11　2．0
@　：5．31　4．0　　：
f…@’…躍韓…｛＾…@1．21　　　　0．9
@　：@3．1：　1．8
@　：
　　：@6．5：　5．5　　匹
U4．01　68．8　　旨
P3．51　18．O　　l
@1．61　　1．3
@　：@2．21　　1．9　　：
Q　＿　，＿，　，嘘＾ド，〃　，　，萌，，，，
@3．1：　2．3　　：
@2．61　0．9
@　：
資料：総務庁長官官房老人対策室編r老人の生活と意識一第3回
　国際比較調査結果報告書』中央法規出版1992　p．54より作成
どからの援助の方が1981年の72．4％、1990年の54．8％でもっとも多い。
一方、経済的な意味で日常生活の暮らしにとにかく困っていると答え
た老齢者の比率はそれぞれ61．8％、59．7％を示している（表6）。
　このように、老後の生活保障はそのほとんどが家族を中心とする子
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表6　日々の暮らしの困窮度
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　　　　　　　　　（単位：％）
国　　　　　名 韓　　　国 日　　本 イギリス
年 　　：P981：1990@　：
　　：P98111990
@　：
　　：P 8111990
@　：
困っている
ｭし困っている
?ﾜり困っていない
｢っていない
　　：
R6．3128．O　　l
Q5．5：31．7
@　：R0．4133．7　　1
V．4：　6．5
@　：
　　：
R。5：　3．4　　｝
P0．2115．6@　：Q6。0141．8
T9．1i38．4　　1
　　：
V．4：13．4　　1
P0．4：14．9
@　：R0．2131．3　　：
T1．0139．7@　：
資料：表5と同じ
の扶養に頼っているが、半分以上の老齢者が生活に困窮を感じている。
しかし、核家族化の進行、扶養に対する伝統的価値観の変化などは、
子による老齢者の生活保障機能をいちじるしく弱化させてきている。
急激な社会・価値観の変化に鈍感な大部分の老齢者は、子供の教育、結
婚・出家などのためにすべての財産を喜んで投資してしまったが、子供
への依存には限界があることが現実として現れてきている。老齢者は
仕方がなく最低生活のために働かざるを得ない。表5に示されている
ように、韓国における老齢者の生活は本人の労働収入（31．9％）と家
族扶養（54．8％）に依存しているのが現状である。社会保障、とくに
公的年金制度がその機能を発揮するようになるのは20年あるいは30年
後の遠い将来のことである。したがって、前述のような貧富の差が激
しい状況のなかで、とくに低所得・貧困層の老齢者の生活は、深刻な状
態に陥っているといっても過言ではない。もちろん、約10万人の貧困
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老齢者は公的扶助を受けている（1985年現在、在宅保護者94，000人、
施設保護者5，059入）が、その割合は65歳以上人口の5．7％に過ぎず（t
3＞、支給額も月に5万ウォン程度（1992年現在、在宅保護者49，363ウォ
ン、施設保護者55，205ウォン、日本円に換算して約8，000～9，000円、
一大卒の平均初任給は約500，000ウォン）〈t4）で、最低生活にも満た
ない低い水準である。ここで、在宅保護者とは財産が1，000万ウォン未
満、月収8万ウォン未満（1992年現在）の者をいう。
　ところで、この扶助は全人口を対象にしており、老齢者だけのもの
ではない。生活に困窮している（現行の制度では、財産2．OOO万ウォン
未満、月収10万ウォン未満であることを指す）70歳以上の老齢者に対
して月1万ウォンを支給している老齢手当（1991年から支給、19．1万人）
がその唯一のものである。　したがって、70歳以上で月収が8万ウォン未
満の在宅保護者には月に約6万ウォンが支給される。
　このような状況から、韓国における老齢者の所得保障の社会的シス
テムは初歩的段階にあり、その水準は極めて低いことが判る。
　一方、比較的早くから公務員、軍人、私立学校教職員などの、一般
の労働者にくらべて比較的安定的な給料生活者を対象とする公的年金
制度は国庫の厚い支援のもとで実施されており、依然として「逆の再
分配」の現象が続いてきたといえる。
　1960年からは公務員年金が、1963年からは軍人年金が、1975年から
は私学年金（私立学校教職員年金の略称、以下同様）が実施されてき
ているが、この3制度の適用者は、少し古い統計であるが1985年末現
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在で全人口の2．3％、労働力人口の6．1％に過ぎない。したがって、大
部分の国民は、このような公的年金制度は一部階層のための国家の恩
恵的制度であると認識している。すなわち、年金とは自分が支払った
拠出金に対する権利、あるいは国民としての権利というものではなく、
公務員、軍人、教職員として国家に奉仕した代価あるいは特権である
と認識しているように思われる。このことは制度の内容・仕組み自体に
もよく現れている。
　とくに、軍人年金の場合は財政の欠損をすべて国庫から負担してい
る（たとえば1986年現在、保険料収入に対する年金給付の比率は335．
1％であった）ことや年金支給開始年齢が決められていないこと、さら
に、保険料の国庫負担も、公務員年金、軍人年金の1／2、私学年金の2
／11となっている（表7）ことなどを考えると、老後の所得保障のため
の公的年金としての性格よりは恩恵的性格が濃厚であるということが
できる。もちろん、公務員、軍人年金の場合、使用者である国が保険
料の一部を負担するのは当然であるといえよう。しかし、私学年金に
対する国庫負担を理論的に説明することはできない。そして、公務員、
軍人年金にはこのような性格の国庫負担が、少なくとも私学年金程度
は含まれていると推測することができる。
　このようなごく一部の特定被用者のみの公的年金制度の適用は結果
として社会的不公平を助長してきたことになる。すなわち、過去20～
30年間にわたって国庫負担という形で比較的安定的で余裕のある給料
生活者のために、比較的不安定・貧困な一般労働者への負担が強要され
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てきたのである。このことは、一般国民を対象にして1988年から国民
年金制度が実施されるようになったにもかかわらず、是正されていな
い。同じ公的年金でありながら、国民年金には保険料の負担や年金給
付に対する国庫の負担がまったくないのである。
　この意味で、既存の3制度に対する現況《15）を簡単に考察したうえで、
次節において国民年金制度について考えながら今後の課題を探ってみ
ることにしたい。
　まず、公務員年金は国家公務員および地方公務員を対象にし、教員、
警察官、消防士、軍属、裁判官、検事などが含まれる。1980年からは、
政府機関に勤務する常用雑給職（雇用人）や臨時職員にも適用される
ようになった。ただし、選挙による公務員、国会議員などは除外され
る。給付の種類と内容は、退職、障害、死亡に対して支給される給付
のほかに、保健、休業、災害などに対する短期給付がある。退職給付
は退職年金、退職一時金、退職年金一時金、退職年金控除一時金の4
種類があり、これら年金の給付要件は年齢に関係なく20年以上の加入
期間だけである。退職年金の額は、退職直前の最終報酬と加入期間に
比例し、この上限が決められている。1979年までは、この上限は報酬
月額の70％であったが、1980年には75％になり、1981年には76％に改
訂された。すなわち、20年加入者の場合は50％、30年加入者の場合は
76％まで支給される。退職年金額は退職当時の職級と号俸を基準にし
て、毎年、それの引き上げられた率だけ、自動的に調整される完全な
賃金スライド制を採用している。したがって、公務員年金は完全な職
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表7　公・軍・私学年金制度の主要内容の比較
公務員年金 軍人年金 私学年金
設立年度 1960年 1963年 1975年
加入者数に対する
年金受給権者数 1．3％ 24％ 0．2％
（1985年）
保険料収入に対する
給付支出 71．5％ 335．1％ 66．5％
（1986年）
年金受給資格 20年以上加入後退職（退役）時
平均退職年齢 51歳 45歳 一
保険料率 11％
基本年金給付算定 0．5B　　（　1十　〇．04n）　　×　12
B：最終報酬月額
n：20年超過加入年数
（給付水準） 最終報酬の50～76％
（給付方式） 最終報酬基準方式
（給付額調整） 報酬引上率によるスライド
国庫負担 保険料の 保険料の 保険料の
1／2と災害 1／2と財政 2／11
補償負担金 欠損補助
資料：李　殉「社会保障財政の比較分析」韓国社会政策研究院『社
　　　会政策論叢』第1輯1989p．46より作成
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級比例・報酬比例の終身年金で、個人の生涯を通じる保険的再分配以外
の再分配機能はほとんど持っていないといえる。
　退職一時金は5年以上20年未満の加入者が退職するときに支給される
が、これも勤続年数と最終報酬月額に比例する。
　加入期間20年以上の加入者には、退職年金と退職年金一時金との選
択権および退職年金と退職年金控除一時金との同時受給権が与えられ
ている。退職年金控除一時金は、たとえば30年加入者の場合、20年分
は年金として受給し、残りの10年分に対しては退wa　一一時金算定方式に
よる一時金として受給するものである。なお、5年未満の加入者が脱退
する場合は、本人が納入した拠出金に法定利子を加算して返還される。
　1975年から実施されている私学年金は当初は教員だけを対象にして
いたが、1978年から職員にも適用されることになった。給付の種類と
内容は公務員年金とまったく同じである。
　一方、軍人年金は1963年に公務員年金から分離された制度で、長期
服務の下士官、準士官、および将校を対象にする。退職、障害、遺族
の各給付と短期給付があり、退職給付である退役年金の受給資格、給
付算定方式は公務員年金、私学年金と同じである。20年以上の加入者
には年金だけを認め、20年未満の加入者には退職一時金が支給される。
5年未満の加入者が退役するときは、本人が支払った保険料に法定利子
が加算されて返還される。
　ところで、公務員年金と軍人年金は制度設立後30余年を経過してい
るほか、私学年金もまもなく本格的な満額の受給権者が続出するよう
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になるために、これら制度は成熟期をむかえることになる。完全な賃
金スライド制で、しかも最終報酬の76％までの所得が保障されれば、
年金受給者の老後の生活はかなり安定されると思われる。しかし、こ
の保険的再分配機能も現実にはあまり作用していない。20年以上の加
入者であっても、退職一時金を認めない軍人年金以外はほとんどの受
給者が退職一時金で受給してしまうからである。年金受給者の割合は
公務員年金の場合、1986年に1．52％、私学年金の場合は1984年に0．7％
を示していた（16）。
　完全賃金スライド制であるにもかかわらず、このように退職一時金
を選好する原因としては、賃金上昇率を上回るインフレ率、利子率の
上昇などによる年金額の目減りを懸念する心理的要因や、バブル経済
の拡大によって比較的安定的だと思われた不動産などに関心が集まっ
ていたことが挙げられる。そして、老後の生活はなお子に面倒をみて
もらえば良いという伝統的価値観と、年金とは自分の権利ではなく国
の恩恵であるという認識のもとで、不確実性の高い長い余生の間に政
治的・社会的状況が変わってしまうと、まともな年金がもらえなくなっ
てしまうのではないかという心配が隠されていたのではないかと思わ
れる。
　実に、全人口の2．3％に過ぎない3制度の適用者たちは一部の特別階
層なのであり、したがって、この制度に対する国の財政的支援がある
程度可能であるといっても良いであろう。受給者数の少ない初期段階
の年金制度ではことにそうである。
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表8　公・軍・私学年金の財政収支の推移　　（単位：百万ウォン、％）
公務員年金 軍人年金 私学年金
収入 445，936（100．0） 247，406（100．0）92，960（100．0）
国庫 221，599（49．7）211，583｛舗緬｝11，624（12．5）
保険料（A） 213，903 35，8231織欝11，443
補助金 7，696 175，760｛簸．鱒 181
個人負担（B） 224，337（50．3）5，823蕃灘．萄47，127（50，7）
国貸与奨学金 一 1，299 一
学校負担（C） 一 一 34．209（36。8）
合算返納金 一 一 13，461
一密一糟曹，曹一9－一一馳，一，一一 一一一一一，暫rr，一一一一，r騨一一，一 一F－　一一一，一一r－F　一一一一，，曹一辱一一一一一一一，，曽，，P－一一
支出 354，448 243，567 66，128
給付（D） 351，135 243，538 54，039
管理費 3，353 29 2，089
■　一　一｝一皿一一一一一一一一一　 　　一一一一　一一一一曽一一■一一　　一鴨 一一一嘘一　　　一一一　一　噌一置一　一 　　一一　一｝一一一一一　一　　一一7
D／（A＋B） 80．1 339．9
D／（A＋B＋C） 68．9
積立基金 2，402，600 106，074 650，212
注：（　）は収入に占める割合（％）、統計値は1987年の予算値であ
　　る。
資料：李　殉前掲論文pp．48～49より作成
　とくに、軍人年金の財政収支の内容を考察してみると、このような
主張は説得力あるものと考えられる。すなわち、1987年現在、収入の
85．5％が国庫負担であり、個人拠出の割合は14．5％に過ぎない（表8）。
これでは年金保険制度とはいえるものではない。これは国の恩給制度
であるといっても過言ではないだろう。加えて、20年以上加入さえす
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れば、たとえ40歳でも50歳でも年金が受給できる。まさに、健全な年
金財政を心配する声はなく、年金とは国からいくらでも出てくる金で
あると多くの国民は認識していたのではないか。
　しかし、このような公的年金制度が財政的な健全性を維持すること
は不可能であろうと考える。今後、ますます進行すると予測される人
口高齢化（1990年4．73％、2000年6．35％、2020年12．5％）は、財政問
題をさらに深刻化させるであろう。
　1988年からは一般国民を対象とする国民年金がスタートしているが、
社会保障、とくに老後所得保障制度として各制度聞の均衡のとれた姿
を模索する必要があり、その際、上述のような矛盾に対する是正がな
されなければ階層間の矛盾はさらに深まり、社会保障制度の本当の機
能は果たせないと考える。
IV．国民年金制度
　　　1．国民年金制度の歩み
　1988年1月1日から実施されている国民年金制度は、実はその15年前
の1973年に制定された「国民福祉年金法」がようやく日の目をみるに
いたったものである。
　もともと国民年金制度に関する研究は、1967年に総選挙遊説中の朴
大統領の指示によって本格化したといわれる（i7＞。この指示を受けた
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社会保障審議会の一人の専門委員が「老齢年金法」の草案をっくった
のが国民年金研究のきっかけとなった。
　1973年大統領の政府部処年頭巡視の際に、新年度の政策として国民
年金制度の創設が経済企画院と保健社会部で偶然にも同時に報告され
た。報告を受けた大統領は、両部処が協議して翌1974年から実施する
ように指示した。これによって、同年12月に両部処の調整により作成
された法案が国会で議決されたものが国民福祉年金法であった。
　一方、この国民福祉年金法の制定過程に注目してみると、関係長官
の諮問や審議会などの答申は一切なく、ただ1回の聴聞会を開いただ
けで、専門知識をもたない一般公務員がとくに日本の厚生年金を参考
に無批判的に作り上げた法案であったことが指摘される（i8）。したが
って、国民のコンセンサスの得られない、上からの一方的な制度であ
ること、社会保障制度としての再分配機能がほとんど考慮されていな
いことなどの問題点を抱えていた。
　ところで、このようにしてすぐにでも実施されるかのようにみえた
国民福祉年金制度は、皮肉にも同年に起きた突然の石油危機による経
済状況の悪化によってその実施が延期されてしまった。その後さらに、
1978年の第2次石油危機、1979年の10・26大統領狙撃事件と12・12クー
デター、1980年の5・18光州事件、そして後の絶えない学生たちの民主
化運動、公平な分配を要求する労働運動などの社会・経済的不安が続く
なかで、国民の視線をのがれる逃げ道としての88オリンピックの誘致
とその準備による財政圧迫などは、国民福祉年金制度を死文化したま
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ま15年も先おくりさせる原因となった。
　1984年9月に至って、保健社会部長官を委員長とする「国民福祉年金
実施準備委員会」が発足し、経済企画院、財務部、国防部、教育部、
労働部、総務処、保健社会部の次官と労使代表1人、そのほか委嘱され
た委員5人によって構成された（tg）。この委員会によって国民福祉年金
の実施のための意見調整が行われたわけであるが、この際にも、委員
の構成からみる限り、主に関係官僚によってその調整が行われたこと
を物語っている。したがって、一般国民や労働者の意見が充分に反映
されることは期待できず、とくに、全国民を対象とする公的年金制度
であるにもかかわらず、低所得・貧困層の多く存在する農民・漁民の代
表としての農林水産部が参加していなかったことは、初めから農・漁民
の声は受け入れられる余地がなかったといえよう。実際に韓国労働組
合総連盟は標準報酬月額上限の撤廃、年金給付の完全物価スライド制
の導入などを主張したが、改正法案に反映されなかったほか、同じ政
府の部処間においても社会保障的理念による一貫した制度造りではな
く、部処間の勢力争いのあげくに経済企画院の意見が主に反映される
ようになった。結果的に経済企画院の経済成長の優先策と、加入者の
拠出に相応した給付という概念が強く反映された。このような結果と
して、公的年金制度の真の社会保障機能はいちじるしくそこなわれる
結果とならざるを得なかった。
　このような官主導の調整が進むなかで、1986年8月に全大統領は198
8年から国民年金制度を実施することを宣言し、1986年12月17日に国民
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福祉年金法改定法律案が国会で議決され、同年12月31日に「国民年金
法」として公布された（20）。
　　　2．国民年金制度の内容
　国民年金の適用対象は18歳から60歳までの国民で、既存公的年金の
対象となっている公務員、軍人、私立学校の教職員は除外される。19
92年現在、5人以上の事業所に勤務する被用者は強制加入であるが、5
人未満の事業所の被用者と自営業者は任意適用である。
　給付は老齢年金、遺族年金、障害年金および返還一時金の4種類であ
るが、老齢年金には20年以上加入者に対する標準年金のほか、減額老
齢年金、在職者老齢年金、早期老齢年金がある。
　老齢年金の支給開始年齢は60歳、年金額は基本年金と加給年金（21）
からなっている。基本年金には均等部分と所得比例部分の2元的方式
をとっており、加給年金は受給権者の配偶者、18歳未満の子女、障害
をもっている家族、扶養している父母について加算される年金である。
基本年金額は年金受給前年度の全加入者の平均報酬月額（A、均等部分、
全国消費者物価指数が10％以上上昇するとき調整される）と加入者個
人の全加入期間の平均報酬年額（B、所得比例部分、毎年再評価率によ
って調整される）を合算した額に2，400／1，000を掛け、20年を超える加
入年数（n）については1年につき合算額の5％の加算額を加えた額とな
つている。したがって、老齢年金の算定方式は次のようになる。
　すなわち、老齢年金＝0．2（A＋0．75B）（1＋0．05n）×12、である。
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　この方式は最低生活の保障と従前生活の保障の機能をもっが、前述
の既存年金制度と比較すると次のような問題点がある。すなわち、①
所得比例部分の算定基礎が、既存制度では最終報酬基準方式であるの
に対し、国民年金では全加入期間の平均報酬基準方式であること、②
給付額の物価変動に対する調整は既存制度の完全賃金スライド制であ
るのに対し、国民年金では全国消費者物価の10％以上上昇（均等部分）
と再評価率による調整（所得比例部分）によってスライドされること、
③年金給付の所得代替率が2％の保険料率の差はあるものの、たとえば
20年加入の場合既存制度で50％、国民年金で35％と格差があることな
どが挙げられる。国民年金の給付水準が財政の安定などを考慮して抑
えられていることや年金制度を通じる再分配の機能が若干含まれてい
ることは一応評価すべきである。
　しかし、総体的にみると所得再分配の機能に力点がおかれた制度で
あるというよりは、依然として所得比例の性格が厚いといえよう。均
等部分においてさえ加入年数に比例されるようになっているほか、加
給年金にしても年額36，000ウォン（1988年価額）などといった金額は
再分配の効果を果たすにはほど遠いものであるからである。さらに、
国民年金は1989年の改正によって返還一時金を認めているため、15年
未満の加入者は返還一時金を受給することができるが、この点から個
人貯蓄の性格が強く、社会保障制度としての機能からいちじるしく後
退しているといえよう。
　一方、国民年金の財源は保険料で調達され、保険料に対する国庫負
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担はない。ただ、国民年金事業の管理・運営に必要な費用の全部または
一部を国庫が負担することになっている。被用者の場合は、本人と使
用者が次のような料率で均等に負担する。すなわち、1988年から1992
年までは労使それぞれ1．5％、1993年から1997年までは2％、1998年以
後はそれぞれ3％であるが、1993年以降は法定退職金の積立から労使と
同じ率が移行され、拠出合計は1988年から1992年まで3％、1993年から
1997年まで6％、1998年以降は9％になる。地域住民および自営業者は
任意加入でこの合計を本人が全額負担することになっている。財政方
式は修正積立方式である。
　このように国民年金制度は、給付の水準や負担のあり方などにおい
て他の3制度とかなり異なっている。したがって、制度間の格差や所
得再分配機能の希薄からくる国民階層間の矛盾の生ずる余地が依然と
して残っていることは否定できないであろう。
　一方、経過措置として特別老齢年金があり、1988年1月1日現在で45
歳以上、60歳未満である人が5年以上の加入期間があれば、加入期間に
比例して、完全老齢年金の25％から75％の年金が支給されるようにな
っているが、すでに60歳を過ぎている一般老齢者には公的所得保障は
まったくない。したがって、完全老齢年金の支給が開始される2010年
代までは韓国における老齢者に対する公的所得保障制度はきわめて不
完全であるといわなければならない。老人扶養に対する価値観の大き
な転換や核家族化などの社会状況のなかで、すでに老齢に至っている
人々への社会的配慮はなく、したがってその意味で本格的な国民年金
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表9　国民年金の長期財政推計
最大加入者 最大積立金 収支赤字 積立金枯渇 成熟度
7，523千名
i2020年）
235兆ウオン
i2023年）
2027年 2037年56．4％
i2037年
注：保健社会研究院推計、1989年価格、成熟度は加入者に対する老
　齢年金受給者の比率
資料：金寛永ほかr国民年金基金の福祉部門活用法案』韓国開発
　研究院1991p．16より作成
が支給されるようになるまでの20～30年間、大部分の老齢者は生きる
ためのたたかいを強いられるであろうと思われる。
　それにもかかわらず、国民年金財政が安定しているとはいい難く、
このことは今後の国民年金制度に大きな影響を及ぼすだろうと考えら
れる。国民年金財政の長期推計（表9）によれば、制度が発足してか
ら40年も経たないうちに収支赤字になり、それから10年後には積立金
がなくなる。もちろん年金制度の成熟によって財政方式は賦課方式に
変わっていかざるをえないが、今のような負担と給付のあり方のもと
では、制度そのものの存続が危うくなるであろう。
　その意味で、初期段階である今のうちに年金財政の安定のために徹
底的な制度の見直しを急がなければならない。その際、給付と負担の
適正化は欠かせないものである。
　現行国民年金の賃金代替率は40％であるが、この水準を維持するた
めには保険料率を平均20％まで引き上げなければならないと指摘され
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ている（22）。したがって、現在の3％の保険料率は段階的に9％まで引
き上げることになっているけれども、これによって年金財政の長期的
安定を確保することはほとんど不可能である。
　一方、給付の面を考えてみると、社会保険的性格の弱い返還一時金
制度は1989年末現在、国民年金積立金の平均受益率の12．9％より高い
16．2％の利子率を適用しており（23）、年金に慣れていない社会的状況
のなかで一時金を選好する傾向と相侯って年金財政の不健全要因とな
っている。また、加入年数が増加すると、それに比例して給付額も多
くなるために、年金制度が成熟すればするほど給付の負担は重くなる
ことが予測される。さらに、今後5人未満の零細事業所と農漁民を含む
自営業者にまで国民年金の適用対象が拡大されることになるのは必至
で、このことは低所得・貧困層の割合が高くなることを意味し、それだ
け財政状態は困難にならざるをえないと思われる。
　したがって、とくに給付の面で数多くみられる私保険的要素を除去
し、社会保険としての公的年金のあり方により接近せしめる必要があ
る。
V．退職金制度
　現在、5人以上の事業所に勤務している一般被用者を対象とした国民
年金制度がスタートしているが、それが老齢者の所得保障制度として
の機能をもつのは2010年代のことであることは前述のとおりである。
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したがって、それまでの間は企業の退職金制度が一般被用者のための
老後の所得保障的機能をもつ唯一のものである。
　韓国における退職金制度は1953年に制定された勤労基準法第28条に
基づいている。同条は「2年以上継続して勤務した勤労者に対しては継
続勤労年数1年につき平均賃金の30日の額を、継続勤労年数10年以上の
時は10年を超える1年につき平均賃金の60日の額」を退職金として支給
することを規定していた。しかし、これは強制規定ではなく、企業単
位の就業規則によって任意に適用するようになっていたために、退職
金制度というよりは解雇者に対する一定の解雇手当あるいは退職手当
の性格をもっていた（24）。
　その後、1961年の勤労基準法第1次改正によって30人以上の事業所は
退職金制度が強制されるようになり、1975年には16人以上の事業所に
拡大された。1961年の改正によって勤続1年に対して、平均賃金の30日
以上の額を退職一時金として支給するように定められ、10年以上の長
期勤続者に対する規定は削除された。
　退職給与は、賃金水準、勤続年数による退職金累進率などによって
算定される（25＞。すなわち、退職金の算定は退職前の3ケ月の平均賃金
と勤続年数を基準に行われる。そして、法定率以上の累進率を企業が
任意に適用する。
　賃金水準についてはすでにみたように、行政・管理職、専門・技術職
の平均賃金は相対的に高く、生産職、販売職、サービス職の平均賃金
は低いが、勤続年数が長くなるにっれて生産職などの低賃金勤労者数
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の割合は減少し、行政・管理職や専門技術職の勤労者が占める割合が多
くなる傾向を示している。このような傾向は「行政・管理職および専門
・技術職を優遇して、長期勤続を奨励する労務管理が行われ、低賃金勤
労者の労働移動率が高い（26）」というだけでなく、企業の職種別定年
制の影響を受けている。すなわち、全職種の平均退職年齢は55歳くら
いであるが、この定年年齢は企業の規模、職種、企業内の地位によっ
て大きな差がある。企業の規模が大きいほど定年年齢が高く、行政・管
理職や専門・技術職は生産職より、部長以上は一般社員より定年年齢は
高い。職級が高くなると、平均賃金も多く、長期勤続が可能で、平均
勤続年数も長い。
　したがって、比較的高賃金の安定した勤労者ほど退職金累進率の適
用を受ける可能性が高く退職金も大きいが、生産職などの低賃金勤労
者は低賃金と短い勤続年数のために退職金は少額になり、その格差は
非常に大きい。
　このようなことを考えると、退職金制度が老齢者の所得保障のため
の社会保障的機能を充分に果たしているとはいい難い。　しかも、退職
金制度の適用を受ける勤労者は経済活動人口の23．5％（1984年現在）
に過ぎないのである。
　　結びにかえて
　韓国社会は同族血戦後、30年にわたる軍事政権が続いてきている。
同じ民族がイデオロギーによって対立している特殊な状況のなかで、
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韓国は北韓（北朝鮮）を徹底的に否定し、同民族に対する不信感、さ
らには軽蔑感まで深まっている。同民族を相手に「征服しないと征服
される」、　「生きるために殺す」などといった軍事文化が定着し、こ
のような軍事文化はいつのまにか韓国文化になってしまった。その根
本的な原因は日本統治時代までさかのぼって探るべきであろうが、と
にかく、日本統治を含む80年あまりの期間はこのような文化を定着さ
せるのに充分であった。
　社会保障制度の立ち遅れや諸年金制度、退職金制度などから明らか
にみられる格差・差別・矛盾はこのような社会文化的影響によって生じ
た現象ではないかと思われる。近隣の人がある日突然スパイと判明し
たり、スパイにされてしまったりする社会状況のなかでお互いに信じ
あうことには限界がある。そこからは、分かちあうことが前提とされ
る社会保障制度の発展にも限界があるだろう。
　したがって、社会保障制度の健全な発展のためには相互信頼の回復
が何よりも重要であると考える。しかし、根深い不信の風潮は簡単に
改善されるものではない。制度を作って実行する階層は行政・官僚・高
所得者であり、この階層の利益だけが優先されるとすれば、当然その
影響を受ける社会保障制度も歪曲されたものになるに違いない。実に、
今日の社会保障制度にはこのような要素が含まれており、多くの低所
得・貧困者はこの「逆の再分配」に曝されながら不満を抱いている。階
層間の葛藤は増幅するばかりである。
　資本主義の矛盾を改善させるための社会保障制度が、その制度によ
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って資本主義の矛盾を深化させる結果となるとすれば皮肉なことにな
る。
　したがって、制度間の均衡のとれた社会保障制度への再整備が不可
欠である。今日の韓国における社会保障制度の実態について多くの人
々の深い理解と検討が切に求められるところである。
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　　　　　　　　　　　　　　（注）
（1）医療保険には職場、地域、職種、公務員および私立学校教職員の4
　種類があり、職場医療保険は民間被用者、地域医療保険は地域住民、
　職種医療保険は自営業者、公・教医療保険は公務員、私立学校教職員
　のほか軍人家族や年金生活者を含む。職場医療保険は1977年、500人
　以上の事業所の被用者には強制適用で実施されたが、1979年に300人
　以上、1981年に100人以上、1986年に16人以上、1988年からは5人以
　上の事業所にまで拡大された。一方、公・教医療保険は1979年から実
　施されている。1988年から農漁村地域住民に対する医療保険が実施
　され、1989年から都市地域医療保険が実施された。5人未満の事業
　所の被用者と自営業者は任意適用である。
（2）滝沢秀樹r韓国の経済発展と社会構造』御茶の水書房1992p．35
（3）1988年10月9日、ソウルの貧民街である「花の村」で、家屋250余戸
　が焼け、1，500余人が焼け出されるという火災事件が起きたが、この
　事件での財産被害は約8，000万ウォンであると発表された。極端な例
　であるが、この事件での被害額を元に1人当たりの平均資産を計算
　したものである。　（同書p．38参照）
（4）パク　ヒョンジュン（雪菊歪）　「新都市建設で住宅問題は解決する
　か」　r社会と思想』1989年6月号p．97
（5）黄永詐「私のマラソン人生」東亜日報1992年8月10日
（6）この比率はマスコミに報道された金メダリスト、またはその家族
などのインタビュー内容から推計したものである。ただ、金メダルの
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　の全選手を対象にしたものではない。
（7）キム　ピルドン（召理暑）「高麗時代契の団体概念」ソウル大学校
　社会科学研究会編r現代資本主義と共同体理論』ハンギルサ1987
　pp．429～430
（8）朝鮮総督部の統治体制が面単位以下の村落に対する支配・統制力を
　強化するのにつれて、村落の統治機能を代行してきた各種の「契」、
　「トゥレ」、　「郷約」は衰退せざるを得なかった。　（高承済r韓国
　社会経済史論』一志社1988pp．20～21）
（9）1992年8月18日付き東亜日報による
（10）鄭允燗「韓国経済開発計画の性格」韓国基督教社会問題研究院編
　r韓国社会変動研究』民衆社1984p．35
（11）金翰周r韓国社会保障論』法文社1990p．145
（12）公務員には50％、私立学校教職員には20％、そのほかの医療組合
　には運営費用の一部を国庫が負担した。
（13）張仁協・崔聖載r老人福祉学』ソウル大学校出版部1987p．149
（14）ジョン　ホォエソク（奄劃賛）　「わが国社会保障制度の発展方向
　一社会保障部門7次計画の主要骨子一」韓国社会福祉協議会r社会福
　祉』第112号1992p．203
（15）公務員年金、軍人年金、私学年金制度にっいては、井上久子「韓
　国における年金制度について」r追手門経済論集』第21巻第2号
　1986pp．187～191を参照した。
（16）李　殉「社会保障財政の比較分析」韓国社会政策研究院r社会
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政策論叢書』第1輯1989p．45
（17）金翰周前掲書p．189～194
（18）同書PP．190～192
（19）呉正受「国民年金制度の形成過程と立法変遷に関する研究」韓
　国社会保障学会r社会保障研究』第3巻1987年11月号p．145
（20）同書P．147
（21｝加給年金は配偶者の場合年額60，000ウォン、18歳未満の子女また
　は障害等級2級以上の子女に対しては1人当たり年額36，000ウォン、
　60歳以上または障害等級2級以上の父母に対しては1人当たり36，00
　0ウォンが受給できる。一方、この金額は1988年価額であり年10％以
　上の物価上昇があった場合にその変動率分だけ調整される。　（国民
　年金法施行令第36条）
（22）金寛永ほかr国民年金基金の福祉部門活用法案』韓国開発研究
　院　 1991　p．21
（23）同書P．22
（24）関載成／朴宰用r退職金制度の問題点と改善方法』韓国開発研究
　院1984p．19
（25）井上久子前掲論文「韓国における年金制度について」p．183
（26）同論文PP．183～184
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